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＜まえがき＞ 

 

科学研究費助成事業（科研費）は、人文学、社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎か

ら応用までのあらゆる「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させることを目的

とする「競争的資金」であり、ピアレビュー（同業者（peer）が審査すること（review）で、科研費に

おいては、学術研究の場で切磋琢磨し「知の創造」の最前線を知る研究者が審査、評価するシステム）

により、豊かな社会発展の基盤となる独創的・先駆的な研究に対する助成を行うものです。 

科研費は、個人としての研究者に交付されるものですが、応募・申請ができる研究者は、科学研究費

補助金取扱規程第２条に規定される研究機関に所属している者としています。 

科研費に応募する研究者が所属する研究機関は、科研費について次のような事務を行わなければなり

ません（交付の内定・決定時に、文部科学省、日本学術振興会、各研究機関との間で、文書により確認

されています。）。 

 

① 科研費の応募資格を有する研究者の登録を行うこと 

② 文部科学省・日本学術振興会への応募・交付申請などの諸手続を行うこと 

③ 交付された科研費に係る管理・諸手続を、研究者に代わって行うこと 

④ 適正な執行管理を行うとともに、研究者への助言を行うこと 

⑤ 補助事業に関係する書類を適正に管理・保管すること 

 

このハンドブックは、これらの事務の内容について分かりやすく解説したものです。 

各研究機関は、このハンドブックの内容を十分理解するとともに、各研究機関が必要な手続を経てル

ールを定め、適切に事務を行ってください。 

科研費をより良く使っていただくために、このハンドブックが少しでもお役に立てば幸いです。 

なお、平成２６(2014)年度より科研費の全ての研究種目において、日本学術振興会から交付を行って

おります。 

 

※ 本ハンドブックは令和２(2020)年１１月時点でのルール等に基づき作成しております。今後、手

続及び様式は変更になる場合がありますので、文部科学省又は日本学術振興会からの通知文書及び

ホームページを参照してください。 

※ 「科研費電子申請システム」に対応していない研究課題（「特別推進研究（平成２７(2015)年度

以前に採択された研究課題）」や「帰国発展研究」など）や、一部取扱いが異なる「国際共同研究

加速基金（国際共同研究強化（Ｂ））」の研究課題の手続については、別途当該研究種目の使用ルー

ル等を参照してください。 

   使用ルール等： 

   https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/16_rule/rule.html 
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※ 「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A））」については、本ハンドブックと一部取扱いが

異なるため、別途使用ルール等の解説を作成していますので、本ハンドブックと併せて参照してく

ださい。 

 国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A））使用ルール等： 

 https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/15_hand/index.html 

※ 「研究成果公開促進費」については、補助事業を遂行するに当たっての留意事項等を別途作成し

ていますので参照してください。 

 使用ルール等： 

 https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/index.html#rule 

 

        ：「補助金分」の科研費の取扱いについて記載している頁の右上にこのマークを付してい

         ます。 

○該当研究種目○ 

・「特別推進研究」 

・「新学術領域研究（研究領域提案型）」（以下「新学術領域研究」という。） 

・「学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）」（以下「学術変革領域研究」という。） 

・「基盤研究（Ｓ）」 

・「基盤研究（Ａ）」 

・「基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題を除く）」 

・「若手研究（Ａ）」 

・「奨励研究」 

・「特別研究員奨励費」 

・「研究成果公開促進費（学術図書）」 

・「研究成果公開促進費（データベース）」 

 

        ：「基金分」の科研費の取扱いについて記載している頁の右上にこのマークを付していま

         す。 

○該当研究種目○ 

・「基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題）」 

・「基盤研究（Ｃ）」 

・「挑戦的萌芽研究」 

・「挑戦的研究（開拓）」 

・「挑戦的研究（萌芽）」 

・「若手研究（Ｂ）」 

・「若手研究」 

・「研究活動スタート支援」 

・「特別研究促進費」 

・「国際共同研究加速基金（国際活動支援班）」 

・「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」 

※平成２４(2012)年度から２６(2014)年度に採択された科研費（一部基金分）、若手研究（A）・（B）、特

設分野研究基金については、補助金は科研費（補助金分）、助成金は科研費（基金分）の手続と同様の

取扱いとなるため、本ハンドブックでは記載を省略しています。不明な点がある場合には、問合せ先

（４０５頁）を参照の上、日本学術振興会に相談してください。 
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＜令和２(2020)年度における主な変更点等＞ 

① 従来の「新学術領域研究（研究領域提案型）」を発展的に見直し、「学術変革領域研究（Ａ・

Ｂ）」を創設しました。

② 「挑戦的研究（開拓）」については、令和２(2020）年度の新規採択課題及び令和元(2019)年

度以前に採択された継続課題を対象に、基金化しました。

③ 主な研究種目の交付内定通知について、令和２(2020)年４月以降は、書面による通知に代え

て、所属研究機関担当者向けに、全ての内容を科研費電子申請システムにより通知します。

（３６頁）

④ 研究費の効果的・効率的な使用を一層促進するため、科研費同士の合算使用の制限を緩和し

ました。（１１１頁）

⑤ 科研費で購入した図書の寄付については、従前、補助条件等に基づき、購入後直ちに所属研

究機関に寄付することとするとともに、購入金額が５万円未満の図書に限っては、研究上の

支障がなくなる時まで寄付を留保することができることとしていましたが、研究上の支障が

なくなる時までの図書の寄付の留保を、購入金額によらず可能としました。（１４９頁）

⑥ 補助事業者が所属研究機関を異動する際、従前は科研費で購入した設備等を移設して使用す

ることを希望する場合、研究期間終了後においては、各研究機関の定めに基づいて取り扱う

こととしていましたが、研究期間終了後５年間は最低限、補助事業者の希望に応じて、科研

費で購入した設備等を補助事業者に返還して移設させることとしました。（１５２頁）

⑦ 科研費により雇用されている若手研究者のうち条件を満たしている者は、各研究機関におけ

る必要な手続を経た上で、雇用元の科研費の業務に充てるべき勤務時間において自発的な研

究活動等を行うことを可能としました。（３２頁）

⑧ 科研費においても令和３(2021)年度から、研究活動に専念できる時間を拡充するために、研

究代表者・研究分担者の研究以外の業務の代行に係る経費（バイアウト経費）を直接経費か

ら支出することが可能となります（バイアウト制度）。バイアウト経費の支出を希望する場合

は、所属する研究機関の構築した仕組みにのっとり、研究機関と研究代表者（又は研究分担

者）の合意に基づいて実施することとなります。（１０６頁）

⑨ 令和２(2020)年１１月以降、全ての様式の押印を廃止するとともに、科研費電子申請システ

ムによらず、紙媒体で提出いただいていた各種書類についても、電子的に提出することで紙

媒体による提出を不要としました。

（科研費への応募に当たっての留意事項） 

 科研費への応募に当たっては、「統合イノベーション戦略 2020」において「外国資金の受入

について、その状況等の情報開示を研究資金申請時の要件」とすることとされたことを踏ま

え、令和３(2021)年度科研費の公募より、研究計画調書の「研究費の応募・受入等の状況」

欄に海外からの研究資金についても記入することを明確にしています。 

 今後の科研費の応募に当たっては、競争的資金のほか、民間財団からの助成金、企業から

の受託研究費や共同研究費などの記入にも御留意ください。 
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(9) 不正使用又は不正受給に伴う科研費の返還等   
(10) 間接経費の削減  

 
２１ 研究活動における不正行為への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１８６ 
(1) 規程等の整備    
(2) 研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告   
(3) 研究活動の不正行為に係る調査の実施等   
(4) 不正行為に伴う科研費の返還等   
(5) 間接経費の削減   
(6) 研究倫理教育の実施  
(7) 研究倫理教育の受講等の確認  

 
２２ 研究遂行状況の報告 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９３ 

 
２３ 人権保護及び法令等の遵守に係る事務 ・・・・・・・・・・・・・・・・１９４ 

 
２４ 必要書類の様式 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９６ 
(1) 「応募ルール」に係る様式（省略）   
(2) 「使用ルール」に係る様式（省略） 
(3)   その他 研究活動の公正性の確保及び適正な研究費の使用について確認・誓約すべき事項 
     （省略） 

※ 本ハンドブックの別冊「様式集」を参照してください。 
 
 科研費電子申請システムにより提出する様式一覧 ・・・・・・・・・・・・・・１９８ 
 

6



様式提出時添付書類一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２００ 
 
 
Ⅳ 科研費の評価はどのように行われているのか？ ・・・・・・・・・・・・・・２０３ 
 
１ 科学研究費助成事業審査機構図（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・２０５ 
 
２ 科学研究費委員会組織図（日本学術振興会） ・・・・・・・・・・・・・・２０６ 
         
３ 事前評価（審査）・自己評価・研究進捗評価・中間評価・事後評価等の時期・２０７ 
① 特別推進研究  
② 新学術領域研究（研究領域提案型）  
③ 基盤研究（Ｓ）  
④ 基盤研究（Ａ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）  
⑤ 基盤研究（Ｂ）・（Ｃ）（応募区分「特設分野研究」を除く）、若手研究、研究活動スタート支援 
⑥ 平成２８(2016)年度公募以前の挑戦的萌芽研究、平成２９(2017)年度公募以前の若手研究（Ａ）・

（Ｂ） 
 

 
Ⅴ 科研費にはどのようなルールがあるのか？ ・・・・・・・・・・・・・・・・２１１ 
 
１ 応募ルール（省略） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１３ 
※ 科学研究費助成事業の公募要領を参照してください。 

 
２ 評価ルール（省略） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１５ 
※ 科学研究費助成事業の評価ルールを参照してください。 

  
  ３ 使用ルール ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１７ 

＜補助金分＞ 
・科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金研究者使用ルール（補助条件）   
・科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金研究者使用ルール（補助条件）（「特別研究員奨
励費」（特別研究員））  

・科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金研究者使用ルール（補助条件）（「特別研究員奨
励費」（外国人特別研究員））  

・科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金の使用について各研究機関が行うべき事務等 
 

＜基金分＞ 
・科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金研究者使用ルール（交付条件）  
・科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金の使用について各研究機関が行うべき事

務等 
 
 
Ⅵ 関係法令等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９１ 

・補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律  
・補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令  
・競争的資金の適正な執行に関する指針  
・競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針  
・競争的資金における使用ルール等の統一について  
・国立大学法人及び大学共同利用機関法人における研究費の管理・使用について 
・科学研究費補助金取扱規程  
・学術研究助成基金の運用基本方針  
・科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領  
・科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領  
・科学研究費補助金取扱規程第４条第３項の特定給付金等を定める件  
・科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領第５条第１項第１号及び第３号に定める科学
研究費補助金を交付しない期間の扱いについて  

・科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領第５条第１項第１号及び第３号に定め
る科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）を交付しない期間の扱いについて 

・科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領第５条第１項第５号及び科学研究費助成事業
（学術研究助成基金助成金）取扱要領第５条第１項第５号に定める期間の扱いについて 
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問合せ先 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０５ 
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Ⅰ 科研費とは？ 
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１ 科学研究費助成事業の概要 

○目的・性格

全国の大学や研究機関においては、様々な研究活動が行われています。科学研究費助成事業（科研費）は

こうした研究活動に必要な資金を研究者に助成するしくみの一つで、人文学、社会科学から自然科学までの

全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる独創的・先駆的な「学術研究」を対象としています。 

研究活動には、「研究者が比較的自由に行うもの」、「あらかじめ重点的に取り組む分野や目標を定めてプロ

ジェクトとして行われるもの」、「具体的な製品開発に結びつけるためのもの」など、様々な形態がありま

す。こうした全ての研究活動のはじまりは、研究者の自由な発想に基づいて行われる「学術研究」にありま

す。科研費は全ての研究活動の基盤となる「学術研究」を幅広く支えることにより、科学の発展の種をまき

芽を育てる上で、大きな役割を有しています。 

科研費制度では、研究者から応募された研究計画について、ピアレビュー（同業者（peer）が審査するこ

と（review）で、科研費においては、学術研究の場で切磋琢磨し「知の創造」の最前線を知る研究者が審

査、評価するシステム）による厳正な審査を経て採択を決定し、研究費が助成されることになります。 

科研費制度では、平成２３(2011)年度から「基金化」の制度改革により、単年度の補助金制度に比べ、年

度の区分にとらわれない研究費の使用など柔軟な使用が可能となりました。科研費制度では、引き続き「基

金化」の改革を進めています。 

＜我が国の科学技術・学術振興方策における「科研費」の位置付け＞ 
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２ 研究種目：研究内容や規模に応じて研究種目を設定しています。 
  （令和２(2020)年１１現在） 

研 究 種 目 研 究 種 目 の 目 的 ・ 内 容 補助金・基

金の別 

科学研究費  
 特別推進研究 新しい学術を切り拓く真に優れた独自性のある研究であって、格段に優れた研究成果が期待される１人又は比較的少人数の研究者

で行う研究（３～５年間（真に必要な場合は最長７年間）２億円以上５億円まで（真に必要な場合は５億円を超える応募も可能）） 
補助金 

新学術領域研究 

（研究領域提案型）  
多様な研究者グループにより提案された、我が国の学術水準の向上・強化につながる新たな研究領域について、共同研究や研究人

材の育成、設備の共用化等の取組を通じて発展させる（５年間 1領域単年度当たり 1,000万円～３億円程度を原則とする） 
補助金 

基盤研究 （Ｓ）１人又は比較的少人数の研究者が行う独創的・先駆的な研究 

原則５年間  5,000万円以上 ２億円以下 

（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）１人又は複数の研究者が共同して行う独創的・先駆的な研究 

  （Ａ） ３～５年間 2,000万円以上  5,000万円以下  

  （Ｂ） ３～５年間   500万円以上  2,000万円以下 

   （Ｃ） ３～５年間   500万円以下         

(Ｓ) 

補助金 (Ａ) 

(Ｂ) 

(Ｃ) 基金 

挑戦的研究 １人又は複数の研究者で組織する研究計画であって、これまでの学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを志向し、飛躍

的に発展する潜在性を有する研究  

なお、（萌芽）については、探索的性質の強い、あるいは芽生え期の研究も対象とする 

 （開拓）３～６年間   500万円以上 2,000万円以下 

 （萌芽）２～３年間  500万円以下 

基金 

若手研究 博士の学位取得後８年未満の研究者（注）が１人で行う研究   

        ２～５年間   500万円以下  
基金 

研究活動スタート 
支援 

研究機関に採用されたばかりの研究者や育児休業等から復帰する研究者等が１人で行う研究 

１～２年間   単年度当たり150万円以下 
基金 

奨励研究 教育・研究機関や企業等に所属する者で、学術の振興に寄与する研究を行っている者が１人で行う研究 

１年間    10万円以上 100万円以下 
補助金 

特別研究促進費  緊急かつ重要な研究課題の助成 基金 

研究成果公開促進費 

補助金 
 研究成果公開発表  学会等による学術的価値が高い研究成果の社会への公開や国際発信の助成 

国際情報発信強化 学協会等の学術団体等が学術の国際交流に資するため、更なる国際情報発信の強化を行う取組への助成 

学術図書 個人又は研究者グループ等が、学術研究の成果を公開するために刊行する学術図書の助成 

データベース 個人又は研究者グループ等が作成するデータベースで、公開利用を目的とするものの助成 

特別研究員奨励費 日本学術振興会特別研究員（外国人特別研究員を含む）が行う研究の助成 

（３年以内（特別研究員－ＣＰＤ（国際競争力強化研究員）は５年以内）） 
補助金 

国際共同研究加速基金 

基金 

 国際共同研究強化 （Ａ）科研費に採択された研究者が半年から１年程度海外の大学や研究機関で行う国際共同研究。基課題の研究計画を格段に発展

させるとともに、国際的に活躍できる、独立した研究者の養成にも資することを目指す（1,200万円以下）【平成３０(2018)年

度公募以降改称】 

（Ｂ）複数の日本側研究者と海外の研究機関に所属する研究者との国際共同研究。学術研究の発展とともに、国際共同研究の基盤

の構築や更なる強化、国際的に活躍できる研究者の養成も目指す（３～６年間   2,000万円以下） 

国際活動支援班 新学術領域研究における国際活動への支援（領域の設定期間 単年度当たり1,500万円以下） 

【平成３０(2018)年度公募以降、新学術領域研究の総括班に組み込んで公募】 

帰国発展研究 海外の日本人研究者の帰国後に予定される研究（３年以内 5,000万円以下） 

（注）博士の学位を取得見込みの者及び博士の学位を取得後に取得した産前・産後の休暇、育児休業の期間を除くと博士の学位取

得後８年未満となる者を含む。 

 

３ 文部科学省と日本学術振興会の関係 

平成１０(1998)年度までは、文部省（現文部科学省）において全ての研究種目の公募・審査・交付業務が行

われていましたが、平成１１(1999)年度から日本学術振興会への移管を進めています。現時点での公募・審

査・交付業務は、次のように行われております。 

研 究 種 目 等 
公 募 ・ 審 査 業 務 

（公募要領の作成主体、応募書類の提出先） 

交 付 業 務 

（交付内定・決定通知を行う主体、 

交付申請書・各種手続書類等の提出先） 

新学術領域研究、学術変革領域研究、

特別研究促進費、国際共同研究加速基金

（国際活動支援班） 

文部科学省 日本学術振興会 

特別推進研究、基盤研究、挑戦的研究

、挑戦的萌芽研究、若手研究、研究活動

スタート支援、奨励研究、研究成果公開

促進費、特別研究員奨励費、国際共同研

究加速基金（国際共同研究強化、帰国発

展研究） 

日本学術振興会 日本学術振興会 
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４ 科研費に関するルール 

科研費には次の３つのルールがあります。 

①応募ルール：応募・申請に関するルール 

②評価ルール：事前評価（審査）・中間評価・事後評価・研究進捗評価等に関す

るルール 

③使用ルール：交付された科研費の使用に関するルール 

なお、科研費の３つのルールは、次のように適用されます。 
 

  応募ルール  評価ルール  使用ルール 

    

科研費 
（補助金分） 

 
文部科学省 

 

 

公 募 要 領 

 
文部科学省 

科学研究費助成事業におけ

る評価に関する規程 
 

 
日本学術振興会 

【研究者向け】補助条件（注１） 
【研究機関向け】科学研究費助成

事業－科研費－科学研究費補助

金の使用について各研究機関が

行うべき事務等（注２） 

 

   
 

日本学術振興会 
 
 
 
 
 

公 募 要 領 

 
日本学術振興会 

科学研究費助成事業におけ

る審査及び評価に関する規

程 
 
 

 

    

科研費 
（基金分） 

   
日本学術振興会 

【研究者向け】交付条件（注３） 
【研究機関向け】科学研究費助成

事業－科研費－学術研究助成基

金助成金の使用について各研究

機関が行うべき事務等（注４） 

（注１） 以下「（補助金分）研究者使用ルール」という。 
（注２） 以下「（補助金分）機関使用ルール」という。 
（注３） 以下「（基金分）研究者使用ルール」という。 
（注４） 以下「（基金分）機関使用ルール」という。 
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Ⅱ 科研費における補助金分 
 

・基金分の比較 
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科研費における補助金分・基金分の比較 

 

補助金分は、研究期間が複数年度にわたっていても、国の予算が単年度で予算措置されるため、「年度ごとに、

当該年度分の研究費についてのみ交付内定・交付決定」を行う必要がありますが、基金分は、会計年度にとらわ

れない複数年度の研究費が一括して予算措置されるため、「初年度に、複数年度にわたる研究期間全体の研究費に

ついて交付内定・交付決定」を行います。このため、基金分は、 

①研究の進捗に合わせた研究費の前倒し使用 

②事前の繰越し手続を要しない、次年度における研究費の使用 

③年度をまたぐ物品調達 

などが可能です。 

また、平成２５(2013)年度から補助金分に「調整金」制度が新設されたことに伴い、補助金分でも研究費の前

倒し使用や、一定要件を満たす場合の次年度使用が可能となっています。 

 

【各研究種目の区分について】 

区 分 研 究 種 目 

補助金分 

「特別推進研究」 

「新学術領域研究」 

「学術変革領域研究」 

「基盤研究（Ｓ）」 

「基盤研究（Ａ）」 

「基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題を除く）」 

「若手研究（Ａ）」 

「奨励研究」 

「特別研究員奨励費」 

「研究成果公開促進費（学術図書、データベース）」 

基金分 

「基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題）」 

「基盤研究（Ｃ）」 

「挑戦的萌芽研究」 

「挑戦的研究（開拓）」 

「挑戦的研究（萌芽）」 

「若手研究（Ｂ）」 

「若手研究」 

「研究活動スタート支援」 

「特別研究促進費」 

「国際共同研究加速基金（国際活動支援班）」 

「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」 
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【交付内定～補助金又は助成金の受領】 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

36-37 交付内定 
毎年度、複数年度にわたる研究期間のうち単

年度分の研究費を交付内定。 

初年度に、複数年度にわたる研究期間全体の

研究費を交付内定。 

38-46 交付申請 

毎年度、複数年度にわたる研究期間のうち単

年度分の研究費を交付申請。 

 

＜様式A-2-1 交付申請書＞ 

初年度に、複数年度にわたる研究期間全体の

研究費を交付申請。 

 

＜様式D-2-1,D-2-3 交付申請書＞ 

47-49 交付決定 
毎年度、複数年度にわたる研究期間のうち単

年度分の研究費を交付決定。 

初年度に、複数年度にわたる研究期間全体の

研究費を交付決定。 

- 
補助事業期

間 

単年度。 複数年度。 

41-44 

143 

交付請求又

は 

支払請求 

毎年度、交付申請額に基づき交付請求。 

 

＜様式A-4-1 交付請求書＞ 

 

毎年度、各年度の所要見込額に基づき支払請

求。 

 

＜初年度分：様式 D-4-1,D-4-3 支払請求書

＞ 

・交付申請額に基づき支払請求 

 

＜２年度目以降：様式F-2-1 支払請求書＞ 

・前年度の未使用見込額を含む所要見込額に

基づき支払請求 

50-51 

補助金又は

助成金の受

領 

毎年度、補助金を受領。 

 

※直接経費が３００万円以上の研究課題に

ついては、２回に分けて受領。 

毎年度、その年度に必要な助成金を受領。 

 

※各年度の所要見込額が３００万円以上の

場合は、２回に分けて受領。ただし、国際

共同研究加速基金（国際活動支援班、帰国

発展研究）は単年度ごとに一括して受領。 

 

【交付決定以降】 

（１）総則 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

217-403 
法令等の遵

守 

＜対象法令等＞ 

・適正化法及び同法施行令 

・科学研究費補助金取扱規程 

・日本学術振興会科学研究費補助金取扱要領 

・補助条件  

等 

＜対象法令等＞ 

・適正化法及び同法施行令 

・学術研究助成基金運用基本方針 

・日本学術振興会学術研究助成基金助成金取

扱要領 

・交付条件  

等 

- 
補助事業者

とその責務 

補助事業者は、研究代表者及び研究分担者。 

補助事業者は、原資が税金であることに留意し、交付の目的に従って誠実に事業を実施。 

- 

補助条件又

は交付条件

の写しの配

付 

研究代表者は、全ての研究分担者に補助条件の写しを配付、補助条件に従う義務を説明。 

 ※補助条件は交付条件と読み替える。（以下

同様） 

102-122 
研究機関に

よる管理 

補助事業者の所属研究機関が研究費を管理。 

補助条件に係る諸手続について当該研究機関を通じて行う。 
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（２）直接経費の使用 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

102-122 

直接経費の

公正かつ効

率的な使用 

補助事業者は、直接経費の公正かつ効率的な使用に努め、他の用途への使用及び補助条件に

違反する使用をしてはならない。 

105-109 

直接経費の

対象となる

経費 

補助事業の遂行に必要な経費を対象。 

※費目は「物品費」、「旅費」、「人件費・謝金」、「その他」の４つ。 

50-51 
分担金の配

分 

補助金受領後研究分担者に配分。 補助金分と同様。 

※補助金は助成金と読み替える。（以下同様） 

102-103 
研究・契約

等の開始 

新規採択課題は交付内定通知日以降。 

２年度目以降の継続課題は当該年度の４月

１日から契約の締結等が可能。ただし、海外

における研究滞在等による中断後の再開の

場合には日本学術振興会への交付申請書の

提出日以降。 

新規採択課題は交付内定通知日以降。ただ

し、国際共同研究加速基金（帰国発展研究）

及び海外における研究滞在等による中断後

の再開の場合には日本学術振興会への交付

申請書の提出日以降。 

121-122 年度内使用 

補助事業期間は単年度として設定されるた

め、研究期間が複数年度にわたるものであっ

ても、当該年度を超えて研究費を使用できな

い（繰越しが認められる場合を除く。）。 

複数年度にわたって補助事業期間が設定さ

れるため、その期間内であれば、年度をまた

ぐ物品調達等が可能。 

139,147 
研究費の前

倒し 

研究上の必要に応じて、「調整金」を利用し、

研究費の前倒し使用が可能。ただし、研究期

間を短縮することはできない。 

この際、「調整金」の変更交付決定日までは

前倒し使用する研究費は使用できない。 

＜様式C-3-3 前倒し使用申請書兼変更交付

申請書＞ 

研究上の必要に応じて、研究費の前倒し使用

が可能。ただし、補助事業期間を短縮するこ

とはできない。 

 

＜様式F-3-1 前倒し支払請求書＞ 

 

 

135-138 

140-142 

144-146 

研究費の次

年 度 使用

（繰越し） 

①研究費を翌年度に使用する場合には、交付

決定時には予想し得なかったやむを得な

い事由を要件とし、事前の手続として、「繰

越しを必要とする理由書」による申請（繰

越し額の確定）、繰越し額の一旦返納及び

再交付、財務省協議等が必要。 

この際、繰越し課題と翌年度に実施予定の

補助事業とは合算して使用できない。 

 

＜様式C-26 繰越を必要とする理由書＞ 

＜様式C-17-1 実績報告書（収支決算報告書

（２））＞ 

 

②最終年度を除き、繰越制度の要件に合致し

ない場合や、繰越申請期限を過ぎた後に繰

越事由が発生した場合において、「調整金」

を利用することで次年度使用が可能。 

この際、「調整金」の変更交付決定日まで

は次年度使用する研究費は使用できない。 

 

＜様式 C-3-2 次年度使用申請書兼変更交付

申請書＞ 

最終年度を除き、研究計画変更等に伴い未使

用額が生じる場合には、事前の繰越し手続を

要せず、次年度に研究費を使用することが可

能（研究費の一旦返納、財務省協議等は不

要。）。 

 

この際、次年度使用予定の研究費と合算して

使用することができる。 

なお、翌年度５月末日までに提出する実施状

況報告書において、「次年度使用額」（確定額）

とその使用計画等を事後に報告。 

 

※２年度目以降の支払請求時では、次年度所

要見込額を踏まえ請求。 

 

＜様式 F-6-1 実施状況報告書（収支状況報

告書）＞ 

＜様式 F-7-1 実施状況報告書（研究実施状

況報告書）＞ 

 

111-115 
合算使用の

制限 

一部例外を除き、合算して使用できない。 
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該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

121-122 
納品等及び

支出の期限 

納品等は、各年度において、当該年度の３月

３１日までに終了。これに係る支出は、毎年

度の実績報告書の提出期限まで。 

納品等は、補助事業期間内に終了。これに係

る支出は、研究計画最終年度の翌年度に提出

する実績報告書の提出期限まで。 

※なお、毎年度に提出する実施状況報告にあ

たっては、各年度の３月３１日までの支出状

況を報告。 

118-120 
研究協力者

の雇用 

研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が当事者となって勤務内容、勤務時間等を明確に

した雇用契約を締結すること。 

 

（３）補助事業の変更 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

- 
変更できな

い事項 

「研究課題名」及び「研究の目的」のほか、

「研究代表者」を変更することができない

（研究代表者の変更について、新学術領域研

究の計画研究、学術変革領域研究の計画研

究、学術研究支援基盤形成及び特別研究員奨

励費（外国人特別研究員）の場合には、例外

として認められる場合がある。）。 

補助金分の内容に加え、「補助事業期間」を短

縮することができない（研究代表者の変更に

ついて、国際共同研究加速基金（国際活動支

援班）の場合には、例外として認められる場

合がある。）。 

54-56 
直接経費の

使用内訳 

年度ごとに交付する直接経費の総額（毎年度

の交付決定額）の５０％（直接経費の総額の

５０％の額が３００万円以下の場合は、３０

０万円）を超えて変更しようとする場合に

は、日本学術振興会の承認が必要。 

 

＜様式 C-4-1 直接経費使用内訳変更承認申

請書＞ 

複数年度にわたる研究期間全体の直接経費

の総額（交付決定額）の５０％（直接経費の

総額の５０％の額が３００万円以下の場合

は、３００万円）を超えて変更しようとする

場合には、日本学術振興会の承認が必要。 

 

＜様式 F-4 直接経費使用内訳変更承認申請

書＞ 

52-53 

64-66 

73-74 

研究の廃止

（研究代表

者の応募資

格の喪失

等） 

補助事業を廃止しようとする場合には、日本学術振興会の承認が必要。 

未使用の補助金を返還し、承認後６１日以内に実績報告。 

＜様式C-5-1 補助事業廃止承認申請書＞ 

 

※２年度目以降の継続課題の交付申請時に

は、「交付申請の辞退届」を提出。 

 

＜参考＞主な補助事業廃止のケース 

①研究代表者が応募資格を喪失する場合（海

外における研究滞在等に伴う場合を除

く。） 

②研究代表者が欠ける場合（死亡・失踪） 

③上記以外の事由により補助事業を実施で

きず、補助事業の目的を達成できないと判

断した場合 

＜様式F-5-1 補助事業廃止承認申請書＞ 

 

※交付決定以降、随時「補助事業廃止承認申

請書」を提出。 

 

＜参考＞主な補助事業廃止のケース 

①研究代表者が応募資格を喪失する場合（海

外における研究滞在等に伴う場合を除

く。） 

②研究代表者が欠ける場合（死亡・失踪） 

③研究代表者が１年を超えて補助事業を継

続して実施できない場合（育児休業等・海

外における研究滞在等を除く。） 

④上記以外の事由により補助事業を実施で

きず、補助事業の目的を達成できないと判

断した場合 

57-58 

研究代表者

の所属研究

機関の変更 

所属研究機関を変更した場合には、変更後の研究機関を通じて日本学術振興会に届出が必

要。 

この際、未使用の研究費がある場合には、研究機関間で送金等を行う。 

＜様式 C-10-1 研究代表者所属研究機関変

更届＞ 

 

＜様式 F-10-1 研究代表者所属研究機関変

更届＞ 
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該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

※２年度目以降の継続課題の交付申請時に

は、「研究代表者の転出報告書」を提出し、

変更後の研究機関から交付申請書を提出。 

※交付決定以降、随時「研究代表者所属研究

機関変更届」を提出。 

95-101 

補助事業者

の変更（研

究分担者の

変更） 

研究分担者を変更しようとする場合には、日本学術振興会の承認が必要。 

交付決定後に研究分担者を新たに加える場合には、事前に研究分担者承諾の手続を行うこ

と。 

＜様式C-9 補助事業者変更承認申請書＞ 

 

 

※交付申請時及び、交付決定以降随時、「補助

事業者変更承認申請書」を提出すること

で、研究分担者の追加・削除を行うことが

できる。 

＜様式F-9-1 研究分担者変更承認申請書＞ 

 

 

※交付申請時及び、交付決定以降随時、「研究

分担者変更承認申請書」を提出すること

で、研究分担者の追加・削除を行うことが

できる 。 

81-83 

135-138 

141-142 

補助事業期

間の延長 

補助事業期間は単年度ごとに設定されてお

り、繰越事由が生じた場合には、毎年度、繰

越し手続による文部科学省及び財務省の承

認を経て、翌年度に限り補助事業期間の延長

が可能。 

 

＜様式C-26 繰越を必要とする理由書＞ 

補助事業期間は複数年度にわたって設定さ

れており、補助事業期間の延長を希望する場

合には、研究計画最終年度において日本学術

振興会の承認が必要。この際、延長できる期

間は１年に限る（育児休業等・海外における

研究滞在等に伴い補助事業期間を延長して

いる場合も可能。）。 

 

＜様式 F-14 補助事業期間延長承認申請書

＞ 

75-78 

81-83 

産前産後の

休暇又は育

児休業等に

よる中断 

産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴い、

翌年度以降に補助金の再交付を希望する場

合には、日本学術振興会の承認が必要。 

この際、未使用の補助金については返還する

とともに、実績報告書を提出。 

 

 

 

＜様式 C-13-1 産前産後の休暇又は育児休

業の取得に伴う研究中断承認申請書＞ 

 

※日本学術振興会から承認を受けた場合に

は、産前産後の休暇又は育児休業を取得す

ることにより研究を中断する期間に応じ

て翌年度以降に補助金の再交付が可能。 

※２年度目以降の継続課題の交付申請時に

は、「育児休業等又は病気を理由とする特

別研究員の採用中断に伴う交付申請留保

届」を提出。 

※研究を再開する場合、交付申請書を提出。 

※特別研究員の病気を理由とした採用の中

断に伴う研究中断の場合も上記と同様の

取扱いとなる（様式C-13-3を提出。）。 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

 

 

産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴い、

１年を超えて補助事業を中断する場合には、

日本学術振興会に届出が必要。 

この際、未使用の助成金がある場合には、補

助事業の再開まで研究機関において適切に

管理するとともに、実施状況報告書において

報告。 

 

＜様式F-13-1 研究中断届＞ 

 

 

※交付決定以降、随時「研究中断届」を提出。 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

＜様式F-13-2 産前産後の休暇、育児休業の

取得又は海外における研究滞在等に伴う

補助事業期間延長承認申請書＞ 
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該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

＜様式A-14 産前産後の休暇、育児休業の取

得、又は、病気を理由とする特別研究員の採

用の中断若しくは海外における研究滞在等

に伴う研究実施計画の変更願＞ 

 

※特別研究員の病気を理由とした採用の中

断に伴う研究中断の場合も上記と同様の取

扱いとなる（様式A-14を提出。）。 

79-83 

産前産後の

休暇又は育

児休業の取

得等に伴う

研究期間の

延長 

産前産後の休暇又は育児休業が同一年度内

に終了し、研究期間の延長を希望する場合に

は、日本学術振興会の承認が必要。 

この際、産前産後の休暇又は育児休業を取得

することにより研究を中断する期間に応じ

て、１年度の研究期間の延長が可能。 

 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

＜様式 C-13-2 産前産後の休暇又は育児休

業の取得に伴う研究期間延長承認申請書＞ 

 

※特別研究員の病気を理由とした採用の中

断に伴う研究中断の場合も上記と同様の取

扱いとなる（様式C-13-4を提出。）。 

産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴い、

補助事業期間の延長を希望する場合には、日

本学術振興会の承認が必要。 

この際、産前産後の休暇又は育児休業を取得

することにより補助事業を中断する期間に

応じて延長可能。 

 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

＜様式F-13-2 産前産後の休暇、育児休業の

取得又は海外における研究滞在等に伴う補

助事業期間延長承認申請書＞ 

84-88 

海外におけ

る研究滞在

による中断 

海外における研究滞在等により研究を中断

し、未使用の補助金について中断の終了後に

再交付を希望する場合には、日本学術振興会

の承認が必要。 

この際、未使用の補助金については返還する

とともに、実績報告書を提出。 

 

＜様式 C-13-5 海外における研究滞在等に

よる研究中断承認申請書＞ 

 

※日本学術振興会から承認を受けた場合に

は、「条件付き交付内定」を通知。海外にお

ける研究滞在等により研究を中断する期

間に応じて中断の終了後に補助金の再受

給が可能。 

※研究を再開する場合、「海外における研究

滞在等による研究中断からの研究再開

届」、「交付申請書」を提出。 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

＜様式A-14 産前産後の休暇、育児休業の取

得、又は、病気を理由とする特別研究員の

採用の中断若しくは海外における研究滞

在等 に伴う研究実施計画の変更願＞ 

 

補助金分と同様。 

 

 

 

 

 

 

＜様式 F-13-4 海外における研究滞在等に

よる研究中断承認申請書＞ 

 

※補助金分と同様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜様式 D-17 海外における研究滞在等によ

る研究中断からの研究再開届＞ 
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該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

89-92 

海外におけ

る研究滞在

等に伴う研

究期間の延

長 

海外における研究滞在等により年度内に研

究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場

合であって、研究期間の延長を希望する場合

には、日本学術振興会の承認が必要。 

この際、１年度の研究期間の延長が可能。 

 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

 

＜様式 C-13-6 海外における研究滞在等に

伴う研究期間延長承認申請書＞ 

海外における研究滞在等により補助事業を

中断し、かつ１年以内に補助事業を再開した

場合であって、補助事業期間の延長を希望す

る場合には、日本学術振興会の承認が必要。 

この際、１年度の補助事業期間の延長が可

能。 

 

※再開時等に研究の年次計画を変更するこ

とも可能。 

 

＜様式F-13-2 産前産後の休暇、育児休業の

取得又は海外における研究滞在等に伴う

補助事業期間延長承認申請書＞ 

- 軽微な変更 

「役割分担等」、「直接経費（研究者別内訳）」、

「研究実施計画」及び「主要な物品の内訳」

は必要に応じて変更することが可能。 

補助金分の内容に加え、「各年度における直

接経費の額」及び「各年度における直接経費

の費目別内訳」が対象。国際共同研究加速基

金（帰国発展研究）ではこれらの内容に加え、

「日本の研究機関における職務のエフォー

ト」が対象。 

148-152 
設備等の取

扱い 

設備等の購入後直ちに寄付。 

寄付を延期する場合には、日本学術振興会の承認が必要。 

＜様式C-15 寄付延期承認申請書＞ ＜様式F-15 寄付延期承認申請書＞ 

153 

利子及び為

替差益の取

扱い 

原則、所属研究機関に譲渡。 

154 
収入の取扱

い 

実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合には、日本学術振興会に返還。 

 

（４）間接経費の取扱い 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

123-125 
間接経費

の譲渡 

所属研究機関に譲渡。 

※国立試験研究機関等の国の機関については、間接経費を受け入れるための連動する歳出科

目がない場合には、受け入れることができない。 

128 

間接経費

の使用期

限 

補助事業期間内に使用。 

 

※繰越制度により一定の要件を満たすこと

で直接経費を翌年度に使用することが認

められた場合には、これと連動して間接経

費を翌年度に使用することも可能。 

（間接経費は調整金による次年度使用の対

象外） 

補助事業期間内に使用。 

 

※最終年度を除き、間接経費を翌年度に使用

する場合は、事前の手続なく使用すること

が可能。 

130-133 
間接経費

の変更 

○間接経費を受け入れる研究機関から間接経費を受け入れない研究機関に変更 

変更前の研究機関を通じて、未使用の間接経費を返還。 

○間接経費を受け入れない研究機関から間接経費を受け入れる研究機関に変更 

変更後の研究機関を通じて、間接経費の追加交付を申請。 

＜様式 C-16 間接経費交付決定額変更申請

書＞ 

＜様式 F-16 間接経費交付決定額変更申請

書＞ 
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（５）実績（実施状況）の報告 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

155-156 
実施状況

報告 
 

研究計画最終年度を除き、毎年度、各年度の

研究実施状況について翌年度の５月末日ま

でに報告。各年度における研究実績のほか、

次年度使用や研究の進捗状況（現在までの達

成度等）を報告。 

収支状況に関しては、各年度の３月３１日ま

での支出状況を報告。 

 

＜様式F-6-1 実施状況報告書（収支状況報

告書）＞ 

＜様式F-7-1 実施状況報告書（研究実施状

況報告書）＞ 

157-159 
実績の報

告 

毎年度、「収支決算報告書」及び「研究実績報

告書」について、翌年度の５月末日までに提

出。各年度における研究実績、研究の進捗状

況を報告。 

 

＜様式C-6 実績報告書（収支決算報告書）

＞ 

＜様式C-7-1 実績報告書（研究実績報告書）

＞ 

複数年度にわたる研究期間全体の「収支決算

報告書」及び最終年度の「研究実績報告書」

について、研究計画最終年度の翌年度の５月

末日までに提出。 

 

＜様式F-6-2 実績報告書（収支決算報告書）

＞ 

＜様式F-7-2 実績報告書（研究実績報告書）

＞ 

 

（６）研究成果報告書等の提出 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

163-166 

研究成果

報告書等

の提出 

研究期間終了後、「研究成果報告書」を提出。 

＜様式C-18 研究成果報告書（研究領域）＞ 

＜様式C-19 研究成果報告書＞ 

＜様式C-21 研究経過報告書＞ 

＜様式C-23 研究成果報告書提出延期届＞ 

＜様式F-19-1 研究成果報告書＞ 

＜様式F-21 研究経過報告書＞ 

 

167-168 

研究成果

報告書等

が未提出

の場合の

取扱い 

研究代表者又は研究分担者は、これまで研究代表者として交付を受けた補助事業の研究成果

報告書又は研究経過報告書のいずれも提出期限までに提出しない場合には、当該年度に実施

している全ての補助事業の執行を停止しなければならない（研究成果報告書又は研究経過報

告書のいずれかの提出が日本学術振興会により確認された時点で執行停止を解除する。）。 

※研究経過報告書を提出した日の属する年度に研究成果報告書を提出しない場合には、実施

している全ての補助事業について、補助金分は翌年度の交付内定を留保、基金分は翌年度

の補助事業の執行を停止しなければならない。 

169-171 

研究成果

発表にお

ける表示

義務 

科研費の交付を受けて行った研究の成果であることを表示。 

169-171 

研究成果

発表の報

告 

書籍、雑誌等において発表を行った場合又は特許を取得した場合には報告。 

＜様式C-24 研究成果発表報告書＞ ＜様式F-24 研究成果発表報告書＞ 
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（７）その他 

該当頁  補助金分の取扱い 基金分の取扱い 

186-190 

研究活動

の公正性

の確保 

不正行為を行うこと、関与することがあってはならない。 

191 

研究倫理

教育の実

施 

研究機関は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」等に基づき、研

究倫理教育を実施。 

研究代表者は、研究機関が実施する研究倫理教育などを受講。 

192 

研究倫理

教育の受

講等の確

認 

研究分担者が、研究倫理教育を履修することについて、研究代表者に誓約。 

194-195 

人権保護

及び法令

等の遵守 

研究代表者又は研究分担者が、関係法令・指針等に従って研究を進めているかどうか確認す

るとともに、承認・確認・届出等の事務を行う。 

161-162 

関係書類

の整理・保

管 

補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整理しなければならない。 

この際、収支に関する帳簿及び関係書類を、

交付を受けた年度終了後５年間保管。 

この際、収支に関する帳簿及び関係書類を、

補助事業期間終了後５年間保管。 
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Ⅲ 研究機関はどのような 

 

事務を行うのか？ 
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〈科研費（補助金分）に係る事務の流れ〉 

随 時 

１  所属する研究者の応募資格の確認            （３１頁）   

   

２  研究者情報の e-Rad への登録、更新及びＩＤ・パスワードの付与       （３３頁）  

 （府省共通研究開発管理システム（e-Rad））  

    

前年 ９月  ３ 公募要領の内容の周知       （３４頁） （文部科学省・日本学術振興会の双方から通知） 

   

前年１１月  ４ 応募書類の確認及び提出      （３５頁） （提出先：文部科学省・日本学術振興会） 

 文部科学省 

科学技術・学術審議

会が審査 

 日本学術振興会 

科学研究費委員会 

が審査 

  

    

    

   

４月～６月    ５ 交付内定通知の受理及び研究者への通知    （３６頁） （日本学術振興会から通知） 

   

４月～８月  ６ 交付申請書類の取りまとめ及び提出      （３８頁） （提出先：日本学術振興会） 

   

６月～９月  ７ 交付決定通知の受理及び研究者への伝達    （４７頁）  

   

７月～１０月 ８ 科研費の受領                （５０頁）  

   

    10 直接経費の管理       （１０２頁）     
        
 

補

助

金

の

使

用

 

   
９ 

交
付
申
請
書
記
載
内
容
の
変
更
等
の
手
続 

  

   11  間接経費に係る事務    （１２３頁）    
      
      

 
  12  研究の進捗状況に応じた柔軟な              

 
  (1)補助事業の変更等     （５２頁） 

    
  研究費の使用 （１３５頁）    

      (2)研究代表者に関する変更等 （５７頁） 
      
   13  設備等に係る事務     （１４８頁）     
       
      (3)研究分担者に関する変更等 （９３頁） 
      

翌年５月末   
  15  実績報告書の提出に係る手続                          

   
   （１５７頁） 

    （提出先：日本学術振興会）   

       

    16  額の確定に係る手続   （１６０頁）    
       
       

  17  関係書類の整理・保管等   （１６１頁）  

最終年度の   

翌年６月末  18  研究成果報告書等の提出に係る手続     （１６３頁）  

 （提出先：日本学術振興会）  

   

   20  適正な使用の確保    （１７３頁） 
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〈科研費（基金分）に係る事務の流れ〉 

随 時  

１  所属する研究者の応募資格の確認           （３１頁）   

   

２  研究者情報の e-Rad への登録、更新及びＩＤ・パスワードの付与       （３３頁）  

  （府省共通研究開発管理システム（e-Rad））  

     

前年 ９月  ３ 公募要領の内容の周知       （３４頁） （日本学術振興会から通知） 

    

前年１１月  ４ 応募書類の確認及び提出      （３５頁） （提出先：日本学術振興会） 

 

 

 

 日本学術振興会 

科学研究費委員会 

が審査 

  

補

助

事

業

期

間

中 

 初年度の４月  

 ５ 交付内定通知の受理及び研究者への通知    （３６頁） （日本学術振興会から通知） 

初年度の４月  

 ６ 交付申請書類の取りまとめ及び提出      （３８頁） （提出先：日本学術振興会） 

初年度の６月  

 ７ 交付決定通知の受理及び研究者への伝達    （４７頁）  

初年度の７月、１０月 （基金の２年度目以降は４月、１０月） 

  ８ 科研費の受領（初年度分）          （５０頁）  

    

   

 

10 直接経費の管理       （１０２頁）     

  

助

成

金

の

請

求

・

使

用 

 

９ 

交
付
申
請
書
記
載
内
容
の
変
更
等
の
手
続 

  

  11  間接経費に係る事務    （１２３頁）    

     

 
 12  研究の進捗状況に応じた柔軟な              

 
 (1)補助事業の変更等     （５２頁） 

 研究費の使用 （１３５頁）   

    (2)研究代表者に関する変更等 （５７頁） 

  13  設備等に係る事務     （１４８頁）    

    (3)研究分担者に関する変更等 （９３頁） 

  毎年度（最終年度を除く）の翌年５月末   

  14 実施状況報告書の提出に係る手続    

    （１５５頁）    

   （提出先：日本学術振興会）    

      

 最終年度の  

翌年５月末  

 
15  実績報告書の提出に係る手続                          

  
 （１５７頁） 

 （提出先：日本学術振興会）   

    

 16  額の確定に係る手続   （１６０頁）    

        

   17  関係書類の整理・保管等   （１６１頁）  

    

最終年度の  

翌年６月末  

18  研究成果報告書等の提出に係る手続    （１６３頁）  

（提出先：日本学術振興会）  

    

    20  適正な使用の確保    （１７３頁） 
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 １ 所属する研究者の応募資格の確認 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

１ 所属する研究者が科研費による研究活動を行うためには、研究機関は、下記の要件（「○研究機関が満たさ

なければならない要件」の①及び②）を満たさなければなりませんので、確認してください。 

○ 研究機関が満たさなければならない要件 
 
 
 
 
 

 

２ 科研費による研究活動を行おうとする研究者がいる場合には、研究機関は、研究者が下記の要件（「○科研

費に応募しようとする研究者が満たさなければならない要件」の①及び②）を満たしているかを確認してく

ださい。 

○ 科研費に応募しようとする研究者が満たさなければならない要件 

 

３ 日本学術振興会の特別研究員－ＳＰＤ・ＰＤ・ＲＰＤ・ＣＰＤが受入研究機関において上記の応募要件を

満たす場合には、特別研究員奨励費以外の一部研究種目にも応募が可能です。この際、特別研究員としての

採用期間を超える形での応募を認めないといった運用を行わないようにしてください。 

 

４ 科研費により雇用されている者（以下「科研費被雇用者」という。）は、通常、雇用契約等において雇用元

の科研費の業務（以下「雇用元の業務」という。）に専念する必要があります。このため、雇用元の業務に充

てるべき勤務時間を前提として自ら科研費に応募することは認められません。 

＜要件＞ 

① 科研費が交付された場合に、その研究活動を、当該研究機関の活動として行わせること 
 

② 科研費が交付された場合に、機関として科研費の管理を行うこと 

① 所属する研究機関から、次のア、イ及びウの要件を満たす研究者であると認められ、e-Rad に

「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録されている研究者であること 
 

＜要件＞ 

ア 研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として、所属する者（有給・

無給、常勤・非常勤、フルタイム・パートタイムの別を問わない。また、研究活動そのものを主た

る職務とすることを要しない。）であること 

イ 当該研究機関の研究活動に実際に従事していること（研究の補助のみに従事している場合は除

く。） 

ウ 大学院生等の学生でないこと（ただし、所属する研究機関において研究活動を行うことを本務

とする職に就いている者（例：大学教員や企業等の研究者など）で、学生の身分も有する場合を除

く。） 

 

② 科研費やそれ以外の競争的資金で、不正使用、不正受給又は不正行為を行ったとして、公募対

象年度に、「その交付の対象としないこと」とされていないこと 

研
究
者 

研
究
機
関 

①応募資格の確認 
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ただし、雇用元の業務以外の時間を明確にし、かつ、その時間をもって自ら主体的に科研費の研究を行お

うとする場合には、次の点が研究機関において確認されていれば科研費に応募することが可能です。この場

合には、研究代表者として応募することができるほか、研究分担者になることもできます。 

・ 科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる旨を雇用契約等で定め

られていること 

・  雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフォートによって明確に

区分されていること 

・ 雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てることができる時間が十分

確保されていること 

また、令和２(2020)年度より、「競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若手研究

者の自発的な研究活動等に関する実施方針」（令和２年２月１２日競争的研究費に関する関係府省連絡会申

し合わせ）を踏まえ、科研費被雇用者の若手研究者（※）のうち次の条件を満たしている者は、各研究機関

における必要な手続を経た上で、雇用元の科研費の業務に充てるべき勤務時間において自発的な研究活動等

を行うことを可能としました。この場合、研究代表者として応募することができるほか、研究分担者になる

こともできます。 

（１）若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること 

（２）研究代表者等が、雇用元の科研費の推進に資する自発的な研究活動等であると判断し、所属研究機

関が認めること 

（３）研究代表者等が、雇用元の科研費の推進に支障がない範囲であると判断し、所属研究機関が認める

こと（雇用元の科研費の研究課題に従事するエフォートの 20％を上限とする） 

（※）各年度 4月 1日時点において「40 歳未満」又は「博士の学位取得後 8 年未満」の者であって、研究

活動を行うことを職務に含む者。なお、科研費に応募する場合は、科研費の応募資格を満たすこと

が必要。 

 

５ 研究機関は、毎年度、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく

「体制整備等自己評価チェックリスト」、及び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライ

ン」に基づく「取組状況に係るチェックリスト」を提出する必要があります。両チェックリストの提出がな

い場合には、当該研究機関に所属する研究者への交付決定を行いません。（１７４、１８７頁参照） 

 

６ 応募資格は変更になることがありますので、応募前には、必ず応募を希望する研究種目の公募要領に記載

されている応募資格を確認してください。 
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 ２ 研究者情報の e-Rad への登録、更新及びＩＤ・パスワードの付与 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 所属する研究者が科研費に応募するためには、まず、研究機関による所属する研究者の応募資格の確認（３

１頁参照）後、府省共通研究開発管理システム（以下「e-Rad」という。）に「科研費の応募資格有り」とし

て研究者情報が登録されていなければなりません（研究者情報を登録する際に科研費の手続で利用する「研

究者番号」を取得することができます。なお、e-Rad で取得する以前から使用していた研究者番号について

は、引き続き使用することができます。）。 

 

※ 研究機関が e-Rad を利用するためには、研究機関用のＩＤ・パスワードを有していることが必要です。

e-Rad ホームページ「新規登録の方法」（https://www.e-rad.go.jp/organ/index.html)の手続に従って、

書面により登録申請を行ってください。 

 

２ e-Rad に登録された研究者情報の新規登録や更新は、随時可能です。研究者情報の新規登録や更新は、所

属研究機関の担当者が e-Rad を利用し、手続を行うことになります（既に登録されている者であっても登録

内容（「所属」、「職」等）に更新すべき事項がある場合には、正しい情報に更新する必要があります。博士の

学位取得後の年数により要件が定められている種目では、e-Rad 上に登録された博士の学位取得年月日の情

報を元に確認を行います。学位取得年月日は、研究者本人による登録ができないため、所属研究機関の担当

者において登録をお願いします。）。 

 

３ e-Rad に研究者情報を登録された研究者が実際に科研費に応募するためには、「科研費電子申請システム」

（以下「電子申請システム」という。）にアクセスし、応募手続を行うこととなります。電子申請システムへ

のログインには、e-Rad のＩＤ・パスワードが必要となりますので、ＩＤ・パスワードを有していない研究

者がいる場合には、研究機関から研究者にＩＤ・パスワードを付与してください。 

 

※  ＩＤ・パスワードの付与に関する具体的な手続については、e-Rad の「所属研究機関用マニュアル（研

究機関事務代表者用）」を確認してください。マニュアルは e-Rad ホームページ「操作マニュアル」（http

s://www.e-rad.go.jp/manual/for_organ.html)から入手できます。 

 

４ 登録された研究者情報は、膨大な研究者データの中で本人確認等のデータ管理を行うために、将来にわ

たって重要な役割を果たしますので、他人に知られないようにするなど厳重な管理を行ってください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

（参考）e-Rad に登録された研究者情報は、次の業務等に利用します。 

・科学研究費助成事業の審査・交付業務 
・科学研究費助成事業の採択課題・研究成果の公表 
・科学研究費助成事業の不正使用等による応募資格の得失に関する業務 
・科学研究費助成事業の応募・採択に関する統計調査 
・「e-Rad」への採択情報等のデータ提供 
・国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）への提供 
 

研
究
者 

研
究
機
関 

文
部
科
学
省
・ 

日
本
学
術
振
興
会 

e-Rad 研究者情報の利用 

①研究者情報の登録・更②ID・パスワードの付与 
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 ３ 公募要領の内容の周知 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 公募要領は、研究種目に応じて、文部科学省・日本学術振興会のホームページにおいて公開されます。令

和３(2021)年度の公募要領の公開時期は以下の予定となっています（詳細な内容や応募の際に必要となる手

続については、公募要領を参照してください。）。 
 

公募要領の公開時期 文部科学省 日本学術振興会 

９月上旬 

新学術領域研究 

特別研究促進費 

（災害等に関する緊急研究） 

特別推進研究 

基盤研究 

挑戦的研究 

若手研究 

奨励研究 

研究成果公開促進費 

国際共同研究加速基金（帰国発展研

究）（令和２(2020)年度公募） 

１１月 学術変革領域研究  

３月上旬  研究活動スタート支援 

   ※ 特別研究員奨励費については、例年１月下旬に日本学術振興会から、特別研究員・外国人 

特別研究員が研究に従事する研究機関に募集要領が通知されます。 

   ※ 学術変革領域研究（Ａ）（公募研究）については、文部科学省のホームページにおいて令和

３(2021)年１月頃に公募要領が公開されます。 

※ 国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ・Ｂ））により実施される研究課題は、本ハ

ンドブックと取扱いが異なるルールが適用される場合があるため、本ハンドブックの対象と

しておりません。 

 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-18 次の手続を行うこと。 

①公募要領等の内容の周知 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-14 次の手続を行うこと。 

①公募要領等の内容の周知 
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究
者 
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究
機
関 

文
部
科
学
省
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日
本
学
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会 

②公募要領の内容の周知 

①公募要領の公開 
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 ４ 応募書類の確認及び提出 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 応募書類の様式は、公募要領に示されています。 

 

２ 応募書類の提出先 

新学術領域研究、学術変革領域研究、特別研究促進費 ： 文部科学省 

上記以外の研究種目                ： 日本学術振興会 

 

３ 応募書類の提出に当たっては、e-Rad のＩＤ・パスワードを用いて、電子申請システムにアクセスし手続

を行いますが、詳細な応募手続に関しては公募要領を確認してください。なお、電子申請システムの使用方

法については、日本学術振興会科学研究費助成事業ホームページの「電子申請のご案内」より電子申請シス

テムの「操作手引」をダウンロード（https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/topkakenhi/download-ka-s.

html#tebiki）し参照してください。なお、研究機関においては、研究代表者となる研究者が、応募時に研究

分担者となる研究者から研究分担者の承諾を得ていることを確認してください。 

 

４ 応募書類の提出期限は、例年次のとおりですが、具体的には公募要領に示されています。 

 

文部科学省：１１月上旬 

 

              例外 ・学術変革領域研究              ： 公募要領を参照 

                 ・学術変革領域研究（Ａ）（公募研究）     ： 公募要領を参照 

                 ・特別研究促進費（災害等に関する緊急研究） ： 随時応募 

                 （文部科学省研究振興局学術研究助成課に研究機関を通じて連絡・相談 

                  してください。） 

 

      日本学術振興会：１１月上旬 

 

              例外 ・特別研究員奨励費    ：  ２月 

                 ・研究活動スタート支援  ：  ５月 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-18 次の手続を行うこと。 

②応募書類の確認及び日本学術振興会への提出 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-14 次の手続を行うこと。 

②応募書類の確認及び日本学術振興会への提出 
  

  

研
究
者 

研
究
機
関 

文
部
科
学
省
・ 

日
本
学
術
振
興
会 

②応募書類の確認・提出（応募情報の送信） 

①応募書類の提出（応募情報の入力） 
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 ５ 交付内定通知の受理及び研究者への通知 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 採否の結果及び交付内定は電子申請システム上で研究代表者が所属する研究機関宛に通知します（電子申

請システム対応種目のみ）。また、採択者（研究代表者）については、所属研究機関からの採否の結果及び交

付内定の通知の伝達後、電子申請システム上で自ら確認することもできます。 
 
２ 科研費（補助金分）については、毎年度交付内定を通知します。 
 
３ 科研費（基金分）については初年度に複数年度にわたる研究期間全体の研究費について交付内定を通知し

ますので、２年度目以降については、交付内定の通知を行いません。なお、各研究課題の支払予定額は電子

申請システム上で確認してください。 
 
４  応募した研究代表者が、応募から交付内定までの間に所属する研究機関を変更した場合には、採否の結果

及び交付内定の通知は、「変更前の研究機関」に対して行われます。このため、採否の結果及び交付内定の通

知を受けた「変更前の研究機関」は、これを「変更後の研究機関」に送付し、研究代表者に伝達されるよう

にしてください。 
 
５ 研究代表者が、異なる研究機関に所属する研究分担者に分担金を配分する場合には、研究代表者の所属す

る研究機関は速やかに分担金を送金できるように、科研費受領前から当該研究分担者の所属する研究機関と

分担金の送金手続等の連絡調整を開始して差し支えありません。また、分担金を送金する場合には、直接経

費と間接経費の内訳等を研究分担者の所属する研究機関に伝達してください（５０～５１頁参照）。 
 
※ 研究分担者が所属する研究機関は、研究代表者の所属する研究機関から分担金の送金手続等について連

絡を受けた際には、間接経費の受け入れの可否も含めて、研究代表者の所属する研究機関に連絡するなど

情報共有に漏れの無いようにしてください。 
 
※ 国立試験研究機関等の国の機関については、間接経費を受け入れるための連動する歳出科目がない場合

には、受け入れることができません（１２３頁）ので、注意してください。 
 
６ 交付内定通知日の時点で、交付内定を受けた研究課題の研究代表者・研究分担者のうち、e-Rad 上でエ

フォートの合計が１００％を超過している研究者（以下「超過者」という。）には、その旨を連絡します。

エフォートの合計が１００％を超過しているとの連絡があった際は、交付申請書の提出までに e-Rad に登
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③交付内定の通知があった旨の連絡 

及び分担金の送金手続等の連絡調整 

①採否の結果及び交付内定の通知 ②採否の結果及び交付内定の通知の伝達 

④交付内定の通知が

あった旨の連絡 
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録されているエフォートを修正してください。超過者が研究代表者又は研究分担者として参画している研

究課題については、エフォートが１００％を超過している状態が解消されるまで、交付決定は行われませ

ん。 
 

７ 研究分担者が所属する研究機関においても、交付申請書等の提出後、参考として交付申請書に記載され

ている分担金の金額等の情報を機関担当者が電子申請システム上で出力することができます（他機関の

研究者が研究代表者となっている課題であっても、出力可能です。）。 
 

８ 令和２(2020)年度の採否の結果及び交付内定の時期は、以下のとおりです。 
〔 〕：令和元(2019)年度実績 

 
 
【補助金分】 

１.「特別推進研究」、「新学術領域研究」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」、「奨励研究」及び「研究成

果公開促進費（学術図書・データベース）」 

研究種目 

特別推進研究（継続） 
基盤研究(A) （新規）（継

続） 
基盤研究(B)（新規）（継

続） 
 
若手研究(A)（継続） 
基盤研究(S)（継続） 
 
奨励研究 
研究成果公開促進費（学

術図書・データベース） 

特別推進 
研究（新規） 

基盤研究(S) 
（新規） 

新学術領域研究 
 

学術変革領域研究

(A) 
学術変革領域研究

(B) 
 

継続の 
研究領域 

 新規 継続 

交付内定の時期 
４月１日 

〔4/1〕 

７月３０日 

〔4/23〕 

８月３１日 

〔6/26〕 
 

４月１日 

〔4/1〕 

１１月１９日

〔－〕 

１０月２日 
〔－〕 

 

２．「特別研究員奨励費」 
区  分 第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 

交付内定の時期 
４月１日 

〔4/1〕 

４月２５日 

〔4/25〕 

７月１日 

〔7/1〕 

７月２９日 

〔7/24〕 

９月２５日 

〔10/1〕 

１０月１２日 

〔10/11〕 

１１月１３日 

〔11/8〕 

1 月上旬 

〔1/1〕 

 

【基金分】「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的研究」、「若手研究」及び「研究活動スタート支援」 

研 究 種 目 
基盤研究(C)、若手研究 

 
挑戦的研究（開拓） 
挑戦的研究（萌芽） 

研究活動スタート 
支援 

交付内定の時期 
４月１日 

〔4/1〕 

７月３０日 

〔6/28〕 

９月１１日 

〔8/30〕 

 

【国際共同研究加速基金】 

 
国際共同研究加速基金 

（国際共同研究強化(A)） 
国際共同研究加速基金 

（国際共同研究強化(B)） 
国際共同研究加速基金 
（帰国発展研究） 

交付内定の時期 
１月３０日 
〔1/30〕 

１０月７日 
〔10/9〕 

３月２３日 
〔3/18〕 

※国際共同研究加速基金については、上段が 令和元(2019)年度、下段が平成３０(2018)年度の実績となります。 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-18 次の手続を行うこと。 

③日本学術振興会からの交付内定通知の受理及び研究者への通知 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-14 次の手続を行うこと。 

③日本学術振興会からの交付内定通知の受理及び研究者への通知 
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 ６ 交付申請書類の取りまとめ及び提出 

  (1) 申請資格の確認 
 

＜注意事項＞ 
１ 研究代表者及び研究分担者は、科研費の交付の対象となる事業（研究）を行う者（補助事業者）です。 

 
２ 「交付申請」は、「応募」、「審査」を経て、「交付内定」の通知を受けた場合に行うことができるものです

が、「申請資格」は公募要領等に明記されている「応募資格」と同じですので、研究機関は研究代表者及び研

究分担者が交付申請時に「申請資格」の要件を満たしていることを確認してください。 
 
３ 交付申請時に研究分担者を追加する場合、研究代表者は、事前に電子申請システムを通じて、研究分担者

及び研究分担者が所属する研究機関から承諾を得ることが必要です。ただし、国際共同研究加速基金（帰国

発展研究）においては、当該研究分担者から「研究分担者承諾書」を徴する必要がありますので、研究代表

者の所属する研究機関は、研究代表者が「研究分担者承諾書」を保管していることを必ず確認してください。

なお、研究分担者が応募時から所属する研究機関を変更している場合には、研究代表者は、研究分担者承諾

手続を再度行う必要があります。 
 
４ 交付申請時には公募要領に示されている「重複制限」に該当しないかということも確認してください。 
 特に、研究分担者を追加する場合には、研究分担者の「重複制限」について、十分確認してください。 

 
５ 研究機関は、申請を行う研究者が、申請の時点で「補助事業を遂行できる者である」ことを確認すること

とされています。申請を行う研究者が出向等により補助事業を遂行できないことが申請時点で明らかであっ

たにもかかわらず、申請等を行った場合には、交付を行わないこと、交付された科研費の返還を命じること、

刑事罰の対象となることがあります。 
 
６ 研究機関は、申請を行う研究者が、「科研費の交付を受ける年度において、科研費を交付しないこととされ

た者」でないことを確認することとされています。申請を行う研究者が科研費の交付の対象となっていない

者であるにもかかわらず、申請等を行った場合には、交付を行わないこと、交付された科研費の返還を命じ

ることがあります。 
 
７ 科研費（基金分）については、交付申請時に加えて、支払請求時にも「申請資格」の要件を満たしている

こと及び「重複制限」に該当しないかということを確認してください。 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

１ 申請資格の確認 

1-1 交付申請書又は支払請求書（以下「交付申請書等」という。）に記載された研究代表者（「研究成果公開促進費（学術

図書）」及び「研究成果公開促進費（データベース）」にあっては「代表者」と読み替えるものとする。以下同じ。）及

び研究分担者が、交付申請又は支払請求の時点において、以下の公募要領等に定める応募資格を有する者であることを

確認すること。 

①特別推進研究、基盤研究、挑戦的研究、若手研究 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的

研究（開拓・萌芽）、若手研究） 

②新学術領域研究（研究領域提案型）、特別研究促進費 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）（新学術領域研究・特別研究促進

費） 

③学術変革領域研究（Ａ・Ｂ） 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）（学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）） 

④特別研究員奨励費 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－募集要領（特別研究費奨励費）【特別研究員】又は令和２(2020)

年度科学研究費助成事業－科研費－募集要領（特別研究員奨励費）【外国人特別研究員】 

⑤研究成果公開促進費（学術図書）、研究成果公開促進費（データベース） 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）（研究成果公開促進費） 

1-2 交付申請書等に記載された研究代表者及び研究分担者が、科学研究費補助金（以下「補助金」という。）の交付を受

ける年度において、補助事業を遂行できる者であることを確認すること。 

1-3 交付申請書等に記載された研究代表者及び研究分担者が、補助金や学術研究助成基金助成金、それ以外の競争的資金

で、不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれ

に附した条件に違反した使用）、不正受給（偽りその他不正な手段による研究費の受給）又は不正行為（発表された研

究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を

著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）を行ったとして、補助金の交付を受ける年度において、日本学術振

興会から補助金を交付しないこととされた者でないことを確認すること。 

 「（基金分）機関使用ルール」 

１ 申請資格の確認 

1-1 交付申請書又は支払請求書に記載された研究代表者及び研究分担者が、交付申請又は支払請求の時点において、次の

要件を満たし、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録されて

いることを確認すること。 

＜要件＞ 

ア 研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として、所属する者（有給・無給、常勤・非常勤、

フルタイム・パートタイムの別を問わない。また、研究活動そのものを主たる職務とすることを要しない。）であるこ

と 

イ 当該研究機関の研究活動に実際に従事していること（研究の補助のみに従事している場合は除く。） 

ウ 大学院生等の学生でないこと（ただし、所属する研究機関において研究活動を行うことを本務とする職に就いてい

る者（例：大学教員や企業等の研究者など）で、学生の身分も有する場合を除く。） 

1-2 交付申請書又は支払請求書に記載された研究代表者及び研究分担者が、交付申請又は支払請求の時点において、補助

事業を遂行できる者であることを確認すること。 

1-3 交付申請書又は支払請求書に記載された研究代表者及び研究分担者が、助成金や科学研究費補助金、それ以外の競争

的資金で、不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又は研究費の交付の決定の内容若しく

はこれに附した条件に違反した使用）、不正受給（偽りその他不正な手段による研究費の受給）又は不正行為（発表さ

れた研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意

義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）を行ったとして、助成金の支払を受ける年度において、日本

学術振興会から助成金を交付しないこととされている者でないことを確認すること。 

1-4 「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」においては、研究代表者が交付申請書又は支払請求書に記載している研

究分担者の「研究分担者承諾書」を保管していることを確認すること。 
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 ６ 交付申請書類の取りまとめ及び提出 

  (2) 研究代表者及び研究分担者との関係に関する定め 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 「定め」の形式は、各研究機関が定める関連規程や個別契約等、研究機関の実情により適切な形式を選択

して構いません。 
 
２ 「定め」において必ず規定しなければならない内容（以下「必要的規定事項」という。）は、下記の＜参照

＞のとおりです。 
 
３ 研究機関は、必要的規定事項以外のことについても、文部科学省・日本学術振興会が定めるルールに違反

しない範囲において、ルールを定めることができます。 
ただし、ルールを定める場合には、機関の性格や規模、コストやリソース等を考慮するとともに、所属の

研究者の研究費の使い勝手を向上させるようご留意ください。 
 

【参考】「国立大学法人及び大学共同利用機関法人における研究費の管理・使用について」 
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/__icsFiles/afieldfile/2017/04/19/1222251_02.pdf 
国立大学法人等に対して、事務連絡「国立大学法人及び大学共同利用機関法人における研究費の管理・使

用について」が発出されています。なお、当該文書については、国立大学法人等のみならず、独立行政法

人、高等専門学校、文部科学大臣所轄学校法人、競争的資金等を受け入れている機関に対しても送付され

ており、上記 HP に掲載されています。また、本ハンドブックの３５５～３５９頁に当該文書を掲載して

います。 
 
 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

２ 研究代表者及び研究分担者との関係に関する定め 

科研費による研究活動を当該研究機関の活動として行わせるとともに、各研究機関が定める関連規程や個別契約等によ

り、研究者が交付を受ける補助金（直接経費：補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む）、

間接経費：補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費）について、本規程に従って研究機関が次の事務を行う

ことを定めること。 

2-1 研究者に代わり、補助金（直接経費）を管理すること。 

2-2 研究者に代わり、補助金（直接経費・間接経費）に係る諸手続を行うこと。 

2-3 研究者が直接経費により購入した設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）について、当該研究者からの寄付

を受け入れること。なお、当該研究者が、他の研究機関に所属することとなる場合には、その求めに応じて、これらを

当該研究者に返還すること。 

2-4 研究者が交付を受けた間接経費について、当該研究者からの譲渡を受け入れ、これに関する事務を行うこと。なお、

当該研究者が他の研究機関に所属する又は補助事業を廃止することとなる場合には、直接経費の残額の３０％に相当

する額の間接経費を当該研究者に返還すること（間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関を除く。）。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

２ 研究代表者及び研究分担者との関係に関する定め 

科研費による研究活動を当該研究機関の活動として行わせるとともに、各研究機関が定める関連規程や個別契約等によ

り、研究者が交付を受ける助成金（直接経費：補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む）、

間接経費：補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費）について、本規程に従って研究機関が次の事務を行う

ことを定めること。 

2-1 研究者に代わり、助成金（直接経費）を管理すること。 

2-2 研究者に代わり、助成金（直接経費・間接経費）に係る諸手続を行うこと。 

2-3 研究者が直接経費により購入した設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）について、当該研究者からの寄付

を受け入れること。なお、当該研究者が、他の研究機関に所属することとなる場合には、その求めに応じて、これらを

当該研究者に返還すること。 

2-4 研究者が支払を受けた間接経費について、当該研究者からの譲渡を受け入れ、これに関する事務を行うこと。なお、

当該研究者が他の研究機関に所属する又は補助事業を廃止することとなる場合には、直接経費の残額の３０％に相当

する額の間接経費を当該研究者に返還すること（間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関を除く。）。 
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 ６ 交付申請書類の取りまとめ及び提出 

  (3) 交付申請書類の取りまとめ及び提出 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 科研費（補助金分）については、「補助事業期間＝単年度」となりますので、毎年度交付申請及び交付請求

の手続を行う必要があります。 

 

２ 科研費（基金分）は「補助事業期間＝研究期間」となり、複数年度にわたる研究期間全体の交付決定を行

いますので、補助事業期間の初年度に、全研究期間分の交付申請の手続を行ってください。ただし、科研費

（基金分）であっても支払請求の手続は毎年度行う必要があります。 

 

３ 交付申請書等については、一部を除き、e-Rad のＩＤ・パスワードを用いて、電子申請システムにアクセ

スして作成し、提出してください。電子申請システムで作成・提出する書類については、交付内定の通知に

示されていますので、十分に確認してください。 

 

４ 交付申請又は支払請求手続の中で研究の不正等の防止について研究者が理解するべき内容（「研究活動の

公正性の確保及び適正な研究費の使用について確認・誓約すべき事項」（以下「確認・誓約すべき事項」とい

う。））について、研究者に確認を求めることとしております。 

本確認・誓約すべき事項（日本語版、英語版）は日本学術振興会のホームページ「科研費ハンドブック」

（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/15_hand/index.html）に掲載しておりますので、研究代表者の

責務として、当該確認・誓約すべき事項を研究分担者等にも必ず周知し、内容を理解してもらうよう研究代

表者に周知してください。 

 

５ 研究を開始できない研究課題については、様式Ａ－７、様式Ｄ－７又は、様式Ｄ－７－３「交付申請の辞

退届」を提出してください。研究機関を異動した研究者が科研費を辞退する場合には、辞退届を異動前の研

究機関が提出してください。 

 

６ 産前産後の休暇、育児休業の取得、又は特別研究員の病気による研究中断に伴い交付申請を留保する場合

には、以下を確認してください。 

 

（１）  交付申請時点で産前産後の休暇、育児休業の取得、又は病気を理由とする特別研究員の採用中断

に伴う研究の中断をしている場合には、様式Ａ－１０「育児休業等又は病気を理由とする特別研究

員の採用中断に伴う交付申請留保届」、様式Ｄ－１０又は様式Ｄ－１０－３「育児休業等に伴う交

付申請留保届」（以下「育児休業等による交付申請留保届」という。）を提出してください。 

 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

③交付申請書等の提出 

①交付申請書等の提出 
（②必要に応じて提出） 

補助金分（様式 A-7､8､10､11､13､14､15、A-10-

2） 

基金分（様式 D-7､8､10､11､13、D-7-3、D-8-3、

D-10-3、D-10-4、D-11-3） 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1） 

基金分（様式 D-2-1､D-4-1、D-2-3、D-4-3） 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1） 

基金分（様式 D-2-1､D-4-1、D-2-3、D-4-

3） 
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（２） 研究機関は、「育児休業等による交付申請留保届」に記載されている「研究開始予定年月日」の１

ヶ月程度前に、研究代表者に研究開始の意思を確認してください。当初の研究開始予定年月日どお

りに研究を開始する場合であっても、日本学術振興会に連絡の上、交付申請書等を提出してくださ

い。 

また、次に該当する研究課題がある場合には、日本学術振興会に連絡してください。 

 

① 当初予定していた研究開始予定日を延期する研究課題 
当初予定していた研究開始予定日を延期する研究課題については、日本学術振興会へ連絡の上、再

度「育児休業等による交付申請留保届」を提出してください。 

② 既に「育児休業等による交付申請留保届」を提出しているが、その後の事情変更により研究を開始

できない研究課題 

研究代表者が交付申請を留保したまま、研究を開始できない研究課題については、日本学術振興会

へ連絡するとともに、様式Ａ－７、様式Ｄ－７又は様式Ｄ－７－３「交付申請の辞退届」を提出して

ください。 

③ 科研費（補助金分）において、補助事業期間、各年度の配分額等の研究実施計画（年次計画）を変

更した上で、研究の開始（再開）を希望する研究課題 

様式Ａ－１４「産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、病気を理由とする特別研究員の採用の中

断若しくは海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願」を提出し、日本学術振興会からの

連絡後に様式Ａ－２－１「交付申請書」を提出してください。 

    なお、当該様式の提出により変更できる事項は以下の通りです。 

    ・補助事業期間の延長（前年度または当該年度に留保した課題において、当該年度途中での再開に伴

い補助事業期間の延長を希望する場合、１年度に限り延長が可能です。) 

  ・各年度の配分額の変更 

    また、研究を開始（再開）する際に、併せて未使用額の「次年度使用」を希望する場合、様式Ｃ－３

－２「次年度使用申請書兼変更交付申請書」の提出は不要です。詳しくは、日本学術振興会へ相談し

てください。 
④ 科研費（基金分）において、補助事業期間、各年度の配分額の内訳を変更した上で研究の開始を希

望する場合には、事前に日本学術振興会に連絡してください。なお、補助事業期間については、年度

途中での開始に伴い、補助事業期間の延長を希望する場合のみ、１年度に限り延長が可能です。 
 
７ 海外における研究滞在等に伴い交付申請を留保する場合には、以下を確認してください。 

 

（１）  交付申請時点で海外における研究滞在等をしている又は計画している場合には、様式Ａ－１０

－２又は様式Ｄ－１０－４「海外における研究滞在等による交付申請の留保届」（以下「海外渡航

による交付申請留保届」という。）を提出してください。 

   ※交付内定時点で科研費の応募資格を喪失している者のうち、海外における研究滞在等に伴う場合

に限り、交付申請を留保することができます。したがって退職者も、「海外渡航による交付申請

留保届」の対象者となる可能性があります。 

 

（２） 研究機関により「海外渡航による交付申請留保届」が提出された後、日本学術振興会から当初交

付内定の取り消しと併せて、研究代表者宛に電子申請システム上で直接「条件付き交付内定」を通

知します。その際、研究代表者に通知する留意事項は下記のとおりです。なお、研究中断期間中は

毎年４月に、研究代表者宛に電子申請システム上で直接「条件付き交付内定」を通知します。 
・「海外渡航期間」、「研究中断期間」、「海外渡航先」、「中断の理由」、「連絡先」に変更が生じた場合

には、様式Ａ－１６又は様式Ｄ－１６「海外における研究滞在等による研究中断時の変更届」を

研究代表者が日本学術振興会へ直接提出する必要があること 

・「条件付き交付内定」に記載された「研究開始（再開）期限年月日」までに「再開届」を提出の上、

交付申請の手続を行わない場合、条件付き交付内定を取り消す（研究課題は自動的に廃止）ので

注意すること 

・研究を再開する場合、「研究開始（再開）期限年月日」の１ヶ月程度前(４月１日の再開を希望す

る場合には２ヶ月程度前)までに、日本国内において所属することとなった研究機関が日本学術

振興会へ様式Ａ－１７又は様式Ｄ－１７「海外における研究滞在等による研究中断からの研究再
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開届」（以下「研究再開届」という。）を提出する必要があるため、「条件付き交付内定通知」を研

究機関に渡して再開する意思を伝えること 

 

（３） 研究機関は、研究代表者から条件付き交付内定通知が提出された場合は、「研究再開届」を提出し

てください。 
 

（４） 「研究再開届」の提出後、日本学術振興会からの連絡後に研究代表者は研究機関を通じて「交付

申請書」等を提出してください。 
 

（５） 研究代表者が、補助事業期間、各年度の配分額等の研究実施計画（年次計画）を変更した上で研

究の開始（再開）を希望する場合には、以下の手続が必要となります。 

           ①科研費（補助金分）については、様式Ａ―１４「産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、病気

を理由とする特別研究員の採用の中断若しくは海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の

変更願」を提出し、日本学術振興会からの連絡後に「交付申請書」等を提出してください。 

 なお、当該様式の提出により変更できる事項は以下の通りです。 

      ・補助事業期間の延長（前年度中断した課題において、当該年度途中での再開に伴い補助事業期

間の延長を希望する場合、１年度に限り延長が可能です。) 

    ・各年度の配分額の変更 

      また、研究を開始（再開）する際に、併せて未使用額の「次年度使用」を希望する場合、様式Ｃ

－３－２「次年度使用申請書兼変更交付申請書」の提出は不要です。詳しくは、日本学術振興会

へ相談してください。 
 

           ②科研費（基金分）については、研究代表者が、補助事業期間、各年度の配分額の内訳を変更した

上で研究の開始（再開）を希望する場合には、様式Ｄ―１７「海外における研究滞在等による研

究中断からの研究再開届」に変更後の補助事業期間、各年度の配分額を記載して提出し、日本学

術振興会からの連絡後に「交付申請書」等を提出してください。なお、補助事業期間については、

年度途中での再開に伴い、補助事業期間の延長を希望する場合のみ、１年度に限り延長が可能で

す。「研究再開届」に変更後の配分額を記載の上、日本学術振興会からの連絡後に交付申請書等を

提出してください。 
 

（６） 科研費（補助金分）について、海外における研究滞在等に伴い交付申請を留保又は中断している

研究課題について、研究を開始（再開）する際に、併せて未使用額の「次年度使用」を希望する場

合は、交付申請を行う前に提出する様式Ａ－１４「産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、病気

を理由とする特別研究員の採用の中断若しくは海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の変

更願」において、当該未使用額を含めた研究実施計画の変更を行うことにより、次年度使用の申請

が可能です（様式Ｃ－３－２「次年度使用申請書兼変更交付申請書」の提出は不要です。詳しくは、

日本学術振興会へご相談ください。）。 
 
８ 補助事業者全員が、国立試験研究機関など、間接経費を受け入れることができない研究機関に所属してい

る等の事情により、間接経費を受け入れることができない研究課題がある場合は、様式Ａ－１１、様式Ｄ－

１１又は様式Ｄ－１１－３「間接経費の辞退届」を提出してください。 

 
９ 交付申請書等には、研究期間中に取得予定の主な物品について記載する欄を設け、品名・仕様・数量・単

価・金額等を記載することとしていますが、これは公金使用の算出の基礎を明らかにし、透明性を確保する

観点から設けているものであり、あくまで購入見込価格として記載を求めているものです。よって、各機関

の規程等にのっとった適正な一般競争入札等により決定する実際の購入額を拘束するものではありません。

また、研究の進捗に応じて、当該欄に記載していない研究の遂行に必要な物品等を購入することも差し支え

ありません。 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-18 次の手続を行うこと。 

④交付申請書類等の取りまとめ及び日本学術振興会への提出 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-14 次の手続を行うこと。 

④交付申請書類等の取りまとめ及び日本学術振興会への提出 
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 ６ 交付申請書類の取りまとめ及び提出 

  (4) 交付申請書類の取りまとめ及び提出 

    （所属している研究者の異動があった場合） 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜注意事項＞ 

 
１ 応募した研究代表者が、応募から交付内定までの間に、所属する研究機関を変更した場合であっても、交

付内定通知は「変更前の研究機関」に対して行われます。この場合には、次のような手続を行ってください。 
 

変更前の研究機関：「研究代表者の転出報告書」を作成・提出すること。 
 

※ 「研究代表者の転出報告書」の作成にあたっては、「変更後の研究機関」との連絡調整を十分に行って

ください。 
 

変更後の研究機関：変更前の研究機関が提出した「研究代表者の転出報告書」を承認し、その後上記＜事務

の流れ＞の⑧の手続を行うこと（通常の交付申請手続）。 
                                                     
２  交付内定から交付申請までの間に、「応募した研究代表者と異なる研究機関に所属する研究者」に研究代

表者を交替する場合（※）には、「従来の研究代表者が所属する研究機関」は、「新たな研究代表者が所属す

る研究機関」との間で適切な連絡調整を行ってください（特別研究員奨励費（外国人特別研究員）における

交付内定後の研究代表者交替願の提出は、「従来の研究代表者が所属する研究機関」が行い、交付申請書等の

提出は、「新たな研究代表者が所属する研究機関」が行ってください。）。 
 

※ 研究代表者の交替を行うことができるのは次の課題に限ります。 
・新学術領域研究の「計画研究」、「学術研究支援基盤形成」 
・学術変革領域研究の「計画研究」 
・特別研究員奨励費（外国人特別研究員）の研究課題 
※ なお、新学術領域研究及び学術変革領域研究については、研究代表者交替に際して科学技術・学術審

議会における審査が必要ですのでご留意ください。 
 
 
 
 
 
 
 

研
究
代
表
者 

変
更
後
の
研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

②交付内定の通知の連絡 

補助金分（様式 A-8） 

基金分（様式 D-8、D-8-3） 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1） 

基金分（様式 D-2-1､D-4-1、D-2-3、D-4-3） 

変
更
前
の
研
究
機
関 

⑤交付申請を行う旨の連絡 

①交付内定の通知 

③交付内定の通知の連絡 

④交付申請を行う旨の連絡 

⑥研究代表者の転出報告書の提出 

⑦交付申請書等の提出 
⑧交付申請書等の提出 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-18 次の手続を行うこと。 

④交付申請書類等の取りまとめ及び日本学術振興会への提出 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-14 次の手続を行うこと。 

④交付申請書類等の取りまとめ及び日本学術振興会への提出 
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 ７ 交付決定通知の受理及び研究者への伝達 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 交付決定通知書は、交付申請書の提出締切日から、約２ヶ月後に研究機関に送付されます。詳細は交付内

定通知を確認してください。 
 
２ 研究機関は、研究代表者に交付決定通知書を伝達する際に、研究代表者及び研究分担者は補助事業者とし

て交付決定通知に記載された「補助条件」又は「交付条件」に従わなければならないことを周知してくださ

い。 
 
３ 補助条件又は交付条件において、「研究代表者及び研究分担者は、科研費が国民から徴収された税金等で

まかなわれるものであることに留意し、科研費の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなけ

ればならない」とされており、「科研費を不正に使用した場合には、当該科研費の返還を命じられ、一定期間

科研費が交付されないこと」及び「研究活動における不正行為があったと認定された場合には、交付決定が

取り消され、一定期間科研費が交付されないこと」を周知してください。 
また、「不正使用、不正受給又は不正行為の概要（研究機関等における調査結果の概要、関与した者の氏

名、制度名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容等）が原則公表

されること」、「刑事罰の対象となる可能性があること」も併せて周知してください。 
 
  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

②交付決定通知書の伝達 

①交付決定通知書の送付 
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〔参考〕  交付しない期間の扱いについて 
【不正使用等】 

不正使用及び不正受給に係る

交付制限の対象 
不正使用の程度 交付しない期間 

Ⅰ．不正使用を行った研究者

及びそれに共謀した研究者 
１．個人の利益を得るための私的流用 １０年 

Ⅱ．不正使用を行った研究者

及びそれに共謀した研究者 

２．「１．個人の利益を

得るための私的流用」以

外 

①社会への影響が大きく、行為の 

悪質性も高いと判断されるもの 
５年 

②①及び③以外のもの ２～４年 

③社会への影響が小さく、行為の 

悪質性も低いと判断されるもの 
１年 

Ⅲ．偽りその他不正な手段に

より科研費を受給した研究者

及びそれに共謀した研究者 

－ ５年 

Ⅳ．不正使用に直接関与して

いないが善管注意義務に違反

して使用を行った研究者 

－ 

善管注意義務を有する研究者

の義務違反の程度に応じ、上

限２年、下限１年 

なお、以下に該当する者に対しては、「厳重注意」の措置を講ずる。 

１. 上記Ⅱ.のうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合の研究者 

２. 上記Ⅳ.のうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された研究者 

 

 

【不正行為】 

不正行為への関与に係る分類 学術的・社会的影響度、行為の悪質度 
交付しない

期間 

不
正
行
為
に
関
与
し
た
者 

ア） 研究の当初から不正行為を行うことを意図していた場合など、特に悪質な者 １０年 

イ） 不正

行為があっ

た研究に係

る論文等の

著者（上記

「ア）」を

除く） 

当該論文等の責任著者（監修

責任者、代表執筆者またはこ

れらの者と同等の責任を負う

と認定された者） 

 当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が大

きい、若しくは行為の悪質度が高いと判断されるも

の 

５～７年 

 当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、若

しくは行為の悪質度が小さいと判断されるもの 
３～５年 

当該論文等の責任著者以外の

者 
  ２～３年 

ウ） 不正行為があった研究に係る論文等の

著者ではない者（上記「ア）」を除く） 
  ２～３年 

不正行為に関与していないものの、不正行為があっ

た研究に係る論文等の責任著者（監修責任者、代表

執筆者またはこれらの者と同等の責任を負うと認定

された者） 

 当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が大

きい、若しくは行為の悪質度が高いと判断されるも

の 

２～３年 

 当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、若

しくは行為の悪質度が小さいと判断されるもの 
１～２年 

※ 論文の取り下げがあった場合など、個別に考慮すべき事情がある場合には、事情に応じて適宜期間を軽減することがで

きるものとする。 
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〔参考〕  科研費を不正に使用したため、応募資格が停止された実例 

実  例 
返還した補 

助金の額 

応募資格の 

停止期間 

応募資格の 

停止人数 

善管注意義務違反 

（応募資格停止期間） 

 研究代表者が連携研究者に科研費の一部の執行

管理を任せ、連携研究者が業者に納品実態の無い

請求書類を作成させ、大学から補助金を支出させて

いた。 

（平成１９(2007)年度～２０(2008)年度） 

１９０万円 ４年 １人 
１人 

（２年） 

 虚偽の請求書類を作成させて、大学から補助金を

支出させ、預け金とし、別の物品を納品させていた。 

（平成１５(2003)年度～１６(2004)年度） 

７５万円 ２年 １人 ０人 

 出張に際して、実際は自家用車を使用していたが、

申請は鉄道で行い、本人及び同行者の差額をプー

ル金として管理していた。 

（平成１９(2007)年度～２２(2010)年度） 

３３万円 ２年 １人 ０人 

別の研究者の名義で応募し、交付を受けていた。 

（平成２２(2010)年度～２４(2012)年度） 
４５５万円 ５年 １人 ０人 

学生に虚偽の出勤簿を作成させ、大学に謝金の架

空請求を行い、架空請求に係る謝金を回収しプール

金として管理していた。 

（平成１９(2007)年度、平成２１(2009)～２２(2010)年

度） 

１３２万円 ４年 １人 ０人 

 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-18 次の手続を行うこと。 

⑤日本学術振興会からの交付決定通知書の受理及び研究者への伝達 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-14 次の手続を行うこと。 

⑤日本学術振興会からの交付決定通知書の受理及び研究者への伝達 
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 ８ 科研費の受領 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費は、日本学術振興会から研究代表者の所属研究機関に送金されますので、科研費を受領するための

口座を用意してください。科研費の交付を受けた場合であっても、所得税は課税されません。 
 
２ 科研費を受領するための口座と、保管・管理するための口座は別の口座でも構いませんが、補助金と助成

金の直接経費については、保管・管理する科研費専用の口座を設け、適切に保管・管理してください。なお、

補助金と助成金を同一の口座で保管・管理しても構いません。 
 
３ 科研費を受領するための口座については、原則、研究機関の代表者（大学長、学校法人理事長等）の氏名

で金融機関に口座を開設し、当該口座の受取名義（※）を研究機関の長の職名で設定し、電子申請システム

の「振込口座情報」欄に口座情報を入力してください（電子申請システムの操作方法については、所属研究

機関担当者向け操作手引（交付内定時用）を参照してください。）。 
 
※ 「受取名義」とは金融機関に開設されている口座名義と異なる名義での受取りを可能とするために設定

する名義のことで、金融機関にそのための登録手続が必要です。 
 

＜例１＞補助金分と基金分で同一の口座を利用する場合 
口座名義：科研費０XXXXX 学校法人○○大学理事長学振太郎 
受取名義（補助金分）：科研費０XXXXX 学校法人○○大学理事長 
受取名義（基金分）：科研費基金０XXXXX 学校法人○○大学理事長 

 
＜例２＞補助金分と基金分で別々の口座を利用する場合 
口座名義（補助金分）：科研費０XXXXX 学校法人○○大学理事長学振太郎 
受取名義（補助金分）：科研費０XXXXX 学校法人○○大学理事長 

 
口座名義（基金分）：科研費基金０XXXXX 学校法人○○大学理事長学振太郎 
受取名義（基金分）：科研費基金０XXXXX 学校法人○○大学理事長 

 
※ “XXXXX”の部分は５ケタの研究機関番号としてください。また、受取名義は研究機関の長の職名と

し、個人名を含めないようにしてください。 
 
※ 金融機関の事情等により「受取名義」を設定できない場合には、「口座名義」を電子申請システムの振込

口座情報欄に入力していただいても科研費の送金は可能ですが、研究機関の代表者が交替した場合等にお

いて、振込口座情報と実際の口座名義に相違がある場合には、送金が行えませんので振込口座情報を更新

してください。 

④科研費を受領した旨の伝達 

研
究
代
表
者 

研
究
代
表
者
の 

所
属
研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

②科研費を受領した旨の伝達 

①科研費の送金 

研
究
分
担
者 

研
究
分
担
者
の 

所
属
研
究
機
関 

③分担金の送金 
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※ 受取名義は全国銀行協会が定めたデータ伝送フォーマット（全銀協規定フォーマット）に基づき、フリ

ガナ欄は法人略語等を用いて３０文字以内で設定をお願いします。 
 （法人略語の例）学校法人→(ｶﾞｸ) 国立研究開発法人→(ｹﾝ) 
システム上、３０文字を超えても入力自体は可能ですが、３０文字を超過した分は、振込先情報として認

識されません。３０文字以内で受取人の名義情報が特定できる受取名義（フリガナ）を金融機関で登録し

てください。機関名の省略方法等は、研究機関の財務担当者にもご確認ください。 
 

４ 研究代表者が、異なる研究機関に所属する研究分担者に分担金を配分する場合には、研究機関は、科研費

を受領後速やかに、当該研究分担者の所属研究機関に分担金を送金してください。   
間接経費が措置されている研究種目の場合には、分担金の直接経費の３０％分の間接経費も送金してくだ

さい。 
研究機関間の取り決めにより、直接経費の３０％以外の額を配分しても構いません。なお、その際、研究

分担者の所属研究機関が直接経費と間接経費を混同しないよう、直接経費と間接経費それぞれの額を明確に

して伝達してください。 
 

※ 研究分担者が所属する研究機関は、分担金の送金を受けた場合には、速やかに、分担金を受給した旨を

研究分担者に伝達してください。なお、分担金の送金を受ける際には、間接経費の受け入れの可否を、研

究代表者の所属する研究機関に連絡してください。 
 
※ 国立試験研究機関等の国の機関については、間接経費を受け入れるための連動する歳出科目がない場合

には、受け入れることができませんので、注意してください。 
 

５ 研究機関は、「研究分担者が所属する他の研究機関」に分担金を送金するとき、次の場合には、研究分担者

は、研究代表者の所属する研究機関に分担金の返還が必要になることを周知してください。 
 

・研究代表者が補助事業を廃止する場合 
・研究分担者が補助事業者ではなくなる場合（研究協力者に移行する場合など） 
・研究分担者が使用しない分担金が生じた場合 
 

６ 研究代表者と同一の研究機関に所属する研究分担者への分担金については、管理する口座は研究代表者と

同一でも構いません。ただし、研究代表者及び研究分担者は補助事業者となりますので、研究費の使用につ

いて、それぞれ執行額が判別できるように研究費の管理を行ってください（例えば、研究代表者と同一の収

支簿で管理するが、備考欄において支出した者を区分するなど）。 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【分担金の配分】 

3-2 研究代表者は、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、補助金受領後、当該研究分担

者が使用する直接経費及びその３０％分の間接経費を、当該研究分担者に配分しなければならないこととしているの

で、これに関する事務を行うこと。ただし、間接経費については、研究代表者と研究分担者が所属する研究機関間の

取り決めにより、これと異なる取扱いをしても差し支えない。 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-18 次の手続を行うこと。 

⑥日本学術振興会から送金される補助金の受領 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【分担金の配分】 

3-1 研究代表者は、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、 各年度の助成金受領後、当該

研究分担者が使用する直接経費及びその３０％分の間接経費を、当該研究分担者に配分しなければならないこととし

ているので、これに関する事務を行うこと。ただし、間接経費については、研究代表者と研究分担者が所属する研究

機関間の取り決めにより、これと異なる取扱いをしても差し支えない。 

【応募・交付申請に係る手続】 

3-14 次の手続を行うこと。 

⑥日本学術振興会から送金される助成金の受領 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (1) 補助事業の変更等 

   ① 補助事業の廃止 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、「研究代表者が補助事業を廃止しようとする場合には、事前に承認を得なければならないこ

と」、及び「未使用の科研費がある場合には、返還する必要があること」を研究代表者に対し、十分周知して

ください。 
 
２ 補助事業を廃止する場合は様式Ｃ－５－１又は様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承認申請書」により申請

し、日本学術振興会の承認を得てください。 
 
３ 補助事業の廃止について、日本学術振興会から承認があった場合には、未使用の科研費の返還と、当該補

助事業の実績報告書の提出をするよう研究代表者に伝達してください。また、研究分担者に配分している分

担金についても、未使用の分担金がある場合には、研究代表者が所属する研究機関が返還の手続を行ってく

ださい。なお、間接経費についても手続が必要です（１３４頁参照）。 
 

※ 実績報告書の提出に当たっては、「実績報告書の提出に係る手続」（１５７頁）を参照してください。 
 
※ 廃止時点までに科研費を全く使用していない場合には、実績報告書の提出は不要です。 

 
４ 年度の途中で補助事業が完了した研究課題については、補助事業の廃止手続をする必要はありません。 
 
 

  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業廃止承認申請書の提出 
②補助事業廃止承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-5-1） 

基金分（様式 F-5-1） 
補助金分（様式 C-5-1） 

基金分（様式 F-5-1） 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（様式 F-6-2､F-7-2） 
補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（様式 F-6-2､F-7-2） 

④承認通知及び未使用の科研費 

        の返還命令通知の伝達 

⑥未使用の科研費の返還及び 

        実績報告書の提出 

③承認及び未使用の科研費 

         の返還命令通知 

⑤実績報告書の提出 
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＜参照＞ 

  「（補助金分）機関使用ルール」 

 「（基金分）機関使用ルール」 

   

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑤補助事業の廃止 

研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－５－１「補助事業廃止

承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、廃止のときま

での補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実績報告書

（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績

報告を行うこと。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５５－１「補助事業廃止承認申

請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５５－１「補助事業廃止承認申

請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還

し、廃止のときまでの補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５

６－３「実績報告書（研究成果公開促進費「データベース」）」（様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」

を添える。）及び「作成したデータベースから出力した任意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会に実績

報告を行うこと。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

②補助事業の廃止 

研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の助成金を返還し、廃止のときまでの

補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収

支決算報告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を

行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (1) 補助事業の変更等 

   ② 直接経費の使用内訳の変更 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 

１ 研究機関は、各費目の使用状況及び直接経費全体の使用状況を常に把握するとともに、「研究代表者が、補

助条件又は交付条件に定めた限度を超えて各費目の額を変更しようとする場合には、事前に承認を得なけれ

ばならないこと」を研究代表者に対し十分周知してください。 

 

２ 補助条件又は交付条件に定めた限度額を超えて各費目の額を変更しようとする場合には、様式Ｃ－４－１

又は様式Ｆ－４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」により申請し、事前に日本学術振興会の承認を得

てください。 

 

３ 交付決定された直接経費の総額（※）の 50％（ただし、直接経費の総額の 50％の額が 300 万円以下の場

合は、300 万円まで）の範囲内で、各費目の直接経費の使用内訳を変更する場合には、この手続は不要です。 

 

※ 「交付決定された直接経費の総額」： 

科研費（補助金分）・・・「年度ごとの交付決定額」 

科研費（基金分）・・・・「複数年度にわたる研究期間全体の交付決定額」 

 

例１）交付決定された直接経費の総額が 1,000 万円〔直接経費の総額の 50％：500 万円〕の場合 

 提出 

要否 
物品費 旅費 

人件費 

・謝金 
その他 計 

変更前 ― 1,000,000 円 1,000,000 円 7,000,000 円 1,000,000 円 10,000,000 円 

変更後① 
要 

7,000,000 円 1,000,000 円 1,000,000 円 1,000,000 円 10,000,000 円 

増減額 ＋6,000,000 円 0 円 －6,000,000 円 0 円 ― 

変更後② 
要 

3,000,000 円 3,000,000 円 1,000,000 円 3,000,000 円 10,000,000 円 

増減額 ＋2,000,000 円 ＋2,000,000 円 －6,000,000 円 ＋2,000,000 円 ― 

変更後③ 
不要 

4,000,000 円 3,500,000 円 2,000,000 円 500,000 円 10,000,000 円 

増減額 ＋3,000,000 円 ＋2,500,000 円 －5,000,000 円 －500,000 円 ― 

変更後①：物品費及び人件費・謝金が限度額（500 万円）を超えて増減しているので、申請が必要。 

変更後②：人件費・謝金が限度額（500 万円）を超えて減額しているので、申請が必要。 

変更後③：各費目の増減額が限度額（500 万円）を超えていないので、申請は不要。 

  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①直接経費使用内訳変更承認申請書の提出 

③承認の通知 

補助金分（様式 C-4-1） 

基金分（様式 F-4） 補助金分（様式 C-4-1） 

基金分（様式 F-4） 

②直接経費使用内訳変更承認申請書の提出 

④承認通知の伝達 
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例２）交付決定された直接経費の総額が 420 万円〔直接経費の総額の 50％：210 万円（300 万円以下の額）〕

の場合 

 提出 

要否 
物品費 旅費 

人件費 

・謝金 
その他 計 

変更前 ― 400,000 円 200,000 円 500,000 円 3,100,000 円 4,200,000 円 

変更後① 
要 

3,500,000 円 200,000 円 500,000 円 0 円 4,200,000 円 

増減額 ＋3,100,000 円 0 円 0 円 －3,100,000 円 ― 

変更後② 
要 

2,400,000 円 1,200,000 円 600,000 円 0 円 4,200,000 円 

増減額 ＋2,000,000 円 ＋1,000,000 円 ＋100,000 円 －3,100,000 円 ― 

変更後③ 
不要 

0 円 2,200,000 円 1,900,000 円 100,000 円 4,200,000 円 

増減額 －400,000 円 ＋2,000,000 円 ＋1,400,000 円 －3,000,000 円 ― 

変更後①：物品費及びその他が限度額（300 万円）を超えて増減しているので、申請が必要。 

変更後②：その他が限度額（300 万円）を超えて減額しているので、申請が必要。 

変更後③：各費目の増減額が限度額（300 万円）を超えていないので、申請は不要。 

 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

④直接経費の使用内訳の変更 

研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、各年度に交付された直接経費の総額の５０％（直

接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）の範囲内で変更できるため、各費目の使

用状況及び直接経費全体の使用状況を常に把握すること。 

研究代表者が、上記の限度を超えて各費目の額を変更しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－

４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

②事業計画の変更 

代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の記載事項について、以下の範囲内において変更できるため、補助事

業の実施状況を常に把握すること。 

ア  「直接出版費」及び「翻訳・校閲経費」について、各々５０％の増減内で変更すること 

イ  「ページ数」、「翻訳後の原稿予定枚数」及び「校閲原稿予定枚数」について、各々５０％の増減内で変更する

こと 

ウ  令和２(2020)年度に刊行又は翻訳・校閲を行う場合の「出版社等への原稿渡し日」又は「翻訳・校閲期間開始

日」を予定より早めること又は令和２(2020)年６月３０日を超えない範囲で遅らせること 

ただし、令和２(2020)年度に翻訳・校閲の上、刊行する場合の「出版社等への原稿渡し日」については、予定

より早めること又は補助事業の実施期間（令和３(2021)年２月末日）を超えない範囲で６０日以内遅らせるこ

と 

エ  「発行予定年月日」及び「翻訳・校閲期間完了日」について、予定より早めること又は補助事業の実施期間を

超えない範囲で６０日以内遅らせること 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の記載事項を変更しようとする場合、及び交付申請書の記載事項のう

ち「刊行物の名称」、「著者・著作権者」、「編者」、「発行部数」、「定価」又は「卸売価格」を変更しようとする場合

に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５４－２「事業計画変更承認申請書（研究成果公開促進費「学術図書」）」によ

り申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

②事業計画の変更 

代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の記載事項について、以下の範囲内において変更できるため、各費目の

使用状況、その他補助事業の実施状況を常に把握すること。 

ア 「入力レコード数」及び「データ容量」について、各々５０％の増減内で変更すること 

イ 「所要経費」の使用内訳について、補助金の交付決定額に影響を及ぼすことなく、各費目の額を、交付された補助

金の総額の５０％（補助金の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）を限度として変更す

ること 

 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の記載事項を変更しようとする場合、及び交付申請書の記載事項のうち

「データベースの名称」又は「データベースの種類・性格」を変更しようとする場合に、当該代表者が作成する様式

Ｃ－５４－３「事業計画変更承認申請書（研究成果公開促進費「データベース」）」により申請を行い、日本学術振興

会の承認を得ること。 

55



 

 

 「（基金分）機関使用ルール」 

  

  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

①直接経費の使用内訳の変更 

研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、交付決定を受けた直接経費の総額の５０％（直接経

費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）の範囲内で変更できるため、各費目の使用状況

及び直接経費全体の使用状況を常に把握すること。 

研究代表者が、上記の限度を超えて各費目の額を変更しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－４

「直接経費使用内訳変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ① 所属する研究機関の変更 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が所属研究機関を変更した場合、「変更後の研究機関」は様式Ｃ－１０－１又は様式Ｆ－１０

－１「研究代表者所属研究機関変更届」を速やかに日本学術振興会に提出してください。ただし、変更後の

研究機関が科学研究費補助金取扱規程（文部省告示）第２条に規定されている研究機関でなければ、科研費

による研究継続は認められませんので、注意してください。 
なお、繰越課題についても同様の手続が必要となります。 

 
２ 「変更前の研究機関」は、「変更後の研究機関」に未使用の直接経費を送金するとともに、関係書類の写し

等を送付してください（１６１頁参照）。なお、科研費の収支に係る関係書類の原本については、将来の会計

検査等に備え、「変更前の研究機関」が適切に保存してください。 
 
３ 科研費の使用を終了した後、研究代表者が所属する研究機関を変更した場合には、「変更後の研究機関」

は、当該研究代表者及び「変更前の研究機関」に、実績報告書の提出（１５７頁参照）をどちらの機関から

行うかについて相談してください。 
「変更後の研究機関」で「実績報告書」を提出する場合には、「変更後の研究機関」は様式Ｃ－１０－１又

は様式Ｆ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」を速やかに日本学術振興会に提出してください。ま

た、「変更後の研究機関」は、「変更前の研究機関」から、関係書類の写し等を送付してもらい、保管してく

ださい（１６１頁参照）。 
「変更前の研究機関」で「実績報告書」を提出する場合には、様式Ｃ－１０－１又は様式Ｆ－１０－１「研

究代表者所属研究機関変更届」の提出は不要です。 
なお、繰越課題についても同様の手続が必要となります。 

 
４ 研究代表者が所属する研究機関を変更する場合には、このほかに、「間接経費」（１３０～１３３頁参照）、

「設備等」（１５２頁参照）についても、手続が必要になる場合があります。 
 
５ 「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究課題については、受入研究者（研究代表者）と外国人特

別研究員（研究分担者）が同時に他の研究機関に異動する場合にのみ、引き続き研究を行うことができます

（研究代表者交替（受入研究者変更）を行った場合を含む。）。なお、外国人特別研究員と受入研究者が、同

一の研究機関に所属しなくなる場合には、補助事業を廃止しなければなりません。 
 

研
究
代
表
者 

変
更
後
の 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

補助金分（様式 C-10-1） 

基金分（様式 F-10-1） 

変
更
前
の 

研
究
機
関 

②研究代表者所属研究機関変更届の提出 

①未使用の直接経費の送金 

③研究代表者所属研究機関変更届の提出 

補助金分（様式 C-10-1） 

基金分（様式 F-10-1） 
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６ 研究成果公開促進費（学術図書）に係る事業については、「変更後の研究機関」に関係書類の引き継ぎを行

ってください。また、代表者が研究機関に所属しないこととなる場合には、代表者本人に関係書類を引き継

いでください。 
 
７ 研究成果公開促進費（データベース）の代表者が研究機関に所属しないこととなる場合には、当該代表者

本人の専用口座に未使用の直接経費を送金してください。 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

 「（基金分）機関使用ルール」 

  
  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑥所属する研究機関の変更 

研究代表者又は研究分担者が、他の研究機関に所属することとなる場合であって、未使用の直接経費がある場合

には、当該研究代表者又は当該研究分担者が新たに所属することとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の研究代表者である場合に、当該研究代表

者が作成する様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 

「特別研究員奨励費（特別研究員」）」については、上記「⑥」に代えて下記「⑥-1」のとおりとする。 

⑥-1 研究機関の変更 

研究代表者が研究に従事する研究機関を、他の研究機関に変更した場合であって、未使用の直接経費がある

場合に、当該研究代表者が新たに研究に従事することとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

新たに研究に従事することとなった特別研究員が、既に開始されている補助事業の研究代表者である場合に、

当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への

届出を行うこと。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑥」に代えて下記「⑥-2」のとおりとする。 

⑥-2 研究機関の変更 

研究代表者が所属し、研究分担者が研究に従事する研究機関を、同時に他の研究機関に変更した場合であっ

て、未使用の直接経費がある場合に、当該研究代表者が所属し、当該研究分担者が研究に従事することとなる

研究機関に対してこれを送金すること。 

 新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の研究代表者である場合に、当該研究

代表者が作成する様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行

うこと。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

⑤所属する研究機関の変更 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の代表者である場合に、当該代表者が作成

する様式Ｃ－５９－１「代表者所属機関等変更届（研究成果公開促進費）」により、日本学術振興会への届出を行う

こと。 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

⑤所属する研究機関の変更 

代表者が、他の研究機関に所属することとなる場合であって、直接経費に残額がある場合に、当該代表者が新た

に所属することとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

代表者が、研究機関に所属しないこととなる場合であって、直接経費に残額がある場合は、当該代表者の専用口

座に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の代表者である場合に、当該代表者が作成

する様式Ｃ－５９－１「代表者所属機関等変更届（研究成果公開促進費）」により、日本学術振興会への届出を行う

こと。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

③所属する研究機関の変更 

研究代表者又は研究分担者が、他の研究機関に所属することとなる場合であって、未使用の直接経費がある場合に

は、当該研究代表者又は当該研究分担者が新たに所属することとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の研究代表者である場合に、当該研究代表者

が作成する様式Ｆ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ② 研究代表者の応募資格の喪失等 

    (a) 同一の研究機関に所属する研究者に交替する場合 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が応募資格を喪失するなどし、研究代表者の交替を希望する場合、次の課題に限り、研究代表

者を交替することができます。 
・新学術領域研究の「計画研究（総括班及び国際活動支援班研究課題に限る）」、「学術研究支援基盤形成」 
・学術変革領域研究の「計画研究（総括班研究課題に限る）」 
・特別研究員奨励費（外国人特別研究員）の研究課題 
 

研究代表者の交替が生じる場合には、必ず事前に相談してください。（新学術領域研究、学術変革領域研

究：文部科学省、特別研究員奨励費（外国人特別研究員）：日本学術振興会） 
なお、新学術領域研究及び学術変革領域研究については、研究代表者交替に際して科学技術・学術審議会

における審査が必要ですので、ご留意ください。 
 
２ 研究代表者を「従来の研究代表者」と同一の研究機関に所属する研究者に交替する場合、「従来の研究代表

者」が新たに研究代表者となる研究者からの了解を得ていることを確認した上で、様式Ｃ－９「補助事業者

変更承認申請書」に、当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必要書類（２００頁参照）を添付の上申請し、

事前に日本学術振興会の承認を得てください（平成２７(2015)年度から平成２８(2016)年度に採択された新

学術領域研究「国際活動支援班」を実施している場合は、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」を

併せて提出してください。）。 
 
３ 「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究課題については、従来の受入研究者（研究代表者）が、

受入研究者（研究代表者）の交替により補助事業の継続を希望する場合にはこの手続を行ってください。 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

従
来
の 

研
究
代
表
者 

②補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

④承認・交替確認の通知 

⑤交替確認の通知の伝達 

日
本
学
術
振
興
会 

研
究
機
関 

新
た
な 

研
究
代
表
者 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-2） 

③補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-2） 

⑤承認通知の伝達 

①研究代表者の交替の了解 
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 「（基金分）機関使用ルール」 

 
  

⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限によ

り補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交

付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。た

だし、海外における研究滞在等により補助事業を中断する場合には、「3-19⑮」に規定する手続を行うこと。また、

日本学術振興会の特別研究員として採用されることで応募資格を有しなくなる研究代表者が、「3-19②」に規定す

る手続を経て、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合には、当該年度の補助事業を廃止する

必要はない。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-3」のとおりとする。 

 

⑦-3 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者としての応募資格を

有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できな

くなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされ

た場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。 

日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者としての応募資格を有しなくなる研

究代表者が、研究代表者の交替により補助事業の継続を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ

－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

⑧研究代表者の交替 

「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究（総括班研究課題に限る。）の

研究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究代表者の交替（補助事業の研究分担者に交替する場

合に限る。）により補助事業の継続を希望する場合、又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により、研究

代表者を交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、科学技術・学術審議会

における審査を経た上で、当該研究代表者が新たに研究代表者となる者の意思を確認の上作成する様式Ｃ－９

「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

⑥代表者の交替等 

代表者が、当該データベース作成組織の代表者を交替しようとする場合（応募資格を有しなくなる場合を含む。）

及び作成組織の名称を変更しようとする場合に、当該代表者（代表者が欠けた場合は、新たに代表者となろうとす

る者）が作成する様式Ｃ－５８－１「代表者交替等承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本学

術振興会の承認を得ること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

④研究代表者の応募資格の喪失等 
研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、１年を超えて補助事業を継続して実施できなくなる場合、公募要領

に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為

により助成金を交付しないこととされた場合には、「3-17②」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続

を行うこと。ただし、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し１年を超えて補助事業を

中断する場合には、「3-17⑨」又は「3-17⑩」に規定する手続を行うこと。また、海外における研究滞在等により補助

事業を中断する場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 

 

⑤研究代表者の交替 

新学術領域研究（研究領域提案型）『国際共同研究加速基金（国際活動支援班）』（以下、「国際活動支援班」という。）

の研究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究代表者の交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に

限る。）により補助事業の継続を希望する場合、又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により、研究代表者を交

替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、科学技術・学術審議会における審査を経

た上で、当該研究代表者が新たに研究代表者となる者の意思を確認の上作成する様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担者が、他の研究機関に所属する

研究者と研究代表者を交替して新たな研究代表者となった場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－２

「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

また、国際活動支援班の研究代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補

助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合には、科学技術・学術審議会におけ

る審査を経た上で、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る

こと。その際、研究分担者が、他の研究機関に所属する研究者から研究代表者を交替して、新たな研究代表者となっ

た場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、

日本学術振興会への届出を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ② 研究代表者の応募資格の喪失等 

    (b) 異なる研究機関に所属する研究者に交替する場合 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が応募資格を喪失するなどし、研究代表者の交替を希望する場合、次の課題に限り、研究代表

者を交替することができます。 
・新学術領域研究の「計画研究（総括班及び国際活動支援班研究課題に限る）」、「学術研究支援基盤形成」 
・学術変革領域研究の「計画研究（総括班研究課題に限る）」 
・特別研究員奨励費（外国人特別研究員）の研究課題 

  
研究代表者の交替が生じる場合には、必ず事前に相談してください。（新学術領域研究、学術変革領域研

究：文部科学省、特別研究員奨励費（外国人特別研究員）：日本学術振興会） 
なお、新学術領域研究及び学術変革領域研究については、研究代表者交替に際して科学技術・学術審議会

における審査が必要ですので、ご留意ください。 
 
２ 研究代表者を「従来の研究代表者」とは異なる研究機関に所属する研究者に交替する場合、「従来の研究代

表者」が新たな研究代表者となる研究者からの了解を得ていることを確認した上で、様式Ｃ－９「補助事業

者変更承認申請書」に当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必要書類（２００頁参照）を添付の上申請し、

事前に日本学術振興会の承認を得てください（平成２７(2015)年度から平成２８(2016)年度に採択された新

学術領域研究「国際活動支援班」を実施している場合は、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」を

併せて提出してください。）。 
 
３ 研究代表者の交替について、日本学術振興会から承認があった場合、「従来の研究代表者が所属する研究

機関」は「新たな研究代表者が所属する研究機関」との間で連絡調整を行い、直接経費の残額の送金及び間

接経費や設備等に係る取扱いについて十分協議をしてください。 
 

従
来
の
研
究
代
表
者 

②補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

④承認の通知 

⑤交替確認の通知の伝達 

日
本
学
術
振
興
会 

従
来
の
研
究
代
表
者
が 

所
属
す
る
研
究
機
関 

新
た
な
研
究
代
表
者 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-2） 

③補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 
基金分（様式 F-9-2） 

 
⑤承認通知の伝達 

①研究代表者の交替の了解 
新
た
な
研
究
代
表
者
が 

所
属
す
る
研
究
機
関 

⑥直接経費の 

残額の送金 

⑦研究代表者交替に伴う 

 所属研究機関変更届の 

提出 

補助金分（様式 C-10-2） 
基金分（様式 F-10-2） 

 
補助金分（様式 C-10-2） 
基金分（様式 F-10-2） 

④交替確認の通知 

⑧研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届の提出 
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４ 「新たな研究代表者が所属する研究機関」は、様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変

更届」に、必要書類（２００頁参照）を添付の上、日本学術振興会に提出してください（平成２７(2015)年

度から平成２８(2016)年度に採択された新学術領域研究「国際活動支援班」を実施している場合は、様式Ｆ

－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」を併せて提出してください。）。 

 
５ 「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究課題については、受入研究者（研究代表者）の交替と同

時に、外国人特別研究員が新たな受入研究者（新たな研究代表者）の所属する研究機関に異動する場合にの

み、引き続き研究を行うことができます。なお、外国人特別研究員と受入研究者が、同一の研究機関に所属

しなくなる場合には、補助事業を廃止しなければなりません。 
 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

（基金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限によ

り補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交

付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。た

だし、海外における研究滞在等により補助事業を中断する場合には、「3-19⑮」に規定する手続を行うこと。また、

日本学術振興会の特別研究員として採用されることで応募資格を有しなくなる研究代表者が、「3-19②」に規定す

る手続を経て、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合には、当該年度の補助事業を廃止する

必要はない。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-3」のとおりとする。 

⑦-3 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者としての応募資格を有

しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくな

る場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合

には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。 

日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者としての応募資格を有しなくなる研究

代表者が､研究代表者の交替により補助事業の継続を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－９

「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。他の研究機関に所属する

研究者に研究代表者を交替した場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴

う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 

 

⑧研究代表者の交替 

「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究（総括班研究課題に限る。）の研

究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究代表者の交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に

限る。）により補助事業の継続を希望する場合、又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により、研究代表

者を交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、科学技術・学術審議会にお

ける審査を経た上で、当該研究代表者が新たに研究代表者となる者の意思を確認の上作成する様式Ｃ－９「補助

事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担者が、他の研

究機関に所属する研究者と研究代表者を交替して新たな研究代表者となった場合には、新たな研究代表者が作成

する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこ

と。 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

⑥代表者の交替等 

代表者が、当該データベース作成組織の代表者を交替しようとする場合（応募資格を有しなくなる場合を含む。）

及び作成組織の名称を変更しようとする場合に、当該代表者（代表者が欠けた場合は、新たに代表者となろうとす

る者）が作成する様式Ｃ－５８－１「代表者交替等承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本学

術振興会の承認を得ること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

④研究代表者の応募資格の喪失等 

62



 

 

 
  

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、１年を超えて補助事業を継続して実施できなくなる場合、公募要領

に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為

により助成金を交付しないこととされた場合には、「3-17②」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続

を行うこと。ただし、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し１年を超えて補助事業を

中断する場合には、「3-17⑨」又は「3-17⑩」に規定する手続を行うこと。また、海外における研究滞在等により補助

事業を中断する場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 
 

⑤研究代表者の交替 

新学術領域研究（研究領域提案型）『国際共同研究加速基金（国際活動支援班）』（以下、｢国際活動支援班｣という。）

の研究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究代表者の交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に

限る。）により補助事業の継続を希望する場合、又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により、研究代表者を交

替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、科学技術・学術審議会における審査を経

た上で、当該研究代表者が新たに研究代表者となる者の意思を確認の上作成する様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担者が、他の研究機関に所属する

研究者と研究代表者を交替して新たな研究代表者となった場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－２

「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ② 研究代表者の応募資格の喪失等 

    (c) 補助事業を廃止する場合 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が以下に該当する場合には、補助事業を廃止しなければなりません。 

・応募資格を喪失した場合（応募資格の要件（３１頁参照）のいずれかの要件を満たさなくなった場合

が該当します。ただし、海外における研究滞在等により補助事業を中断する場合は除きます（８４頁

参照）。） 
・補助事業を継続できなくなる場合 
・公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合 
・現在実施している当該補助事業以外で不正使用、不正受給又は不正行為を行ったことにより、一定期

間科研費を交付しないこととされた場合 
 
２ 研究代表者が補助事業を廃止する場合は様式Ｃ－５－１又は様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承認申請書」

により申請し、事前に日本学術振興会の承認を得てください。 
 

※ 研究代表者の死亡等により様式Ｃ－５－１又は様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承認申請書」の作成が

できない場合には７３頁を参照の上、廃止の手続を行ってください。 
 
３ 補助事業の廃止について、日本学術振興会から承認があった場合には、研究機関は未使用の科研費を返還

し、当該補助事業の実績報告書の提出をするよう研究代表者に伝達してください。また、研究分担者に配分

している分担金についても、未使用の分担金がある場合は、研究代表者が所属する研究機関が返還の手続を

行ってください。なお、間接経費についても手続が必要です（１３４頁参照）。 
 

※ 実績報告書の提出に当たっては、「実績報告書の提出に係る手続」（１５７頁）を参照してください。 
 
※ 廃止時点までに科研費を全く使用していない場合には、実績報告書の提出は不要です。 
 
※ 研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴ってその基となる研究課題（以下「基

課題」という。）を廃止する場合、基課題の返還金額は以下のとおりです。 
・基課題が補助金の場合： 最終年度分全額を返還してください。 
・基課題が基金の場合： 最終年度分全額と前年度分までの未使用額を返還してください。 

 
４ 科研費（補助金分）について、日本学術振興会の特別研究員として採用されることで、研究機関における

身分を失うなど応募資格を有しなくなる研究代表者が、繰越しの承認を得て補助金を翌年度に使用する場合

には、当該補助事業（特別研究員が受給を認められていない研究種目も含む。）については引き続き行うこと

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業廃止承認申請書の提出 

③承認及び未使用の科研費の返還命令の通知 

補助金分（様式 C-5-1） 

基金分（様式 F-5-1） 
補助金分（様式 C-5-1） 

基金分（様式 F-5-1） 

②補助事業廃止承認申請書の提出 

④承認及び未使用の科研費の返還命令通知の伝達 

⑤実績報告書の提出 
⑥未使用の科研費の返還 

   及び実績報告書の提出 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（様式 F-6-2､F-7-2） 
補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（様式 F-6-2､F-7-2） 
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ができますので、廃止手続を行う必要はありません。なお、特別研究員－ＳＰＤ・ＰＤ・ＲＰＤ・ＣＰＤに

採用され、受入研究機関において科研費の応募資格を付与される場合は、既に受給している科研費（特別研

究員が応募できる種目に限る）を廃止する必要はありません。 
 
５ 科研費（基金分）については、産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等を除き、１

年を超えて補助事業を継続して実施できなくなる場合には補助事業の廃止手続を行ってください（１年以内

でかつ科研費応募資格を有したままの中断であれば手続をせずに補助事業を中断することができます。）。な

お、産前産後の休暇又は育児休業の取得による中断については８１頁を、海外における研究滞在等による中

断については８４頁を参照してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜参照＞ 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限によ

り補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交

付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。た

だし、海外における研究滞在等により補助事業を中断する場合には、「3-19⑮」に規定する手続を行うこと。また、

日本学術振興会の特別研究員として採用されることで応募資格を有しなくなる研究代表者が、「3-19②」に規定す

る手続を経て、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合には、当該年度の補助事業を廃止する

必要はない。 

 

「特別研究員奨励費（特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-1」及び「⑦-2」のとおりとす

る。 

 

⑦-1 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなる場合、補助

事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事

業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に

規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。ただし、日本学術振興会の特別研究員とい

う研究代表者としての応募資格を有しなくなる研究代表者が、それまで研究に従事していた研究機関におい

て、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有する研究者となる場合であって、当該年度の直接経

費の使用を希望する場合には、この限りではない。 

 

⑰研究計画最終年度前年度の応募に伴う補助事業の廃止 

研究代表者が、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択された場合であって、その基となる研究課題の最

終年度に当たる補助事業の全部を廃止しようとする場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－５－１「補助事

業廃止承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還すること。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

④代表者の応募資格の喪失等 

代表者が、補助事業を遂行することができなくなった場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不

正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、③により補助事業の廃止の手続を行うこと。 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

④代表者の応募資格の喪失等 

代表者が、補助事業を遂行することができなくなった場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不

正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、③により補助事業の廃止の手続を行うこと。 
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 「（基金分）機関使用ルール」 

 

  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

④研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、１年を超えて補助事業を継続して実施できなくなる場合、公募要領

に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為

により助成金を交付しないこととされた場合には、「3-17②」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続

を行うこと。ただし、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し１年を超えて補助事業を

中断する場合には、「3-17⑨」又は「3-17⑩」に規定する手続を行うこと。また、海外における研究滞在等により補助

事業を中断する場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 
 

⑬研究計画最終年度前年度の応募に伴う補助事業の廃止 

研究代表者が、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択された場合には、「3-17②」に規定する手続により、

その基となる研究課題の最終年度に当たる補助事業の全部を廃止するための手続を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ② 研究代表者の応募資格の喪失等 

    (d) 「特別研究員」が研究機関において科研費の応募資格を有する研究者となる場合 

     (ｱ) 研究に従事していた研究機関と同一の場合 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 特別研究員奨励費を受給している日本学術振興会の特別研究員（研究代表者）が、それまで研究に従事し

ていた研究機関において採用されるなど特別研究員奨励費の応募資格を喪失し、科研費の応募資格（※）を

有する研究者となる場合において、引き続き当該年度の特別研究員奨励費の直接経費の使用を希望する場合

には、特段の手続は不要です。 
 

※ 科研費の応募資格については３１頁を参照してください。 
 
２ 当該年度の直接経費の使用を希望しない場合には、「補助事業の廃止」（６４頁参照）の手続を行ってくだ

さい。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

 
  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑦-1 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなる場合、補助事

業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以

外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定す

る手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。ただし、日本学術振興会の特別研究員という研究代

表者としての応募資格を有しなくなる研究代表者が、それまで研究に従事していた研究機関において、｢1-1①、

②、③」の公募要領等に定める応募資格を有する研究者となる場合であって、当該年度の直接経費の使用を希望

する場合には、この限りではない。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ② 研究代表者の応募資格の喪失等 

    (d) 「特別研究員」が研究機関において科研費の応募資格を有する研究者となる場合 

     (ｲ) 研究に従事していた研究機関とは異なる場合 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 特別研究員奨励費を受給している日本学術振興会の特別研究員（研究代表者）が、それまで研究に従事し

ていた研究機関とは異なる研究機関において採用されるなど特別研究員奨励費の応募資格を喪失し、科研費

の応募資格（※）を有する研究者となる場合において、引き続き当該年度の特別研究員奨励費の直接経費の

使用を希望する場合には、様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」を速やかに日本学術振興会

に提出してください。 
 

※ 科研費の応募資格については３１頁を参照してください。 
 
２ 当該年度の直接経費の使用を希望しない場合には、「補助事業の廃止」（６４頁参照）の手続を行ってくだ

さい。 
 
 
 
 
 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑦-2 他の研究機関で特別研究員であった者の採用 

日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなる研究代表者が、それまで研究

に従事していた研究機関以外の研究機関において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有する研

究者となる場合であって当該年度の直接経費の使用を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１

０－１｢研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

（事務を行うのは、研究代表者が、新たに｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有する研究者と

して所属する研究機関。） 

②研究代表者所属研究機関変更届の提出 

日
本
学
術
振
興
会 

新
た
に
所
属
す
る
研
究
機
関 

研
究
代
表
者 

補助金分（様式 C-10-1） 

①直接経費の残額の送金 研
究
に
従
事 

し
て
い
た
研
究
機
関 

補助金分（様式 C-10-1） 

③研究代表者所属研究機関変更届の提出 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ③ 研究代表者が欠けた場合 

    (a) 研究代表者を変更する場合 

     (ｱ) 同一の研究機関に所属する研究者に交替する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が欠けた場合、次の課題に限り、新たな研究代表者に交替することができます。 

・新学術領域研究の「計画研究」、「学術研究支援基盤形成」 
・学術変革領域研究の「計画研究」 
・特別研究員奨励費（外国人特別研究員）の研究課題 
 

研究代表者の交替が生じる場合には、必ず事前に相談してください。（新学術領域研究、学術変革領域研

究：文部科学省、特別研究員奨励費（外国人特別研究員）：日本学術振興会） 
なお、新学術領域研究及び学術変革領域研究については、研究代表者交替に際して科学技術・学術審議会

における審査が必要ですので、ご留意ください。 
 

※ 「研究代表者が欠けた場合」とは、研究代表者が死亡した場合、失踪した場合など研究代表者自身が

様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」等を作成することができない場合を意味します。 
 
２ 研究代表者が欠けたため、「従来の研究代表者」と同一の研究機関に所属する研究分担者に研究代表者を

交替し補助事業の継続を希望する場合には、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」に、当該補助事業の

「交付申請書（写）」及び必要書類（２００頁参照）を添付の上申請し、日本学術振興会の承認を得てくださ

い（平成２７(2015)年度から平成２８(2016)年度に採択された新学術領域研究「国際活動支援班」を実施し

ている場合は、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」を併せて提出してください。）。 
 

※ 研究分担者が存在しないなど、研究代表者を交替し補助事業を継続することができない場合には、補

助事業の廃止手続が必要です。 
 
３ 「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究課題であって、研究分担者（外国人特別研究員）が、受

入研究者（研究代表者）の交替により補助事業の継続を希望する場合にはこの手続を行ってください。 
  

新
た
に
研
究
代
表
者 

と
な
る
研
究
分
担
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

③承認・交替確認の通知 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-2） 

 

②補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

④承認・交替確認の通知の伝達 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-2） 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

「（基金分）機関使用ルール」 

 
 
 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限によ

り補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交

付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-3」のとおりとする。 

⑦-3 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が欠けた場合であって、研究分担者が、研究代表者を交替して補助事業の継続を希望する場合

には、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

⑧研究代表者の交替 

「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域」の計画研究（総括班研究課題に限る。）の研究代表

者が欠けた場合であって、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補助事業の研究分担者に交替する場

合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合には、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様式Ｃ－

９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

③補助事業の廃止 

なお、代表者が欠けた場合又は応募資格を有しなくなる場合で、補助事業を引継いで実施しようとする者がいる

場合には、日本学術振興会に報告してその指示を受けること。 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

⑥代表者の交替等 

代表者が、当該データベース作成組織の代表者を交替しようとする場合（応募資格を有しなくなる場合を含む。）

及び作成組織の名称を変更しようとする場合に、当該代表者（代表者が欠けた場合は、新たに代表者となろうとす

る者）が作成する様式Ｃ－５８－１「代表者交替等承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本

学術振興会の承認を得ること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

④研究代表者の応募資格の喪失等 
研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、１年を超えて補助事業を継続して実施できなくなる場合、公募要領

に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為

により助成金を交付しないこととされた場合には、「3-17②」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続

を行うこと。ただし、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し１年を超えて補助事業を

中断する場合には、「3-17⑨」又は「3-17⑩」に規定する手続を行うこと。また、海外における研究滞在等により補助

事業を中断する場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 
 

⑤研究代表者の交替 

また、国際活動支援班の研究代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補

助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合には、科学技術・学術審議会におけ

る審査を経た上で、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る

こと。その際、研究分担者が、他の研究機関に所属する研究者から研究代表者を交替して、新たな研究代表者となっ

た場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、

日本学術振興会への届出を行うこと。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ③ 研究代表者が欠けた場合 

    (a) 研究代表者を変更する場合 

     (ｲ) 異なる研究機関に所属する研究者に交替する場合 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が欠けた場合、次の課題に限り、新たな研究代表者に交替することができます。 

・新学術領域研究の「計画研究」、「学術研究支援基盤形成」 
・学術変革領域研究の「計画研究」 
・特別研究員奨励費（外国人特別研究員）の研究課題 
 

研究代表者の交替が生じる場合には、必ず事前に相談してください。（新学術領域研究、学術変革領域研

究：文部科学省、特別研究員奨励費（外国人特別研究員）：日本学術振興会） 
なお、新学術領域研究及び学術変革領域研究については、研究代表者交替に際して科学技術・学術審議会

における審査が必要ですので、ご留意ください。 
 

※ 「研究代表者が欠けた場合」とは、研究代表者が死亡した場合や失踪した場合など研究代表者自身が

様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」等を作成することができない場合を意味します。 
 
２ 研究代表者が欠けたため、「従来の研究代表者」と異なる研究機関に所属する研究分担者に研究代表者を

交替し補助事業の継続を希望する場合には、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」に、当該補助事業の

「交付申請書（写）」及び必要書類（２００頁参照）を添付の上申請し、日本学術振興会の承認を得てくださ

い（平成２７(2015)年度から平成２８(2016)年度に採択された新学術領域研究「国際活動支援班」を実施し

ている場合は、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」を併せて提出してください。）。 
 

※ 研究分担者が存在しないなど、研究代表者を交替し補助事業を継続することができない場合には、補

助事業の廃止手続が必要です。 
 
３ 「新たな研究代表者が所属する研究機関」は、日本学術振興会から承認及び交替確認の通知があった場合

には、「従来の研究代表者が所属する研究機関」との間で連絡調整を行い、直接経費の残額の送金及び間接経

費や設備等に係る取扱いについて十分協議をしてください。 
 

新
た
に
研
究
代
表
者
と
な
る
研
究
分
担
者 

新
た
な
研
究
代
表
者
が
所
属
す
る
研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

④承認・交替確認の通知の伝達 

③承認・交替確認の通知 

②補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

①補助事業者（研究代表者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-10-2） 

基金分(様式 F-10-2） 

従
来
の
研
究
代
表
者
が 

所
属
し
て
い
た
研
究
機
関 

⑧研究代表者交替に伴う所属研究機関 

             変更届の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-2） 

⑦研究代表者交替に伴う所属研究機関 

             変更届の提出 

補助金分（様式 C-9）基金分（様式 F-9-2） 

補助金分（様式 C-10-2） 

基金分(様式 F-10-2） 

⑤承認通知の連絡 

⑥直接経費残額の送金 
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４ 「新たな研究代表者が所属する研究機関」は、様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変

更届」に、必要書類（２００頁参照）を添付の上、日本学術振興会に提出してください（平成２７(2015)年

度から平成２８(2016)年度に採択された新学術領域研究「国際活動支援班」を実施している場合は、様式Ｆ

－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」を併せて提出してください。）。 
 
５ 「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究課題については、受入研究者（研究代表者）の交替と同

時に、外国人特別研究員が新たな受入研究者（新たな研究代表者）が所属する研究機関に異動する場合にの

み、引き続き研究を行うことができます。なお、外国人特別研究員と受入研究者が、同一の研究機関に所属

しなくなる場合には、補助事業を廃止しなければなりません。 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

「（基金分）機関使用ルール」 

 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により

補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付し

ないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-3」のとおりとする。 

 

⑦-3 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が欠けた場合であって、研究分担者が、研究代表者を交替して補助事業の継続を希望する場合に

は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。他の研

究機関に所属する研究者に研究代表者を交替した場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－２

「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 

⑧研究代表者の交替 

「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究（総括班研究課題に限る。）の研究

代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補助事業の研究分担者に交替す

る場合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合には、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様式Ｃ

－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担者が、

他の研究機関に所属する研究者から研究代表者を交替して、新たな研究代表者となった場合には、新たな研究代表

者が作成する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を

行うこと。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

③補助事業の廃止 

なお、代表者が欠けた場合又は応募資格を有しなくなる場合で、補助事業を引継いで実施しようとする者がいる

場合には、日本学術振興会に報告してその指示を受けること。 

 

3-21  「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

⑥代表者の交替等 

代表者が、当該データベース作成組織の代表者を交替しようとする場合（応募資格を有しなくなる場合を含む。）

及び作成組織の名称を変更しようとする場合に、当該代表者（代表者が欠けた場合は、新たに代表者となろうとす

る者）が作成する様式Ｃ－５８－１「代表者交替等承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本学

術振興会の承認を得ること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑤研究代表者の交替 

また、国際活動支援班の研究代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補

助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合には、科学技術・学術審議会におけ

る審査を経た上で、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る

こと。その際、研究分担者が、他の研究機関に所属する研究者から研究代表者を交替して、新たな研究代表者となっ

た場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、

日本学術振興会への届出を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ③ 研究代表者が欠けた場合 

    (b) 補助事業を廃止する場合 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者が欠けた場合については、研究代表者の交替ができる場合を除き、補助事業の廃止手続が必要

ですので、研究代表者が所属していた研究機関が様式Ｃ－５－２又は様式Ｆ－５－２「研究代表者死亡等報

告書」に、当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必要書類（２００～２０２頁参照）を添付の上、日本学

術振興会に提出し、「補助事業の廃止」の手続を行ってください。 
 

※ 「研究代表者が欠けた場合」とは、研究代表者が死亡した場合や失踪した場合など研究代表者自身が

様式Ｃ－５－１又は様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承認申請書」を作成することができない場合を意味

します。 
 
２ 研究代表者が欠ける前に契約している物品等がある場合は、原則として契約の取りやめを行ってください。

ただし、契約の解消が困難な場合で、今後研究機関で活用可能な物品等であれば日本学術振興会に相談の上、

直接経費で支払うことができます。 
 
３ 補助事業の廃止について、日本学術振興会から承認があった場合には、未使用の科研費を返還し、当該補

助事業の実績報告書を提出してください。また、研究分担者に配分している分担金についても、未使用の分

担金がある場合には、研究代表者が所属する研究機関が返還の手続を行ってください。なお、間接経費につ

いても手続が必要です（１３４頁参照）。 
 

※ 実績報告書の提出に当たっては、「実績報告書の提出に係る手続」（１５７頁）を参照してください。 
 

※ 廃止時点までに科研費を全く使用していない場合には、実績報告書の提出は不要です。 
 

４ 研究代表者が欠けた場合には、様式Ｃ－６又は様式Ｆ－６－２「収支決算報告書」については研究代表者

が所属する研究機関が、様式Ｃ－７－１又は様式Ｆ－７－２「研究実績報告書」については、研究分担者が

作成してください（研究分担者がいない場合には、研究代表者の所属研究機関代表者名により、その旨を記

した文書を提出してください。（Ａ４縦、様式自由））。 
  

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①研究代表者死亡等報告書の提出 

③未使用の科研費の返還及び実績報告書の提出 

②返還命令の送付 

補助金分（様式 C-5-2） 

基金分（様式 F-5-2） 

補助金分（様式 C-6） 

基金分（様式 F-6-2） 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

 「（基金分）機関使用ルール」 

   

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑤補助事業の廃止 

研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－５－１「補助事業廃止

承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、廃止のときま

での補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実績報告書

（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績

報告を行うこと。 

研究代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｃ－５－２「研究代表者死亡等報告書」により日本学術振興会に報

告するとともに必要な事務を行った上で、未使用の補助金を返還し、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」

により日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５５－１「補助事業廃止承認申

請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

当該代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｃ－５５－２「代表者死亡等報告書（研究成果公開促進費）」により

日本学術振興会に報告すること。 

なお、代表者が欠けた場合又は応募資格を有しなくなる場合で、補助事業を引継いで実施しようとする者がいる

場合には、日本学術振興会に報告してその指示を受けること。 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

③補助事業の廃止 

代表者が一人で行う補助事業において、当該代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｃ－５５－２「代表者死亡

等報告書（研究成果公開促進費）」により日本学術振興会に報告するとともに、未使用の補助金を返還すること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

②補助事業の廃止 

研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の助成金を返還し、廃止のときまでの

補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収

支決算報告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を

行うこと。 

研究代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｆ－５－２「研究代表者死亡等報告書」により日本学術振興会に報告

するとともに必要な事務を行った上で、未使用の助成金を返還し、様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」

により日本学術振興会に実績報告を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

④ 産前産後の休暇、育児休業、又は特別研究員の病気による研究中断等 

(a) 中断する場合（補助金分） 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、科研費（補助金分）について産前産後の休暇、育児休業（以下「育児休業等」という。）の取

得、又は特別研究員奨励費を受給している日本学術振興会の特別研究員（研究代表者）の病気を理由とした

採用の中断（以下「特別研究員の病気による研究中断」という。）により研究を中断し、未使用の補助金につ

いて翌年度以降に再交付を受けることを希望する場合には、「事前に承認を得なければならないこと」及び

「未使用の補助金がある場合には、返還する必要があること」を研究代表者に対し、十分周知してください。 
 
２ 研究機関は、研究代表者が研究を中断する前に、育児休業等による研究中断の場合は様式Ｃ－１３－１「産

前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書」に、特別研究員の病気による研究中断の場合

は様式Ｃ－１３－３「病気を理由とする特別研究員の採用の中断に伴う研究中断承認申請書」に、当該補助

事業の「交付申請書（写）」及び必要書類（２００頁参照）を添付の上申請し、事前に日本学術振興会の承認

を得てください。 
 
３ 未使用の補助金を返還する際、研究分担者に配分している分担金についても、未使用の分担金がある場合

には、研究代表者が所属する研究機関が返還の手続を行ってください。なお、間接経費についても手続が必

要です（１３４頁参照）。 
 
４ 研究代表者が、研究の中断期間の終了後に、未使用の補助金の交付を受けることを希望しない場合には、

研究中断承認申請書を提出せずに補助事業を廃止することもできます（「補助事業の廃止」の場合には５２

頁参照。）。 
 
５ 複数年度にわたって研究を中断する場合には、各年度の交付内定時に様式Ａ－１０「育児休業等又は病気

を理由とする特別研究員の採用中断に伴う交付申請留保届」を提出してください。 
 
６ 「新学術領域研究」及び「学術変革領域研究」の場合には、研究代表者が研究の中断について事前に領域

代表者の了解を得ていることを確認してください。 
 
７ 繰越しの承認を受けた補助事業については、育児休業等、又は特別研究員の病気による研究中断により研

究を中断することはできません。 
※ 実績報告書の提出に当たっては、「実績報告書の提出に係る手続」（１５７頁）を参照してください。 
※ 中断時点までに科研費を全く使用していない場合には、実績報告書の提出は不要です。 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①研究中断承認申請書の提出 

③承認及び未使用の補助金の 

          返還命令の通知 

⑤実績報告書の提出 ⑥未使用の補助金の返還 

   及び実績報告書の提出 

補助金分（育児休業等：様式 C-13-1） 

 

②研究中断承認申請書の提出 

補助金分（育児休業等：様式 C-13-1） 

 

 

④承認及び未使用の補助金の 

       返還命令通知の伝達 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 
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＜参照＞ 
 「（補助金分）機関使用ルール」 

  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑪育児休業等による中断 

研究代表者が、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し、未使用の補助金について

翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－

１３－１「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の

承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断のときまでの補助事業について、中断の承認を得た後、６１

日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告

書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑪」に代えて下記「⑪-1」のとおりとする。 

 

⑪-1 研究分担者の育児休業等による中断 

研究分担者が、育児休業等を取得し、未使用の補助金について翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を

受けることを希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－１「産前産後の休暇又は育児休業の取

得に伴う研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を

返還し、中断のときまでの補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成す

る様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取り

まとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
 

⑫病気を理由とした特別研究員の採用中断による「特別研究員奨励費（特別研究員）」の中断 
「特別研究員奨励費（特別研究員）」の研究代表者が、病気を理由とした特別研究員の採用の中断により「特別研

究員奨励費（特別研究員）」の研究を中断し、未使用の補助金について翌年度以降の特別研究員の採用の中断の終了
後に再交付を受けることを希望する場合には、 当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－３「病気を理由とする特
別研究員の採用の中断に伴う研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未
使用の補助金を返還し、中断のときまでの補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表
者が作成する様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」
を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ④ 産前産後の休暇、育児休業、又は特別研究員の病気による研究中断等 

    (b) 再開する場合（補助金分） 
 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、所属する研究代表者が研究を中断している場合には、様式Ａ－１０「育児休業等又は病気を

理由とする特別研究員の採用中断に伴う交付申請留保届」、様式Ｃ－１３－１「産前産後の休暇又は育児休

業の取得に伴う研究中断承認申請書」又は、様式Ｃ－１３－３「病気を理由とする特別研究員の採用の中断

に伴う研究中断承認申請書」に記載した「研究開始（再開）予定年月日」の１ヶ月程度前に、研究代表者に

研究開始（再開）の意思を確認し、開始（再開）する場合には日本学術振興会に連絡の上、「交付申請書」等

を提出してください。（４１頁参照） 

 

２ 当初予定していた研究開始（再開）予定日を延期して開始（再開）することとした研究課題については、

日本学術振興会へ連絡するとともに、再度様式Ａ－１０「育児休業等又は病気を理由とする特別研究員の採

用中断に伴う交付申請留保届」を提出してください（４１頁参照）。 

 

３ 研究代表者が交付申請書を提出し、交付決定を受けた後で、研究開始（再開）をしないこととした研究課

題については、日本学術振興会へ連絡するとともに、「補助事業の廃止」（５２頁参照）の手続を行ってくだ

さい。 

 

４ 研究代表者が交付申請を留保したまま、研究開始（再開）をしないこととした研究課題については、日本

学術振興会へ連絡するとともに、様式Ａ－７「交付申請の辞退届」を提出してください（４１頁参照）。 

 

５ 研究代表者が、補助事業期間、各年度の配分額等の研究実施計画（年次計画）を変更した上で研究の開始

（再開）を希望する場合には、様式Ａ－１４「産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、病気を理由とする

特別研究員の採用の中断若しくは海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願」を提出し、日本学

術振興会からの連絡後に「交付申請書」を提出してください。 

なお、当該様式の提出により変更できる事項は以下の通りです。 

 ・補助事業期間の延長（前年度中断した課題において、当該年度途中での再開に伴い補助事業期間の延長を

希望する場合、１年度に限り延長が可能です。) 

 ・各年度の配分額の変更 

 また、研究を開始（再開）する際に、併せて未使用額の「次年度使用」を希望する場合、様式Ｃ－３－２「次

年度使用申請書兼変更交付申請書」の提出は不要です。詳しくは、日本学術振興会へ相談してください。 
 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①交付申請書等の提出 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1）、 

A-14（研究実施計画を変更する場合） 

②交付申請書等の提出 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1）、 

A-14（研究実施計画を変更する場合） 

③交付決定通知書の送付 

④交付決定通知書の伝達 

⑤補助金の送金 

⑥補助金を受領した旨の伝達 
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６ 交付申請を留保した研究課題を再開する場合についても同様の扱いとなりますが、詳細については、４１

頁を参照してください。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

④ 産前産後の休暇、育児休業、又は特別研究員の病気による研究中断等 

   (c) 育児休業等又は特別研究員の病気による研究中断が年度内に終了し、かつ研究期間の延長を 

希望する場合（補助金分） 
 

＜事務の流れ＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 
 
１ 研究代表者が、年度内に育児休業等又は、特別研究員の病気による研究中断により研究を中断し、かつ年

度内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する

場合には、研究を再開する前に、育児休業等を取得した場合は当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－２

「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請書」を、特別研究員の病気による研究中

断の場合は様式Ｃ－１３－４「病気を理由とする特別研究員の採用の中断に伴う研究期間延長承認申請書」

を当該年度の３月１日までに提出してください。 

 
２ 延長できる研究期間は、中断した期間に応じた期間となり、年度内に研究を中断し、かつ年度内に研究を

再開する場合、延長が可能な期間は１年度となります。 
 

３ なお、年度内に研究を再開する予定であったものが、年度を超えて研究を中断することとなり、未使用の

補助金について翌年度以降の研究中断期間の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、速やかに中

断の手続（７５頁）を行ってください。 

 

 ４ 「新学術領域研究」及び「学術変革領域研究」の場合には、研究代表者が研究の中断について事前に領域

代表者の了解を得ていることを確認してください。 

 

 ５ 繰越しの承認を受けた補助事業については、育児休業等、又は特別研究員の病気による研究中断により研

究を中断することはできません。 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

補助金分（育児休業等：様式 C-13-2） 

 

 

補助金分（育児休業等：様式 C-13-2） 

 

②研究期間延長承認申請書の提出 

③承認及び未使用の補助金の返還命令の通知 

④承認及び未使用の補助金の返還命令の 

通知の伝達 

①研究期間延長承認申請書の提出 

⑤未使用の補助金の返還 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

 
 
  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 
3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」

及び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

 

⑬育児休業等の取得に伴う研究期間の延長 

 研究代表者が、育児休業等の取得により年度内に研究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場合であって、翌

年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－

１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請書」により令和３(2021)年３月１日ま

でに申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑬」に代えて下記「⑬-1」のとおりとする。 

 

⑬-1 研究分担者の育児休業等による研究実施計画の変更 

研究分担者が、育児休業等の取得により年度内に研究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場合

であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、研究代表

者が作成する様式Ｃ－１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請

書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
 

⑭病気を理由とした特別研究員の採用中断による「特別研究員奨励費（特別研究員）」の中断に伴う研究期間の延

長 

 「特別研究員奨励費（特別研究員）」の研究代表者が、病気を理由とした特別研究員の採用の中断により「特別研

究員奨励費（特別研究員）」の研究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計

画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－４「病気を理由

とした特別研究員の採用の中断に伴う研究期間延長承認申請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行

い、日本学術振興会の承認を得ること。 

80



 

 

 
９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ④ 産前産後の休暇、育児休業、又は特別研究員の病気による研究中断等 

    (d) 中断する場合及び補助事業期間を延長する場合（基金分） 
 

＜事務の流れ＞ 

  （１年を超えて研究を中断する場合） 

 

 

 

 

 

 
 
  （補助事業期間の延長を希望する場合） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
○研究を中断する場合の手続 

 

 中断事由 産前産後の休暇又は育児休業を取得する場合 左記以外の場合（※2） 

中断期間  

補助事業期間の 

延長を希望する 

補助事業期間の 

延長を希望しない 

補助事業期間の 

延長不可 

１年以内 

（取得時） 手続不要 （取得時） 手続不要 （中断時） 手続不要 

（再開時） 補助事業期間の 

延長を申請（※1） 

（再開時） 手続不要 （再開時） 手続不要 

１年を超える場合 

（取得時） 研究中断届を提出 （取得時） 研究中断届を提出 

補助事業の廃止 （再開時） 補助事業期間の 

延長を申請（※1） 

（再開時） 手続不要 

（※1）補助事業期間の延長承認申請の手続は、当初の補助事業期間内に行ってください。 

（※2）海外における研究滞在等による研究中断等の場合（８４頁参照）を除く。 
 
＜注意事項＞ 
 
１ 研究代表者は産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得する期間に応じて研究を

中断することが可能です。この場合、研究費は返還せず研究機関において研究を再開するまで適切に管理し

てください。なお、科研費の補助事業は職務として行う必要があるため、中断届提出の有無にかかわらず、

育児休業等を取得している場合には、研究を実施できるかどうか研究機関で適切に判断してください。なお、

中断期間中の研究分担者に配分した分担金の執行についても、研究の遂行上必要であるかを研究機関で適切

に判断して行ってください。 
 
２ 育児休業等の取得中に、研究を再開する年度に係る支払請求書の提出時期が到来する場合には、再開後の

補助事業の遂行に支障を来さないように、研究機関は、当該時期に研究代表者が作成する支払請求書を提出

してください。なお、支払請求書の提出時期までに作成することが困難な場合には、日本学術振興会に相談

してください。  
 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①研究中断届の提出 

基金分（様式 F-13-1） 
②研究中断届の提出 

基金分（様式 F-13-1） 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

③産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞

在等に伴う補助事業期間延長承認申請書の提出 

基金分（様式 F-13-2） 

基金分（様式 F-13-2） 

④産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞

在等に伴う補助事業期間延長承認申請書の提出 

⑤承認の通知 
⑥承認通知の伝達 
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３ 育児休業等により研究を中断している場合であっても、その旨を記載した実施状況報告書の提出が必要で

す。（実施状況報告書の提出については１５５頁を参照） 
 
４ 交付申請時に育児休業等を取得する場合は４１頁を参照してください。 
 

【産前産後の休暇又は育児休業の取得により１年を超えて研究を中断する場合】 

１ 科研費（基金分）では、通常、１年を超えて補助事業を継続して実施できなくなる場合には補助事業を廃

止しなければなりませんが、研究代表者が育児休業等を取得する場合には、１年を超えて補助事業を中断す

ることが可能です。このため、育児休業等の取得により１年を超えて補助事業を中断することが判明した時

点で、研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－１「研究中断届」を提出してください。 

 

２ 研究機関は、様式Ｆ－１３－１「研究中断届」に記載されている「研究再開予定年月日」の１ヶ月程度前

に、研究代表者に研究再開の意思を確認してください。 

また、次に該当する研究課題については、以下のとおりとしてください（なお、産前産後の休暇又は育児

休業の終了予定年月日から１年を経過しない範囲で研究を再開する場合は、再開にあたり別途手続きは必要

ありません。）。 

 

（１）当初予定していた産前産後の休暇又は育児休業の開始（予定）年月日及び終了予定年月日を変更（延期

又は短縮）する研究課題 

当初予定していた産前産後の休暇又は育児休業の開始（予定）年月日及び終了予定年月日を変更（延期

又は短縮）して再開することとした研究課題については、再度様式Ｆ－１３－１「研究中断届」を提出し

てください。 

 

（２）様式Ｆ－１３－１「研究中断届」を提出したが、その後の事情変更により研究を再開できない研究課題 

研究代表者が研究を中断したまま、研究を再開しないこととした研究課題については、様式Ｆ－５－１

「補助事業廃止承認申請書」を提出してください。 

 
【産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴い補助事業期間を延長する場合】 

１ 科研費（基金分）では、研究の中断に伴い研究計画を見直し、育児休業等を取得することにより補助事業

を中断する期間に応じ補助事業期間を延長することが可能です（育児休業等の取得状況に応じて、補助事業

期間中に複数回延長することも可能です。）。補助事業期間の延長を希望する場合は、研究を再開する前に、

研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－２「産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に

伴う補助事業期間延長承認申請書」を提出してください。なお、研究の再開予定日が当初の補助事業期間終

了後の場合は、当初の補助事業期間内に提出してください。 

 

※ 補助事業期間の延長を希望しない場合には、当初の補助事業期間で研究を遂行することも可能ですので、

研究代表者の意思を確認してください。 

   

２ 補助事業を延長できる期間は、育児休業等に伴い中断した期間に応じ、以下のとおりとなります。なお、

中断期間に年度は考慮しませんので、例えば１０月１日から９月３０日まで中断している場合は、１年間と

カウントしてください。 

・育児休業等に伴う中断期間：１年以下         延長可能期間：１年度 

・育児休業等に伴う中断期間：１年を超えて２年以下   延長可能期間：２年度 

・育児休業等に伴う中断期間：２年を超えて３年以下   延長可能期間：３年度 
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＜参照＞ 

 

 
  

 「（基金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑨育児休業等による中断 

研究代表者が、育児休業等を取得することにより、１年を超えて補助事業を中断する場合には、様式Ｆ－１３－１

「研究中断届」により、日本学術振興会に届け出ること。 

補助事業を中断するに当たって未使用の助成金がある場合には、研究を再開するまでの間、研究機関において適切

に管理すること。 

⑩育児休業等に伴う補助事業期間の延長 

研究代表者が、育児休業等の取得による研究実施計画変更等に伴い、補助事業期間の延長を希望する場合には、当

該研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－２「産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴う補

助事業期間延長承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

⑤ 海外における研究滞在等による研究中断等 

(a) 中断する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
○研究を中断する場合の手続 

 

研究代表者の 

科研費応募資格 

中断期間 

 

海外における研究滞在等の期間中

も応募資格を有する場合 

海外における研究滞在等により応

募資格を喪失する場合 

年度内（補助金）(※1) 

１年以内（基金） 

(中断時) 手続不要 (中断時) 

研究代表者が「研究中

断承認申請書」を提出 

（交付申請時の場合は

研究機関が「交付申請

留保届」を提出）(※3) 

(再開時) 

手続不要 

（研究期間の延長を希

望する場合は、研究代

表者が「期間延長承認

申請書」を提出）(※2) 

(再開時) 

研究機関が「再開届」を

提出 

研究代表者が「交付申

請書」を提出 

年度を超える（補助金） 

１年を超える（基金） 

(中断時) 

研究代表者が「研究中

断承認申請書」を提出 

（交付申請時の場合は

研究機関が「交付申請

留保届」を提出）(※3) 

(中断時) 

研究代表者が「研究中

断承認申請書」を提出 

（交付申請時の場合は

研究機関が「交付申請

留保届」を提出）(※3) 

(再開時) 

研究機関が「再開届」

を提出 

研究代表者が「交付申

請書」を提出 

(再開時) 

研究機関が「再開届」を

提出 

研究代表者が「交付申

請書」を提出 

(※1) 海外渡航期間が終了しても、年度内に研究を再開しない場合は、研究中断承認申請書を提出してください。 

(※2) 「期間延長承認申請書」については補助金分は８９頁、基金課題は９１頁を参照してください。 

(※3) 「交付申請留保届」については４２頁を参照してください。 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

① 研究中断承認申請書の提出 

（③条件付き交付内定の通知） 

⑤実績報告書の提出 
⑥未使用の科研費の返還 

 及び実績報告書の提出 

②研究中断承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-13-5） 

基金分（様式 F-13-4） 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（F-6-2､F-7-2） 
補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（F-6-2､F-7-2） 

③承認及び未使用の科研費の返還命令の通知 ④承認及び未使用の科研費の返還命令の通知

の伝達 

補助金分（様式 C-13-5） 

基金分（様式 F-13-4） 
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＜注意事項＞ 

 

１ 研究機関は、以下の種目について海外における研究滞在等により研究を中断し、未使用の科研費について

中断の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、「事前に承認を得なければならないこと」及び「未

使用の科研費がある場合には、返還する必要があること」を研究代表者に対し、十分周知してください。 
・特別推進研究（国庫債務負担行為分を除く） 

・新学術領域研究（計画研究の総括班研究課題を除く） 

・学術変革領域研究（計画研究の総括班研究課題を除く） 

・基盤研究（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題を含む） 

・若手研究（Ａ、Ｂ） 

・若手研究 

・挑戦的萌芽研究 

・挑戦的研究（開拓、萌芽）（特設審査領域を含む） 

・研究活動スタート支援 

・特別研究促進費 

・帰国発展研究（交付決定後に限る） 

 

２ 研究機関は、研究代表者が研究を中断する前に、様式Ｃ－１３－５又は様式Ｆ－１３－４「海外における

研究滞在等による研究中断承認申請書」により申請を行い、事前に日本学術振興会の承認を得てください。 
 

３ 海外における研究滞在等による研究中断について、日本学術振興会から承認があった場合には、研究代表

者宛に条件付交付内定者用電子申請システム上で直接「条件付き交付内定」を通知します。その際、研究代

表者に通知する留意事項は下記のとおりです。また、研究中断期間中は毎年４月に、研究代表者宛に電子申

請システム上で直接「条件付き交付内定」を通知します。 
・「海外渡航期間」、「研究中断期間」、「海外渡航先」、「中断の理由」、「連絡先」に変更が生じた場合には、様

式Ａ－１６又は様式Ｄ－１６「海外における研究滞在等による研究中断時の変更届」を研究代表者が日本学

術振興会へ直接提出する必要があること 
・「条件付き交付内定」に記載された「研究開始（再開）期限年月日」までに「再開届」を提出の上、交付申

請の手続きを行わない場合、条件付き交付内定を取り消す（研究課題は自動的に廃止）ので注意すること 
・研究を再開する場合、「研究開始（再開）日」の１ヶ月程度前(４月１日の再開を希望する場合には２ヶ月程

度前)までに、日本国内において所属することとなった研究機関が日本学術振興会へ様式Ａ―１７又は様式

Ｄ―１７「海外における研究滞在等による研究中断からの研究再開届」を提出する必要があるため、「条件

付交付内定通知」を研究機関に渡して再開する意思を伝えること 
 

４ 未使用の科研費を返還する際、研究分担者に配分している分担金についても、未使用の分担金がある場合

には、研究代表者が所属する研究機関が返還の手続を行ってください。なお、間接経費についても手続が必

要です（１３４頁参照）。 
 
５ 研究代表者が、研究の中断期間の終了後に、未使用の科研費の交付を受けることを希望しない場合には、

研究中断承認申請書を提出せずに補助事業を廃止することもできます。（「補助事業の廃止」の場合には５２

頁参照） 
 
６ 「新学術領域研究（計画研究の総括班研究課題を除く）」及び「学術変革領域研究（計画研究の総括班研

究課題を除く）」の場合には、研究代表者が研究の中断について事前に領域代表者の了解を得ていることを

確認してください。 
 

７ 科研費（補助金分）について、繰越しの承認を受けた補助事業については、海外における研究滞在等によ

り研究を中断することはできません。 
 

８ 研究中断期間と海外における研究滞在等の期間（海外渡航期間）は必ずしも一致させる必要はありませ

ん。渡航準備のため必要な期間や、帰国後に日本国内において研究体制を整える期間等を含めて研究

中断期間を確保することも可能ですが、研究中断開始日と海外渡航開始日との間は１年以内とすると

ともに、海外渡航終了後は１年以内に研究を再開する（交付申請を行う）必要があります。 
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９ 本制度は、育児休業等による研究中断の制度とは異なり、必ずしも研究中断期間中に科研費の応募

資格を有することを前提としていませんので、退職する場合等、応募資格を喪失する場合でも本制度

を利用することができます。 

 
※ 実績報告書の提出に当たっては、「実績報告書の提出に係る手続」（１５７頁）を参照してください。 
※ 中断時点までに科研費を全く使用していない場合には、実績報告書の提出は不要です。 

 
 
 
 
 
＜参照＞ 
 「（補助金分）機関使用ルール」 

 

 「（基金分）機関使用ルール」 

 
 
  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑮海外における研究滞在等による中断 

研究代表者（「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領域研究」の計画研究の総括班研究課題、

「特別研究員奨励費（特別研究員）」及び「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究代表者を除く。）が、海

外における研究滞在等により研究を中断し、未使用の補助金について中断の終了後に再交付を受けることを希望す

る場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－５「海外における研究滞在等による研究中断承認申請書」

により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断の時までの補助事業に

ついて、中断の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告

書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑪海外における研究滞在等による中断 

研究代表者（国際活動支援班を除く。）が、海外における研究滞在等により補助事業を中断し、未使用の助成金に

ついて中断の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－４「海

外における研究滞在等による研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未

使用の助成金を返還し、中断の時までの補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者

が作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」

を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ⑤ 海外における研究滞在等による中断等 

    (b) 再開する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、研究代表者から条件付き交付内定が提出された場合は、「研究開始（再開）日」の１ヶ月程度

前(４月１日の再開を希望する場合には２ヶ月程度前)までに、様式Ａ－１７又は様式Ｄ－１７「海外におけ

る研究滞在等による研究中断からの研究再開届」を提出してください。 

また、やむを得ない事由により海外渡航を中止せざるを得なくなった場合についても、様式Ａ－１７又は

様式Ｄ－１７「海外における研究滞在等による研究中断からの研究再開届」を提出することで研究を再開す

ることが可能です。研究機関は、研究代表者が希望する研究開始（再開）日の１ヶ月程度前（４月１日の再

開を希望する場合には２ヶ月程度前）までに当該様式を提出してください。 

２ 様式Ａ－１７又は様式Ｄ－１７「海外における研究滞在等による研究中断からの研究再開届」の提出後、

日本学術振興会からの連絡後に研究代表者は研究機関を通じて「交付申請書」等を提出してください。なお、

科研費の執行が可能となるのは、所属研究機関から日本学術振興会に対して交付申請書が提出された日

付以降ですので、速やかに手続を進めてください。 

 

３ 科研費（補助金分）については、研究代表者が、補助事業期間、各年度の配分額等を変更した上で研究の

開始（再開）を希望する場合には、 

 様式Ａ－１４「産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、病気を理由とする特別研究員の採用の中断若しく

は海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願」を提出し、日本学術振興会からの連絡後に「交

付申請書」等を提出してください。 

なお、当該様式の提出により変更できる事項は以下のとおりです。 

 ・補助事業期間の延長（前年度中断した課題において、当該年度途中での再開に伴い補助事業期間の延長を

希望する場合、１年度に限り延長が可能です。) 

 ・各年度の配分額の変更 

 また、研究を開始（再開）する際に、併せて未使用額の「次年度使用」を希望する場合、様式Ｃ－３－２「次

年度使用申請書兼変更交付申請書」の提出は不要です。詳しくは、日本学術振興会へ相談してください。 
 

４ 科研費（基金分）については、研究代表者が、補助事業期間、各年度の配分額の内訳を変更した上で研究

の開始（再開）を希望する場合には、様式Ｄ－１７「海外における研究滞在等による研究中断からの研究

再開届」に変更後の補助事業期間、各年度の配分額を記載して提出し、日本学術振興会からの連絡後に「交

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

③交付申請書等の提出 

④交付申請書等の提出 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1）、 

A-14（補助事業期間等を変更する場

合） 

⑤交付決定通知書の送付 
⑥交付決定通知書の伝達 

⑦補助金の送金 
⑧補助金を受領した旨の伝達 

②再開届の提出 

補助金分（様式 A-17） 

基金分(様式 D-17) 

補助金分（様式 A-2-1､A-4-1）、 

A-14（補助事業期間等を変更する場

合） 

（①条件付き交付内定通知の提出） 
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付申請書」等を提出してください。なお、補助事業期間については、年度途中での再開に伴い、補助事業

期間の延長を希望する場合のみ、１年度に限り延長が可能です。 

 

５ 交付申請を留保した研究課題を再開する場合についても同様の扱いとなりますが、詳細については、４１

頁を参照してください。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

⑤ 海外における研究滞在等による中断等 

   (c) 海外における研究滞在等による研究中断が年度内に終了し、かつ研究期間の延長を 

希望する場合（補助金分） 
 

＜事務の流れ＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

＜注意事項＞ 
 
１ 科研費（補助金分）のうち、以下の種目において、研究代表者が、応募資格を有したまま、年度内に海外

における研究滞在等により研究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実

施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、研究を再開する前に、当該研究代表者が作成す

る様式Ｃ－１３－６「海外における研究滞在等に伴う研究期間延長承認申請書」を当該年度の３月１日まで

に提出してください。 

・特別推進研究（国庫債務負担行為分を除く） 

・新学術領域研究（計画研究の総括班研究課題を除く） 

・学術変革領域研究（計画研究の総括班研究課題を除く） 

・基盤研究（Ｓ、Ａ） 

・基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題を除く） 

・若手研究（Ａ） 

 
２ 延長できる研究期間は１年度となります。 
 
３ 海外における研究滞在等により応募資格を有しなくなる場合には、中断期間にかかわらず中断の手続（８

４頁）を行う必要があります。 
 

４ なお、年度内に研究を再開する予定であったものが、年度を超えて研究を中断することとなり、未使用の

補助金について翌年度以降の研究中断期間の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、速やかに中

断の手続（８４頁）を行ってください。 

 

 ５ 「新学術領域研究（計画研究の総括班研究課題を除く）」及び「学術変革領域研究（計画研究の総括班研究

課題を除く）」の場合には、研究代表者が研究の中断について事前に領域代表者の了解を得ていることを確

認してください。 

 

 ６ 繰越しの承認を受けた補助事業については、海外における研究滞在等により研究を中断することはできま

せん。 

 

補助金分（様式 C-13-6） 

補助金分（様式 C-13-6） 

②研究期間延長承認申請書の提出 

③承認及び未使用の補助金の返還命令の通知 
④承認及び未使用の補助金の返還命令の 

通知の伝達 

①研究期間延長承認申請書の提出 

⑤未使用の補助金の返還 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 
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＜参照＞ 
 「（補助金分）機関使用ルール」 

 

  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑯海外における研究滞在等に伴う研究期間の延長 

研究代表者（「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領域研究」の計画研究の総括班研究課題、

「特別研究員奨励費（特別研究員）」及び「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」の研究代表者を除く。）が、海

外における研究滞在等により年度内に研究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研

究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－６「海

外における研究滞在等に伴う研究期間延長承認申請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学

術振興会の承認を得ること。なお、研究期間は、海外における研究滞在等により研究を中断する期間に応じて延長

することができる。ただし、海外における研究滞在等により応募資格を有しなくなる場合には、「3-19⑮」に規定す

る手続を行うこと。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (2) 研究代表者に関する変更等 

   ⑤ 海外における研究滞在等による中断等 

    (d) 海外における研究滞在等による研究中断が１年以内に終了し、かつ補助事業期間の延長を 

希望する場合（基金分） 
 

＜事務の流れ＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 

１ 科研費（基金分）のうち、以下の種目において、研究代表者が、応募資格を有したまま、海外における研

究滞在等により研究を中断し、かつ１年以内に研究を再開する場合であって、研究実施計画の変更等に伴い、

補助事業期間の延長を希望する場合には、研究を再開する前に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－

２「産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴う補助事業期間延長承認申請書」を

提出してください。なお、研究の再開予定日が当初の補助事業期間終了後の場合は、当初の補助事業期間内

に提出してください。 

・基盤研究（Ｃ） 

・挑戦的研究（開拓） 

・挑戦的研究（萌芽） 

・挑戦的萌芽研究 

・若手研究 

・若手研究（Ｂ） 

・研究活動スタート支援 

・基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題） 

・特別研究促進費 

・帰国発展研究（交付決定後に限る） 

 
２ 延長できる補助事業期間は１年度となります。 
 
３ 海外における研究滞在等により応募資格を有しなくなる場合には、中断期間にかかわらず中断の手続（８

４頁）を行う必要があります。 
 

４ なお、１年以内に研究を再開する予定であったものが、１年を超えて研究を中断することとなり、未使用

の助成金について研究中断期間の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、速やかに中断の手続

（８４頁）を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金分（様式 F-13-2） 

基金分（様式 F-13-2） 

②補助事業期間延長承認申請書の提出 

③承認の通知 

④承認通知の伝達 

①補助事業期間延長承認申請書の提出 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 
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＜参照＞「（基金分）機関使用ルール」 

 

  

 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑫海外における研究滞在等に伴う補助事業期間の延長 

研究代表者（国際活動支援班を除く。）が、海外における研究滞在等により補助事業を中断し、かつ１年以内に補助

事業を再開した場合であって、研究実施計画変更等に伴い、補助事業期間の延長を希望する場合には、当該研究代表

者が作成する様式Ｆ－１３－２「産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴う補助事業期間

延長承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。なお、補助事業期間は、海外における研究

滞在等により補助事業を中断する期間に応じて延長することができる。ただし、海外における研究滞在等により応募

資格を有しなくなる場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ① 所属する研究機関の変更 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究分担者が、所属する研究機関を変更した場合には、研究分担者となるための資格を喪失した場合を除

き日本学術振興会への手続は不要です。 
 
２ 研究分担者が所属する研究機関の変更を行う際には、変更前の研究機関から変更後の研究機関へ分担金を

送金するとともに、分担金（直接経費）の収支に係る関係書類の写し等を送付してください（１６１頁参照）。

間接経費も分担金として配分されている場合には、原則、直接経費の残金の３０％に相当する額の間接経費

も送金してください。 
ただし、研究代表者と研究分担者の所属する変更前の研究機関間の取り決めにより、直接経費の３０％以

外の額を研究分担者に配分している場合はこの限りではありません。なお、その際、変更後の研究機関が直

接経費と間接経費を混同しないよう、直接経費と間接経費それぞれの額を明確にして伝達してください。 
 
３ 研究分担者が所属する研究機関を変更した場合、研究代表者は、事前に電子申請システムを通じて、再度、

研究分担者及び研究分担者が所属する研究機関から承諾を得ることが必要です。ただし、国際共同研究加速

基金（帰国発展研究）においては、再度、研究分担者から様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」又

は様式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し保管する必要がありますので、研究代表者の所属

する研究機関は、研究代表者が「研究分担者承諾書」を保管していることを必ず確認してください。 
 
４ 研究代表者が所属する研究機関は、研究分担者の所属する研究機関等を常に把握してください。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ② 研究分担者に配分する分担金の変更 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者から研究分担者に配分する分担金を交付申請書又は支払請求書に記載した金額から変更する

場合は、補助条件（交付条件）の「軽微な変更」になりますので、日本学術振興会への手続は必要ありませ

ん。交付申請書や支払請求書の修正・再提出は不要です。 
  変更する場合は、研究代表者と研究分担者の所属する研究機関間で、当初の分担金からの変更内容を確実

に共有し、必要な手続を行ってください。なお、研究代表者と研究分担者との間でも変更の内容について情

報を共有してください。間接経費についても、適切に扱ってください。 
 
２ ただし、分担金の配分を見直した結果、補助事業期間を通じて研究分担者への分担金の配分の必要がなく

なる（分担金が０円になる）場合、研究分担者を削除する手続（９５頁参照）を行ってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜参照＞ 

 「（補助条件）研究者使用ルール」 

 ※特別研究員奨励費（特別研究員）については 3-8 参照。 

「（交付条件）研究者使用ルール」 

【軽微な変更】 

3-15 「役割分担等」、「直接経費（研究者別内訳）」、「本年度の研究実施計画」及び「主要な物品の内訳」の各欄の記載事項

は、補助事業の遂行について必要がある場合には変更することができる。 

【軽微な変更】 

3-16 交付申請書に記載の「各年度における直接経費の額」、「各年度における直接経費の費目別内訳」、「役割分担等」、「直

接経費（研究者別内訳）」、「研究実施計画」及び「主要な物品の内訳」については、補助事業の遂行について必要がある場

合には変更することができる。「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」においては、「日本の研究機関における職務のエ

フォート」についても、補助事業の遂行について必要がある場合には変更することができる。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ③ 研究分担者の変更 
 
＜事務の流れ＞ 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞  

 
１ 研究機関は、「研究分担者を変更する場合には、事前に承認を得なければならないこと」を研究代表者及び

研究分担者に対し十分周知してください。 
 
２ 研究分担者を変更する場合には、補助金分の研究課題については様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」、

基金分の研究課題については様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」により申請し、事前に日本学術

振興会の承認を得てください。 
 
３ 研究分担者の変更には、研究分担者を削除する場合と追加する場合があります。研究分担者を追加する場

合には、研究分担者の「科研費応募資格」や「重複制限」について、十分確認してください。また、研究分

担者を「交替」する場合には、削除と追加を同時に行うことも可能です。 
 
４ 研究分担者を追加する場合、研究代表者は、事前に電子申請システムを通じて、研究分担者及び研究分担

者が所属する研究機関から承諾を得ることが必要です。ただし、国際共同研究加速基金（帰国発展研究）に

おいては、当該研究分担者から様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」又は様式Ｆ－１２「研究分担

者承諾書（同一機関用）」を徴する必要がありますので、研究代表者の所属する研究機関は、研究代表者が

「研究分担者承諾書」を保管していることを必ず確認してください。 
 
５ 配分を受けた分担金に未使用額がある研究分担者を削除する場合には、「研究代表者が所属する研究機関」

は、「研究分担者が所属する研究機関」から当該未使用の分担金の返還を受けてください。         
 
６ 同じ研究課題内で「研究分担者」から「研究協力者」に変更になる場合にも、研究分担者を削除する手続

が必要です。 
 
７ 研究機関は、研究代表者が研究分担者の承諾を得ていることを確認してください。 

  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

新
た
に
研
究
分
担
者 

と
な
る
研
究
者 

④補助事業者（研究分担者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-1） 

③補助事業者（研究分担者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-1） ⑤承認通知の伝達 

④承認の通知 

新
た
に
研
究
分
担
者
と
な
る 

研
究
者
の
所
属
研
究
機
関 

①研究分担者

承諾依頼 

③承諾の連絡 

②機関承諾依頼 

②承諾の連絡 

95



 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

 「（基金分）機関使用ルール」 

   

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑩研究分担者の変更 

研究代表者が、研究分担者（外国人特別研究員である研究分担者を除く。）を変更する場合に、当該研究代表者が

作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑦研究分担者の変更 

研究代表者が、研究分担者を変更する場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認

申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 

   「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-1」のとおりとする。 

⑦-1 研究分担者の変更 

研究代表者が、研究分担者を変更する場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－９－１「研究分担者変更

承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

上記の変更において、研究分担者が新たに加えられる場合には、事前に、当該研究代表者が、様式Ｆ－１１

「研究分担者承諾書（他機関用）」又は様式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し、これを保管

しなければならないこととしているので、必要に応じ事務的な援助を行い、研究代表者が様式Ｆ－１１「研究

分担者承諾書（他機関用）」又は様式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を保管していることを確認

すること。 
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 ９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ④ 研究分担者の応募資格の喪失等 

    (a) 研究分担者を削除する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、研究分担者が応募資格を喪失等した場合、「研究分担者を削除する場合には、事前に承認を得

なければならないこと」を研究代表者に対し、十分周知してください。 
 
２ 研究分担者を削除する場合には、補助金分の研究課題については様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」、

基金分の研究課題については様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」により申請し、事前に日本学術

振興会の承認を得てください。 
 具体的には、以下の場合において手続が必要です。 
 

・応募資格を喪失した場合（応募資格の要件（３１頁参照）のいずれかの要件を満たさなくなった場合

が該当します） 
・公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合 
・現在実施している当該補助事業以外で不正使用、不正受給又は不正行為を行ったことにより、一定期

間科研費を交付しないこととされた場合 
 
３ 配分を受けた分担金に未使用額がある研究分担者を削除する場合には、「研究代表者が所属する研究機関」

は、「研究分担者が所属する研究機関」から、当該未使用の分担金の返還を受けてください。 
 
４ 削除する研究分担者が「外国人特別研究員」（研究分担者）の場合には、「補助事業の廃止」（５２頁参照）

の手続を行ってください。 
 
５ 研究分担者には、育児休業等による研究の中断の制度はありません。ただし、「外国人特別研究員」（研究

分担者）の場合には、産前産後の休暇、育児休業の取得による研究の中断の制度を利用できます。 
 
６ 科研費（補助金分）について、研究分担者が日本学術振興会の特別研究員として採用され、研究機関にお

ける身分を失うことにより、応募資格を有しなくなったとしても、繰越しの承認を得ていれば、繰り越した

補助事業を引き続き行うことができますので、研究分担者を削除する必要はありません。 
  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業者（研究分担者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-1） 

②補助事業者（研究分担者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-1） 

④承認通知の伝達 

③承認の通知 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

 「（基金分）機関使用ルール」 

   

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑨研究分担者の応募資格の喪失等 

研究分担者が応募資格を有しなくなる場合、公募要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならな

い場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないことと

された場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振

興会の承認を得ること。ただし、研究代表者が「3-19②」に定める必要な手続を経て、補助金の全部又は一部を翌

年度に使用することができる場合には、研究分担者が日本学術振興会の特別研究員として採用されることで応募資

格を有しなくなる場合であっても、申請を行う必要はない。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑨」に代えて下記「⑨-1」及び「⑨-2」のとおり

とする。 

 

⑨-1 研究分担者（外国人特別研究員）の応募資格の喪失等 

研究分担者が、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる場

合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならな

い場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しない

こととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。た

だし、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる研究分担者

が、それまで研究に従事していた研究機関において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有

する研究者となる場合、又は、日本学術振興会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の外国人特別研究員と

して採用されていた者が、その採用を取消し、特別研究員として採用された場合であって、当該研究分担者

が当該年度の補助金の使用を希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申

請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑥研究分担者の応募資格の喪失等 

研究分担者が応募資格を有しなくなる場合、公募要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならな

い場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により助成金を交付しないことと

された場合には、研究代表者が作成する様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」により申請を行い、日本学

術振興会の承認を得ること。 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ④ 研究分担者の応募資格の喪失等 

    (b) 「外国人特別研究員」が研究機関において応募資格を有する研究者となる場合 

     (ｱ) 研究に従事していた研究機関と同一の場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜注意事項＞ 

 
１ 外国人特別研究員が、科研費の応募資格を有する研究者となる（外国人特別研究員でなくなる）場合、

特別研究員奨励費の受給資格を喪失します。ただし、その外国人特別研究員が、それまで研究に従事して

いた研究機関において、以下の条件を満たし、本人が独立した「新たな研究代表者」として補助金の使用

を希望する場合には、日本学術振興会に申請することで、当該年度に限り研究を継続することができます。 
・科研費の応募資格を有する研究者となる場合 
・日本学術振興会育志賞受賞者であり、外国人特別研究員の採用を取消して特別研究員に切り替えること

となった場合（翌年度以降は特別研究員としての特別研究員奨励費の受給が可能です）。 
※ この場合、外国人特別研究員の受入研究者は、研究代表者ではなくなります。 

 
２ 研究機関は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」に、当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必

要書類（２００頁参照）を添付の上申請し、事前に日本学術振興会の承認を得てください。 
 
＜参照＞ 「（補助金分）機関使用ルール」 

 
  

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑨-1 研究分担者（外国人特別研究員）の応募資格の喪失等 

研究分担者が、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる場

合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならな

い場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しない

こととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。た

だし、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる研究分担者

が、それまで研究に従事していた研究機関において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有

する研究者となる場合、又は、日本学術振興会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の外国人特別研究員と

して採用されていた者が、その採用を取消し、特別研究員として採用された場合であって、当該研究分担者

が当該年度の補助金の使用を希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申

請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

研
究
代
表
者 

（
受
入
研
究
者
） 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業者変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 
②補助事業者変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

④承認通知の伝達 

③承認・交替確認の通知 

新
た
な
研
究
代
表
者 

（
外
国
人
特
別
研
究

員
で
あ
っ
た
者
） 

④交替確認の通知の伝達 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ④ 研究分担者の応募資格の喪失等 

    (b) 「外国人特別研究員」が研究機関において応募資格を有する研究者となる場合 

     (ｲ) 研究に従事していた研究機関と異なる場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜注意事項＞ 
 
１ 外国人特別研究員が、科研費の応募資格を有する研究者となる（外国人特別研究員でなくなる）場合、特
別研究員奨励費の受給資格を喪失します。ただし、その外国人特別研究員が、それまで研究に従事していた
研究機関以外の研究機関において、以下の条件を満たし、本人が独立した「新たな研究代表者」として補助
金の使用を希望する場合には、日本学術振興会に申請することで、当該年度に限り研究を継続することがで
きます。 
・科研費の応募資格を有する研究者となる場合 
・日本学術振興会育志賞受賞者であり、外国人特別研究員の採用を取消して特別研究員に切り替えることと

なった場合（翌年度以降は特別研究員としての特別研究員奨励費の受給が可能です）。 
※ この場合、外国人特別研究員の受入研究者は、研究代表者ではなくなります。 

 
２ 研究機関は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」に、当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必要
書類（２００頁参照）を添付の上申請し、事前に日本学術振興会の承認を得てください。 

 
３ 受入研究者（研究代表者）が所属する研究機関は、承認の通知（③）を受けたときには、これを速やかに
受入研究者（研究代表者）に伝達するとともに、当該外国人特別研究員が応募資格を有する研究者として所
属することとなる「新たな研究機関」に直接経費の残額を送金してください。 

 
４ 新たな研究機関は交替確認の通知を受けたときは、これを速やかに新たな研究代表者に伝達するとともに、

様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」を、日本学術振興会に提出してください。 

＜参照＞ 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

⑨-2 他の研究機関で外国人特別研究員であった者の採用 
日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる研究分担者が、それ

まで研究に従事していた研究機関以外の研究機関において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格
を有する研究者となる場合、又は、日本学術振興会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の外国人特別研究員
として採用されていた者が、その採用を取消し、特別研究員として採用された場合であって、当該研究分担者
が当該年度の補助金の使用を希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－９｢補助事業者変更承認申請
書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。また、新たな研究代表者が作成する様式Ｃ－１０
－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

研
究
代
表
者 

（
受
入
研
究
者
） 

研
究
機
関 日

本
学
術
振
興
会 

①補助事業者変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

②補助事業者変更 

承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-

9） 

④承認通知の伝達 

③承認の通知 

新
た
な
研
究
代
表
者 

（
外
国
人
特
別
研
究
員

で
あ
っ
た
者
） 

④交替確認の通知の伝達 

新
た
な
研
究
代
表
者
が 

所
属
す
る
研
究
機
関 

⑤直接経費の 

残額の送金 

③交替確認の通知 

⑥研究代表者交替に伴う所属

研究機関変更届の提出 

補助金分（様式 C-10-2） 
補助金分（様式 C-10-2） 

⑦研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届の提出 
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９ 交付申請書記載内容の変更等の手続 

  (3) 研究分担者に関する変更等 

   ⑤ 研究分担者が欠けた場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、研究分担者が欠けたことにより、研究分担者を削除する場合には、補助金分の研究課題につ

いては様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」、基金分の研究課題については様式Ｆ－９－１「研究分担者

変更承認申請書」により申請し、日本学術振興会の承認を得てください。 
 
２ 配分を受けた分担金に未使用額がある研究分担者を削除する場合には、「研究代表者が所属する研究機関」

は、「研究分担者が所属する研究機関」から、当該未使用の分担金の返還を受けてください。 
 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業者（研究分担者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-1） 

②補助事業者（研究分担者） 

変更承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-9） 

基金分（様式 F-9-1） 

④承認通知の伝達 

③承認の通知 
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 １０ 直接経費の管理 

   (1) 契約・使用の開始 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 「新規の研究課題」は、交付申請・交付決定・送金が行われる前の内定通知日以降に研究を開始し、必要

な契約等を行うことができます。ただし、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」においては、日本学術

振興会への交付申請書の提出日以降補助事業を開始し、必要な契約等を行うことができます。必要な経費は、

直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算してください。 
 
２ 「継続の研究課題」は、科研費（補助金分）については内定・交付申請・交付決定・送金が行われる前の

「４月１日」から研究を開始し、必要な契約等を行うことができます。必要な経費は、直接経費受領後に支

出又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算してください。 
 

科研費（基金分）については、補助事業期間中であれば、年度にとらわれず前年度から必要な契約等を行

うことができます。さらに、次のような研究費の支出も可能になります。 
・ 年度をまたいだ物品の調達 
・ 次年度に開催する学会の参加費の支出 
・ 年度をまたいで出張した場合でも４月に一括して支出 
最終年度の翌年度に研究費を使用する場合には、補助事業期間を延長する必要がありますので、事前に日

本学術振興会の承認を得てください。（１４１頁参照） 
また、２年度目以降の助成金は、前年度の３月１日までに支払請求を行うことにより 、各年度の４月に送

金されます。 
 
３ 海外における研究滞在等による中断後の再開の場合は、日本学術振興会への再開時の交付申請書の提出日

以降補助事業を開始し、必要な契約等を行うことができます。必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又

は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算してください。 
 
４ 日本学術振興会から送金された直接経費は受領後、研究代表者・研究分担者が速やかにこれを使用できる

ように必要な手続を迅速に行ってください。 
 
５ 研究機関は、「研究分担者が所属する他の研究機関」に分担金を送金する際、次の場合には、研究代表者の

所属する研究機関に対し、分担金の返還が必要になることを研究分担者に周知してください。 
 

・ 研究代表者が補助事業を廃止する場合 
・ 研究分担者が補助事業者ではなくなる場合（研究協力者に移行する場合を含む） 
・ 研究分担者が使用しない分担金が生じた場合 

 
６ 研究成果公開促進費（学術図書）については、直接経費の使用を交付の内定を受けた年度の６月３０日ま

でに開始できるように必要な事務を行ってください。 
 
７ 科研費の執行に当たっては、使用ルールや研究機関の会計規程等に従って適切に行ってください。なお、

研究機関の会計規程等においてルールを定める場合には、機関の性格や規模、コストやリソース等を考慮す

るとともに、所属の研究者の研究費の使い勝手を向上させるようご留意ください。  

研
究
代
表
者 

研
究
分
担
者 

研
究
機
関 

①研究機関の定めに基づく適切な使用 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【使用の開始】 

3-3  新たに採択された研究課題（「研究成果公開促進費（学術図書）」及び「研究成果公開促進費（データベース）」に

あっては課題と読み替えるものとする。以下同じ。）については、内定通知日以降（「特別研究員奨励費（外国人特別

研究員）」にあっては内定通知日以降で、かつ研究分担者である外国人特別研究員の採用期間開始日以降）、また、前

年度から継続する研究課題については、４月１日から（ただし、研究成果報告書を提出していないことなどにより内

定通知を留保された場合には、内定通知日以降）、それぞれ研究を開始し、必要な契約等を行って差し支えないことと

しているので、これに必要な事務を迅速に行うこと（「研究成果公開促進費（学術図書）」にあっては、翻訳者・校閲

者又は出版社等への原稿渡しを、補助事業を行う年度の６月３０日までに実施しなければならないこととしているの

で、これに必要な事務を迅速に行うこと。）。必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて

直接経費受領後に精算すること。ただし、海外における研究滞在等による中断後の再開の場合には、日本学術振興会

への再開時の交付申請書の提出日以降研究を開始し、必要な契約等を行って差し支えないこととしているので、これ

に必要な事務を迅速に行うこと。必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受

領後に精算すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【使用の開始】 

3-2 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降補助事業を開始し、必要な契約等を行って差し支えないこと

としているので、これに必要な事務を迅速に行うこと。ただし 、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」及び海

外における研究滞在等による中断後の再開の場合には、日本学術振興会への交付申請書（再開の場合には再開時の交

付申請書）の提出日以降補助事業を開始し、必要な契約等を行って差し支えないこととしているので、これに必要な

事務を迅速に行うこと。必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精

算すること。 
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１０ 直接経費の管理 

   (2) 保管 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費の直接経費については、保管・管理する科研費専用の口座を設けて、適切に保管・管理してくださ

い。 
 
２ 補助事業ごとに口座を設けて管理しても一つの口座でまとめて管理しても差し支えありません。一つの口

座でまとめて管理する場合には、収支簿等において、各補助事業の収支を明確に区分してください。また、

科研費（補助金分）、科研費（基金分）について、同一の口座で保管・管理しても差し支えありません。 
 
３ 直接経費の具体的な保管方法等については、４０頁の「定め」の中に規定しておく等の方法により、補助

金又は助成金の交付を受けた研究者との間で問題が生じないよう配慮してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【保管】 

3-4 直接経費は、適切な名義者により、科研費管理のための専用の銀行口座を設け、適正に保管すること。 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【保管】 

3-3 直接経費は、適切な名義者により、科研費管理のための専用の銀行口座を設け、適正に保管すること。 
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 １０ 直接経費の管理 

   (3) 費目別の収支管理 
 

＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、直接経費の収支管理を、４つの費目（物品費、旅費、人件費・謝金、その他）ごとに行って

ください。 
※ 直接経費の費目は「府省共通経費取扱区分表」による整理を行っています。（１０９頁参照） 

 
２ 各費目の額について、交付決定された直接経費の総額（※）の５０％（ただし、直接経費の総額（※）の

５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円）を超える額の変更を行う場合には、事前に「直接経費

の使用内訳の変更」（５４頁参照）の手続を行ってください。 
 
３ 直接経費は「研究課題の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。）」について広く

使用することができますが、研究代表者や研究分担者は、その経費使用に関する判断や使途に関する説明責

任を負うことになります。 
また、研究代表者や研究分担者が研究費を使用する際には、当然のことですが、当該経費の支出が科学研

究のために交付されている直接経費から支出することが社会通念に照らし妥当であるか、直接経費の使用の

優先度として適当か、といった点も考慮する必要があります。 
研究機関は、研究代表者及び研究分担者が直接経費を柔軟かつ適正に使用できるよう、その収支管理を行

ってください。 
 
４ 直接経費の収支管理の具体的な方法等については、４０頁の「定め」の中に規定しておく等の方法により、

科研費の交付を受けた研究者との間で問題が生じないよう配慮してください。 
  なお、直接経費の収支管理の具体的な方法等を規定するに当たっては、「国立大学法人及び大学共同利用

機関法人における研究費の管理・使用について」（平成２９年３月２４日）（３５５～３５９頁参照）も参考

にしてください。 
 
５ 直接経費は科研費の交付を受けた研究課題の研究遂行に直接必要であれば、次のような経費にも使用でき

ますので、適切に費目別の収支管理を行ってください。 
○ 研究協力者を雇用するための経費（費目：人件費・謝金） 

（研究代表者及び研究分担者以外の者で、研究実施のため特別に雇用する研究者を含みます。なお、

研究代表者が雇用するのではなく、研究機関として雇用してください。また、雇用に当たっては、

給与の二重払いが発生したり、研究代表者や研究分担者に誤って支払ったりすることのないよう研

究機関内で十分な確認を行ってください。） 
 

○ 研究実施場所を借り上げるための経費（費目：その他） 
（研究機関の施設において研究を行うことができない場合（賃借料、敷金等）や研究機関内でのスペ

ースチャージなどにも使用できます。） 
 

○ 科研費の研究で使用する設備等の修理費（費目：その他） 
（研究課題の遂行のために必要であれば、科研費以外の経費で購入した設備の修理にも使用できま

す。） 
 

○ 研究の実施に直接使用した設備、装置等に要した光熱水費（費目：その他） 
（科研費により実施する研究に直接必要な設備、装置などに専用のメーターが装備されているなど算

出根拠が明確な場合に限ります。） 
 

○ 研究を実施することにより生じた廃棄物の処理に係る経費（費目：その他） 
（研究実施のために必要となった薬品等の処理に係る経費などにも使用できます。） 

 
○ 海外・国内での研究・会議参加のための旅費（費目：旅費） 
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○ シンポジウムなどを開催するときの食事費用（費目：その他） 

（アルコール飲料類には使用できません。） 
 

○ 海外での国際学会への参加費（費目：その他） 
（学会参加費とランチ代・バンケット代が不可分な場合は、学会活動の一環として必要となる経費と

考えられるため支出することができます。） 
             

○ 研究成果発表のための学会誌投稿料（オープンアクセスに係る掲載料含む）、ホームページ作成費 
用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした研究成果広報活動などのアウト 
リーチ活動（費目：その他） 

 
○ 海外出張に係る海外旅行傷害保険料（費目：旅費もしくはその他） 

（契約に当たって適正な掛け金となっているかなど、過度に高額な支出にならないように留意してく

ださい。） 
 
○ 日常的に必要な託児料以外で、学会・研究集会等に参加するに当たって臨時的に必要となる託児料（平

日、夜間、休日等を問わない）（費目：その他） 
  ただし、日常的に必要となる託児料については、社会通念上、給与や児童手当等により支弁すること

が適当と考えられます。託児費用への支出に当たっては、そうした点に留意の上、研究遂行上の必要

性について、補助事業者として説明責任を果たせるよう、適切に対応することが求められます。 
 
〔参考〕 
 研究代表者・研究分担者の研究以外の業務（※）の代行に係る経費（経費）（費目：その他） 

研究活動に専念できる時間を拡充するために、研究代表者・研究分担者の研究以外の業務（※）の

代行に係る経費（バイアウト経費）を直接経費から支出することが令和３年(2021)度以降可能となり

ます（バイアウト制度）。 

バイアウト経費の支出を希望する場合は、所属する研究機関の構築した仕組みにのっとり、研究機

関と研究代表者（又は研究分担者）の合意に基づいて実施することとなります。 

 

（※）所属研究機関の研究者が行う業務として位置付けられた、①研究活動、②組織の管理運営事務を除く、研究者が

本来行う必要がある教育活動等及びそれに付随する事務等の業務が対象となる（例：教育活動（授業等の実施・準

備、学生への指導等）、社会貢献活動（診療活動、研究成果普及活動等）等）。また、営利目的で実施する業務は対

象外。 

 

【バイアウト制度の対象となる種目】 

特別推進研究、学術変革領域研究、新学術領域研究（研究領域提案型）（『学術研究支援基盤形成』は

除く）、基盤研究、挑戦的研究（挑戦的萌芽研究を含む）、若手研究（若手研究（Ａ・Ｂ）を含む）、研

究活動スタート支援、国際共同研究強化（Ｂ）、帰国発展研究（国内の研究機関に所属した後に限る）、

特別研究促進費 

 

【バイアウト制度の対象とならない種目】 

奨励研究、研究成果公開促進費、特別研究員奨励費、新学術領域研究（研究領域提案型）『学術研究支

援基盤形成』、国際共同研究強化（Ａ）（改称前の国際共同研究強化を含む）。ただし、国際共同研究強

化（Ａ）（改称前の国際共同研究強化を含む）は、必要に応じて「代替要員確保のための経費」を計上

することができます。 

 

支出可能な経費や所属機関において実施すべき事項の詳細については、下記を御参照ください。 

・「競争的研究費の直接経費から研究以外の業務の代行に係る経費を支出可能とする見直し（バイアウ

ト制度の導入）について」（令和２年１０月９日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/torikumi/1385716_00003.htm 
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なお、バイアウト制度は、研究代表者（又は研究分担者）の希望に基づき、当該研究課題に専念でき

る時間を拡充するための制度であることから、研究代表者（又は研究分担者）の希望の有無や、当該

研究課題に専念できる時間の拡充状況（増加時間数など）等について経費の執行状況と合わせて確認

する場合があります。その際、当該研究課題に専念できる時間の拡充が確認できないなど適切に支出

されていない場合は当該経費の返還を求めることがありますので、各研究機関においては適切に運用

するようにしてください。 
 

６ 研究代表者と同一の研究機関に所属する研究分担者について同一の収支簿で管理する場合には、「摘要」

欄や「備考」欄に支出した補助事業者名を記載するなど支出した者を区分できるようにしてください。 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【費目別の収支管理】 

3-6 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））の各費目の対象となる経費

の例は、以下のとおり。「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、

「若手研究」及び「特別研究員奨励費」に係る直接経費の収支管理は、様式Ｂ－１「収支簿」を用いて、以下の費目ご

とに行うこと。 

物品費    物品を購入するための経費 

旅費     研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、各種調査、研究の打合せ、

研究の成果発表等）のための経費（交通費、宿泊費、日当）（ただし、外国人特別研究員に対して日

当を支払うことはできない。）等 

人件費・謝金 資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配付・回収、研究資料の収集等

を行う研究協力者（ポストドクター・リサーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者

等）に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費等 

その他    上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像・焼付費、通信費（切手、電

話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に

限る）、会議費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタル費用（コンピュ

ータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投

稿料、ホームページ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした研究成

果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等 

 

3-7 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る直接経費の収支管理は、様式Ｃ－５３－１「費用計算書（研究成果公開

促進費「学術図書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙媒体と電子媒体双方で刊行する場合）」、様式Ｃ

－５３－２「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体のみで刊行する場合））」又は様

式Ｃ－５３－３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜翻訳・校閲経費＞」を用いて、以下の費目ごとに行

うこと。 

その他（直接出版費） 

学術図書の刊行に係る経費（組版代、製版代、刷版代、印刷代、用紙代、製本代及び電子代） 

   （翻訳・校閲経費） 

学術図書の刊行に際し、日本語で書かれた原稿を外国語に翻訳・校閲するための経費 

 

3-8 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））の各費目の対象となる経費

の例は、以下のとおり。「研究成果公開促進費（データベース）」に係る直接経費の収支管理は、様式Ｂ－５１－４「収

支簿（研究成果公開促進費「データベース」）」を用いて、以下の費目ごとに行うこと。 

物品費（消耗品費） 

データベース作成のための入力作業に伴い必要となる消耗品（設備、備品は含まない。）を購入するための

経費 

旅費 （国内連絡旅費） 

作成協力者等の国内出張（データベース作成に係る連絡、打合せ等）のための経費（交通費、宿泊費、日

当等）。 

人件費・謝金（入力作業協力に対する謝金等） 

データベース作成のための入力作業（データ記入、修正・追加・確認、変換・入力、照合・修正等）を行

う者に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費（雇用契約を行う場合は、

研究機関が契約の当事者となること） 

その他（入力作業委託費） 

データベース作成のための入力作業（データ記入、修正・追加・確認、変換・入力、照合・修正等）に係

る委託業者等への支払いのための経費 

（CD-ROM 又は DVD-ROM 等作成委託費） 

データベースの公開（配付）のため CD-ROM 又は DVD-ROM 等を作成する場合の CD-ROM 又は DVD-ROM 等作成

業者への支払いのための経費（マスター作成代、ディスク代、製版代に限る。） 

（著作権使用料） 
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データベース作成及び公開のため使用するデータに著作権法上の複製権や公衆送信権等の権利が働いてい

る場合の対価（使用料）に係る著作権者への支払いのための経費 

（その他） 

上記のほか当該データベースを作成するための経費のうち、複写費、現像・焼付費、通信費（切手、電話

等）、運搬費等 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【費目別の収支管理】 

3-5 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））の各費目の対象となる経費

の例は、以下のとおり。直接経費の収支管理は、様式Ｅ－１「収支簿」を用いて、以下の費目ごとに行うこと。 

物品費    物品を購入するための経費 

旅費     研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、各種調査、研究の打合せ、研

究の成果発表等）のための経費（交通費、宿泊費、日当）等 

人件費・謝金  資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配付・回収、研究資料の収集等

を行う研究協力者（ポストドクター・リサーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者

等）に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費等 

その他    上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像・焼付費、通信費（切手、電

話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に

限る）、会議費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタル費用（コンピュ

ータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投

稿料、ホームページ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした研究成

果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等 
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府省共通経費取扱区分表は、各競争的資金制度の経費の取扱について、明確にするために作成しているものですので、科研費の直接経費の執行

に当たり、支出可能な経費を明示したものではありません。そのため、直接経費の支出に当たっては、本表を参考にし、補助事業の遂行に必要か

どうか経費の支出の妥当性を判断した上で、執行を行ってください。 

 

109



 

 

 
１０ 直接経費の管理 

   (4) 使用の制限 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 直接経費を使用できない費用は、下記〈参照〉のとおりです。各研究機関は研究代表者及び研究分担者に

直接経費を使用できない費用について十分周知した上で、適正に使用できるよう、その収支管理を行ってく

ださい。 
 
２ 下記のルールのうち「④その他、間接経費を使用することが適切な経費」については、「間接経費の使途」

（１２６頁）を参照してください。 
 
３ 「科研費ＦＡＱ」に一般的な質問や、これまでに研究者や事務担当者から問合せのあった質問などについ

ての回答をまとめて掲載しておりますので、ご活用ください。 
  科研費ＦＡＱ：https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/05_faq/index.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【使用の制限】 

3-11 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」の直接経費は、次の費用として使用しないこと。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要となる据付等のための経費

を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【使用の制限】 

3-8 直接経費は、次の費用として使用しないこと。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要となる据付等のための経費

を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 
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１０ 直接経費の管理 

   (5)  合算使用の制限の例外 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 合算使用とは、「ひとつの契約」に係る支払いにおいて、直接経費と他の経費（研究機関に譲渡された「間

接経費」「直接経費から生じた利子」を含む。）を合わせて使用することを意味します。 
 
２ 直接経費と使用目的（使途）が定められている「他の経費」を合算して、科研費の補助事業に使用するこ

とは、他の経費の使途の制限に抵触するため認められませんが、ひとつの契約であっても使用区分を明確（※

１）にして、それぞれの目的に応じて経費を充当する場合などは例外として容認されます。 
 

（※１）旅程（往復の別）、購入数量、エフォートなど、それぞれの経費で使用する数量等が客観的に明確な

場合を指します。 
 

３ また、科研費の直接経費同士の合算は、上記「２」のように使用区分を明確にする場合のほか、各研究課

題の研究遂行に支障を来さないことを前提に、同一の研究機関において使用する場合、負担額及びその算出

根拠等を明確（※２）にすることにより可能です（令和２(2020)年度からの取扱、以下の【合算使用に当た

るが容認される場合】の④参照。）。 
 
（※２）使用割合（見込）や課題数、事業期間（見込）など、合理的に経費の区分けをした根拠を整理し、

説明できる場合を指します。 
 
 

【合算使用に当たるが容認される場合】 
①-1 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張を行う場合 
・ ひとつの契約で往復航空券を購入するが、旅程の前半が補助事業に係る用務であるため、往路分に

ついて直接経費から支出 
・ ひとつの契約でホテルに５泊し、補助事業に係る用務に関係する２泊分について直接経費から支出 

 
①-2 補助事業に係る用途と他の用途とを合わせて１個（※）の消耗品等を購入する場合 

（※１個とは、１ダース、１ケースなどのひとつのまとまった購入単位を含みます。） 
・ ひとつの契約で１個の消耗品等を購入するが、補助事業に用いる数量と他の用途に用いる数量を分

割して、補助事業に用いる数量分について直接経費から支出 
 

② 直接経費に科研費以外の使途の制限のない他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接

経費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合 （なお、設備

等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属研究機関を変更する際などに補助事業の遂行に支

障が生じないよう、当該設備等の取扱いを事前に決めておくこと。） 
 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（共用設備）の購入が可能な制度の経費を加

えて、共用設備を購入する場合（ただし、同一の研究機関において購入する共用設備に限る。なお、研

究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを

事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額の割合及びその算出根拠等について明らかにしてお

くこと。）（詳細は１１４頁参照） 
 
④  直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、各補助事業の

遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、

設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂

行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及

び算出根拠等について明らかにしておくこと。） 
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【合算使用に当たらない場合】 
⑤ 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて行う１回の出張において、用務内容に応じて別々に契

約・支払をする場合 
→それぞれの使用目的に合致した別々の契約であるため、合算使用に当たらない（例えば、旅程の前半

が補助事業に係る用務であり、往路と復路で別々に切符を購入した場合、往路の交通費は科研費からの

支出となります。）。 
 

⑥  科研費（基金分）において、前年度に請求し当該年度に使用することになった経費と当該年度に請求

する経費を合わせて、ひとつの契約により補助事業に使用する場合 
→基金では、経費に年度の区別がないため、合算使用に当たらない。 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【合算使用の制限】 

3-13 次の場合を除き、他の経費と合算して使用しないこと。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等を購入する場合におい

て、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を使用する場合 

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接経費等、当該経費の使途

に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合（なお、設備等の購入経費として使用する場合に

は、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを

事前に決めておくこと。） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）の購入が可能な制度の経

費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。

なお、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを

事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、各補助事業の遂行に必要

な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、設備等の購入経費と

して使用する場合には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当

該設備等の取扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにしてお

くこと。） 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【合算使用の制限】 

3-9 次の場合を除き、他の経費と合算して使用しないこと。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等を購入する場合において、

直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を使用する場合  

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接経費等、当該経費の使途に

制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合（なお、設備等の購入経費として使用する場合には、

研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを事前に

決めておくこと。） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）の購入が可能な制度の経費

を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、

研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に決

めておくこと。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、各補助事業の遂行に必要

な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、設備等の購入経費とし

て使用する場合には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設

備等の取扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにしておくこ

と。） 
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１０ 直接経費の管理 

   (6) 複数の科研費による共用設備の購入 

 
＜注意事項＞ 

 
研究費の効率的な使用及び設備の共用を促進するため、共用設備（※）について、各研究課題の直接経費を

合算して購入することができます。以下の留意点に注意してください。 
 

※ 共用設備とは、複数の科研費（補助金分、基金分）等において共同して利用する設備のことです。 
 
１ 合算使用を可能とするためには、設備を共用化しても各研究課題の研究遂行に支障を来さないことを前提

に、以下の要件を満たすことが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 共用設備の購入に当たって、研究機関は各補助事業者の負担額の割合及びその根拠等の考え方について、

以下の例を参考に整理して、その合理性を十分に説明できるようにしてください。なお、別の考え方により

整理する場合には、事前に文部科学省に相談してください。 
 
 
 
 
 
 
 
３ 運営費交付金など使途に制限のない経費や、合算による共用設備の購入が可能な科研費以外の研究費制度

の研究費を加えて、複数の科研費による合算額以上の設備を購入することも可能です。また、当初予定して

いた設備よりも高額でハイスペックな設備を購入することも可能です。なお、文部科学省等が所管する競争

的資金制度の合算による共用設備の購入については、１１５頁を参照してください。 
 
４ 研究課題ごとの実施状況報告、実績報告に当たって、支出額については共用設備を購入した時点の総額と

負担額を報告してください。この際、研究課題毎の共用設備の使用実績は問いません。 
   
５ 科研費では、単独の補助事業で購入した設備等は、補助事業期間中であっても、当該研究課題の研究遂行

に支障を来さない範囲で、他の研究者を含め、他の研究に使用することができますが、共用設備の場合も同

様に、使用する各研究課題の研究遂行に支障を来さない範囲で、別の研究で使用することもできます。研究

機関は共用設備に関する情報を研究機関内で共有するなど、設備の有効活用が図られるよう努めてください。

その際、必要に応じ、共用設備に係る研究支援人材を配置することが望まれます。 
 
６ 単独で設備を購入する場合と同様、共用設備についても、購入後直ちに補助事業者から寄付を受けてくだ

さい。 
共用設備を購入するための負担額を支出した補助事業者が他の研究機関に異動する場合には、原則として

異動前の研究機関が引き続き管理することとなります。この際、研究機関は、異動により他の研究機関に所

属することとなった補助事業者が共用設備を円滑に利用できるよう、必要に応じて関連規程を整備してくだ

さい。また、共用設備を購入するための負担額を支出した補助事業者全員が同意した場合には、研究機関が

（１） 設備備品の購入時に、当該購入経費を支出する補助事業者（研究代表者又は研究分担者）が同

一の研究機関に所属していること（共用設備の購入時点で他の研究機関に異動が予定されている

補助事業者は、共用設備の購入を避けてください。） 
 
（２） 研究機関は、共用設備の購入前に、各補助事業者の負担額の割合及びその根拠等について、各

補助事業者に確認し、書面により明らかにしておくこと（書面について決められた様式などは特

にありません。） 

（例１） 各研究課題について共用設備の使用割合（見込）により区分できる場合には、各補助事業者

の負担割合を「使用割合（見込）による按分」により算出する。 
 
（例２） 各研究課題において、「共用設備を使用する権利」を購入するとの考え方に基づき、各補助事

業者の負担額の割合を「研究課題数による等分」により算出する。 
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定める「定め」に基づき、共用設備の返還を行うことで、当該補助事業者の異動先研究機関に共用設備を移

すこともできます。 
 

○ 複数の研究費制度による共用設備の購入について  

 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 
【合算使用の制限】 
3-13 次の場合を除き、他の経費と合算して使用しないこと。 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、各補助事業の遂行に必要
な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、設備等の購入経費とし
て使用する場合には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設
備等の取扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにしておくこ
と。） 

 「（基金分）機関使用ルール」 
【合算使用の制限】 

3-9 次の場合を除き、他の経費と合算して使用しないこと。 
④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、各補助事業の遂行に必要
な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、設備等の購入経費とし
て使用する場合には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設
備等の取扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

  
  

科研費と他の研究費制度による共用設備の購入については、科研費以外の競争的資金制度で合算使用が認

められ、科研費による研究に支障が生じない場合には合算使用が可能です。令和２年度より、合算使用が可

能な対象制度が拡大されました。詳細は、以下の申し合わせを確認してください。 

「複数の研究費制度による共用設備の購入について（合算使用）」（令和２年３月３１日資金配分機関及び

所管関係府省申し合わせ） 

https://www.mext.go.jp/content/20200910-mxt_sinkou02-100001873.pdf（文部科学省ホームページ） 

 

 なお、科研費と他の競争的資金制度を合算して共用設備を購入する場合、「研究者の異動の取扱い」、「所有

権」など設備の取扱が異なりますので、合算使用する各制度の定めに従ってください。 

 

 また、JST 又は AMED が「企業等」に区分する機関（「ア 国立大学法人、公立大学、私立大学等の公的研究

機関」、「イ 国公立研究機関、公設試験研究機関、独立行政法人等の公的研究機関」、「ウ 公益法人等の公

的性格を有する機関であって、JST 又は AMED が認めるもの」に該当しない機関）は、JST 又は AMED が所管す

る制度から配分された研究費とそれ以外の制度から配分された研究費を合算して共用設備を購入することは

できません。 
 
複数制度の研究費の合算による共用設備の購入についての問合せ先は以下のとおりです。 

 

文部科学省研究振興局振興企画課競争的資金調整室 

電 話 ：０３－５２５３－４１１１（内線：４０１４） 

Ｅ-mail:kenkyuhi@mext.go.jp 

115



 

 

 
１０ 直接経費の管理 

   (7) 物品費の支出等 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 補助事業に係る物品費の支出に当たっては、購入物品の発注、納品検収、管理について、原則として、研

究機関が適切に行ってください。また、役務契約に係る支出に当たっても同様に取り扱ってください。 
 
２ 研究機関が発注、納品検収を行わない例外的な措置を講じる場合は、必要最小限のものに限定し、発注者

自らが納品検収を行うことがない体制を確保するとともに、研究機関としてその状況が機能していることを

確認できる仕組みを構築するなど、研究機関の責任の下で実質的に管理する厳格な実施体制を整備してくだ

さい。 
 

※ なお、研究の円滑かつ効率的な遂行の観点から、研究者による発注を認める場合は、一定金額以下

のものとするなど明確なルールを定めた上で運用してください。その際、権限と責任（例えば、研究

者本人に、発注先選択の公平性、発注金額の適切性の説明責任、弁償責任等の会計上の責任が帰属す

ること）を明確化し、当該研究者にあらかじめ理解してもらうようにしてください。 
また、例えばプリペイド方式による発注を行う場合においては、研究機関の会計担当者に発注が可能

かどうかや納品検収の方法について事前に相談・確認するよう、研究者に対する周知を徹底してくださ

い。 
 

３ 検収の形態としては、例えば検収センターを設置する、事務職員による検収班を設ける、適切な研究職員

等を検収職員として任命するなど、研究機関の状況に応じて効率的に納品検収を行うことのできる事務体制

の整備・強化を行ってください。 
 
４ データベース・プログラム、デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保守・点検など、特殊な役務に関す

る納品検収についても、実効性のある明確なルールを定めた上で運用してください。 
 
５ 「競争的資金における使用ルールの統一について」（平成２９年４月２０日改正）に基づき、科研費を原資

として取得した耐用年数１年以上かつ取得価格１０万円以上の物品については、研究機関において設備等と

して受け入れ、特に耐用年数１年以上かつ取得価格５０万円以上の設備等については、資産として管理を行

ってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成２６年２月１８日 

文部科学大臣決定）に基づき、「換金性の高い物品」についても、適切に管理してください。なお、研究機関

の定めにもよりますが、必ずしも「換金性の高い物品」の全てを設備等として受け入れる必要はありません。 
 
※ 換金性の高い物品としては、以下の例があります。〔パソコン、タブレット型コンピュータ、デジタルカ

メラ、ビデオカメラ、テレビ、録画機器、金券類等〕 

【参考】競争的資金における使用ルール等の統一について（抜粋） 
（平成２９年４月２０日改正 競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ） 

 
３ 使用ルールの統一 

消耗品や備品の購入に関するルールや、備品として管理する物品の金額、研究機器の購入方法

等について使用ルールを統一する。 
（１）補助又は委託先の研究者及び研究機関は、耐用年数１年以上かつ取得価格 10 万円以上の

物品は備品として、耐用年数１年以上かつ取得価格 50 万円以上の物品は資産として管理す

ること。（委託事業の場合は、物品の所有権を移転するまでの間の取扱いとする。）   
なお、資産について、固定資産税の納税義務のある補助又は委託先の研究機関においては、

地方税法等に基づいて適切に資産の管理を行うものとする。 
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６ 研究機関において、上記基準よりも厳しい基準を設定している場合には、その基準に従って取り扱ってく

ださい。 
 
７ 科研費の不適正な執行の疑いが生じた際、適切な発注、納品検収、管理が行われていないことなどによ

り、その公正性が明らかでない場合には、研究機関が当該補助金又は助成金に相当する額を日本学術振興

会に返還しなければなりません。なお、適切な物品検収が行われていても、科研費の管理が不適切な場合

（例えば、補助金分における期ずれ等）には、不適正な執行に該当します。 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【物品費の支出等】 

3-9 補助事業に係る物品費の支出に当たっては、購入物品の発注、納品検収、管理について、原則として、以下によ

り、研究機関が適切に行うこと（役務契約に係る支出に当たっても同様の取扱いとする。）。 

① 物品費の適正な執行を図るため、検収センターの設置など、納品検収を確実に実施する事務処理体制を整備す

ること。 

② 購入物品について、会計事務職員が納品検収を行うか、適切な研究職員等を検収担当職員に任命し、納品検収

を行うこと。また、データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保守・点検など、特殊

な役務に関する検収について、実効性のある明確なルールを定めた上で運用すること。 

③ 研究機関が発注、納品検収を行わない例外的な措置を講ずる場合は、必要最小限のものに限定し、研究機関の

責任の下で実質的に管理する厳格な実施体制を整備すること。 

④ 補助金により取得した耐用年数１年以上かつ取得価格１０万円以上の物品については、研究機関において設備

等として受け入れ、特に耐用年数１年以上かつ取得価格５０万円以上の設備等については資産として管理するこ

と。また、換金性の高い物品についても、適切に管理すること。 

⑤ 補助金の不適正な執行の疑いが生じた際、適切な発注、納品検収、管理が行われていないことにより、その公

正性が明らかでない場合は、研究機関が当該補助金に相当する額を日本学術振興会に返還すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【物品費の支出等】 

3-6 補助事業に係る物品費の支出に当たっては、購入物品の発注、納品検収、管理について、原則として、以下により、

研究機関が適切に行うこと（役務契約に係る支出に当たっても同様の取扱いとする。）。 

① 物品費の適正な執行を図るため、検収センターの設置など、納品検収を確実に実施する事務処理体制を整備する

こと。 

② 購入物品について、会計事務職員が納品検収を行うか、適切な研究職員等を検収担当職員に任命し、納品検収を

行うこと。また、データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保守・点検など、特殊な役

務に関する検収について、実効性のある明確なルールを定めた上で運用すること。 

③ 研究機関が発注、納品検収を行わない例外的な措置を講ずる場合は、必要最小限のものに限定し、研究機関の責

任の下で実質的に管理する厳格な実施体制を整備すること。 

④ 助成金により取得した耐用年数１年以上かつ取得価格１０万円以上の物品については、研究機関において設備等

として受け入れ、特に耐用年数１年以上かつ取得価格５０万円以上の設備等については、資産として管理すること。

また、換金性の高い物品についても、適切に管理すること。 

⑤ 助成金の不適正な執行の疑いが生じた際、適切な発注、納品検収、管理が行われていないことにより、その公正

性が明らかでない場合は、研究機関が当該助成金に相当する額を日本学術振興会に返還すること。 
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１０ 直接経費の管理 

   (8) 旅費及び人件費・謝金の支出等 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 旅費及び人件費・謝金の支出に当たっては、単価や支払方法など各研究機関で定められた規程等に基づき

執行してください。その際、必要な事実確認を行い、研究機関として科研費の管理を適切に行ってください。 
 

（旅費の事実確認の例） 
・ 航空券の半券等を徴収する 
・ 学会発表等に参加する場合は、プログラムを添付する 
・ 事実関係の検証が可能な出張報告書を作成する 
※上記の事実確認の例はあくまでも一例です。「国立大学法人及び大学共同利用機関法人における研究費

の管理・使用について」（平成２９年３月２４日）（３５５～３５９頁参照）も参考にし、研究者等が負

担なく提出できるように配慮願います。 
 
（人件費・謝金の事実確認の例） 
・ 研究機関から被雇用者へ謝金を支払う場合や、研究者が研究協力者に立替払いした謝金の精算を行

う場合には、作業等従事者が謝金を受領したことを確認できる書類を徴収する 
・ 出勤簿を事務局で管理し、勤務状況等を被雇用者との面談により確認する 

 
２ 異なる研究機関に所属する研究分担者及び研究協力者が出張する場合や研究協力者に業務を依頼する場

合には、事実確認を行うとともに、例えば重複して支出することがないように研究機関間で適切な連絡調整

を行ってください。 
 
３ 研究協力者を雇用する場合には、研究代表者や研究分担者ではなく研究機関が当事者となり、採用時に面

談や勤務条件の説明を行った上で、勤務内容や勤務時間等を明確にした雇用契約を締結してください。また、

研究機関が出勤簿や勤務内容の確認を定期的に行うなど、研究協力者の勤務状況を適切に管理して、給与等

を支給してください。  
 
４ 科研費の不適正な執行の疑いが生じ、用務の目的や受給額の適切性の確認、勤務状況の管理等が行われて

いないことにより、その公正性が明らかでない場合には、研究機関が当該補助金又は助成金に相当する額を

日本学術振興会に返還しなければなりません。 
 
５ 科研費被雇用者が雇用元の科研費の業務以外に、自ら主体的に研究を実施しようとする場合には、次の点

を確認した上で実施してください。 
 

1) 科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる旨を各研究機関が定め

る関連規程や個別契約等で定められていること。 

2) 雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフォート等によって明確

に区分されていること。 

3) 雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てることができる時間が十分

確保されていること。 

 

６ 科研費により雇用される若手研究者（※１）が一定の条件（※２）の下、雇用元の科研費の業務に充てる

べき勤務時間において自発的な研究活動等を行う場合、各研究機関においてあらかじめ規程等を定めた上で

実施することが必要です。 

 

（※１）各年度 4月 1日時点において「40 歳未満」又は「博士の学位取得後 8年未満」の者であって、研

究活動を行うことを職務に含む者。なお、科研費に応募する場合は、科研費の応募資格を満たす

ことが必要。 

（※２）（１）若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること  
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（２）研究代表者等が、雇用元の科研費の推進に資する自発的な研究活動等であると判断し、所

属研究機関が認めること 

（３）研究代表者等が、雇用元の科研費の推進に支障がない範囲であると判断し、所属研究機関

が認めること（雇用元の科研費の研究課題に従事するエフォートの 20％を上限とする） 

 

その他、手続きの詳細については、以下の資料を確認してください。 

○「令和２(2020)年度の科学研究費助成事業（科研費）の変更点等について」（令和２年３月１９日） 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/06_jsps_info/g_200316/index.html 

○「競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若手研究者の自発的な研究活動等に関

する実施方針」（令和 2年 2月 12 日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/torikumi/1385716_00001.htm 

自発的な研究活動に充てるエフォートを活用して科研費へ応募する場合の取扱いについては、３２頁も参

照してください。 

 

 ７ 科研費（基金分）は、年度をまたいだ旅費や人件費・謝金の支出に当たって、補助事業期間内であれば

年度を区分して支出する必要はありませんので、例えば３月２９日から４月３日まで出張した場合でも、年

度を区分する必要はありません。 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【旅費及び人件費・謝金の支出等】 

3-10 補助事業に係る旅費及び人件費・謝金の支出に当たっては、以下により取り扱うこと。 

① 旅費及び人件費・謝金の支出は、事実確認を行った上で適切に行うこと。 

② 研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が採用時に面談や勤務条件の説明を行い、雇用契約において勤務内

容、勤務時間等について明確にした上で研究機関が当事者となって雇用契約を締結するとともに、研究機関が出

勤簿や勤務内容の確認を定期的に行うなど研究協力者の勤務状況を適切に管理して給与等を支給すること。 

③ 補助金の不適正な執行の疑いが生じた際、用務の目的や受給額の適切性の確認、勤務状況の管理等が行われて

いないことにより、その公正性が明らかでない場合は、研究機関が当該補助金に相当する額を日本学術振興会に

返還すること。 

④ 補助金により雇用されている者（以下「科研費被雇用者」という。）が、雇用元の補助金の業務（以下「雇用元

の業務」という。）以外に、自ら主体的に研究を実施しようとする場合は、研究機関において次の点を確認するこ

と。 

1）科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる旨を各研究機関が定める関

連規程や個別契約等で定められていること。 

2）雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフォート等によって明確に区

分されていること。 

3）雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てることができる時間が十分確保

されていること。 

⑤ 補助金により雇用されている若手研究者（補助事業を行う年度の４月１日時点において、４０歳未満の者又は

博士の学位取得後８年未満の者、以下「科研費被雇用若手研究者」という。）が、雇用元の業務に従事するエフォ

ートの一部を、科研費被雇用若手研究者の自発的な研究活動等に充当しようとする場合は、研究機関において次

の点を確認すること。 
1）科研費被雇用若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること。 
2）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用元の業務の推進に資する自

発的な研究活動等であると判断し、その旨を研究機関が認めること。 
3）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用元の業務の推進に支障がな

い範囲であると判断し、その旨を研究機関が認めること（雇用元の業務に従事するエフォートの２０％を上

限とする。）。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【旅費及び人件費・謝金の支出等】 

3-7 補助事業に係る旅費及び人件費・謝金の支出に当たっては、以下により取り扱うこと。 

① 旅費及び人件費・謝金の支出は、事実確認を行った上で適切に行うこと。 

② 研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が採用時に面談や勤務条件の説明を行い、雇用契約において勤務内

容、勤務時間等について明確にした上で研究機関が当事者となって雇用契約を締結するとともに、研究機関が出

勤簿や勤務内容の確認を定期的に行うなど研究協力者の勤務状況を適切に管理して給与等を支給すること。 

③ 助成金の不適正な執行の疑いが生じた際、用務の目的や受給額の適切性の確認、勤務状況の管理等が行われてい

ないことにより、その公正性が明らかでない場合は、研究機関が当該助成金に相当する額を日本学術振興会に返還

すること。 

④ 助成金により雇用されている者（以下「科研費被雇用者」という。）が、雇用元の助成金の業務（以下「雇用元

の業務」という。）以外に、自ら主体的に研究を実施しようとする場合は、研究機関において次の点を確認するこ

と。 

1) 科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる旨を各研究機関が定める関

連規程や個別契約等で定められていること。 

2) 雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフォート等によって明確に区分

されていること。 

3) 雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てることができる時間が十分確保さ

れていること。 

⑤ 助成金により雇用されている若手研究者（各年度の４月１日時点において、４０歳未満の者又は博士の学位取得

後８年未満の者、以下「科研費被雇用若手研究者」という。）が、雇用元の業務に従事するエフォートの一部を、

科研費被雇用若手研究者の自発的な研究活動等に充当しようとする場合は、研究機関において次の点を確認するこ

と。 
1）科研費被雇用若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること。 

2）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用元の業務の推進に資する自発

的な研究活動等であると判断し、その旨を研究機関が認めること。 

3）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用元の業務の推進に支障がない

範囲であると判断し、その旨を研究機関が認めること（雇用元の業務に従事するエフォートの２０％を上限

とする。）。 
   

120



 

 

 
１０ 直接経費の管理 

   (9) 支出の期限 

 
＜注意事項＞ 

 
 １ 補助事業の支出期限は次のとおりです。 
 

  物品の納品・役務の提供の期限、支出の期限 

補助金分 

物品の納品、役務の提供等は、補助事業を行う年度の３月３１日までに終了していな

ければなりません。 

 物品の納品、役務の提供等に関する支出は、実績報告書の提出期限（補助事業実施年

度の翌年度の５月３１日）までに行ってください。 

基金分 

 物品の納品、役務の提供等は、補助事業期間内（補助事業期間最終年度の３月３１日

まで）に終了していなければなりません。 

 物品の納品、役務の提供等に関する支出は、実績報告書の提出期限（補助事業期間最

終年度の翌年度の５月３１日）までに行ってください。 

研究成果公開促進費 

（学術図書） 

 学術図書の補助事業（翻訳・校閲又は刊行）は、補助事業を行う年度の２月末日まで

に終了しなければなりません。 

 
２ 科研費（補助金分）は、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するやむを得ない事由に基づき、

補助事業が予定の期間内に完了しない見込みとなった場合であって、研究代表者が、補助事業の期間を延長

するとともに、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することを希望する場合には、「繰越申請手続」（１３

５頁参照）を経て、支出の期限を延長することができます。 
 
【文部科学省大臣官房会計課の見解】 

 
 
 
 
 
 
 
 

これらに該当する場合であって、前年度中の支払がどうしても必要なときは、研究機関等が一時的に立て替え、次年

度の補助金受領後に精算することとなります。 

 
３ 科研費（基金分）は、補助事業期間内であれば、年度を区別することなく使用することができます。ただ

し、次年度に使用する研究費については、毎年度終了後に提出する「実施状況報告書」で研究費の使用状況

を報告してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある年度から次年度に補助事業（研究）が継続する場合であっても、次のことは、会計年度独立の原則に反するの

で、行ってはならない。 

・ 前年度には全く使用せず、次年度のみにおいて使用する物品を、前年度の補助金で購入すること（注：前年度中

に少しでも使用すればよい） 

・ 次年度の出張のための航空券購入費用・宿泊費用等を、前年度の補助金であらかじめ支払っておくこと 

・ 次年度に開催される国際学会に参加するための登録料（当該年度の３月中に支払わなければ参加できない）を、

前年度の補助金であらかじめ支払っておくこと 

【文部科学省大臣官房会計課の見解】 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【支出の期限】 

3-5 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等を、補助事業を行う年度の３月３１日までに終了し、これに係る支出を

実績報告書の提出期限までに行うこと。 

 

「研究成果公開促進費（学術図書）」については、上記「3-5」に代えて下記「3-5-1」のとおりとする。 

 

3-5-1 補助事業を行う年度の２月末日までに、補助事業（学術図書の翻訳・校閲又は刊行）を終了し、補助金の交付

を受けた後、これに係る支出を行うこと。 

 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【支出の期限】 

3-4 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等を、補助事業期間内に終了し、これに係る支出を実績報告書の提出期限ま

でに行うこと。 
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 １１ 間接経費に係る事務 

   (1) 譲渡の受入 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 
 
１ 間接経費を措置している研究種目等は次のとおりです。 
特別推進研究、新学術領域研究、学術変革領域研究、基盤研究、挑戦的研究、挑戦的萌芽研究、若手研究、

研究活動スタート支援、特別研究員奨励費（特別研究員－ＳＰＤ・ＰＤ・ＲＰＤ・ＣＰＤ）、国際共同研究加

速基金、特別研究促進費 
 
２ 間接経費について、譲渡を受け入れ、これに係る事務を行うことを研究者との関係に関する「定め」にお

いて、必ず規定してください。（４０頁参照） 
 
３ 研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、研究代表者の所属研究機関は、分担

金の直接経費の３０％に相当する額の間接経費を送金してください。 
ただし、研究代表者と研究分担者の所属する研究機関間の取り決めにより、直接経費の３０％以外の額を

配分しようとする場合には、その額を送金してください。なお、その際、研究分担者が所属する研究機関が

直接経費と間接経費を混同しないように直接経費と間接経費それぞれの額を明確にして伝達してください。 
また、｢研究分担者が所属する研究機関｣においては、研究分担者の分担金を送金してもらう際には、間接

経費の受入れの可否を、研究代表者の所属する研究機関に連絡してください。 
 
※ 国立試験研究機関等の国の機関については、間接経費を受け入れるための連動する歳出科目がない場

合には、受け入れることができませんので注意してください。また、研究機関の種類等による間接経費

の取り扱いや、国立試験研究機関等国の機関の間接経費の取扱いについては、次頁以降の整理表を参照

してください。 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【譲渡の受入】 

3-14 研究代表者及び研究分担者は、補助金受領後速やかに、間接経費を所属する研究機関に譲渡しなければならないこ

ととしているので、これを受け入れること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【譲渡の受入】 

3-10 研究代表者及び研究分担者は、各年度の助成金受領後速やかに、間接経費を所属する研究機関に譲渡しなければな

らないこととしているので、これを受け入れること。 
 

研
究
代
表
者 

①間接経費の送金 

⑥間接経費の譲渡 

⑤間接経費を受領した旨の連絡 

日
本
学
術
振
興
会 

研
究
代
表
者
の 

所
属
研
究
機
関 

研
究
分
担
者 

③間接経費の譲渡 

②間接経費を受領した旨の連絡 

研
究
分
担
者
の 

所
属
研
究
機
関 

④間接経費の送金 
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○競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針 
（平成１３年４月２０日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ（令和元年７月１８日改正））別表２ 
 

被配分機関の種類等による間接経費の取り扱い整理表 

 

被配分機関の種類 

資金提供の形態 

委託費 個人補助金 機関補助金 

国立大学法人、大

学 共 同 利 用 機 関

法人、公立大学法

人 、 独 立 行 政 法

人、公益法人、企

業、私立大学 

委 託 者 か ら 受 託 者 に

配分 

 

 

 

補 助 事 業 者 か ら 所 属

機関に納付 

 

 

 

国 等 か ら 補 助 事 業

者に配分 

 

 

 

国 立 試 験 研 究 機

関等国の機関 

受 託 者 が 委 託 者 と 異

な る 会 計 間 で あ れ ば

配分可能 

補 助 事 業 者 か ら 所 属

機関に納付しても、そ

れ に 連 動 す る 歳 出 科

目があれば配分可能 

 

 

公 設 試 験 研 究 機

関 

委 託 者 か ら 受 託 者 に

配分（都道府県議会等

に お け る 予 算 の 審 議

を経て執行） 

 

 

 

補 助 事 業 者 か ら 所 属

機 関 へ の 納 付 を 経 て

都道府県等に配分（都

道 府 県 議 会 等 に お け

る 予 算 の 審 議 を 経 て

執行） 

 

 

国 等 か ら 補 助 事 業

者に配分（都道府県

議 会 等 に お け る 予

算 の 審 議 を 経 て 執

行） 

 

 

 

* 「被配分機関の種類」については、代表的な機関を記載。 

* 留意点： 配分機関により、運用は異なることがある（企業の取り扱い等）。 
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【参考 国立試験研究機関等国の機関の間接経費の取扱いについて】 

 

「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競争的研究費に関する関係

府省連絡会申し合わせ（令和元年７月１８日改正））別表２ 被配分機関の種類等による間接経費の取

り扱い整理表」（前頁参照）で示されるとおり、国立試験研究機関等の国の機関は、連動する歳出科目

がある場合には、間接経費の受入が可能です。 

なお、間接経費の受入ができない場合の手続は以下のとおりとなります。 

 

 

【研究課題に参画している研究代表者及び研究分担者全員（研究分担者がいない場合を含む）が、間接

経費の受入ができない国立試験研究機関等の国の機関に所属している場合】 

 

交付申請時点において、間接経費の受入を辞退してください。（関連する手続は４３頁参照） 

 

 

【研究課題に参画している研究代表者又は研究分担者の一部が、間接経費の受入ができない国立試験

研究機関等の国の機関に所属している場合】 

 

・交付申請時点においては、当該研究課題の直接経費の３０％相当の間接経費を含めて交付申請を行

ってください。研究代表者に対して全額交付決定を行います。 

・交付決定後において、受け入れられなかった間接経費を返還する必要がありますので、研究代表者

は、研究代表者が所属する研究機関を通じて速やかに、様式Ｃ－１６又は様式Ｆ－１６「間接経費交

付決定額変更申請書」を日本学術振興会へ提出してください。 

 

 

【研究代表者又は研究分担者が、間接経費の受入に関する取扱いが異なる研究機関に異動する場合】 

研究代表者又は研究分担者が、 

・間接経費を受け入れることができる研究機関から、間接経費の受入ができない国立試験研究機関等国

の機関に異動する場合、１３２頁に示す手続を進めてください。 

・間接経費の受入ができない国立試験研究機関等国の機関から、間接経費を受け入れることができる研

究機関に異動する場合、１３３頁に示す手続を進めてください。 
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１１ 間接経費に係る事務 

   (2) 使途 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 間接経費は、科研費の交付を受けた研究活動を支援するとともに、研究環境を整備するための研究機関向

けの資金です。各研究機関の長の責任の下で使用に関する方針等を作成し、公正・適正かつ計画的・効率的

に使用してください。 
 
２ 間接経費の使途については、「間接経費の主な使途の例示」を参考としてください。 

※ 間接経費は、競争的資金に関する管理事務の必要経費としても使用することができます。 
 
３ 間接経費は、次のものに使用することもできます。 

（例） 
・ 人件費・謝金（研究代表者・研究分担者の人件費として使うことも、禁止されていません。） 
・ 設備の共用のための技術職員の配置、共用施設の整備 
・ 施設費（整備費、管理費など） 
・ 設備費（購入費、運用経費など） 
・ 図書館費（施設整備費、維持、管理のための経費） 
・ 学術誌の購読費や論文投稿費（論文処理費） 
・ 共用して使用するコピー・プリンタなどの消耗品費 
・ 研究の広報活動費 
・ 特許出願費用、弁理士費用、審査請求費用など 

 
 ４ 研究機関の長の責任の下で作成する間接経費の使用に関する方針や、間接経費の使用実績については、研

究機関内で公表するなど、間接経費の使途について透明性を確保し、所属する研究者が把握できるような体

制を構築してください。 
 
 ５ 間接経費を研究者へ配分する場合には、直接経費で充当されるべきものに間接経費が充当されることがな

いように研究機関において、チェック体制を構築してください。 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 
【使途】 

3-16 間接経費は、補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究代表者及び研究分担者の研究環境
の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するものであり、別添「間接経費の主な使途の例示」を参考として、各研
究機関の長の責任の下で公正・適正かつ計画的・効率的に使用すること（研究代表者・研究分担者の人件費・謝金と
して使用することも、禁じられていない。）。 

 
別添「間接経費の主な使途の例示」 

被配分機関において、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費（競争的資金の間接経費
の執行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）「３．間接経費
導入の趣旨」参照）のうち、以下のものを対象とする。 
 

（１）管理部門に係る経費 
（ア）管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 
（イ）管理事務の必要経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費 
など 

（２）研究部門に係る経費 
（ウ）共通的に使用される物品等に係る経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、
光熱水費 

（エ）当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 
研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅
費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費、論文投稿料（論文掲載料） 

（オ）特許関連経費 
（カ）研究棟の整備、維持及び運営経費 
（キ）実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 
（ク）研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 
（ケ）設備の整備、維持及び運営経費 
（コ）ネットワークの整備、維持及び運営経費 
（サ）大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費 
（シ）大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
（ス）図書館の整備、維持及び運営経費 
（セ）ほ場の整備、維持及び運営経費 
など 

（３）その他の関連する事業部門に係る経費 
（ソ）研究成果展開事業に係る経費 
（タ）広報事業に係る経費 
など 

※上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するため
に必要となる経費などで、研究機関の長が必要な経費と判断した場合、執行することは可能である。なお、直接経費とし
て充当すべきものは対象外とする。 
                                                                              
    出典：競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針                            

     （平成１３年４月２０日  競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ（令和元年７月１８日改正）） 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【使途】 
3-12 間接経費は、補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究代表者及び研究分担者の研究環境

の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するものであり、別添「間接経費の主な使途の例示」を参考として、各研
究機関の長の責任の下で公正・適正かつ計画的・効率的に使用すること（研究代表者・研究分担者の人件費・謝金と
して使用することも、禁じられていない。）。 

 
別添「間接経費の主な使途の例示」（省略） 
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１１ 間接経費に係る事務 

   (3) 使用の期限 
 
＜注意事項＞ 

 
１  科研費（補助金分）の間接経費は、譲渡を受けた年度の３月３１日までに使用してください。支出は、直

接経費の支出期限（補助事業を行う年度の翌年度の５月３１日）までに行ってください。 
原則として、補助金分の間接経費を次年度に持ち越して使用することはできませんが、交付決定時には予

想し得なかったやむを得ない事由に基づき、必要な手続を経た上で「直接経費」を翌年度に使用することが

認められた場合には、これと連動して「間接経費」を翌年度に使用することができます。 
年度末において、間接経費を全額執行している場合や、年度内の執行計画が定まっている場合（*）など

は、「間接経費」を翌年度に繰り越さない（「直接経費」のみを翌年度に使用する）こともできます。（１３５

頁参照） 
 

（*） 執行計画が適正に定まっている場合とは、実際の執行内容は固まっているものの、支払が完了してい

ない場合などであり、間接経費の使用に関する方針等を策定しているだけの場合は含みません。 
 

２ 科研費（基金分）の間接経費は、譲渡を受けた研究課題の補助事業期間内（補助事業期間最終年度の３月

３１日まで）に使用してください。支出は、実績報告書の提出期限（補助事業期間最終年度の翌年度の５月

３１日）までに行ってください。また、補助事業期間内であれば、事前の手続を経ることなく次年度以降に

使用することができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【使用の期限】 

3-15 間接経費は、補助金の交付を受けた年度の３月３１日までに使用すること。 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【使用の期限】 

3-11 間接経費は、補助事業期間内に使用すること。 
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１１ 間接経費に係る事務 

   (4) 間接経費使用実績の報告 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関が、研究代表者及び研究分担者から間接経費の譲渡を受けている場合には、科研費以外の他の競

争的資金制度により交付された間接経費も含め、毎年度の間接経費全体の使用実績について e-Rad により

「間接経費執行実績報告書」を翌年度の６月３０日までに作成・提出してください。 
 

※ 他の研究機関に所属している研究分担者に対して配分した間接経費については、計上しないでください。 
 
※e-Rad の具体的な操作方法・記載マニュアルは、 

e-Rad トップページ https://www.e-rad.go.jp/index.html 
から、操作マニュアル＞（研究機関向け）操作マニュアル＞１１．間接経費実績報告書編 をご確認くだ

さい。 
 

＜本件問合せ先＞ 
 
・間接経費執行実績報告書の記載等について 

   文部科学省研究振興局振興企画課競争的資金調整室 
    電話番号：03-5253-4111（内線：3828、4014） 
    メールアドレス：kenkyuhi@mext.go.jp 
 

・e-Rad の操作関係について 
   e-Rad ヘルプデスク 
     電話番号：0570-066-877 
     受付時間 9:00～18:00（平日） 
    ※ 土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日）を除く 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【間接経費使用実績の報告】 

3-17 研究機関における毎年度の間接経費使用実績を、翌年度の６月３０日までに、府省共通研究開発管理システム（e-

Rad）により、日本学術振興会に報告すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【間接経費使用実績の報告】 

3-13 研究機関における毎年度の間接経費使用実績を、翌年度の６月３０日までに、府省共通研究開発管理システム（e-

Rad）により、日本学術振興会に報告すること。 
   

日
本
学
術
振
興
会 

研
究
機
関 

①間接経費使用実績の報告 

e-Rad 

129



 

 

 
 １１ 間接経費に係る事務 

   (5) 研究代表者・研究分担者が所属する研究機関の変更 

    ① 間接経費を受け入れる研究機関から受け入れる研究機関に異動する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 形式的には、間接経費は一旦研究代表者・研究分担者に返還され、その後「変更後の研究機関」に譲渡さ

れますが、間接経費の管理は研究機関が行うこととされているため、実際の事務手続として、研究機関は研

究代表者、研究分担者との連絡を密にしつつ「変更後の研究機関」に直接送金してください。 
 
２  返還・譲渡・送金される間接経費の額は、異動する時点における直接経費の残額（科研費（基金分）は「既

受領額」－「支出済額」）の３０％に相当する額（端数切り上げ）です。ただし、研究代表者と研究分担者の

所属する研究機関間の取り決めにより、直接経費の３０％以外の額を研究分担者に配分している場合には、

この限りではありません。 
 
※ 科研費（基金分）では、異動する年度の前年度までに受領した間接経費の執行が終了している場合（執

行計画が適正に定まっている場合（*）を含む。）に限り、その額を含めた額（「直接経費の支出済額×３

０％」又は「異動する年度の前年度までに受領した間接経費」のいずれか高い方。前者の場合は例１、後

者の場合は例２を参照。）を、間接経費の支出済額とすることができ、当該相当額を「変更前の研究機関」

から「変更後の研究機関」に送金しないことができます。 
 
（*） 執行計画が適正に定まっている場合とは、実際の執行内容は固まっているものの、支払が完了してい

ない場合などであり、間接経費の使用に関する方針等を策定しているだけの場合は含みません。 

 
 

 

 

 

 

研
究
代
表
者 

研
究
分
担
者 

変
更
前
の 

研
究
機
関 

①間接経費の返還（所有権の移転のみ） 

変
更
後
の 

研
究
機
関 

②間接経費の額の通知 

②間接経費の実際の送金 

（②間接経費の譲渡） 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【所属機関変更時の間接経費の返還及び送金】 

3-32 間接経費の譲渡を行った研究代表者及び研究分担者が他の研究機関に所属することとなる場合、又は他の研究機関

の研究者に交替することとなる場合であって、未使用の直接経費がある場合には、直接経費の残額の３０％に相当す

る額の間接経費を当該研究代表者及び研究分担者に返還すること。 

返還する間接経費については、当該研究代表者及び研究分担者が新たに所属することとなる研究機関（交替する

場合にあっては、新たに研究代表者及び研究分担者となる者が所属する研究機関。）に対して、その額を通知すると

ともに、送金すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【所属機関変更時等の間接経費の返還及び送金】 

3-27 間接経費の譲渡を行った研究代表者及び研究分担者が他の研究機関に所属することとなる場合、又は他の研究機関

の研究者に交替することとなる場合であって、未使用の直接経費がある場合には、直接経費の残額の３０%に相当する

額の間接経費を当該研究代表者及び研究分担者に返還すること。 

返還する間接経費については、当該研究代表者及び研究分担者が新たに所属することとなる研究機関に対して、そ

の額を通知するとともに、送金すること。 

ただし、当該研究代表者又は研究分担者が他の研究機関に所属することとなる場合（研究分担者が他の研究機関の

研究者に交替する場合）であって、助成金の支払を受けた年度の翌年度以降に直接経費を使用する場合、間接経費の

執行計画が年度内に適正に定まっている場合等には、当該直接経費にかかる間接経費を当該研究代表者又は研究分担

者に返還しないことができる。 
   

131



 

 

 
１１ 間接経費に係る事務 

   (5) 研究代表者・研究分担者が所属する研究機関の変更 

    ② 間接経費を受け入れる研究機関から受け入れない研究機関に異動する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 補助事業者が、間接経費を受け入れる研究機関から受け入れない研究機関に異動する際の間接経費に係る

事務手続は、研究代表者の異動の場合には「間接経費を受け入れていた研究機関（異動前の研究機関）」が行

い、研究分担者の異動の場合には研究代表者の所属する研究機関が行ってください。 
 
２ 「間接経費を受け入れていた研究機関」は、様式Ｃ－１６又は様式Ｆ－１６「間接経費交付決定額変更申

請書」に当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必要書類（２００～２０２頁）を添付し申請を行い、日本

学術振興会の承認を受けてください。 
 
３ 「間接経費を受け入れていた研究機関」は、研究代表者・研究分担者が、所属する研究機関の変更（５７

頁、６８頁、９３頁参照）を行う前に、あらかじめ異動先である「変更後の研究機関」に間接経費を受け入

れるかどうかを確認し、当該研究代表者・研究分担者にこの手続が必要かどうかを連絡してください。 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【間接経費を受け入れていた研究機関から受け入れない研究機関への異動】 

3-33 間接経費を受け入れていた研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れない研究機関に

所属することとなる場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申

請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の間接経費を返還すること。間接経費を受け入れていた研

究機関に所属する研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れない研究機関の研究者に交替する場合も、同様とす

る（事務を行うのは、研究代表者の異動の場合は、間接経費を受け入れていた研究機関。研究分担者の異動の場合

は、研究代表者の所属する研究機関。）。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【間接経費を受け入れていた研究機関から受け入れない研究機関への異動】 

3-28 間接経費を受け入れていた研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れない研究機関に

所属することとなる場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申

請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の間接経費を返還すること（事務を行うのは、研究代表者

の異動の場合は、間接経費を受け入れていた研究機関。研究分担者の異動の場合は、研究代表者の所属する研究機関。）。 
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①間接経費交付決定額変更申請書の提出 

補助金分（様式 C-16） 

基金分（様式 F-16） 

④変更交付決定及び未使用の 

   間接経費の返還命令通知の伝達 

③変更交付決定及び未使用の 

     間接経費の返還命令の通知 

⑤未使用の間接経費の返還 

②間接経費交付決定額変更申請書の提出 

補助金分（様式 C-16） 

基金分（様式 F-16） 
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１１ 間接経費に係る事務 

   (5) 研究代表者・研究分担者が所属する研究機関の変更 

    ③ 間接経費を受け入れない研究機関から受け入れる研究機関に異動する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 補助事業者が、間接経費を受け入れない研究機関から受け入れる研究機関に異動する際の間接経費に係る

事務手続は、研究代表者の異動の場合には「新たに間接経費を受け入れようとする研究機関（異動後の研究

機関）」が行い、研究分担者の異動の場合には研究代表者の所属する研究機関が行ってください。 
 
２ 「新たに間接経費を受け入れようとする研究機関」は、様式Ｃ－１６又は様式Ｆ－１６「間接経費交付決

定額変更申請書」及び様式Ａ－４－１「交付請求書（科研費（基金分）については様式Ｄ－４－１又は様式

Ｄ－４－３「支払請求書」）」に当該補助事業の「交付申請書（写）」及び必要書類 
（２００～２０２頁参照）を添付し申請を行い、日本学術振興会の承認を受けてください。 

  なお、様式Ａ－４－１「交付請求書（科研費（基金分）」については様式Ｄ－４－１又は様式Ｄ－４－３

「支払請求書」については、日本学術振興会に連絡して様式の提供を受けてください。 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【間接経費を受け入れない研究機関から受け入れる研究機関への異動】 

3-34 間接経費を受け入れない研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れる研究機関に所属

することとなる場合であって、新たに間接経費の交付を受けようとする場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ

－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。間接経費を受け入

れない研究機関に所属する研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れる研究機関の研究者に交替した場合も、同

様とする（事務を行うのは、研究代表者の異動の場合は、新たに間接経費を受け入れようとする研究機関。研究分担

者の異動の場合は、研究代表者の所属する研究機関。）。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【間接経費を受け入れない研究機関から受け入れる研究機関への異動】 

3-29 間接経費を受け入れない研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れる研究機関に所属

することとなる場合であって、新たに間接経費の交付を受けようとする場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ

－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること（事務を行うのは、

研究代表者の異動の場合は、新たに間接経費を受け入れようとする研究機関。研究分担者の異動の場合は、研究代表

者の所属する研究機関。）。 
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（補助金分の場合） 

①間接経費交付決定額変更申請書及び 

   交付請求書（支払請求書）の提出 

補助金分（様式 A-4-1､C-16） 

基金分（様式 D-4-1、D-4-3､F-16） 

⑤間接経費の送金 

補助金分（様式 A-4-1､C-16） 

基金分（様式 D-4-1、D-4-3､F-16） 

②間接経費交付決定額変更申請書及び 

   交付請求書（支払請求書）の提出 

③変更交付決定の通知 

④変更交付決定通知の伝達 
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１１ 間接経費に係る事務 

   (6) 補助事業の廃止 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費（補助金分）は、直接経費の残額の３０％（端数切り上げ）に相当する額の間接経費を、直接経費

とともに返還してください。直接経費の支出額が０円の場合は、受領済の間接経費全額を直接経費とともに

返還してください。（「補助事業の廃止」（５２頁、６４頁、７３頁参照）） 
 
２ 科研費（基金分）は、直接経費の残額（「既受領額」－「支出済額」）の３０％（端数切り上げ）に相当す

る額の間接経費を、直接経費とともに返還してください。ただし、廃止する年度の前年度までに受領した間

接経費の執行が終了している場合（執行計画が適正に定まっている場合（*）を含む。）に限り、その額を含

めた額（「直接経費の支出済額×３０％」又は「廃止する年度の前年度までに受領した間接経費」のいずれか

高い方。前者の場合は例１、後者の場合は例２を参照。）を、間接経費の支出済額とすることができます。な

お、直接経費の支出額が０円の場合は、受領済の間接経費全額を直接経費とともに返還してください。（「補

助事業の廃止」（５２頁、６４頁、７３頁参照）） 
 
（*） 執行計画が適正に定まっている場合とは、実際の執行内容は固まっているものの、支払が完了してい

ない場合などであり、間接経費の使用に関する方針等を策定しているだけの場合は含みません。 
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 １２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (1) 翌年度にわたる直接経費・間接経費の使用（補助金分） 

    ① 繰越申請手続 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 補助金が交付されている補助事業のうち、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するやむを得

ない事由により年度内に完了することが困難となった補助事業については、文部科学大臣を通じて財務大臣

の承認を得た上で、当該補助金の全部又は一部を翌年度に繰り越し、使用することができます。 
 
２ 研究代表者が繰越しを希望する場合には、研究機関の事務担当者は、様式Ｂ－２別紙２「科学研究費助成

事業に係る繰越要件等事前確認票」等により、様式Ｃ－２６「繰越を必要とする理由書」の内容が繰越要件

等に該当することを確認した上で、提出書類を日本学術振興会に提出してください。また、提出書類の写し

及び事前確認に要した関係証拠書類等については、研究機関において保管してください。 
繰越しの申請手続の詳細については、日本学術振興会からの通知（１０月２１日付けで送付）及び日本学

術振興会ホームページ（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/06_jsps_info/g_201021/index.html）を参照し

てください。なお、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う繰越しについては、様式の変更等を行っていま

すので御留意ください。 
 
３ 関係書類、様式Ａ－４－２「支払請求書」の提出先：日本学術振興会研究事業部研究助成第一課 

 
４ 病気や怪我を除く、研究者の自己都合に起因するもの（多忙、事前の調整不足、所属研究機関の異動等）、

研究終了後に余った研究費（余剰金）は、繰越しの対象にはなりません。なお、繰越制度の要件に合致せず

繰越制度を利用できない場合、又は、繰越申請期限を過ぎた後に繰越事由が発生した場合は、「調整金」制度

により次年度使用の申請ができる場合があります。（１４５頁参照） 
 

（様式 A-4-2） 

⑮繰り越した補助金の送金 ⑰繰り越した補助金が送金 

     された旨の伝達 

⑬支払請求書の提出 

⑯繰り越した補助金の送金 

⑭支払請求書の提出 

日
本
学
術
振
興
会 

研
究
機
関 

①繰越しの相談 

 （様式 B-2 別紙 2、C-26） 
 

○様式 B-2 別紙 2は機関に 

おいて保管 

研
究
代
表
者 

文
部
科
学
省 

②繰越要件の事前確認 

⑦翌年度に使用する補助金 
    の返納通知の伝達 

⑫繰越承認通知・補助条件 

の変更等通知の伝達 

③研究機関において繰越要件に合致 
することを確認後、関係書類の提出 

⑥翌年度に使用する補助金の 

         返納通知 

⑧翌年度に使用する補助金の返納 

⑪繰越承認通知・補助条件 
       の変更等の通知 

④関係書類の提出 

⑤翌年度に使用する 

 補助金の返納通知 

⑨翌年度に使用する 
    補助金の返納 

⑩繰越承認通知 

（C-26） 
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５ 研究機関は、研究代表者が、繰越しの承認を受け翌年度に使用する補助金と当該年度の継続の研究課題に

交付される補助金を合わせて使用しないよう注意してください。 
 
６  間接経費は、原則、繰越申請する直接経費の額に応じ、３０％相当額を繰越申請することになっています

（端数が生じた場合は円未満を切り捨てた額としてください。）。ただし、間接経費の執行計画が年度内に適

正に定まっている場合等（※）には、直接経費のみを繰り越すことができます。 
 
 ※ 執行計画が適正に定まっている場合とは、実際の執行内容は固まっているものの、支払が完了していな

い場合などであり、間接経費の使用に関する方針等を策定しているだけの場合は含みません。 
 
７ 研究分担者の分担金について繰越しを申請する場合には、研究代表者が所属する研究機関から申請手続を

行ってください。 
 
８ 繰越しを希望する補助事業が新学術領域研究及び学術変革領域研究の場合には、最終年度における研究領

域の研究成果の取りまとめ等において、領域の運営に支障が生じないことを領域代表者に確認してください。 
 
 

 

 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

②翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するやむを得ない事由に基づき、予定

の期間内に完了しない見込みとなった場合であって、研究代表者が、補助事業の期間を延長するとともに、補助金

の全部又は一部を翌年度に使用することを希望する場合に、研究代表者が作成する様式Ｃ－２６「繰越を必要とす

る理由書」を取りまとめ、令和３(2021)年３月１日までに日本学術振興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究費助成事業に係る繰越要

件等事前確認票」により繰越要件に合致することを確認するとともに、研究機関において補助事業期間終了後５年

間保管しておくこと。 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

①翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するやむを得ない事由に基づき、予定

の期間内に完了しない見込みとなった場合であって、代表者が、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全

部を翌年度に使用することを希望する場合に、代表者が作成する様式Ｃ－２６「繰越を必要とする理由書」を取り

まとめ、様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一覧」を付して、令和３(2021)年３月１日までに日本学術振興会へ申請

を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究費助成事業に係る繰越要

件等事前確認票」により繰越要件に合致することを確認するとともに、研究機関において５年間保管しておくこ

と。 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

①翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するやむを得ない事由に基づき、予定

の期間内に完了しない見込みとなった場合であって、代表者が、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全

部又は一部を翌年度に使用することを希望する場合に、代表者が作成する様式Ｃ－２６「繰越を必要とする理由

書」を取りまとめ、様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一覧」を付して、令和３(2021)年３月１日までに日本学術振

興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究費助成事業に係る繰越要

件等事前確認票」により繰越要件に合致することを確認するとともに、研究機関において５年間保管しておくこ

と。 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (1) 翌年度にわたる直接経費・間接経費の使用（補助金分） 

    ② 繰越しを行う場合の実績報告書の提出 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 繰越申請が承認された場合は、実績報告書を２回（補助金の交付を受けた年度の終了時及び繰り越した補

助事業の完了時）提出する必要があります。 
 
２ 補助金の交付を受けた年度の終了時には、会計年度の終了に伴い、当該年度の経費の使用実績（繰越承認

額を除く。）及び繰り越した経費の使用計画を繰越承認後に様式Ｃ－１７－１「実績報告書（収支決算報告書

（２））」により報告してください。なお、未使用の科研費がある場合には、繰り越した補助事業の完了後、

額の確定を通知する際に科研費の返還を命じますので、それまでの間、未使用の科研費を適切に保管してく

ださい。 
 
３ 繰り越した補助事業の完了時には、「実績報告書の提出に係る手続」（１５７頁参照）を行ってください。

この場合、様式Ｃ－１７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」の内容を含めて様式Ｃ－６「実績報告

書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により報告してください。 
 

 
＜補助金分＞ 研究を実施している年度（N 年度）の補助事業を翌年度（Ｎ＋１年度）に継続する場合 

 

繰越承認後、別途指示する期日まで

「実績報告書（2）」

（C-17-1）

（Ｎ＋２）年5月31日まで

実支出額
「実績報告書」

（C-6、C-7-1）

実支出額
「実績報告書」

（C-6、C-7-1）

繰越あり

（Ｎ＋２）年5月31日まで

実支出額 繰越分
「実績報告書」

（C-6､C-7-1）

（Ｎ＋２）年度

（Ｎ＋１）年5月31日まで

（Ｎ＋２）年5月31日まで

通常

（繰越なし）
実支出額

「実績報告書」

（C-6、C-7-1）

Ｎ年度 （Ｎ＋１）年度

日
本
学
術
振
興
会 

研
究
機
関 

①実績報告書(2)の提出 

研
究
代
表
者 

②実績報告書(2)の提出 補助金分（様式 C-17-1） 

補助金分（様式 C-17-1） 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【実績報告等に係る手続】 

3-22 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

②翌年度にわたる補助金の使用を行う場合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌年度にわたる補助金の使用が行われる場合には、研究代表者が補助事

業を開始した年度の終了時において作成する､様式Ｃ－１７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」により日本

学術振興会に実績報告を行うとともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止

の承認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書

（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

3-23 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

①実績報告書の提出 

各補助事業について、その完了の後、６１日以内又は令和３(2021)年３月１０日のいずれか早い日までに、代表

者が作成する様式Ｃ－５６－２「実績報告書（研究成果公開促進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用計算

書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙媒体と電子媒体双方で刊

行する場合））」、様式Ｃ－５３－２「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体の

みで刊行する場合））様式Ｃ－５３－３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜翻訳・校閲経費＞）」、

様式Ｃ－６２「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票の写し及び様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」

を添える。）及び「刊行物一式（翻訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・校閲後の原稿）」を取りまとめ、日本学術振

興会に実績報告を行うこと。ただし、補助事業の期間が延長された場合には、補助事業の完了の後、６１日以内又

は令和４(2022)年３月１０日のいずれか早い日までに、上記の手続を行うこと。 

また、補助事業の完了の後に行う実績の報告に伴い、日本学術振興会から関係書類の提出を求められた場合は、

遅滞なく関係書類を提出しなければならないこととされているので、その場合には、関係書類を取りまとめ、日本

学術振興会に提出すること。 

3-24 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌年度にわたる補助金の使用が行われる場合には、代表者が補助事業

を開始した年度の終了時において作成する様式Ｃ－６０－８「実績報告書（２）（研究成果公開促進費「データベ

ース」）」及び「作成したデータベースから出力した任意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会に実績

報告を行うとともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承認を得た後

６１日以内）に、各代表者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績報告書（研究成果公開促進費「データベース」）」

（様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成したデータベースから出力した任

意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (2) 研究費の前倒し使用（基金分）  

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費（基金分）は、年度にとらわれずに複数年度にわたる研究費として使用することができるため、補

助事業期間全体を通じた交付決定額の範囲内であれば、研究の必要に応じて次年度以降に使用予定としてい

た研究費を前倒して使用することが可能です。  
 
２ 研究機関は、研究代表者から提出された様式Ｆ－３－１「前倒し支払請求書」を提出してください。 

 
３ 様式Ｆ－３－１「前倒し支払請求書」の提出時期は下記のとおりです。年に２回請求することも可能です。 

１回目 請求書提出時期 ： 日本学術振興会が通知する日から９月１日まで 
助成金送金時期 ： １０月頃 

２回目 請求書提出時期 ： ９月２日から１２月１日まで 
助成金送金時期 ： １月頃 

 
４ 研究費の前倒し使用により補助事業期間を短縮することはできません。また、次年度以降の研究計画が遂

行できなくなるような多額の前倒し支払請求を行うことは避けてください。 
また、応募資格の喪失、重複制限等に伴う補助事業の廃止が見込まれることを理由として研究費を前倒し

使用することはできません。 
 
＜参照＞ 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【助成金の前倒し支払請求に係る手続】 

3-16 研究代表者が、各年度において、研究計画変更等に伴い、年度途中で助成金の前倒し支払を求める場合には、研究

代表者が作成する様式Ｆ－３－１「前倒し支払請求書」を取りまとめ、各年度の９月１日、１２月１日までに日本学

術振興会へ提出すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究 ）」については、上記「3-16」に代えて下記「3-16-1」のとおりとす

る。 
 
3-16-1 研究代表者が、各年度において、研究計画変更等に伴い、年度途中で助成金の前倒し支払を求める場

合には、研究代表者が作成する様式Ｆ－３－１「前倒し支払請求書」を取りまとめ、様式Ｅ－９「前倒し

支払請求（表紙）」を添えて各年度の９月１日、１２月１日までに日本学術振興会へ提出すること。 

   

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①前倒し支払請求書の提出 

基金分（様式 F-3-1） 

②前倒し支払請求書の提出 

基金分（様式 F-3-1） 

④助成金を受領した旨の伝達 

③助成金の送金 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (3) 次年度における研究費の使用（基金分） 

    ① 最終年度以外で、次年度に研究費を使用する場合 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費（基金分）は、最終年度を除き、補助事業期間内であれば、年度末に未使用額が発生した場合であ

っても、繰越しの手続や研究費の返納を行うことなく、次年度に使用することができます。 
なお、未使用の研究費が発生し次年度に使用する場合、その理由を限定していませんので、研究代表者が

多忙である等の研究者の自己都合による場合や、研究費を効率的に使用したことにより残額が発生した場合

も、次年度の研究計画の遂行に使用することができます。また、次年度に使用する研究費と当該年度に使用

予定となっている研究費を合わせて使用することができます。 
 
２ 次年度に使用する研究費については、毎年度終了後に提出する「実施状況報告書」（１５５頁参照）によ

り、「次年度に使用する額及び当該研究費が生じた経緯」及び「次年度における使用計画（次年度に請求する

研究費と合わせた使用計画）」について報告してください。 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (3) 次年度における研究費の使用（基金分） 

    ② 最終年度に補助事業期間を延長する場合 
 
＜事務の流れ＞ 

 （補助事業の最終年度に補助事業期間を延長する場合） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究計画変更等に伴い補助事業期間の延長を希望する場合には、事前（補助事業期間内）に補助事業期間

延長承認申請手続を行い、日本学術振興会の承認を得ることで１年度に限り補助事業期間を延長することが

できます。なお、様式Ｆ－１４「補助事業期間延長承認申請書」は日本学術振興会が別途通知する日から研

究計画最終年度の３月１日までに提出してください。 
 
２ 補助事業期間を延長しようとする場合には、研究機関は、研究代表者から提出された様式Ｆ－１４「補助

事業期間延長承認申請書」により申請し、日本学術振興会の承認を得てください。 
 

３ 育児休業等の取得又は海外における研究滞在等に伴い、様式Ｆ－１３－２「産前産後の休暇、育児休業の

取得又は海外における研究滞在等に伴う補助事業期間延長承認申請書」により補助事業期間を延長している

場合でも、延長後の最終年度に更に補助事業期間延長承認申請手続を行い、承認を得ることで補助事業期間

を延長することができます。 
 
４  間接経費の執行計画が年度内に適正に定まっている場合等（※）には、直接経費のみを次年度に使用する

ことができます。 
 
 ※ 執行計画が適正に定まっている場合とは、実際の執行内容は固まっているものの、支払が完了していな

い場合などであり、間接経費の使用に関する方針等を策定しているだけの場合は含みません。 
 

【新型コロナウイルス感染症の影響に伴う補助事業期間の延長の特例について】 

令和元(2019)年度が補助事業の最終年度であり、既に様式Ｆ－１４「補助事業期間延長承認申請書」によ

り令和２(2020)年度まで補助事業期間の延長承認を得た研究課題について、新型コロナウイルス感染症の影

響により更なる研究実施計画の変更等が必要となった場合については、特例として、令和３(2021)年度まで

の延長を認める取扱いとします。 

本取扱いに係る手続きについては、通常の補助事業期間の延長手続きに準じることとし、詳細については、

上記の補助事業期間の延長に係る手続きと併せ、令和３(2021)年１月に日本学術振興会ＨＰ等

（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html）で連絡いたします。 

 

＜参照＞ 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

⑧補助事業期間の延長 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①補助事業期間延長承認申請書の提出 

基金分（様式 F-14） 

②補助事業期間延長承認申請書の提出 

基金分（様式 F-14） 

④承認通知の伝達 

③承認の通知 
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研究代表者が、研究実施計画変更等に伴い、研究計画最終年度の翌年度まで補助事業期間の延長を希望する場合

には、研究計画最終年度の３月１日までに、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１４「補助事業期間延長承認申請

書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「⑧」に代えて下記「⑧-1」のとおりとする。 

 
⑧-1補助事業期間の延長 

研究代表者が、研究実施計画変更等に伴い、研究計画最終年度の翌年度まで補助事業期間の延長を希望

する場合には、研究計画最終年度の３月１日までに、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１４「補助事業

期間延長承認申請書」を取りまとめ、様式Ｅ－１０－１「補助事業期間延長承認申請書（表紙）」を添えて

日本学術振興会に対し申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (4) ２年度目以降の支払請求（基金分） 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、研究代表者から提出された様式Ｆ－２－１「支払請求書」を提出してください。なお、支払

請求書提出時点で、研究代表者の応募資格を確認し、応募資格を喪失することが明らかな場合には、支払請

求書は提出せず、補助事業廃止の手続（６４頁参照）を行ってください。 
 
２ ２年度目以降分の支払請求を前年度の３月１日までに行うことにより、４月に送金される予定です。 

 
３ 支払請求を行うに当たっては、その年度の研究活動の遂行に必要な研究費（所要見込額）を算出し、前年

度に未使用となる見込の額との差額（次年度に送金を希望する額）を請求してください。その際、直接経費

の所要見込額が３００万円以上になる場合には、前期分（４～９月）と後期分（１０月～３月）に分けて請

求してください。 
 

※ 所要見込額の考え方 
「所要見込額（当該年度の研究活動の遂行に必要な研究費）」 
＝「当該年度の請求額」＋「前年度からの未使用見込額（次年度使用予定額）」 

 
４ 「前年度からの未使用見込額」については、あくまで支払請求書提出時点での見込額であり、支払請求書

提出後、金額が変更になった場合であっても再提出の必要はありません。また、支払請求書提出後に研究分

担者に配分する分担金の額を変更した場合であっても再提出の必要はありません。 
 
５ 研究計画の進捗状況により、翌年度の支払請求を必要としない場合（支払請求額が０円）であっても、そ

の年度の未使用見込額や、所要額、役割分担等について記載が必要ですので、必ず支払請求書を作成し提出

してください。 
 

＜参照＞ 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【助成金の支払請求に係る手続】 

3-15 研究代表者が、各年度に必要となる経費について請求しようとする場合には、研究代表者が作成する様式Ｆ－２－

１「支払請求書」を取りまとめ、各年度の３月１日までに日本学術振興会へ提出すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「3-15」に代えて下記「3-15-1」のとおりとする。 
 
3-15-1 研究代表者が、各年度に必要となる経費について請求しようとする場合には、研究代表者が作成す

る様式Ｆ－２－１「支払請求書」を取りまとめ、様式Ｅ－８「支払請求書（表紙）」を添えて各年度の

３月１日までに日本学術振興会へ提出すること。 

  
 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①支払請求書の提出 

基金分（様式 F-2-1） 

②支払請求書の提出 

基金分（様式 F-2-1） 

④助成金を受領した旨の伝達 

③助成金の送金 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (5) 「調整金」の利用（補助金分） 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 国の会計年度は単年度であるため、補助金分では研究期間が複数年度にわたる研究課題であっても、単年

度ごとの補助事業として、その年度に交付決定された金額の範囲内で研究費を使用することとなっています

が、科研費制度においては、研究の必要に応じて「調整金」制度を活用することにより、一定の要件を満た

した場合に前年度の直接経費の未使用額を次年度に使用すること、次年度以降の交付予定額の範囲内で研究

費を前倒しして使用することが可能です。 
 
２ 「調整金」を利用し、次年度使用や前倒し使用を行った場合には、当該年度に交付された補助金に加えて

調整金を交付し、変更交付決定を行い、その年度の補助事業として取り扱います。そのため、基金制度とは

異なり、年度を超えた旅費の支出や納品等は行うことができません。 
 
３ 「次年度使用」や「前倒し使用」を申請した研究費の使用が可能となるのは、変更交付決定日以降となり

ますので、研究代表者及び研究分担者に十分周知してください。 
 
４ 「調整金」を利用可能な研究課題は、補助金を交付している以下の研究種目の研究課題となります。 

 
・特別推進研究、新学術領域研究、学術変革領域研究、基盤研究（Ｓ・Ａ） 
・基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究課題を除く。） 

・若手研究（Ａ） 
・特別研究員奨励費 

 
※ 上記研究課題であっても、当該年度が研究期間の最終年度である研究課題は「調整金」による前倒し

使用、及び翌年度への次年度使用を利用することはできません。 
 
５ 研究分担者の分担金について「次年度使用」又は「前倒し使用」を申請する場合には、研究代表者が所属

する研究機関から申請手続を行ってください。 
 
６ 「調整金」を利用した「次年度使用」及び「前倒し使用」については、単年度の補助金予算の範囲内で運

用するものであり、予算の状況により「次年度使用」の実際の配分予定額が希望額を下回る場合や、「前倒し

使用」の申請を受け付けできない場合もありますので、ご了承ください。また、これらのことを研究代表者

及び研究分担者に十分周知してください。 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (5) 「調整金」の利用（補助金分） 

    ① 次年度使用について 
 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

１ 科研費（補助金分）の未使用額について次年度に持ち越して使用する場合には、繰越制度を利用すること

が前提となりますが、「繰越制度の要件に合致せず繰越制度を利用できない場合」又は「繰越申請期限を過ぎ

た後に繰越事由が発生した場合」は「調整金」制度を利用した次年度使用を活用することで、研究費の未使

用額を次年度に持ち越すことができます。 
 
２ 研究代表者が補助金の次年度使用を希望する場合には、研究機関は「繰越要件等事前確認票」で、当該事

由が繰越要件に合致しているかを確認してください（繰越申請期限を過ぎた後に繰越事由が発生した場合を

除き、繰越要件に合致している場合、調整金を利用した補助金の「次年度使用」はできません）。その上で、

研究代表者が作成する様式Ｃ－３－２「次年度使用申請書兼変更交付申請書」を研究機関において取りまと

め、日本学術振興会に提出してください。       
 
３ 「次年度使用」に係る申請書の提出時期は、未使用額が発生した翌年度の研究費の交付決定日以降、日本

学術振興会が別途通知する期限までとなります。 
 
４ 産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴い交付申請を留保又は中断している研

究課題について、研究を開始（再開）する際に、併せて未使用額の「次年度使用」を希望する場合は、交付

申請を行う前に提出する様式Ａ－１４「産前産後の休暇、育児休業の取得、又は、病気を理由とする特別研

究員の採用の中断若しくは海外における研究滞在等に伴う研究実施計画の変更願」において、当該未使用額

を含めた研究実施計画の変更を行うことにより、次年度使用の申請が可能です（様式Ｃ－３－２「次年度使

用申請書兼変更交付申請書」の提出は不要です。詳しくは、日本学術振興会へご相談ください。）。 
 
５ 「次年度使用」により研究期間を延長することができないため、最終年度の研究費の「次年度使用」は認

められません。 
 
６ 「次年度使用」の申請を行い、承認が得られた場合には、当該年度の未使用額を上限とする承認額を、「調

整金」として翌年度交付予定の研究費に加えて交付します。なお、当該年度の未使用額は、実績報告書にお

いて未使用額として計上し、額の確定後に国庫に返還する必要があります。 
 
７ 「次年度使用」は当該年度の直接経費の未使用額（５万円未満は対象外）の全額を上限とし、１万円単位

で申請してください（１万円未満切り捨て）。なお、間接経費については申請できません。 
 
８ 「次年度使用」により実施する研究計画は、前年度に行う予定であった内容の場合でも次年度の事業とし

て行うことになります。そのため、年度を超えた旅費の支出や納品等は行うことができません。 
 
９ 「次年度使用」を申請した研究費の使用が可能となるのは変更交付決定日以降となりますので、ご留意く

ださい。 

研
究
代
表
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研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

補助金分（様式様式 C-3-2） 補助金分（様式 C-3-2） 

①要件を事前確認後、 

次年度使用申請書兼変更交付申請書の提出 

②要件を事前確認後、 

次年度使用申請書兼変更交付申請書の提出 

③変更交付決定通知書の送付 

④変更交付決定通知書の伝達 

⑤次年度使用分の補助金の送金 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

③調整金を活用した直接経費の次年度使用 

「3-19②」の事由が日本学術振興会への申請期限の翌日以降に発生した場合又は「3-19②」の事由に該当しない

がやむを得ない場合であって、研究代表者が当該事業に係る補助金の全部又は一部を次年度に使用することを希望

する場合には、研究代表者が作成する必要な申請書類を取りまとめ、日本学術振興会が別途指示する期限までに日

本学術振興会へ申請を行うこと。 
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１２ 研究の進捗状況に応じた柔軟な研究費の使用 

   (5) 「調整金」の利用（補助金） 

    ② 前倒し使用について 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

＜注意事項＞ 

１ 研究計画が予定より早く進むなど、研究計画の変更等に伴い、交付内定時に通知された研究期間全体の交

付予定額の範囲内で、「調整金」を利用し、翌年度以降に使用する予定であった研究費を前倒して当該年度に

使用することができます。 
 
２ 研究代表者が研究費の前倒し使用を希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－３－３「前倒し使

用申請書兼変更交付申請書」を研究機関において取りまとめ、日本学術振興会に提出してください。 
 
３ 「前倒し使用」に係る申請書の提出時期は以下のとおりです。年に２回申請することも可能です。 

１回目 申請書提出時期 ： 日本学術振興会が通知する日から９月１日まで 
２回目 申請書提出時期 ： ９月２日から１２月１日まで 

 
４ 次年度以降の研究費を全て「前倒し使用」の申請に計上することや、「前倒し使用」することにより研究期

間の短縮を行うことはできません。また、研究期間中、いずれかの年度の交付予定額を１０万円未満とする

ことはできません。実質的な研究期間の短縮となるなど、後年度の研究の遂行が困難となるような研究費の

前倒しもできません。 

 

５ 応募資格の喪失等により、当該年度中に研究課題の廃止が見込まれる場合は「前倒し使用」を申請するこ

とはできません。 

 また、日本学術振興会の特別研究員又は外国人特別研究員の身分の喪失後に継続している特別研究員奨励費

の研究課題は、「前倒し使用」を申請することはできません（当該年度中に身分の喪失が見込まれる場合を含

む。）。 
 
６ 「前倒し使用」申請できる研究費（直接経費）は１０万円単位とし、直接経費の３０％に相当する間接経

費も併せて交付します（補助事業者（研究代表者及び研究分担者）の所属する全ての研究機関が間接経費を

受け入れない場合を除く）。 

 
７ 「前倒し使用」を申請した研究費の使用が可能となるのは変更交付決定日以降となりますので、ご留意く

ださい。 
＜参照＞ 「（補助金分）機関使用ルール」 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

① 調整金を活用した直接経費の前倒し使用 

研究代表者が、各年度において、研究実施計画変更等に伴い、年度途中で補助金の前倒し使用を希望する場合に

は、研究代表者が作成する必要な申請書類を取りまとめ、各年度の９月１日、１２月１日までに日本学術振興会へ

申請を行うこと。 

 

研
究
代
表
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研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

補助金分（様式 A-4-1､C-3-3） 
補助金分（様式 A-4-1､C-3-3） 

①前倒し使用申請書兼変更交付申請書の 

提出 
②前倒し使用申請書兼変更交付申請書の 

提出 

③変更交付決定通知書の送付 

④変更交付決定通知書の伝達 

⑤前倒し使用分の補助金の送金 
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 １３ 設備等に係る事務 

   (1) 寄付の受入 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 「設備等」とは、「（補助金分・基金分）研究者使用ルール」、「（補助金分・基金分）機関使用ルール」にお

ける「設備」、「備品」、及び「図書」を意味します。 
なお「設備」、「備品」、及び「図書」の定義や取扱いについては、各研究機関の定めに準じた取扱いとなり

ます。 
 
２ 設備等の管理については「競争的資金における使用ルールの統一について」（平成２９年４月２０日）に

基づき、科研費を原資として取得した耐用年数１年以上かつ取得価格１０万円以上の物品については、研究

機関において設備等として受け入れ、特に耐用年数１年以上かつ取得価格５０万円以上の設備等については、

資産として管理を行ってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３ また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成２６年２月１８日 

文部科学大臣決定）に基づき、「換金性の高い物品」についても、適切に管理してください。なお、研究機

関の定めにもよりますが、必ずしも「換金性の高い物品」の全てを設備等として受け入れる必要はありませ

ん。 
 

※ 換金性の高い物品としては、以下の例があります。〔パソコン、タブレット型コンピュータ、デジタル

カメラ、ビデオカメラ、テレビ、録画機器、金券類等〕 
 
４ 研究機関において、上記基準よりも厳しい基準を設定している場合には、その基準に従って取り扱ってく

ださい。 
 
５ 研究代表者及び研究分担者が、直接経費により設備等を購入した場合、購入後直ちに当該研究代表者又は

研究分担者が補助事業を遂行する研究機関に寄付しなければならないこととされていますので、研究機関は

これを受け入れて適切に管理してください。 

研
究
代
表
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研
究
分
担
者 

研
究
機
関 

設備等の寄付 

受け入れた設備等に 

ついて適切に管理 

【参考】競争的資金における使用ルール等の統一について（抜粋） 
（平成２９年４月２０日 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ） 

 
３ 使用ルールの統一 

消耗品や備品の購入に関するルールや、備品として管理する物品の金額、研究機器の購入方法

等について使用ルールを統一する。 
（１）補助又は委託先の研究者及び研究機関は、耐用年数１年以上かつ取得価格 10 万円以上の

物品は備品として、耐用年数１年以上かつ取得価格 50 万円以上の物品は資産として管理す

ること。（委託事業の場合は、物品の所有権を移転するまでの間の取扱いとする。）   
なお、資産について、固定資産税の納税義務のある補助又は委託先の研究機関においては、

地方税法等に基づいて適切に資産の管理を行うものとする。 
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６ 購入後、直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者及び研究分担者

が寄付の延期を希望した場合には、寄付の延期の手続を行ってください。（１５１頁参照） 
 

※ 複数の科研費を合算して共用設備を購入した場合も、上記２～４と同様です。また、科研費と科研費以

外の競争的資金を合算して共用設備を購入した場合には１１４頁に沿って取り扱ってください。 
 
７ 「特別研究員奨励費（特別研究員）」については、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ち

に寄付することにより研究上の支障が生じる場合にあっては、寄付の延期の申請、承認を得た上で、日本学

術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなるまでに）研究機関に寄付しなけれ

ばならないこととされていますので、研究機関はこれを受け入れて適切に管理してください。 
 
８  「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに

（直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合にあっては、当該研究代表者が寄付の延期の申請、

承認を得た上で、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなるま

でに）研究機関に寄付しなければならないこととされていますので、研究機関はこれを受け入れて適切に管

理してください。 
 
９ 科研費で購入した設備等については、補助事業期間中であっても、科研費の研究遂行に支障のない範囲で、

他の研究者の研究を含め、他の研究に使用することができますので、研究機関においては、国費の効果的・

効率的使用の観点からも設備の共用化の取組を推進してください。また、補助事業期間終了後においても、

同様の観点から、積極的な共用化の取組を推進してください。 
 
 
 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【寄付の受入】 

3-27 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付することにより研究

上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が、「3-28」に規定する手続により、寄付の延期につ

いて日本学術振興会の承認を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期に、また、直ちに寄付することにより

研究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障がなくなる時に）当該研究代表者又は研究分担者が補助

事業を遂行する研究機関に寄付しなければならないこととしているので、これを受け入れて適切に管理すること。 

 

 

「特別研究員奨励費（特別研究員）」については、上記「3-27」に代えて下記「3-27-1」のとおりとする。 

【寄付の受入】 

3-27-1 研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付することにより研究

上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者が、「3-28」に規定する手続により、寄付の延期につ

いて日本学術振興会の承認を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期（延期することができ

る期間は、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなるまで）に、

また、直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障がなく

なる時に）研究機関に寄付しなければならないこととしているので、これを受け入れて適切に管理す

ること。 

 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「3-27」に代えて下記「3-27-2」のとおりとす

る。 

【寄付の受入】 

3-27-2  研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付することにより研究

上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者が、「3-28」に規定する手続により、寄付の延期につ

いて日本学術振興会の承認を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期（延期することができ

る期間は、研究分担者が、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者の応募資格を有しな

くなるまで）に、また、直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究

上の支障がなくなる時に）研究機関に寄付しなければならないこととしているので、これを受け入れ

て適切に管理すること。 
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「（基金分）機関使用ルール」 

【寄付の受入】 

3-22 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付することにより研究

上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が、「3-23」に規定する手続により、寄付の延期につ

いて日本学術振興会の承認を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期に、また、直ちに寄付することにより

研究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障がなくなる時に）当該研究代表者又は研究分担者が補助

事業を遂行する研究機関に寄付しなければならないこととしているので、これを受け入れて適切に管理すること。 
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 １３ 設備等に係る事務 

   (2) 寄付の延期 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究代表者又は研究分担者が直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに所属する研究機関に寄付す

ることにより、研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が寄付の延期を希望す

る場合には、この手続を行ってください。 
 
２ 研究機関は研究代表者が提出した様式Ｃ－１５又は様式Ｆ－１５「寄付延期承認申請書」により日本学術

振興会に申請し、承認を得てください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【寄付延期に係る手続】 

3-28 研究代表者又は研究分担者が直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに所属する研究機関に寄付することに

より、研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が寄付の延期を希望する場合には、当該

研究代表者が作成する様式Ｃ－１５「寄付延期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【寄付延期に係る手続】 

3-23 研究代表者又は研究分担者が直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに所属する研究機関に寄付することに

より、研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が寄付の延期を希望する場合には、当該

研究代表者が作成する様式Ｆ－１５「寄付延期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
  
  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①寄付延期承認申請書の提出 

②寄付延期承認申請書の提出 

補助金分（様式 C-15） 

基金分（様式 F-15） 
補助金分（様式 C-15） 

基金分（様式 F-15） 

③承認の通知 

④承認通知の伝達 
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 １３ 設備等に係る事務 

   (3) 所属機関変更時の設備等の返還 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞  

 
１ 研究代表者又は研究分担者が、補助事業期間中に他の研究機関に異動する場合であって、当該補助事業者

が寄付した設備等を、新たに所属することとなる研究機関において使用することを希望する場合には、研究

機関は必要な規程を整備した上で、当該補助事業者に当該設備等を返還してください。 
 
２ 研究期間終了後（補助事業を廃止した場合も含む）５年以内に補助事業者が他の機関に異動し、異動先の

研究機関で当該補助事業者が寄付した設備等の使用を希望する場合も１と同様に取り扱ってください（令和

２(2020)年度以降に購入する設備の場合）。 
 
３ 共用設備については、共用設備を購入するための負担額を支出した補助事業者が他の研究機関に異動する

場合には、原則として異動前の研究機関が引き続き管理することとなります。この際、異動により他の研究

機関に所属することとなった補助事業者が共用設備を利用できるよう、必要に応じて関連規程を整備してく

ださい。 
また、異動する補助事業者が異動先の研究機関において当該設備の使用を希望し、かつ、当該設備の購入

経費を支出した補助事業者全員が同意した場合には、研究機関が定める「定め」に基づき、共用設備の返還

を行い、当該補助事業者の異動先研究機関に共用設備を移すこともできます。  
 

※「研究期間終了後５年」は制度が求める最低限の基準であり、それ以降の移設を認めない趣旨ではありま

せん。研究期間終了後６年目以降についても、研究機関の定めに基づいて適切に取り扱ってください。 
※最終年度に繰越申請が認められた場合は、当初の最終年度ではなく「繰越後の研究期間終了後５年」が対

象となります。 
※本取扱いが適用されるのは異動先の研究機関が科研費指定機関である場合です。異動先が科研費指定機

関以外の場合には、研究機関の定めに基づいて適切に取り扱ってください。 
 

 ＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【所属機関変更時の設備等の返還】 

3-29 設備等の寄付を行った研究代表者又は研究分担者が、研究課題の研究期間中に他の研究機関に所属することとなる

場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が、新たに所属することとなる研究機関において当該設備等を使用す

ることを希望する場合には、当該設備等を研究代表者又は研究分担者に返還すること。ただし、共用設備については

寄付を行った研究代表者及び研究分担者全員が同意した場合に限る。研究課題の研究期間終了後５年間も同様とする

（令和２(2020)年度以降に購入する設備等に限る）。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【所属機関変更時の設備等の返還】 

3-24 設備等の寄付を行った研究代表者又は研究分担者が、補助事業期間中に他の研究機関に所属することとなる場合で

あって、当該研究代表者又は研究分担者が、新たに所属することとなる研究機関において当該設備等を使用すること

を希望する場合には、当該設備等を研究代表者又は研究分担者に返還すること。ただし、共用設備については寄付を

行った研究代表者及び研究分担者全員が同意した場合に限る。補助事業期間終了後５年間も同様とする（令和２(2020)

年度以降に購入する設備等に限る）。 
  

研
究
代
表
者 

研
究
分
担
者 

変
更
前
の 

研
究
機
関 

①返還を希望する旨の意思伝達 

変
更
後
の 

研
究
機
関 

②設備等を返還 

③設備等の寄付 
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 １３ 設備等に係る事務 

   (4) 利子及び為替差益の譲渡の受入 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 直接経費から生じた利子及び為替差益は、原則、所属する研究機関に譲渡しなければならないとしている

ので、これを受け入れてください。 

 

２ 利子及び為替差益の譲渡の受入に係る研究機関ごとの具体的なルールについては、４０頁の「定め」の中

に規定しておく等の方法により、所有権を有する研究者との間で問題が生じないよう配慮してください。 

 

３ 所属する研究機関に譲渡できない場合は、例えば、決済用預金等の利息のつかない口座で管理するなどの

対応が考えられますが、不明な点がある場合には、日本学術振興会に相談してください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【利子及び為替差益の譲渡の受入】 

3-30 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、所属する研究機関に譲渡しな

ければならないこととしているので、これを受け入れること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【利子及び為替差益の譲渡の受入】 

3-25 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、所属する研究機関に譲渡しな

ければならないこととしているので、これを受け入れること。 
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機
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利子及び為替差益の譲渡 
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 １３ 設備等に係る事務 

   (5) 収入の返還 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 実績報告書の提出後に収入があった場合には、これを日本学術振興会に返還してください。 

 
２ 「収入」とは、補助事業期間内に使用した経費（例：研究実施場所借り上げに要する敷金など）が返還さ

れる場合などであり、研究の成果により得られる利益は含まれません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【収入の返還】 

3-31 実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合に、これを日本学術振興会に返還すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【収入の返還】 

3-26 実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合に、これを日本学術振興会に返還すること。 
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①収入があった旨を連絡 

②収入があった旨を連絡 

⑤収入を返還 

④収入に対しての返還通知の伝達 
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③収入に対しての返還の通知 
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１４ 実施状況報告書の提出に係る手続（基金分） 

 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜注意事項＞ 
 
１ 科研費（基金分）は、最終年度を除く毎年度、当該年度の研究実績や研究の進捗状況（現在までの達成度

等）を記載する「実施状況報告書」を提出する必要があります。なお、本報告書は、毎年度３月末時点での

支出状況（当該年度中に納品等が完了し、支出が確定している額について含めても構いません。）に基づいて

報告してください。 
 

※ 毎年度の年度末に未使用額がある場合には、「実施状況報告書」により、当該未使用額及び当該未使用額

が生じた状況、次年度における未使用額の使用計画（翌年度に請求する研究費と合わせた使用計画）を報

告してください。 
 
２ 「実施状況報告書」の提出様式・提出期限は、次のとおりです。 
 

研 究 種 目 
実施状況報告書 

提出様式 実施状況報告書の提出期限 

基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野
研究」の研究課題） 
基盤研究（Ｃ） 
挑戦的研究（開拓） 
挑戦的研究（萌芽） 
挑戦的萌芽研究 
若手研究（Ｂ） 
若手研究 
研究活動スタート支援 
特別研究促進費 
国際共同研究加速基金（国際活動支援
班、帰国発展研究※） 

Ｆ－６－１ 
Ｆ－７－１ 

翌年度の５月３１日 

      ※国際共同研究加速基金（帰国発展研究）の提出様式は電子申請システムに対応しておりません。 
 
３ 最終年度に補助事業期間を延長した場合には、当初「実績報告書」を提出する時期（延長した年度の５月

３１日）に「実施状況報告書」を提出し、延長した年度の翌年度に「実績報告書」を提出する必要がありま

す。 
 
４ 研究代表者が年度途中に所属する研究機関を変更した場合、当該年度に係る「実施状況報告書」は、原則

として変更後の研究機関が提出してください。 
また、４月１日付で所属する研究機関を変更した場合には、前年度の「実施状況報告書」の提出は変更前

の研究機関が行ってください。 
 

 ５ 産前産後の休暇又は育児休業の取得により研究を中断していた年度であっても、その旨を記載した実施状

況報告書の提出が必要です。 
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代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①実施状況報告書の提出 

基金分（様式 F-6-1､F-7-1） 
②実施状況報告書等の提出 

基金分（様式 F-6-1､F-7-1） 
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＜参照＞ 

「（基金分）機関使用ルール」 

【実施状況報告等に係る手続】 

3-18 各補助事業について、研究計画最終年度を除く各年度終了後、翌年度の５月３１日までに、研究代表者が作成する

様式Ｆ－６－１「実施状況報告書（収支状況報告書）」及び様式Ｆ－７－１「実施状況報告書（研究実施状況報告書）」

を取りまとめ、日本学術振興会に提出すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究 ）」については、上記「3-18」に代えて下記「3-18-1」のとおりとす

る。 
 
【実施状況報告等に係る手続】 
3-18-1 各補助事業について、研究計画最終年度を除く各年度終了後、翌年度の５月３１日までに、研究代表

者が作成する様式Ｆ－６－１「実施状況報告書（収支状況報告書）」（様式Ｅ－３－１「収支状況報告書（表

紙）」を添える。）及び様式Ｆ－７－１「実施状況報告書（研究実施状況報告書）」（様式Ｅ－４－１「研究

実施状況報告書（表紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術振興会に提出すること。 
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 １５ 実績報告書の提出に係る手続 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 各研究機関は、研究代表者が補助事業期間全体の収支決算と当該補助事業の研究の成果等について記載し

た「実績報告書」を提出する必要があります。 
 
２ 実績報告書の提出様式・提出期限は、次のとおりです。 

研 究 種 目 
実績報告書 

提出様式 実績報告書の提出期限 

＜補助金分＞ 

特別推進研究 

新学術領域研究 

学術変革領域研究 

基盤研究（Ｓ） 

基盤研究（Ａ） 

基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究

課題を除く。） 

若手研究（Ａ） 

特別研究員奨励費 

Ｃ－６ 

Ｃ－７－１ 
翌年度の５月３１日 

＜基金分＞ 

基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分野研究」の研究

課題） 

基盤研究（Ｃ） 

挑戦的萌芽研究 

挑戦的研究（開拓） 

挑戦的研究（萌芽） 

若手研究（Ｂ） 

若手研究 

研究活動スタート支援 

国際共同研究加速基金（国際活動支援班、帰国発展

研究※） 

特別研究促進費 

Ｆ－６－２ 

Ｆ－７－２ 

補助事業期間終了後 

翌年度の５月３１日 

研究成果公開促進費※ 

（データベース） 

Ｂ－３ 

Ｃ－５６－３ 

サンプル 

翌年度の５月３１日 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①実績報告書の提出 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（様式 F-6-2､F-7-2） 

研究成果公開促進費（データベー

ス）（様式 C-56-3） 

研究成果公開促進費（学術図書） 

（様式 C-56-2､C-62） 

②実績報告書の提出 

補助金分（様式 C-6､C-7-1） 

基金分（様式 F-6-2､F-7-2） 

研究成果公開促進費（データベース） 

（様式 B-3､C-56-3） 

研究成果公開促進費（学術図書） 

（様式 B-3､C-56-2､C-62） 
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研究成果公開促進費※ 

（学術図書） 

Ｂ－３ 

Ｃ－５６－２ 

Ｃ－５３－１ 

Ｃ－５３－２ 

Ｃ－６２ 

刊行物一式 

事業完了後６１日以内又は実施

年度の３月１０日のいずれか早

い日 

     ※国際共同研究加速基金（帰国発展研究）・研究成果公開促進費の提出様式は電子申請システムに対応しておりません。 

 
３ 研究代表者が年度途中に所属する研究機関を変更した場合、当該年度に係る「実績報告書」は、原則とし

て変更後の研究機関が提出してください。 
  また、４月１日付けで所属する研究機関を変更した場合には、前年度の「実績報告書」の提出は変更前の

研究機関が行ってください。 
 
４ 科研費の使用を終了した後、研究代表者が所属する研究機関を変更した場合には、「変更後の研究機関」

は、当該研究代表者及び「変更前の研究機関」に、実績報告書の提出をどちらの機関から行うかについて相

談してください（５７頁参照）。 
「変更後の研究機関」で「実績報告書」を提出する場合には、「変更後の研究機関」は様式Ｃ－１０－１又

は様式Ｆ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」を速やかに日本学術振興会に提出してください（５

７頁参照）。また、「変更後の研究機関」は、「変更前の研究機関」から、関係書類の写し等を送付してもらい、

保管してください（１６１頁参照）。 
「変更前の研究機関」で「実績報告書」を提出する場合には、様式Ｃ－１０－１又は様式Ｆ－１０－１「研

究代表者所属研究機関変更届」の提出及び関係書類の写し等の送付は不要です。 
なお、繰越課題についても同様の手続が必要となります。 

 
５ 実績報告書作成時に応募資格を喪失している研究代表者には、科研費応募資格喪失者専用のＩＤ・パスワ

ードが必要ですので、電子申請システムの操作手引きを参照して発行してください。 
 
６ 研究機関は、研究代表者の死亡等により、実績報告書が作成できない補助事業がある場合には、下記のと

おりとし、提出前に日本学術振興会に連絡して「実績報告書」の様式の提供を受け、下記のとおり作成して

提出してください。 
・ 様式Ｃ－６、様式Ｆ－６－２：研究機関が作成 

（備考欄に「○月○日死亡」と記入してください。） 
・ 様式Ｃ－７－１、様式Ｆ－７－２：原則、研究分担者が作成 

（研究分担者がいない場合には、研究代表者の所属研究機関代表者名により、その旨を記した文書を

提出してください。（Ａ４縦、様式自由）） 
 
７ 間接経費使用実績の報告については、１２９頁を参照してください。 

 
８ 科研費（補助金分）において補助事業を翌年度に延長する場合に提出する様式Ｃ－１７－１「実績報告書

（収支決算報告書（２））」については、１３７頁を参照してください。 
 
９ 年度の途中で補助事業が完了した研究課題についても、実績報告書の提出期限は通常の実績報告書の提出

期限（補助事業期間終了後の翌年度の５月３１日）と同様です。やむを得ない事由により補助事業期間内に

実績報告書の作成を希望する場合には、事前に日本学術振興会に相談してください。 

 

10 実績報告書の提出を受けて、額の確定が行われます（１６０頁参照）。未使用の科研費がある補助事業につ

いては、額の確定を通知する際（８月頃）に科研費の返還を命じます。 
 
11 未使用の科研費を返還しても、その後の審査や交付で、不利益な扱いを受けることはありません。 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【実績報告等に係る手続】 

3-22 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

①実績報告書の提出 

各補助事業について、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承認を得た後６

１日以内）に、研究代表者が作成する、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告

書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。また、実績報告時に未使用の補助金が

生じた場合には、日本学術振興会に返還すること。 

 

3-23 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

①実績報告書の提出 

各補助事業について、その完了の後、６１日以内又は令和３(2021)年３月１０日のいずれか早い日までに、代表者

が作成する様式Ｃ－５６－２「実績報告書（研究成果公開促進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用計算書（研

究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙媒体と電子媒体双方で刊行する場

合））」、様式Ｃ－５３－２「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体のみで刊行する

場合））」、様式Ｃ－５３－３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜翻訳・校閲経費＞）」、様式Ｃ－６２

「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票の写し及び様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及

び「刊行物一式（翻訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・校閲後の原稿）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を

行うこと。ただし、補助事業の期間が延長された場合には、補助事業の完了の後、６１日以内又は令和４(2022)年３

月１０日のいずれか早い日までに、上記の手続を行うこと。 

また、補助事業の完了の後に行う実績の報告に伴い、日本学術振興会から関係書類の提出を求められた場合は、遅

滞なく関係書類を提出しなければならないこととされているので、その場合には、関係書類を取りまとめ、日本学術

振興会に提出すること。 

 

3-24 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

①実績報告書の提出 

各補助事業について、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承認を得た後６

１日以内）に、代表者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績報告書（研究成果公開促進費「データベース」）」（様式Ｂ－

３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成したデータベースから出力した任意の１０レコー

ド」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

また、補助事業の完了又は廃止の後に行う実績の報告に伴い、日本学術振興会から関係書類の提出を求められた場

合は、遅滞なく関係書類を提出しなければならないこととされているので、その場合には、関係書類を取りまとめ、

日本学術振興会に提出すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【実績報告等に係る手続】 

3-19 各補助事業について、研究計画最終年度の翌年度の５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承

認を得た後６１日以内）に、研究代表者が作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｆ－７

－２「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。また、実績報告時に未

使用の助成金が生じた場合には、日本学術振興会に返還すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「3-19」に代えて下記「3-19-1」のとおりとする。 
 
【実績報告等に係る手続】 
3-19-1  各補助事業について、研究計画最終年度の翌年度の５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、

当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、研究代表者が作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算

報告書）」（様式Ｅ－３－２「収支決算報告書（表紙）」を添える。）及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研

究実績報告書）」（様式Ｅ－４－２「研究実績報告書（表紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術振興会

に実績報告を行うこと。また、実績報告時に未使用の助成金が生じた場合には、日本学術振興会に返還す

ること。 
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 １６ 額の確定に係る手続 

 

 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 補助金分は単年度ごとに交付決定が行われるため、単年度ごとに額の確定を行います。基金分は複数年度

分をまとめて交付決定するため、補助事業期間終了後に研究期間全体の額の確定を行います。 
 
２ 額の確定は「実績報告書」の提出（１５７頁参照）を受けて行われます。 

 
３ 未使用の科研費がある場合には、額の確定を通知する際に科研費の返還を命じますので、それまでの間、

未使用の科研費を適切に保管してください。科研費の返還に当たって、「実績報告書」の提出以外の特別な手

続は必要ありません。 
 
４ 未使用の科研費を返還しても、その後の審査や交付で、不利益な扱いを受けることはありません。 

  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①額の確定通知書の送付 

②額の確定通知書の伝達 
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 １７ 関係書類の整理・保管等 

 

 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費では、一定期間（科研費（補助金分）は交付を受けた年度終了後の５年間、科研費（基金分）は補

助事業期間終了後の５年間）関係書類（次頁参照）を保管する必要があります。 
 
２ 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類は当該直接経費を執行した研究機関が保管してくださ

い（研究者が異動した場合などに全ての関係書類の写し等を他の研究機関へ送付する必要はありません。）。 
 
３ 「③科研費の使用に関する書類」のうち「収支簿」は様式Ｂ－１又は様式Ｅ－１を用いますが、その他に

ついては、様式の定めはありません。研究機関において会計検査等に対応できるよう、適切な様式を定めて

ください。 
 
４ 分担金の管理をしていた研究機関（研究分担者が所属する研究機関）は、当該分担金に係る関係書類を保

管してください。また、収支簿等の収支状況が分かる書類の写しを研究代表者の所属する研究機関に送付し

てください。 
 
５ 次の場合において、「変更前の研究機関」は、管理していた科研費に係る関係書類の写し等を「変更後の研

究機関」に送付してください。 
 

〔研究代表者に関する変更〕 参 照 

送付する 

関係書類の写し

等 

 

研究代表者が所属する研究機関を変更する場合 ５７頁 
Ａ・Ｂ 

Ｃ・Ｈ 

研究代表者の応募資格の喪失等の事由により、異なる研究機関に所属

する研究者に研究代表者を交替する場合 
６１頁 

Ａ・Ｂ 

Ｃ・Ｈ 

「特別研究員」が研究に従事していた研究機関と異なる研究機関にお

いて応募資格を有する研究者となる場合 
６８頁 

Ａ・Ｂ 

Ｃ・Ｈ 

研究代表者が欠けたことにより、異なる研究機関に所属する研究者に

研究代表者を変更する場合 
７１頁 

Ａ・Ｂ 

Ｃ・Ｈ 

    

〔研究分担者に関する変更〕 参 照 

送付する 

関係書類の写し

等 

 

研究分担者が所属する研究機関を変更する場合 ９３頁 Ｃ・Ｈ 

「外国人特別研究員」が研究に従事していた研究機関と異なる研究機

関において応募資格を有する研究者となる（外国人特別研究員でなく

なる）場合 

１００

頁 

Ａ・Ｂ 

Ｃ・Ｈ 

 
※ 上記表の送付する関係書類はあくまで目安ですので、研究機関間の調整の結果、これ以外の書類を送

付しても差し支えありません。 
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関係書類の区分 

関 係 書 類 区分 

①日本学術振興会に提出した書類の写し等 Ａ 

②日本学術振興会から送付された書類 Ｂ 

③
科
研
費
の
使
用
に
関
す
る
書
類 

1) 

直
接
経
費 

ｱ 収支簿 Ｃ 

ｲ 預貯金通帳等 Ｄ 

ｳ 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類 
（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、
出張依頼書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など） 

Ｅ 

2) 

間
接
経
費 

ｱ 間接経費が適切に使用されたことを証明する書類 
（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、
出張依頼書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など） 

Ｆ 

ｲ 各研究代表者及び研究分担者からの間接経費の譲渡を記録した書類 Ｇ 

ｳ 各研究代表者及び研究分担者への間接経費の返還を記録した書類 Ｈ 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【関係書類の整理・保管】 

7-3 次の関係書類を整理し、補助事業期間終了後５年間保管しておくこと。 

①日本学術振興会に提出した書類の写等 

②日本学術振興会から送付された書類 

③補助金の使用に関する書類 

1) 直接経費 

ｱ 収支簿 

ｲ 預貯金通帳等 

ｳ 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類 

（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、出張依頼書、出張報告書、出勤簿、

会議録、送金記録など） 

2) 間接経費 

ｱ 間接経費が適切に使用されたことを証明する書類 

（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、出張依頼書、出張報告書、出勤簿、

会議録、送金記録など） 

ｲ 各研究代表者及び研究分担者からの間接経費の譲渡を記録した書類 

ｳ 各研究代表者及び研究分担者への間接経費の返還を記録した書類 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【関係書類の整理・保管】 

7-3 次の関係書類を整理し、補助事業期間終了後５年間保管しておくこと。 

①日本学術振興会に提出した書類の写等 

②日本学術振興会から送付された書類 

③助成金の使用に関する書類 

1) 直接経費 

ｱ 収支簿 

ｲ 預貯金通帳等 

ｳ 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類 

（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、出張依頼書、出張報告書、出勤簿、

会議録、送金記録など） 

2) 間接経費 

ｱ 間接経費が適切に使用されたことを証明する書類 

（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、出張依頼書、出張報告書、出勤簿、

会議録、送金記録など） 

ｲ 各研究代表者及び研究分担者からの間接経費の譲渡を記録した書類 

ｳ 各研究代表者及び研究分担者への間接経費の返還を記録した書類 
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１８ 研究成果報告書等の提出に係る手続 

(1) 「研究成果報告書」の提出に係る手続 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１  各研究機関は、研究代表者が当該補助事業の研究の成果について記載した様式Ｃ－１９又は様式Ｆ－１９

－１「研究成果報告書」を研究期間終了後の翌年度の６月３０日までに、日本学術振興会に提出してくださ

い。なお、翌年度の６月３０日までに「研究成果報告書」を提出していない場合には、科研費の執行を停止

してください。未提出の場合の対応については、１６７頁を参照してください。 

  

 ２ 研究成果報告書の提出様式は、次のとおりです。 

研 究 種 目 提出様式 

補
助
金
分 

特別推進研究 

基盤研究（Ｓ） 

基盤研究（Ａ） 

基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分

野研究」の研究課題を除く。） 

若手研究（Ａ） 

Ｃ－１９ 

新学術領域研究 

学術変革領域研究

（Ａ） 

計画研究

（総括班） 

Ｂ－１２ 

Ｃ－１８ 
Ｃ－１９ 

計画研究 Ｃ－１９ 

公募研究 提出不要（※） 

学術変革領域研究

（Ｂ） 

計画研究

（総括班） 

Ｂ－１２ 

Ｃ－１８ 
Ｃ－１９ 

計画研究 Ｃ－１９ 

補助金分（様式 C-19） 

基金分（様式 F-19-1） 研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 ※提出期限までに研究成果報告書等の提出

がない場合、提出するまで執行停止 

①研究成果報告書の提出 ②研究成果報告書の提出 

補助金分（様式 C-19） 

基金分（様式 F-19-1） 
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基
金
分 

基盤研究（Ｂ）（応募区分「特設分

野研究」の研究課題） 

基盤研究（Ｃ） 

挑戦的萌芽研究 

挑戦的研究（開拓） 

挑戦的研究（萌芽） 

若手研究（Ｂ） 

若手研究 

研究活動スタート支援 

国際共同研究加速基金（国際活動支

援班、帰国発展研究） 

特別研究促進費 

Ｆ－１９－１ 

 

※ 新学術領域研究（公募研究）及び学術変革領域研究（Ａ）（公募研究）の研究成果は、領域代表者が提

出する様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」に含めるため、新学術領域研究（公募研究）及び学術

変革領域研究（Ａ）（公募研究）の研究代表者は様式Ｃ－１９「研究成果報告書」の提出は不要です。 

 

３ 研究計画最終年度前年度の応募研究課題の採択に伴って、その基となった継続研究課題を辞退又は廃止

する場合は、当該継続研究課題の「研究成果報告書」を提出する必要があります。この場合の「研究成果

報告書」の提出期限は、当該継続研究課題の最終年度の翌年度（研究計画最終年度前年度の応募研究課題

が採択された年度の翌年度）の６月３０日までとなります。 

 

４ 「新学術領域研究」及び「学術変革領域研究」の領域代表者は、様式Ｃ－１９「研究成果報告書」に加え、

様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」の提出も必要です。提出については、１６６頁を参照してくだ

さい。 

 

５ 研究期間最終年度の途中で補助事業が完了した研究課題の「研究成果報告書」の提出期限も、通常の「研

究成果報告書」の提出期限（研究期間終了後の翌年度の６月３０日）と同様です。やむを得ない事由により

研究期間内に「研究成果報告書」の作成を希望する場合には、事前に日本学術振興会に相談してください。 

 

６ 研究代表者が怪我や病気等の特段の理由で「研究成果報告書」が提出できない場合には、事前に日本学術

振興会に連絡してください。なお、多忙、特許出願、データ取りまとめなどは、理由として認められません。 

 

７ 科研費においてどのような研究成果が生み出されたかを広く国民が容易に知ることができるようにする

ため、平成３０(2018)年度（令和元(2019)年６月提出分）から、「研究成果報告書」に、補助事業で得られた

成果の学術的意義や社会的意義について分かりやすく記載する「研究成果の学術的意義や社会的意義」欄を

新たに設けました。 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研究成果報告に係る手続】 

3-25 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特

別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

①研究成果報告書等の提出 

「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領域研究」の計画研究、「基盤研究」

及び「若手研究」の研究課題について、研究計画の最終年度の翌年度の６月３０日までに、研究代表者が作成する、

様式Ｃ－１９「研究成果報告書」により日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

特段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまとめられない場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ

－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に提出し、研究成果の取りまとめができ次第速やかに、研究代表者が

作成する研究成果報告書により日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴い、辞退又は廃止することとなった最終年度に当

たる研究課題の研究の成果については、研究代表者が作成する様式Ｃ－１９「研究成果報告書」により、日本学術

振興会に成果報告（提出期限は、辞退又は廃止することとなった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０日まで）

を行うこと。 
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 「（基金分）機関使用ルール」 

【研究成果報告に係る手続】 

3-20 研究成果報告に係る次の手続を行うこと。 

①研究成果報告書等の提出 

研究代表者が作成する、様式Ｆ－１９－１「研究成果報告書」により、研究計画の最終年度の翌年度の６月３０

日までに、日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

特段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまとめられない場合には、研究代表者が作成する様式Ｆ

－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に提出し、研究成果の取りまとめができ次第速やかに、研究代表者が

作成する研究成果報告書により、日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴い、廃止することとなった最終年度に当たる研究

課題の研究の成果については、研究代表者が作成する、様式Ｆ－１９－１「研究成果報告書」により、日本学術振

興会に成果報告（提出期限は、廃止することとなった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０日まで）を行うこと。 
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１８ 研究成果報告書等の提出に係る手続 

   (2) 「新学術領域研究」、「学術変革領域研究」の研究領域 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 各研究機関は、研究領域の研究期間終了後（※）、領域代表者が科研費により実施した研究領域内の各研究

課題（公募研究を含む。）の成果について記載した「研究成果報告書（研究領域）」を研究領域の研究期間終

了年度の翌年度の６月３０日までに、日本学術振興会に電子データで提出してください。なお、研究領域の

研究期間終了年度の翌年度の６月３０日までに「研究成果報告書（研究領域）」を提出していない場合には、

科研費の執行を停止してください。未提出の場合の対応については、１６７頁を参照してください。 

 

※ 新学術領域研究については、研究期間終了後に、「成果取りまとめ」研究課題に採択されている場合は、

当該研究課題の研究終了後になります。また、研究期間の最終年度に研究領域内のいずれかの計画研究課

題が繰越を行った場合には、当該研究課題の研究終了後になります。 
 
２ 領域代表者が怪我や病気等の特段の理由で「研究成果報告書（研究領域）」が提出できない場合には、事前

に日本学術振興会に連絡してください。なお、多忙、データ取りまとめなどは、理由として認められません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 
【研究成果報告に係る手続】 

3-25 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」及び「特
別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 
③「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」に係る研究成果報告書（研究領域）等の提出 
研究領域の研究期間終了後又は「成果取りまとめ」の研究課題の研究終了後の翌年度の６月３０日までに、領域代

表者（総括班研究課題の研究代表者）が、研究領域内の各研究課題（公募研究を含む。）の補助事業の成果を取りまと
めた上で作成する、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」（様式Ｂ－１２「新学術領域研究（研究領域提案型）
及び学術変革領域研究研究成果報告書等提出届」を添える。）により、日本学術振興会に成果報告を行うこと（様式
Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」は、電子データで提供すること。）。特段の理由があって上記の提出期限まで
に報告書を取りまとめられない場合には、領域代表者が作成する、様式Ｃ－２３「研究成果報告書提出延期届」（様
式Ｂ－１２「新学術領域研究（研究領域提案型）及び学術変革領域研究研究成果報告書等提出届」を添える。）を日本
学術振興会に提出し、研究成果の取りまとめができ次第速やかに、領域代表者が作成する、上記報告書等により日本
学術振興会に成果報告及び届出を行うこと。 

領
域
代
表
者 

研
究
機
関 

※提出期限までに研究成果報告書（研究領

域）等の提出がない場合、提出するまで

執行停止 

①研究成果報告書（研究領域）の提出 

補助金分（様式 C-18） 
 

日
本
学
術
振
興
会 

②研究成果報告書（研究領域）等の提出 

補助金分（様式 B-12､C-18） 
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１８ 研究成果報告書等の提出に係る手続 

   (3) 研究成果報告書等が未提出の場合 
 

＜事務の流れ＞ 

（補助事業Ａに係る研究成果報告書等の未提出者が、補助事業Ｂに研究代表者として採択され、 

補助事業Ｃに研究分担者として参画している場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 研究成果報告書等を研究期間終了年度の翌年度の６月３０日までに提出していない研究代表者（以下「研

究成果報告書等未提出者」という。）は、研究期間終了年度の翌年度の７月１日から研究成果報告書等の提出

が日本学術振興会により確認されるまでの間、他の補助事業であっても、研究費を執行することは認められ

ませんので、研究機関は研究費の執行を停止してください。 

また、その補助事業に研究分担者（上の図㋐）がいる場合には、当該研究分担者が所属する研究機関にそ

の旨を連絡し、分担金の執行の停止を求めてください。 

 

２ 研究成果報告書等未提出者が研究分担者として別の補助事業の配分を受けている場合は、その分担金の執

行を停止するとともに、研究代表者（上の図㋑）が所属する研究機関に分担金が執行できない旨を連絡して

ください。また、分担金を執行できない旨の連絡を受けた研究機関は研究代表者（上の図㋑）へ連絡してく

ださい。 

 

３ 研究成果報告書等の未提出に伴い、他の補助事業の執行を停止することで、研究目的の達成が困難と考え

られる場合には、補助事業を廃止してください。 

 

４ 「研究経過報告書」又は「研究成果報告書延期届」を提出すれば、研究成果報告書が未提出であっても研

究費を執行することはできますが、研究成果報告書が文部科学省又は日本学術振興会が別に指示する期日ま

でに提出されない場合には、翌年度の補助事業の交付内定等を行いません（例えば、Ｎ年度が研究計画の最

終年度の研究課題に係る研究成果報告書を文部科学省又は日本学術振興会が別に指示する（Ｎ＋１）年度の

期日までに提出されない場合には、（Ｎ＋２）年度の交付内定等を行いません。）。 

・科研費（補助金分）の場合には、新規の研究課題か継続の研究課題かにかかわらず交付内定を行いませ

ん。 

・科研費（基金分）の場合には、新規の研究課題は交付内定を行わず、継続の研究課題は研究費の支払を

行いません。 
 

５ 文部科学省又は日本学術振興会が本来の提出期限とは別に指示する期日までに、研究成果報告書を提出し

ない場合、研究成果報告書を提出していない補助事業及び研究費の執行を停止していた他の補助事業の交付

決定を取消し、科研費の返還を命じるとともに、所属する研究機関の名称等の情報を公表する場合がありま

す。 

 

 

補助事業Ａの成果報告書等未提出者 

補助事業Ｂの研究代表者 

補助事業Ｃの研究分担者 

㋑ 
補助事業Ｃの 
研究代表者 

㋐ 
補助事業Ｂの 
研究分担者 

補助事業Ｃの 

研究代表者の 

所属研究機関 

補助事業Ｂの 

研究分担者の 

所属研究機関 

研究成果報告書等未提出者の 

所属研究機関 

① 分担金の執行停止

の連絡 

① 分担金が執行 

できない旨の連絡 

① 執行停止 ② 執行停止 ② 連絡 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研究成果報告に係る手続】 

3-25 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤研究」、「挑戦的研究」、「若手研究」及び「特別研究

員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 

②研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い 

研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、様式Ｃ－４１、様式Ｆ－

１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４

２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、上記報告書を日本学術

振興会に提出するまで、研究代表者及び研究分担者が実施する補助事業の執行を停止すること（文部科学省又は日本

学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこと。）。 

研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、様式Ｃ－４１、様式Ｆ－

１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４

２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、上記報告書を日本学術

振興会に提出するまで、研究分担者が実施する補助事業の執行を停止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別

に指示した場合は、その指示に従うこと。）。 

④「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」に係る研究成果報告書（研究領域）等が未提出の

場合の取扱い 

研究代表者が、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」又は様式Ｃ－２３「研究成果報告書提出延期届」を提

出期限までに提出しない場合には、上記報告書等を日本学術振興会に提出するまで、研究代表者及び研究分担者が実

施する補助事業の執行を停止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこ

と。）。 

研究分担者が、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」又は様式Ｃ－２３「研究成果報告書提出延期届」を提

出期限までに提出しない場合には、上記報告書等を日本学術振興会に提出するまで、研究分担者が実施する補助事業

の執行を停止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこと。）。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【研究成果報告に係る手続】 

3-20 研究成果報告に係る次の手続を行うこと。 

②研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い 

研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、様式Ｃ－４１、様式

Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様

式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、上記報告

書を日本学術振興会に提出するまで、研究代表者及び研究分担者が実施する補助事業の執行を停止すること（文

部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこと。）。 

研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、様式Ｃ－４１、様式

Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様

式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、上記報告

書を日本学術振興会に提出するまで、研究分担者が実施する補助事業の執行を停止すること（文部科学省又は日

本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこと。）。 
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 １８ 研究成果報告書等の提出に係る手続 

   (4) 研究成果発表における謝辞の記載と研究成果発表報告等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 研究機関は、研究者が科研費により得た研究成果を発表する場合には、科研費により助成を受けたことを

必ず表示すること、また、論文の Acknowledgment（謝辞）に、「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題

番号」を必ず含めることを研究者に対し十分周知してください。研究期間終了後であっても同様に、表示又

は記載する必要があります。 

  「挑戦的研究（開拓）」及び「研究活動スタート支援」については、それぞれ、令和２(2020)年度、令和元

(2019)年度に基金化されたため、同一の研究課題において、基金化前の補助金の課題番号（番号の三桁目が

「Ｈ」）と、基金化後の基金の課題番号（番号の三桁目が「Ｋ」））の２種類の課題番号がある場合がありま

す。この場合、謝辞に記載する課題番号には、原則最新の課題番号である基金の課題番号を使用してくださ

い。ただし、当該研究成果が基金化前の成果である場合は補助金の課題番号を使用しても構いません。 

 

２ 「特別研究員奨励費」の課題番号は、交付決定通知書に記載された課題番号を用いてください。特別研究

員の「受付番号」や外国人特別研究員の「フェローシップ ID」とは異なりますのでご留意ください。 

 

３ 以下の場合についても、科研費による助成を受けた旨を記載するよう併せて周知してください。 

・研究協力者が主たる著者である成果物（単著論文等） 

・海外の研究者の招へいあるいはセミナー・研究集会等の開催を行ったことによる海外の研究者の成果物 

 

※ 研究成果以外でも、例えば研究集会等の開催時には、科研費の助成を受けた旨を明示してください。 

 

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

①研究成果発表報告書 

     の提出 
②研究成果発表報告書 

     の提出 

補助金分（様式 C-24） 

基金分（様式 F-24） 
補助金分（様式 C-24） 

基金分（様式 F-24） 
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４ 研究成果発表における Acknowledgment（謝辞）の記載例は以下のとおりです。 

 
５ 研究代表者が、補助事業の成果について、研究期間終了時の「実績報告書（研究実績報告書）」の提出後

に、書籍、雑誌等において発表を行った場合、又は産業財産権を取得した場合には、その都度、「研究成果発

表報告書」により日本学術振興会に報告してください。 
 
６ 研究成果発表における各研究種目等の英訳は以下のとおりです。 

※ 文部科学省  The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) 

※ 独立行政法人日本学術振興会  Japan Society for the Promotion of Science (JSPS) 

 
 

研 究 種 目 等 英  訳  名 

科研費 KAKENHI（Grants-in-Aid for Scientific Research） 

 特別推進研究  Grant-in-Aid for Specially Promoted Research 

 特定領域研究  Grant-in-Aid for Scientific Research on Priority Areas 

 新学術領域研究  Grant-in-Aid for Scientific Research on Innovative Areas 

 学術変革領域研究(A)､(B)  Grant-in-Aid for Transformative Research Areas (A)or(B) 

 基盤研究(S)､(A)､(B)､(C)  Grant-in-Aid for Scientific Research (S)or(A)or(B)or(C) 

 萌芽研究  Grant-in-Aid for Exploratory Research 

 挑戦的萌芽研究  Grant-in-Aid for Challenging Exploratory Research 

 挑戦的研究（萌芽）（開拓） 
 Grant-in-Aid for Challenging Research (Pioneering) or 

(Exploratory) 

 若手研究(S)､(A)､(B)  Grant-in-Aid for Young Scientists (S)or(A)or(B) 

 若手研究  Grant-in-Aid for Early-Career Scientists 

 若手研究(スタートアップ)  Grant-in-Aid for Young Scientists (Start-up) 

 研究活動スタート支援  Grant-in-Aid for Research Activity Start-up 

 特別研究促進費  Grant-in-Aid for Special Purposes 

 研究成果公開促進費  Grant-in-Aid for Publication of Scientific Research Results 

 特別研究員奨励費  Grant-in-Aid for JSPS Fellows 

 学術創成研究費  Grant-in-Aid for Creative Scientific Research 

国際共同研究加速基金 Fund for the Promotion of Joint International Research 

国際共同研究強化(A)､(B) Fostering Joint International Research (A)or(B) 

国際活動支援班 International Activities Supporting Group 

帰国発展研究 Home-Returning Researcher Development Research 

・文部科学省から交付を受けた科研費の場合： 

    MEXT KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号 

・日本学術振興会から交付を受けた科研費の場合 

  JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号 

 

○記載例は次のとおりです 

・論文に関する科研費が一つの場合（課題番号「12K34567」） 

   【英文】：This work was supported by JSPS KAKENHI Grant Number JP12K34567. 

  【和文】：本研究は JSPS 科研費 JP12K34567 の助成を受けたものです。 

・論文に関する科研費が複数（三つ）の場合（課題番号「xxxxxxxx」、「yyyyyyyy」、「zzzzzzzz」） 

   【英文】：This work was supported by JSPS KAKENHI Grant Numbers JPxxxxxxxx,JPyyyyyyyy,JPz

zzzzzzz. 

  【和文】：本研究は JSPS 科研費 JPxxxxxxxx,JPyyyyyyyy,JPzzzzzzzz の助成を受けたものです。 

 

※Acknowledgment（謝辞）に科研費により助成を受けた旨を記載する場合に、科研費（補助金分）、

科研費（基金分）を区別する必要はありません。 
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７ 科研費論文のオープンアクセス化への取組について 
  日本学術振興会は、論文のオープンアクセス化に関する実施方針を定めており、科研費論文も原則として

オープンアクセスとすることとしています。 
なお、著作権等の理由や、研究者が所属する研究機関のリポジトリがオープンアクセス化に対応できない

環境にある等の理由により、オープンアクセス化が困難な場合には、この限りではないとしています。 
 
「独立行政法人日本学術振興会の事業における論文のオープンアクセス化に関する実施方針」  

https://www.jsps.go.jp/data/Open_access.pdf 
 
８ 研究者情報の researchmap への登録について 
  researchmap（https://researchmap.jp/）は日本の研究者総覧として国内最大級の研究者情報データベー

スであり、登録した業績情報は、インターネットを通して公開が可能であるほか、e-Rad や多くの大学の教

員データベース等とも連携しており、政府全体でも更に活用していくこととされています。また、科研費の

審査において、researchmap 及び科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の掲載情報を必要に応じて

参照する取扱いとしていますので、researchmap への研究者情報の登録をするよう、研究者に十分周知願い

ます。 
 
９ 公正で誠実な研究活動の実施について 

科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成

果の公表等については、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者

個人に帰属します。 
なお、科研費による研究成果を広く一般に公表する場合等において、研究者個人の見解である旨を記載す

る際の記載例は次のとおりです。 
 
〈記載例〉 

【英文】Any opinions, findings, and conclusions or recommendations expressed in this 

material are those of the author(s) and do not necessarily reflect the views of the 

author(s)’ organization, JSPS or MEXT. 

【和文】本研究の成果は著者自らの見解等に基づくものであり、所属研究機関、資金配分機関及び国の

見解等を反映するものではありません。 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 
【研究成果発表に係る手続】 

3-26 研究成果を発表する場合には、次の手続を行うこと。 
①研究成果発表における謝辞の表示 

研究代表者及び研究分担者が、論文等により補助事業の成果を発表する場合には、論文等の謝辞に補助金の交
付を受けて行った研究の成果であること（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」）を必ず記載するよ
う、研究代表者及び研究分担者に周知すること。 
また、研究機関のホームページや広報誌において補助事業の成果を発表する場合には、その成果が補助金の交付

を受けて行った研究の成果であることを表示すること。 
②研究成果発表の報告 

研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画の最終年度の翌年度に様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実
績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、又は産業財産権を取得した場合には、その
都度、様式Ｃ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学術振興会に報告しなければならないこととしているの
で、これに関する事務を行うこと。 

 「（基金分）機関使用ルール」 
【研究成果発表に係る手続】 

3-21 研究成果を発表する場合には、次の手続を行うこと。 
①研究成果発表における謝辞の表示 

研究代表者及び研究分担者が、論文等により補助事業の成果を発表する場合には、論文等の謝辞に助成金の交
付を受けて行った研究の成果であること（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」）を必ず記載するよ
う、研究代表者及び研究分担者に周知すること。 
また、研究機関のホームページや広報誌において補助事業の成果を発表する場合には、その成果が助成金の交付

を受けて行った研究の成果であることを表示すること。 
②研究成果発表の報告 

研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画最終年度の翌年度に様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績
報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、又は産業財産権を取得した場合には、その都
度、様式Ｆ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学術振興会に報告しなければならないこととしているので、
これに関する事務を行うこと。 
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 １９ 科学研究費助成事業ロゴタイプ 

 

 

＜注意事項＞ 

 

科学研究費助成事業について広く社会に伝え、より一層の理解を得ることを目的として、科学研究費助成事

業ロゴタイプを制定しています。 

 

科研費に関する資料、刊行物等についてロゴの統一を図るとともに、採択研究課題の関係研究者に対しても

周知を図り、ホームページ、発表資料などにおける活用を促すこととしています。 

 

   ○ロゴタイプ 

  

       

※ ロゴタイプについては以下のホームページからダウンロードできます。 

 

文部科学省科研費ホームページ  ：https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1321563.htm 

日本学術振興会科研費ホームページ：https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/07_kakenhilogo/index_kakenhi_logo.html 

 

 

 

〔参考：科研費ロゴのイメージカラー（紫色）について〕 

紫色は、古来より高貴な色として扱われ、知的なイメージを持っています。科研費が助成の対象とする 

「学術研究」は、真理の探究という人類固有の知的欲求を源泉とし、あらゆる現象の真理や基本原理の発見

を目指して行われる知的創造活動です。社会の諸活動の基盤となる知の蓄積や新たな知を生み出し、人類社

会の発展に多大な貢献をする崇高なもので、紫色の持つイメージに合致するものです。 

また、学術、芸術、スポーツ分野の功労者に授与される紫綬褒章の受章者には、紫色の綬（リボン）が付

されたメダルが授与されることから、紫色は「学術研究」と大変馴染みの深い色です。 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (1) 経費管理・監査体制の整備 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 経費管理・監査体制の整備に当たっては、「機関使用ルール」に従って適切に事務を実施する観点に立ち、

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」及び平成１８年１１月２８日付け

文部科学省研究振興局長通知「科学研究費補助金に係る不正使用等防止のための措置について」を踏まえつ

つ、適切に対応してください。 

 

２ 機関使用ルールにおいては、以下の内容を求めています。 

 

① 物品費の支出等 

② 旅費及び人件費・謝金の支出等 

③ 経費管理・監査体制の整備 

④ 経費管理・監査の実施体制等の報告 

⑤ 科研費の適切な執行管理 

⑥ 経費管理担当者の報告 

⑦ 研修会・説明会の開催 

⑧ 内部監査の実施 

⑨ 不正使用及び不正受給に係る調査の実施等 

⑩ 不正使用及び不正受給に係る補助事業の執行停止 

⑪ 実地検査への協力 

⑫ 不正使用又は不正受給に伴う科研費の返還等 

⑬ 間接経費の削減 

⑭ 規程等の整備 

 

 
３ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」は、文部科学省のホームページ

（https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm）で確認できますので、必ず確認するとと

もに関係者に十分周知してください。 

 

〔参考〕「科学研究費補助金に係る不正使用等防止のための措置について（通知）」は、文部科学省のホーム

ページ（https://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/03/

27/1242604_001.pdf）で確認できます。 

 

 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【経費管理・監査体制の整備】 

4-1 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、経費管理・監査体制を整備す

ること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【経費管理・監査体制の整備】 

4-1 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、経費管理・監査体制を整備す

ること。 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (2) 経費管理・監査の実施体制等の報告 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価

チェックリスト」は、「科学研究費助成事業 -科研費- 公募要領」又は「科学研究費助成事業 -科研費- 募

集要項」に規定する期日までに提出してください。詳細については毎年度の「科学研究費助成事業 -科研費

- 公募要領」又は「科学研究費助成事業 -科研費- 募集要項」を参照してください。チェックリストの提出

がない場合には、当該研究機関に所属する研究者への交付決定を行いません。 

 

２ チェックリストの内容を確認した結果、改善が必要な場合には、改善事項を研究機関に指導します。 

 

３ 文部科学省・日本学術振興会による経費管理体制等についての改善の指導に対し、改善が図られない状態

が継続する場合には、間接経費の減額の措置をとる場合があります。 

 

４ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」において、「情報発信・共有化

の推進」の観点を盛り込んでいます。このため、「行動規範」、「管理・運営体制」はもとより、研究機関間で

の情報共有の観点から、「マニュアル」、「不正防止計画」、「相談窓口」、「通報窓口」、「処分（取引停止等の取

扱いを含む。）」、「研究機関における諸手続」などとともに、これらに関係する諸規程を内外の利用者の視点

に立って、分かりやすく体系化・集約化して研究機関のホームページ等に掲載し、積極的な情報発信を行っ

てください。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【経費管理・監査の実施体制等の報告】 

4-2 公募要領等に規定する手続により、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づ

く「体制整備等自己評価チェックリスト」を文部科学省に提出すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【経費管理・監査の実施体制等の報告】 

4-2 公募要領等に規定する手続により、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づ

く「体制整備等自己評価チェックリスト」を文部科学省に提出すること。 
  

  

研
究
機
関 

文
部
科
学
省 

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施

基準)」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」の提出 

（必要に応じ改善を指導） 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (3) 科研費の適切な執行管理 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 研究機関は、科研費の執行状況を定期的に把握し、必要に応じて繰越制度や調整金制度を活用するなど、

研究費が計画的に執行されるよう適切な執行管理を行ってください。 

 

２ その際、例えば、研究代表者から簡単な進捗状況の報告を受け、科研費の使用予定にアドバイスを行うな

ど、計画的な執行が行われるよう、説明会等で研究者に周知するとともに、適切な執行管理が行える体制の

整備に努めてください。 

 

 ３ 繰越制度や調整金制度を活用してもなお補助事業期間終了の一定程度前の時点において、研究費に残額が

生じる可能性がある場合には、物品発注の適切性について、研究機関において厳正に判断し、研究費を無駄

に使い切ることなく、研究費の返還を行ってください。なお、返還するに当たりその後の審査や交付で不利

益な扱いを受けることはありません。 

 

 ４ 科研費（基金分）については、研究機関において年度ごとに使用期間を設定したり、年度をまたいだ科研

費の使用を不可としたりすることのないよう基金化の導入の趣旨にのっとった運用の徹底を図ってくださ

い。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【補助金の適切な執行管理】 

4-3 補助金の執行状況を定期的に把握し、適切な執行管理を行うこと。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【助成金の適切な執行管理】 

4-3 助成金の執行状況を定期的に把握し適切な執行管理を行うこと。 
 
  

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

執行状況の把握 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (4) 経費管理担当者の報告 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞  

 

１ 研究機関としての経費管理責任者及び交付内定を受けた補助事業ごとの経費管理担当者の氏名を交付申

請書の提出時に日本学術振興会に報告してください。 

 

２ 経費管理責任者は経費管理を担当する部署の責任者（部長、課長等）の氏名、経費管理担当者は、担当係

長等の氏名としてください。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【経費管理担当者の報告】  

4-4 研究機関としての経費管理責任者及び交付内定を受けた補助事業ごとの経費管理担当者を選任し、交付申請書の提

出時に日本学術振興会に報告すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【経費管理担当者の報告】  

4-4 研究機関としての経費管理責任者及び交付内定を受けた補助事業ごとの経費管理担当者を選任し、交付申請書の提

出時に日本学術振興会に報告すること。 
   

研
究
代
表
者 

研
究
機
関 

日
本
学
術
振
興
会 

（該当欄記入）・提出 

①経費管理担当者の連絡 

③交付申請書等の提出 

②交付申請書等の作成 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (5) 研修会・説明会の開催等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、科研費の不正な使用を防止するため、研究者・事務職員をはじめとした全ての構成員を対象

として研修会・説明会を積極的・定期的に実施しなければなりません。 
 
２ 研究機関は、過去１年間に実施した研修会・説明会の開催状況を、「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」により文部科学省に報告

してください。 
 
３ 科研費制度等に関する説明会に文部科学省又は日本学術振興会の担当者を説明者として派遣することも

可能ですので、事前に相談してください。 
 

（文部科学省） 

研究振興局学術研究助成課 企画室指導係・調査普及係 

TEL 03-5253-4111（代表）内線：4328・4095  直通：03-6734-4095  

 

（日本学術振興会） 

研究事業部研究助成企画課 総括係 

TEL 03-3263-0964 

 

４ 説明会の企画に当たっては、同一地域にある近隣の大学や研究所等にも開催の案内をするなど、科研費に

関する最新の情報を共有できるよう配慮してください。 
 
 ５ また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づき、科研費による

研究活動に関わる全ての構成員（研究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対して、コンプラ

イアンス教育を実施し、受講状況等を把握してください。 
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①研修会・説明会の実施 
②「体制整備等自己評価 

   チェックリスト」の提出 
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＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研修会・説明会の開催】 

4-5 補助金の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象として、研修会・説明会を積極的・定期的に実施す

ること。 

 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施 
「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、科研費による研究活動に関わる全ての構成員（研 
究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対して、コンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握する 
こと。 
また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、科研費による研究活動に関わる研究者 
を対象に研究倫理教育を実施すること。 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【研修会・説明会の開催】 

4-5 助成金の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象として、研修会・説明会を積極的・定期的に実施す

ること。 

 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施 
「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、科研費による研究活動に関わる全ての構成員（研 
究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対して、コンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握する 
こと。 
また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、科研費による研究活動に関わる研究者 
を対象に研究倫理教育を実施すること。 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (6) 内部監査の実施 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、各研究

機関の実情に応じて抽出した補助事業について、次のように毎年内部監査を実施しなければなりません。（内

部監査に代えて外部監査により監査を実施することもできます。） 
 

・通常監査・・・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、各研

究機関の実情に応じて抽出した補助事業（科研費により実施している補助事業全体の概ね

１０％以上が望ましい。）を対象とした、通常の監査 
 

通常監査の対象の例･･･内部監査を実施する年度の前年度に科研費の交付を受けていた補助事

業（前年度に科研費の交付を受けていない場合は、内部監査を実施す

る年度の補助事業） 
 
 

・特別監査・・・通常監査の一部（概ね１０％以上が望ましい。）を対象とした、特別の監査（書類上の調査

に止まらず、実際の科研費使用状況や納品の状況等、事実関係の厳密な確認などを含めた、

徹底的な監査） 
 

（例）監査件数の計算方法（内部監査を実施する年度の前年度に交付を受けていた課題を対象にする 
場合） 

当該年度の前年度の補助事業 
補助金分     ７０件（交付件数）   ×０．１（１０％）＝７件 
基金分  ９０件（交付件数）  ×０．１（１０％）＝９件 

合計件数   １６件 
 

合計件数１６件   ×０．１（１０％）＝１．６件（四捨五入で２件） 
合計件数の内で特別監査を行う件数   ２件 

 
⇒当該年度の前年度の補助事業のうち、通常監査１４件、特別監査２件、合計１６件以上監査を実施す

る。 
 

 
 
 

通常監査 

 

 

 

 

特別監査 
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①内部監査の実施 
②「体制整備等自己評価 

   チェックリスト」の提出 

科研費の交付を受
けている補助事業
数の概ね１０％以
上を対象 

通常監査を行う
補助事業のうち
概ね１０％以上
を対象 
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２ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」では、不正発生要因に応じた内

部監査を実施することが求められています。内部監査の対象課題については、研究費の規模や執行状況（業

者の片寄り、年度末発注の多さ、継続的な謝金の支出）を勘案しながら選定してください。 
また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」では、リスクアプローチ

監査としてリスクの高い状況に対し重点的に監査を行うことを求めていますが、一見リスクが低いと考えら

れる状況であっても、絶対に不正がないと断定することはできないことから、どの課題でも内部監査等の対

象となり得るという意味で、無作為抽出の観点も補完的に考慮して選定してください。 
 
３ 研究機関は、毎年科研費の応募の際には、実施した通常監査・特別監査の状況を、「研究機関における公的

研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」により報

告しなければなりません（なお、監査対象課題の選定方法については、具体的に記入するようにしてくださ

い。）。 
 
４ 通常監査の対象となる補助事業が１件の場合には、当該補助事業について、特別監査を実施してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【内部監査の実施】 

4-6 毎年、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、各研究機関の実情に応じ

て抽出した補助事業（補助金により実施している補助事業全体の概ね１０％以上が望ましい。）について、監査を実施

し、その実施状況及び結果について文部科学省に報告すること。 

なお、上記により実施する監査の一部（監査を実施する補助事業の概ね１０％以上が望ましい。）については、書類

上の調査にとどまらず、実際の補助金使用状況や納品の状況等の事実関係の厳密な確認などを含めた徹底的なものと

すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【内部監査の実施】 

4-6 毎年、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、各研究機関の実情に応じ

て抽出した補助事業（助成金により実施している補助事業全体の概ね１０％以上が望ましい。）について、監査を実施

し、その実施状況及び結果について文部科学省に報告すること。 

なお、上記により実施する監査の一部（監査を実施する補助事業の概ね１０％以上が望ましい。）については、書類

上の調査にとどまらず、実際の助成金使用状況や納品の状況等の事実関係の厳密な確認などを含めた徹底的なものと

すること。 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (7) 不正使用及び不正受給に係る調査の実施等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 
１ 「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失によって競争的資金の他の用途への使用又は競争的資金の交

付の決定の内容やこれに附した条件（補助条件や交付条件（＝研究者使用ルール））に違反した使用のことを

いいます。 
 
２ 「不正受給」とは、偽りその他不正な手段により競争的資金を受給することをいいます。 
（例えば、科研費の応募資格や受給資格がないにも関わらず、科研費への応募や交付申請を行い、科研費を

受給する場合など） 
 
３ 科研費の不正使用や不正受給が明らかになった場合（不正使用や不正受給が行われた疑いがある場合を含

む）には、研究機関は、文部科学省又は日本学術振興会（※不正使用や不正受給が明らかになった研究課題

の配分機関）に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を文部科学省又は日本学術振興会に報告す

るとともに、公表してください。 
 

※平成２６(2014)年度から科研費の交付が全て日本学術振興会に移管されましたが、報告は科研費の不正

使用や不正受給が明らかになった研究課題の配分機関に行ってください（交付決定が文部科学省又は日

本学術振興会のどちらから行われているかによって報告先が異なります。）。 

 
４ 不正使用又は不正受給が明らかになった場合（不正使用や不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）

には、その調査結果を文部科学省又は日本学術振興会（※不正使用や不正受給が明らかになった研究課題の

配分機関）に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及び研究分担者の補助事業の執行に係る諸

手続を停止してください。  
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【不正使用及び不正受給に係る調査の実施等】 

4-7 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、不正使用又は不正受給が明らかになった場合（不正使用や

不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）には、日本学術振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結

果を日本学術振興会に報告するとともに公表すること。 

【不正使用及び不正受給に係る補助事業の執行停止】 
4-8 所属する研究代表者及び研究分担者について、不正使用又は不正受給が明らかになった場合（不正使用や不正受給が

行われた疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配分機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代

表者及び研究分担者の補助事業の執行に係る諸手続を停止すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【不正使用及び不正受給に係る調査の実施等】 

4-7 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、不正使用又は不正受給が明らかになった場合（不正使用や

不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）には、日本学術振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結

果を日本学術振興会に報告するとともに公表すること。 

【不正使用及び不正受給に係る補助事業の執行停止】 
4-8 所属する研究代表者及び研究分担者について、不正使用又は不正受給が明らかになった場合（不正使用や不正受給が

行われた疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配分機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代

表者及び研究分担者の補助事業の執行に係る諸手続を停止すること。 

科研費の不正使

用や不正受給が

明らかになった
補助事業 

研
究
機
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②調査報告書の提出 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (8) 実地検査への協力等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 研究機関からの管理・監査の報告等を踏まえ、必要に応じ、科研費の管理状況等について実地検査を行い

ます。 
 
２ 実地検査の結果、文部科学省又は日本学術振興会より改善を指導します。また、改善すべき事項は実地検

査記録として研究機関と共有します。 
 
 ３ ｢２｣で早急に改善すべき事項として指摘された事項については、文部科学省又は日本学術振興会が研究機

関に対し、改善状況の報告を求めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【実地検査への協力】 

4-9 文部科学省又は日本学術振興会が行う補助金の経費管理・監査の実施状況に関する実地検査に対して積極的に協力

すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【実地検査への協力】 

4-9 文部科学省又は日本学術振興会が行う助成金の経費管理・監査の実施状況に関する実地検査に対して積極的に協力

すること。 
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①実地検査の実施 

②実地検査への協力 

④｢③｣での指摘事項に対する対応状況の報告 

 
③実地検査結果の通知 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (9) 不正使用又は不正受給に伴う科研費の返還等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜注意事項＞ 

 
１ 科研費の不正使用又は不正受給があった場合には、当該科研費を返還するとともに、文部科学省又は日本

学術振興会（※研究課題の配分機関）の指示に従って、間接経費の返還をしなければなりません。また、研

究機関は、不正使用又は不正受給の再発を防止するための措置を適切に講じることが求められます。 
 
２ 不正使用又は不正受給が行われた科研費が研究分担者へ配分した分担金であった場合でも、返還命令等は

当該研究課題の研究代表者に対して命じることとなります。そのため、研究代表者が他の研究機関に所属し

ている場合などは当該研究機関にも必ず連絡し、必要な手続等について相談してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【不正使用又は不正受給に伴う補助金の返還等】 

4-10 補助金の不正使用又は不正受給があった場合には、当該補助金を返還するとともに、日本学術振興会の指示に従っ

て、間接経費を返還すること。また、不正使用又は不正受給の再発を防止するための措置を適切に講じること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【不正使用又は不正受給に伴う助成金の返還等】 

4-10 助成金の不正使用又は不正受給があった場合には、当該助成金を返還するとともに、日本学術振興会の指示に従っ

て、間接経費を返還すること。また、不正使用又は不正受給の再発を防止するための措置を適切に講じること。 
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①不正使用又は不正受給に伴う科研費の返還 
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 ２０ 適正な使用の確保 

   (10) 間接経費の削減 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜注意事項＞ 

 
 １ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」では、「組織の管理責任」の明

確化の観点から、研究機関における体制整備に不備があった場合や、研究機関が告発等を受け付けた際に、

配分機関に対する不正調査の結果の報告が遅延した場合に、研究機関に配分する間接経費措置額の削減等の

措置を講じることが明確に位置付けられています。 
 
【研究機関における体制整備に不備があった場合】 

 
１ 文部科学省の競争的資金調整室が、毎年度、一定数を抽出し、「研究機関における公的研究費の管理・監査

のガイドライン（実施基準）」に基づく体制整備等の状況について調査（履行状況調査）を実施します。ま

た、履行状況調査以外に、緊急・臨時の案件に対応するための調査（機動調査）も実施します（不正が確認

された研究機関も機動調査の対象となります。）。 
 
 ２ 上記の調査の結果、研究機関の体制整備等の状況について不備があると判断される場合には、競争的資金

調整室は研究機関に対し、体制整備等の不備について改善事項及びその履行期限（１年）を示した管理条件

を付すことになります。また、管理条件が付された場合には、履行状況について毎年度フォローアップ調査

が行われます。 
 
３ フォローアップ調査の結果、管理条件の履行が認められないと判断された場合には、研究機関に対する競

争的資金における翌年度以降の間接経費措置額の一定割合（※）を削減するものとします。 
 
４ 文部科学省又は日本学術振興会から間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部科学省又

は日本学術振興会の指示に従ってください。 
 
５ 間接経費を上限（１５％）まで削減されているにも関わらず、管理条件の履行が認められない場合には、

翌年度以降の直接経費の交付を停止します。 
 
６ 競争的資金調整室が実施するフォローアップ調査の結果、「管理条件」の着実な履行又は履行に進展があ

ると判断した場合に、その調査結果の通知をもって、その翌年度から間接経費の削減を解除するものとしま

す。 
 
【研究機関が告発等を受けた際に、配分機関に対する報告が遅延した場合】 

 
１ 原則、研究機関が告発等を受け付けた日から２１０日以内に、最終報告書が提出されない場合は、提出期

限を過ぎた日数に応じて間接経費措置額の一定割合を削減するものとします。 
 

研
究
機
関 

文
部
科
学
省
・ 

日
本
学
術
振
興
会 

① 間接経費措置額の一定割合削減の通知 
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２ 最終報告書の遅延に合理的な理由がある場合は、当該理由に応じて、別途、最終報告書の提出期限を設け

ることとしていますので、その期限の超過に応じて、間接経費措置額の一定割合（※）を削減するものとし

ます。 
 
３ 間接経費措置額の削減については、不正に関する告発等があった科研費の翌年度以降の１ヶ年度の間接経

費措置額を対象とします。 
 
（※）「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」における間接経費措置額の削

減について 
（URL: https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1350398.htm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【間接経費の削減】 

4-11 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づいて、文部科学省又は日本学術振

興会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【間接経費の削減】 

4-11 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づいて、文部科学省又は日本学術振

興会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 
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 ２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (1) 規程等の整備 

 

＜注意事項＞                                                                              

 

１ 研究活動における不正行為を防止するとともに、その疑いが生じた場合に適切に対応できるようにするた

め、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を参考に、関連する規程等を定めるとと

もに、所属する研究者に周知してください。 

 

２ 機関使用ルールにおいては、以下の内容を求めています。 

 

 ① 研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告 

 ② 研究活動の不正行為に係る調査の実施等 

 ③ 研究活動の不正行為に係る補助事業の執行停止 

 ④ 研究活動の不正行為に伴う科研費の返還等 

 ⑤ 間接経費の削減 

 ⑥ 規程等の整備 

 

３ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」は、文部科学省のホームページ

（https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/__icsFiles/afieldfile/2014/08/26/1351568_02_1.pdf）

で確認できますので、必ず確認するとともに関係者に十分周知してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【規程等の整備】 

5-1 補助金による研究活動における不正行為を防止するとともに、その疑いが生じた場合に適切に対応できるようにす

るため、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を参考に、関連する規程等を定めるとともに、

所属する研究者に周知すること。  
 「（基金分）機関使用ルール」 

【規程等の整備】 

5-1 助成金による研究活動における不正行為を防止するとともに、その疑いが生じた場合に適切に対応できるようにす

るため、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を参考に、関連する規程等を定めるとともに、

所属する研究者に周知すること。 
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 ２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (2) 研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

 

１ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく「取組状況に係るチェックリス

ト」は、「科学研究費助成事業 -科研費- 公募要領」又は「科学研究費助成事業 -科研費- 募集要項」に規

定する期日までに提出してください。詳細については毎年度の「科学研究費助成事業 -科研費- 公募要領」

又は「科学研究費助成事業 -科研費- 募集要項」を参照してください。チェックリストの提出がない場合に

は、当該研究機関に所属する研究者への交付決定を行いません。 

 

２ チェックリストの内容を確認した結果、改善が必要な場合には、改善事項を研究機関に指導します。 

 

３ 文部科学省・日本学術振興会による体制整備等についての改善の指導に対し、改善が図られない状態が継

続する場合には、間接経費の減額の措置をとる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告】 

5-2 公募要領等に規定する手続により、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく「取組

状況に係るチェックリスト」を文部科学省に提出すること。 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告】 

5-2 公募要領等に規定する手続により、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく「取組

状況に係るチェックリスト」を文部科学省に提出すること。 
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（必要に応じ改善を指導） 
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 ２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (3) 研究活動の不正行為に係る調査の実施等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞                                                                              

 

１ 科研費を利用した補助事業（研究課題）において、研究活動における不正行為が明らかになった場合（不

正行為が行われた疑いのある場合を含む。）には、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラ

イン」を踏まえ、文部科学省又は日本学術振興会（※研究課題の配分機関）に報告の上、速やかに調査を実

施し、その調査結果を文部科学省又は日本学術振興会に報告するとともに、公表してください。 

 

※ 平成２６(2014)年度から科研費の交付が全て日本学術振興会に移管されましたが、報告は研究活動の

不正行為が明らかになった研究課題の配分機関に行ってください（交付決定が文部科学省又は日本学術

振興会のどちらから行われているかによって報告先が異なります。）。 

 

  ○研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン 

（URL https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/__icsFiles/afieldfile/2014/08/26/1351568_02_1.pdf） 

 

２ 研究活動における不正行為が明らかになった場合（不正行為が行われた疑いのある場合を含む。）には、そ

の調査結果を文部科学省又は日本学術振興会（※研究課題の配分機関）に報告するまで、必要に応じて、関

係する研究代表者及び研究分担者の補助事業の執行に係る諸手続を停止してください。 

 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研究活動の不正行為に係る調査の実施等】 

5-3 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、研究活動における不正行為が明らかになった場合（不正行

為が行われた疑いのある場合を含む。）には、日本学術振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を日

本学術振興会に報告するとともに公表すること。 

【研究活動の不正行為に係る補助事業の執行停止】 
5-4 所属する研究代表者及び研究分担者について、研究活動における不正行為が明らかになった場合（不正行為が行われ

た疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配分機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及

び研究分担者の補助事業の執行に係る諸手続を停止すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【研究活動の不正行為に係る調査の実施等】 

5-3 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、研究活動における不正行為が明らかになった場合（不正行

為が行われた疑いのある場合を含む）には、日本学術振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を日本

学術振興会に報告するとともに公表すること。 

【研究活動の不正行為に係る補助事業の執行停止】 
5-4 所属する研究代表者及び研究分担者について、研究活動における不正行為が明らかになった場合（不正行為が行われ

た疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配分機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及

び研究分担者の補助事業の執行に係る諸手続を停止すること。 
  
 
 
  

研究活動の不正

行為が明らかに

なった補助事業 

研
究
機
関 

①調査の実施 

②調査報告書の提出 

文
部
科
学
省
・ 

日
本
学
術
振
興
会 
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 ２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (4) 研究活動の不正行為に伴う科研費の返還等 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞                                                                              

 

１ 補助事業において不正行為があった場合には、当該不正行為に係る科研費を返還するとともに、文部科学

省又は日本学術振興会（※研究課題の配分機関）の指示に従って、間接経費を返還しなければなりません。

また、研究機関は、不正行為の再発を防止するための措置を適切に講じることが求められます。 

 

２ 当該不正行為に係る科研費が研究分担者へ配分した分担金であった場合でも、返還命令等は当該研究課題

の研究代表者に対して命じることとなります。そのため、研究代表者が他の研究機関に所属している場合な

どは当該研究機関にも必ず連絡し、必要な手続等について相談してください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研究活動の不正行為に伴う補助金の返還等】 

5-5 補助金による研究活動における不正行為があった場合には、当該不正行為に係る補助金を返還するとともに、日本学

術振興会の指示に従って、間接経費を返還すること。また、不正行為の再発を防止するための措置を適切に講じること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【研究活動の不正行為に伴う助成金の返還等】 

5-5 助成金による研究活動における不正行為があった場合には、当該不正行為に係る助成金を返還するとともに、日本学

術振興会の指示に従って、間接経費を返還すること。また、不正行為の再発を防止するための措置を適切に講じること。 
   

研
究
機
関 

文
部
科
学
省
・ 

日
本
学
術
振
興
会 

①不正行為に伴う科研費の返還 
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 ２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (5) 間接経費の削減 

 

＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞                                                                              

 

１ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づき、文部科学省又は日本学術振興

会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従

ってください。 

 

（※） 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく間接経費措置額の削減割合の

基準等について 
（URL: https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1359075.htm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【間接経費の削減】 

5-6 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、文部科学省又は日本学術振興会から、

間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【間接経費の削減】 

5-6 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、文部科学省又は日本学術振興会から、

間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 
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①間接経費措置額の一定割合削減の通知 
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 ２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (6) 研究倫理教育の実施 

 
 
＜事務の流れ＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 

１ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づき、科研費による研究活動に関

わる者を対象として研究倫理教育を実施してください。 
 
２ 研究倫理教育の実施に当たっては、研究倫理教育教材（『科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心

得－』日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委員会、研究倫理 e ラーニングコース（e-

Learning Course on Research Ethics［eL CoRE］）」、APRIN e ラーニングプログラム(eAPRIN)等）の通読・

履修又は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を踏まえ研究機関が実施する研

究倫理教育等により実施してください。 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施 

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、科研費による研究活動に関わる全ての構成員（研

究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対して、コンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握すること。 

また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、科研費による研究活動に関わる研究者を

対象に研究倫理教育を実施すること。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施 

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、科研費による研究活動に関わる全ての構成員（研

究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対して、コンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握すること。 

また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、科研費による研究活動に関わる研究者を

対象に研究倫理教育を実施すること。 
  
  

研
究
機
関 

① 研究倫理教育の実施 
科研費による研究

活動に関わる者 
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２１ 研究活動における不正行為への対応 

   (7) 研究倫理教育の受講等の確認 

 
 
＜事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 

 

１ 研究代表者は、研究分担者を新たに追加する場合は、日本学術振興会に様式Ｃ－９「補助事業者変更承

認申請書」又は様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」を提出する前に、研究分担者承諾の手続を

行い、研究分担者が研究倫理教育の受講等をしたことを確認してください。その際、「国際共同研究加速基

金（帰国発展研究 ）」においては、様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」又は様式Ｆ－１２「研

究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し、保管してください。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助条件）研究者使用ルール」 

【研究倫理教育の受講等の確認】 

8-1 研究代表者は、研究分担者を新たに追加する場合は、日本学術振興会に様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」を

提出する前に、研究分担者承諾の手続を行い、研究分担者が研究倫理教育の受講等をしたことを確認しなければならな

い。 
 「（交付条件）研究者使用ルール」 

【研究倫理教育の受講等の確認】 

9-1 研究代表者は、研究分担者を新たに追加する場合は、日本学術振興会に様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」

を提出する前に、研究分担者承諾の手続を行い、研究分担者が研究倫理教育の受講等をしたことを確認しなければなら

ない。その際、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」においては、様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」

又は様式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し、これを保管しなければならない。 
  

  

① 研究分担者承諾書の提出 

（様式 C-11,F-11） 

         又は 

(様式 C-12,F-12) 

 

②研究倫理教育の受講等の確認 

研
究
分
担
者 

研
究
代
表
者 

192



 

 

 
 
 
 
 
＜事務の流れ＞ 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜注意事項＞ 
 
１ 文部科学省又は日本学術振興会から、研究代表者及び研究分担者の補助事業の遂行の状況等に関する報告

を求められた場合、研究機関は所属する研究代表者及び研究分担者に対して、補助事業の遂行の状況等の報

告を求める等の必要な協力を行ってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【研究遂行状況の報告】 

7-1 文部科学省又は日本学術振興会から、研究代表者及び研究分担者の補助事業の遂行の状況等に関する報告を求められ

た場合、必要な協力等を行うこと。 
 「（基金分）機関使用ルール」 

【研究遂行状況の報告】 

7-1 文部科学省又は日本学術振興会から、研究代表者及び研究分担者の補助事業の遂行の状況等に関する報告を求められ

た場合、必要な協力等を行うこと。 
   
  

２２ 研究遂行状況の報告 
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②補助事業の遂行状況等の 

報告依頼 

④補助事業の遂行状況等の報告 

①補助事業の遂行状況等の 

報告依頼 

③補助事業の遂行状況等の報告 
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２３ 人権保護及び法令等の遵守に係る事務 

 

 

＜注意事項＞ 

１ 研究内容によっては、文部科学省等関係府省庁等により法令や指針等が定められている場合があります。 
 
２ ライフサイエンスに関する研究については、生命倫理・安全対策や動物愛護等の観点から法令や指針等に

より必要な手続が定められているので、研究代表者又は研究分担者が、関係法令・指針等に従って研究を進

めているかどうか確認するとともに、承認・確認・届出等の事務を行ってください。 
 
３ ライフサイエンスに関する研究について、法令等により必要な手続が定められている主なものは、次のと

おりです。これらの法令等の詳細な情報については、文部科学省ホームページ「ライフサイエンスの広場」

（https://www.lifescience.mext.go.jp/policies/joho.html）から入手できます。 
 

研究計画に含まれる研究内容 関係法令及び指針等 

ヒトゲノム・遺伝子解析研究 
○ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（文部科学省、

厚生労働省、経済産業省） 

人を対象とする医学系研究 
○人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（文部科学省、厚

生労働省） 

特定胚の取扱いを含む研究 

○ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律（文部科学

省） 

○ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律施行規則（文

部科学省） 

○特定胚の取扱いに関する指針（文部科学省） 

ヒトＥＳ細胞の樹立及び使用を含む研究 

○ヒトＥＳ細胞の樹立に関する指針（文部科学省、厚生労働省） 

○ヒトＥＳ細胞の分配機関に関する指針（文部科学省） 

○ヒトＥＳ細胞の使用に関する指針（文部科学省） 

ヒトｉＰＳ細胞等からの生殖細胞の作成を

含む研究計画 

○ヒト iＰＳ細胞又はヒト組織幹細胞からの生殖細胞の作成を行

う研究に関する指針（文部科学省） 

生殖補助医療研究 

○ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に関する倫理指針

（文部科学省、厚生労働省） 

○ヒト受精胚に遺伝情報改変技術等を用いる研究に関する倫理指

針（文部科学省、厚生労働省） 

遺伝子治療等臨床研究 ○遺伝子治療等臨床研究に関する指針（厚生労働省） 

遺伝子組換え実験を含む研究 

○遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律（カルタヘナ法）（財務省、文部科学省、厚生労働

省、農林水産省、経済産業省、環境省）、当該法律に基づく関係

省令等 

病原体等を使用する研究を含む研究計画 
○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（厚

生労働省） 

動物実験を含む研究 
○研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（文部

科学省） 
 
４ 上記以外にも、例えば安全保障貿易管理など、研究内容によって法令や指針等が定められているものがあ

ります。これらの法令や指針等の詳細な情報については、それぞれ記載されている URL を参照してくださ

い。これらの法令や指針等により、手続きが定められているので、研究代表者又は研究分担者が、関係法令・

指針等に従って研究を進めているかどうか確認するとともに、必要な手続を行ってください。 
 

研究計画に含まれる研究内容 関係法令及び指針等 

非居住者若しくは外国への提供が規制さ

れている技術の提供又は貨物の輸出を含

む研究 

○外国為替及び外国貿易法（経済産業省） 等 

＜参照 URL＞外為法について 

https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/01_seido/01_gaitame/gaiyou.html 
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海外の生物サンプルの採取、持ち込み、購

入や受取を含む研究 

○遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公平かつ衡平

な配分に関する指針（財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、

経済産業省、環境省）    等 

＜参照 URL＞ 

http://abs.env.go.jp/consideration.html 

社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）

を得る必要がある研究 

個人情報の取扱いに配慮する必要がある

研究 

○個人情報の保護に関する法律（個人情報保護委員会） 等 

 

 

＜参照＞ 

 「（補助金分）機関使用ルール」 

【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 
7-2 研究代表者又は研究分担者が、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等を遵守しなければ行うこと

ができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づく文部科学省等関係府省庁等への届出等に関する事務を
行うこと。 
・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 
・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 
・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚の取扱いを含む研究、遺伝子

組換え実験を含む研究を実施する場合等） 
・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の非居住者若しくは外国への

提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）又は貨物の輸出をしようとする場合            等 

 「（基金分）機関使用ルール」 

【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 
7-2 研究代表者又は研究分担者が、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等を遵守しなければ行うこと

ができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づく文部科学省等関係府省庁等への届出等に関する事務を
行うこと。 
・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 
・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 
・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚の取扱いを含む研究、遺伝子
組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の非居住者若しくは外国への
提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）又は貨物の輸出をしようとする場合            等 
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２４ 必要書類の様式 

 

（１）「応募ルール」に係る様式 

 

① 文部科学省公募分 

② 日本学術振興会公募分 

      

（a）研究者が作成する書類の様式 

（b）研究機関が作成する書類の様式 

 

 

 

 

 

※ 掲載は省略しますので、詳しくは科学研究費助成事業の公募要領を

ご覧ください。 
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２４ 必要書類の様式 

 

（２）「使用ルール」に係る様式 
（a）交付申請時に必要な書類の様式（補助金分） 

（b）交付決定後に必要な書類の様式（研究機関が作成）（補助金分） 

（c）交付決定後に必要な書類の様式（研究者が作成）（補助金分） 
（d）交付申請時に必要な書類の様式（基金分） 

（e）交付決定後に必要な書類の様式（研究機関が作成）（基金分） 

（f）交付決定後に必要な書類の様式（研究者が作成）（基金分） 
 

 

（３）その他 
 

研究活動の公正性の確保及び適正な研究費の使用について確認・誓約

すべき事項 

 

 

 

 

 

※ 本ハンドブックの別冊「様式集」を参照して下さい。 
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科研費 電子申請システムにより提出する様式一覧 

 

 

１．対象研究種目等 

 

「特別推進研究」（国庫債務負担行為分除く）、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、

「基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）」、「挑戦的萌芽研究」、「挑戦的研究（開拓・萌芽）」、「若手研究（Ａ・Ｂ）」、

「若手研究」、「研究活動スタート支援」、「特別研究促進費」、「特別研究員奨励費」、「国際活動支援班」、「特

設分野研究基金」 

 

 

２．電子申請システムにより提出する様式（交付申請時） 

 
※印刷物の郵送による提出は不要です。 

※電子申請システムに対応している研究種目等について、研究機関代表者から本会理事長宛の様式（表紙等）は

使用しない。 

（当該様式： A-1, A-3, D-1-1, D-3-1） 

 

  

補助金 基金

A-2-1 D-2-1 交付申請書

A-4-1 D-4-1 交付請求書、支払請求書

A-7 D-7 交付申請の辞退届

A-8 D-8 研究代表者の転出報告書

A-10 D-10 育児休業等に伴う交付申請留保届

A-10-2 D-10-4 海外における研究滞在等による交付申請の留保届

A-11 D-11 間接経費の辞退届

A-15 間接経費追加交付予定に伴う交付申請留保届

様式番号

様式名称
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３．電子申請システムにより提出する様式（交付決定時） 

 
※印刷物の郵送による提出は不要です。 

※電子申請システムに対応している研究種目等について、研究機関代表者から本会理事長宛の様式（表紙等）は

使用しない。 

（当該様式： B-3, B-4, B-10, B-11, E-3-1, E-3-2, E-4-1, E-4-2, E-8, E-9, E-10-1） 

 

補助金 基金

F-2-1 支払請求書

C-3-2 次年度使用申請書兼交付申請書

C-3-3 前倒し使用申請書兼変更交付申請書

F-3-1 前倒し支払請求書

C-4-1 F-4 直接経費使用内訳変更承認申請書

C-5-1 F-5-1 補助事業廃止承認申請書

F-6-1 実施状況報告書（収支状況報告書）

F-7-1 実施状況報告書（研究実施状況報告書）

C-6 F-6-2 実績報告書（収支決算報告書）

C-7-1 F-7-2 実績報告書（研究実績報告書）

C-9 F-9-1 研究分担者（補助事業者）変更承認申請書

C-10-1 F-10-1 研究代表者所属研究機関変更届

C-13-1 産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書

C-13-5 海外における研究滞在等による研究中断承認申請書

F-13-1 研究中断届

F-13-4 海外における研究滞在等による研究中断承認申請書

F-13-2 産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴う補助事業期
間延長承認申請書

F-14 補助事業期間延長承認申請書

C-17-1 実績報告書（収支決算報告書（２））

C-19 F-19-1 研究成果報告書

C-26 繰越を必要とする理由書

様式番号

様式名称
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Ⅳ 科研費の評価はどのよう 

 

  に行われているのか？ 
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※　点線内は「科学研究費助成事業における評価に関する委員会の設置について
　　（平成21年3月23日研究振興局長決定）」に基づき設置された委員会を示す。

　新学術領域研究専門委員会（38研究領域：以下参照）

学術変革領域研究（Ａ）（Ⅲ）委員会

学術変革領域研究（Ａ）（Ⅳ）委員会

学術変革領域研究（Ｂ）（Ⅰ）委員会

学術変革領域研究（Ｂ）（Ⅱ）委員会

学術変革領域研究（Ｂ）（Ⅲ）委員会

学術変革領域研究（Ｂ）（Ⅳ）委員会

学術研究支援基盤形成委員会

学術変革領域研究（Ａ）（Ⅰ）委員会

学術変革領域研究（Ａ）（Ⅱ）委員会

複合領域委員会

１　令和２年度科学研究費助成事業審査機構図（文部科学省）

人文・社会系委員会

理工系委員会

生物系委員会

科
学
技
術
・
学
術
審
議
会

学
術
分
科
会

科
学
研
究
費
補
助
金
審
査
部
会

新学術領域研究（研究領域提案型）の事前評価（以下「審査」とい

う。）、中間評価及び事後評価に関すること（新学術領域研究専門

委員会（以下「専門委員会」という。）に関する事項を除く。）のうち、

人文・社会系に係るもの

研究費に係る事項を審議

（主に、科研費の制度等について審議）

研究費の配分のための審査及び評価

【評価する事項】

新学術領域研究（研究領域提案型）の審査、中間評価及び事後評

価に関すること（専門委員会に関する事項を除く。）のうち、理工系

に係るもの

新学術領域研究（研究領域提案型）の審査、中間評価及び事後評

価に関すること（専門委員会に関する事項を除く。）のうち、生物系

に係るもの

新学術領域研究（研究領域提案型）の審査、中間評価及び事後評

価に関すること（専門委員会に関する事項を除く。）のうち、複合領

域に係るもの

新学術領域研究（研究領域提案型）『学術研究支援基盤形成』の

審査、中間評価及び期末評価、フォローアップ、その他当該制度

の運営等に関すること

学術変革領域研究（Ａ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ａ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

学術変革領域研究（Ａ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」「Ｅ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

（新学術領域研究）

（学術変革領域研究）

新学術領域研究（研究領域提案型）の継続

の研究領域の審査に関すること

学術変革領域研究（Ａ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ｆ」「Ｇ」「Ｈ」「Ｉ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

学術変革領域研究（Ａ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ｊ」「Ｋ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

学術変革領域研究（Ｂ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ａ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

学術変革領域研究（Ｂ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」「Ｅ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

学術変革領域研究（Ｂ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ｆ」「Ｇ」「Ｈ」「Ｉ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

学術変革領域研究（Ｂ）の審査に関することのうち、主に大区

分「Ｊ」「Ｋ」の内容を中心とする研究課題に係るもの

研
究
費
部
会

新学術領域研究専門委員会　　３８領域（平成２９年度発足２０領域、令和元年度発足１８領域）

○人文・社会系（３領域）

○理工系（１４領域）

分子夾雑化学専門委員会

水圏機能材料専門委員会

○生物系（９領域）

オルガネラゾーン専門委員会

植物の周期と変調専門委員会

○複合領域（１２領域）

細胞ダイバース専門委員会

生命の情報物理学専門委員会

性スペクトラム専門委員会

・令和元年度発足領域 多経路自食作用専門委員会 全能性プログラム専門委員会 非ゲノム情報複製専門委員会

・令和元年度発足領域 高速分子動画専門委員会 超適応専門委員会 生命金属科学専門委員会

・平成29年度発足領域 炎症細胞社会専門委員会 南極の海と氷床専門委員会 共創言語進化専門委員会

対話知能学専門委員会 ポストコッホ生態専門委員会

脳情報動態専門委員会 革新的光物質変換専門委員会

地下宇宙研究専門委員会 ハイパー物質専門委員会 蓄電固体界面科学専門委員会

・平成29年度発足領域 代謝統合オミクス専門委員会 進化制約方向性専門委員会 植物多能性幹細胞専門委員会

重力波創世記専門委員会 化学コミュニ専門委員会 ハイブリッド触媒専門委員会

・令和元年度発足領域 量子液晶専門委員会 中緯度大気海洋専門委員会 機能コア科学専門委員会

・令和元年度発足領域 出ユーラシア専門委員会

・平成29年度発足領域 水惑星学専門委員会 材料離散幾何解析専門委員会 ソフトクリスタル専門委員会

・平成29年度発足領域 顔・身体学専門委員会 和解学専門委員会
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３　事前評価（審査）・自己評価・研究進捗評価・中間評価・事後評価等の時期

①特別推進研究

期間 応募時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目
研究期間終了から

２年経過後

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）※３

○研究進捗評価
（現地調査）

○研究進捗評価
（ヒアリング）

○研究進捗評価の検証

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（ヒアリング）
必要に応じて現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○研究進捗評価
（現地調査）

○研究進捗評価
（ヒアリング）

○研究進捗評価の検証

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（ヒアリング）
必要に応じて現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

・ ・ ・

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○研究進捗評価
（現地調査）

○研究進捗評価
（ヒアリング）

○研究進捗評価の検証

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（ヒアリング）
必要に応じて現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

６年間

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（ヒアリング）
必要に応じて現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

○追跡調査（書面）

７年間

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（ヒアリング）
必要に応じて現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

○追跡調査（書面）

※１　審査に当たってはヒアリングも実施

※２　平成３０(2018)年度以降に採択された研究課題の研究期間は３～７年間。

※３　様式Ｃ－７－１「研究実績報告書」において実施

②新学術領域研究（研究領域提案型）

期間 応募時 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 ６年度目

５年間
書面審査

↓
合議審査

○新規審査（書面・合議）
・公募研究

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）※１

○中間評価（ヒアリング）

○新規審査（書面・合議）
・公募研究

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

○様式Ｃ－１８「研究成果
報告書（研究領域）」の提
出※２
６月３０日まで

※１　審査に当たってはヒアリングも実施

※２　様式Ｃ－７－１「研究実績報告書」において実施

※３　「成果とりまとめ」研究課題を受給している場合・領域内のいずれかの計画研究課題が最終年度に繰り越した場合、７年度目に実施

３年間 ○追跡調査（書面）

４年間 ○追跡調査（書面）

５年間 ○追跡調査（書面）
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③基盤研究（Ｓ）

期間 応募時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）※２

○研究進捗評価（書面）
必要に応じてヒアリング又
は現地調査

○研究進捗評価の検証

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（書面）
必要に応じてヒアリング又
は現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○研究進捗評価（書面）
必要に応じてヒアリング又
は現地調査

○研究進捗評価の検証

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（書面）
必要に応じてヒアリング又
は現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成２９(2017)年度
公募以前

第１段審査（書面）
↓

第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○研究進捗評価（書面）
必要に応じてヒアリング又
は現地調査

○研究進捗評価の検証

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

平成３０(2018)年度
公募以降

書面審査
↓

合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○中間評価（書面）
必要に応じてヒアリング又
は現地調査

○事後評価

○様式Ｃ－１９「研究成果
報告書」の提出
６月３０日まで

※１　審査に当たってはヒアリングも実施

※２　様式Ｃ－７－１「研究実績報告書」において実施

④基盤研究（Ａ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）

期間 応募時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

２年間
書面審査

↓
合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）※３

○様式Ｃ－１９又はＦ－１
９－１「研究成果報告書」
の提出※４
６月３０日まで

３年間
書面審査

↓
合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１
９－１「研究成果報告書」
の提出
６月３０日まで

４年間
書面審査

↓
合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１
９－１「研究成果報告書」
の提出
６月３０日まで

５年間
書面審査

↓
合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１
９－１「研究成果報告書」
の提出
６月３０日まで

６年間
書面審査

↓
合議審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－
１９－１「研究成果報告
書」の提出
６月３０日まで

※１　挑戦的研究の審査に当たっては必要に応じて事前の選考も実施

※２　基盤研究（A）の研究期間は３～５年、挑戦的研究（開拓）の研究期間は３～６年、挑戦的研究（萌芽）の研究期間は２～３年

※３　基盤研究（Ａ）、挑戦的研究（開拓）：　様式Ｃ－７－１「研究実績報告書」において実施

　　　 挑戦的研究（萌芽）：　最終年度は様式Ｆ－７－２「研究実績報告書」において実施、それ以外の年度は様式Ｆ－７－１「研究実施状況報告書」において実施

※４　基盤研究（Ａ）、挑戦的研究（開拓）：　様式Ｃ－１９「研究成果報告書」において実施

　　　 挑戦的研究（萌芽）：　Ｆ－１９－１「研究成果報告書」において実施

３年間

４年間

５年間
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⑤基盤研究（Ｂ）・（Ｃ）（応募区分「特設分野研究」を除く）、若手研究、研究活動スタート支援

期間 応募時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

１年間
１段階目の書面審査

↓
２段階目の書面審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）※２

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出※３
６月３０日まで

２年間
１段階目の書面審査

↓
２段階目の書面審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

３年間
１段階目の書面審査

↓
２段階目の書面審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

４年間
１段階目の書面審査

↓
２段階目の書面審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

５年間
１段階目の書面審査

↓
２段階目の書面審査

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

※１　基盤研究（Ｂ・Ｃ）の研究期間は３～５年、若手研究の研究期間は２～４年、研究活動スタート支援の研究期間は１～２年

※２　基盤研究（Ｂ）：　様式Ｃ－７－１「研究実績報告書」において実施

　　　 基盤研究（Ｃ）、若手研究、研究活動スタート支援：　最終年度は様式Ｆ－７－２「研究実績報告書」において実施、それ以外の年度は様式Ｆ－７－１「研究実施状況報告書」において実施

※３　基盤研究（Ｂ）：　様式Ｃ－１９「研究成果報告書」において実施

　　　 基盤研究（Ｃ）、若手研究、研究活動スタート支援：　Ｆ－１９－１「研究成果報告書」において実施

⑥平成２８(2016)年度公募以前の挑戦的萌芽研究、平成２９(2017)年度公募以前の若手研究（Ａ）・（B）

期間 応募時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

１年間
第１段審査（書面）

↓
第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）※２

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出※３
６月３０日まで

２年間
第１段審査（書面）

↓
第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

３年間
第１段審査（書面）

↓
第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

４年間
第１段審査（書面）

↓
第２段審査（合議）

○研究者本人による研究
の進捗に関する自己評価
（毎年度）

○様式Ｃ－１９又はＦ－１９
－１「研究成果報告書」の
提出
６月３０日まで

※１　挑戦的萌芽研究の研究期間は１～３年、若手研究（Ａ）・（B）の研究期間は２～４年

※２　若手研究（A）：　様式Ｃ－７－１「研究実績報告書」において実施

　　　 挑戦的萌芽研究、若手研究（Ｂ）：　最終年度は様式Ｆ－７－２「研究実績報告書」において実施、それ以外の年度は様式Ｆ－７－１「研究実施状況報告書」において実施

※３　若手研究（A）：　様式Ｃ－１９「研究成果報告書」において実施

　　　 挑戦的萌芽研究、若手研究（Ｂ）：　Ｆ－１９－１「研究成果報告書」において実施
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Ⅴ 科研費にはどのような 

 

    ルールがあるのか？ 
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１ 応募ルール 
 

※ 掲載は省略しますので、詳しくは下記 URL の科学研究費助成事業の

各公募要領をご覧ください。 

 

 

 

（１）文部科学省公募分 
 

・新学術領域研究（研究領域提案型）、特別研究促進費 

科学研究費助成事業－科研費－公募要領（新学術領域研究・特別研究

促進費） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/boshu/ 1351544.htm 

・学術変革領域研究（Ａ・Ｂ） 

科学研究費助成事業－科研費－公募要領（学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/boshu/1351544.htm 

 

（２）日本学術振興会公募分 

 

・特別推進研究、基盤研究、挑戦的研究、若手研究 

科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ

・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究） 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/03_keikaku/download.html 

・特別研究員奨励費 

科学研究費助成事業－科研費－募集要領（特別研究費奨励費）【特別

研究員】又は科学研究費助成事業－科研費－募集要領（特別研究員奨

励費）【外国人特別研究員】 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/20_tokushourei/download.h

tml 

・研究成果公開促進費（学術図書）、研究成果公開促進費（データベー

ス 

科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）（研究

成果公開促進費） 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/13_seika/keikaku_dl.html 
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２ 評価ルール 
 

 

※ 掲載は省略しますので、詳しくは下記 URL の各規程・要綱をご覧く

ださい。 

 

 

 

（１）文部科学省公募分 
 

・科学研究費助成事業における評価に関する規程 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1284403.htm 

 

 

（２）日本学術振興会公募分 

 

・科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_shinsa/index.

html#shinsasoukatsu 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

215



216



 

 

 

３ 使用ルール 
 

＜補助金分＞ 

 

・科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金研究者使用ルール 

（補助条件） 

（「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究（Ａ）」、「学術変革

領域研究（Ｂ）」、「特別推進研究（平成２８(2016)年度以降に採択された研究課題）」、

「基盤研究（Ｓ）」、「基盤研究（Ａ）」、「基盤研究（Ｂ）（平成２７(2015)年度

以降に採択された応募区分「特設分野研究」の研究課題を除く。）」又は「若手研究

（Ａ）（平成２９(2017)年度以前に採択された研究課題（（平成２４(2012)年度から

平成２６(2014)年度に採択された研究課題を除く。））」＞・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・219 

（特別研究員奨励費（特別研究員））・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・229 

（特別研究員奨励費（外国人特別研究員））・・・・・・・・・・・・・・・・・237 

 

・科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金の使用について各研

究機関が行うべき事務等 

（「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤研究（Ｓ）」、

「基盤研究（Ａ）」、「基盤研究（Ｂ）（平成２７(2015)年度以降に採択された応募

区分「特設分野研究」の研究課題を除く。）」、「挑戦的研究（開拓）」、「若手研

究（Ａ）（平成２９(2017)年度以前に採択された研究課題（（平成２４(2012)年度か

ら平成２６(2016)年度に採択された研究課題を除く。））」、「特別研究員奨励費」、

「研究成果公開促進費（学術図書）」及び「研究成果公開促進費（データベース）」）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 245 
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＜基金分＞ 

 

・科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金研究者使用ル

ール（交付条件） 

（「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的研究（開拓）」、「挑戦的研究（萌芽）」、「挑戦的

萌芽研究」、「若手研究」、「若手研究（Ｂ）」（平成２９(2017)年度以前に採択さ

れた研究課題）、「研究活動スタート支援」、「基盤研究（Ｂ）」のうち平成２７(2015)

年度以降に採択された応募区分「特設分野研究」の研究課題、「若手研究（Ａ）」（平

成２４(2012)年度から平成２６(2016)年度に採択された配分総額５００万円以下の研

究課題）、「特別研究促進費」、｢新学術領域研究（研究領域提案型）『国際共同研究

加速基金（国際活動支援班）』｣（平成２８(2016)年度以前に採択された研究課題）及

び、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」）・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 267 

 

・科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金の使用につい

て各研究機関が行うべき事務等 

（「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的研究（開拓）」、「挑戦的研究（萌芽）」、「挑戦的

萌芽研究」、「若手研究」、「若手研究（Ｂ）」（平成２９(2017)年度以前に採択さ

れた研究課題）、「基盤研究（Ｂ）」のうち平成２７(2015)年度以降に採択された審

査区分「特設分野研究」の研究課題、「若手研究（Ａ）」のうち平成２４(2012)年度

から平成２６(2014)年度に採択された配分総額５００万円以下の研究課題、「研究活

動スタート支援」、「特別研究促進費」、｢新学術領域研究（研究領域提案型）『国際

共同研究加速基金（国際活動支援班）』｣（平成２８(2016)年度以前に採択された研究

課題）、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」）・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・277 
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- 1 - 

 
科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金 

研究者使用ルール（補助条件）（令和２(2020)年度） 
 

 

＜「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究（Ａ）」、「学術変革領域研究

（Ｂ）」、「特別推進研究」、「基盤研究（Ｓ）」、「基盤研究（Ａ）」、「基盤研究（Ｂ）

（平成２７(2015)年度以降に採択された応募区分「特設分野研究」の研究課題を除く。）」又

は「若手研究（Ａ）（平成２９(2017)年度以前に採択された研究課題（平成２４(2012)年度か

ら平成２６(2014)年度に採択された研究課題を除く。））」＞ 

 

独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）から科学研究費助成事業（科

学研究費補助金（以下「補助金」という。））の交付を受ける補助事業者（研究代表者及び研究

分担者）が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以

下「適正化法」という。）及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補

助金）取扱要領（平成１５年規程第１７号。以下「取扱要領」という。）の規定により従うべき

補助条件は次のとおりとする。 

 

 

１ 総則 

 

【法令等の遵守】 

1-1 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の遂行に当たり、適正化法、同法施行令（昭和３

０年政令第２５５号）、科学研究費補助金取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０号。以

下「取扱規程」という。）、取扱要領及びこの補助条件の規定を含む、関係する法令等の規

定を遵守しなければならない。 

 

【補助事業者の責務】 

1-2 研究代表者及び研究分担者は、補助金が国民から徴収された税金等でまかなわれるもので

あることに留意し、補助金の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなければ

ならない。 

 

【補助条件の写しの配付】 

1-3 研究代表者は、全ての研究分担者にこの補助条件の写しを配付するとともに、研究分担者

も補助事業者として、適正化法第１１条第１項の規定によりこの補助条件に従う義務を有す

ることを説明しなければならない。 

 

【研究機関による補助金の管理等】 

1-4 研究代表者及び研究分担者は、所属する取扱規程第２条に規定する研究機関（以下「研究

機関」という。）に、日本学術振興会が別に定める「科学研究費助成事業－科研費－科学研

究費補助金の使用について各研究機関が行うべき事務等」に従って補助金の管理を行わせる

とともに、この補助条件に定める諸手続を当該研究機関を通じて行わなければならない。研

究代表者及び研究分担者が所属する研究機関を変更した場合も同様とする。 

 

【研究活動の公正性の確保等】 

1-5 研究活動における不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又

は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使用）、不正受給（偽り

その他不正な手段による研究費の受給）若しくは不正行為（発表された研究成果において示

されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注

意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）が行われること、又は関与する

ことがあってはならない。 
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２ 直接経費の使用 

 

【直接経費の公正かつ効率的な使用】 

2-1 研究代表者及び研究分担者は、直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取り

まとめに必要な経費を含む。））の公正かつ効率的な使用に努めなければならず、他の用途

への使用及びこの補助条件に違反する使用をしてはならない。 

 

【直接経費の各費目の対象となる経費】 

2-2  直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））

の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。 

物品費    物品を購入するための経費 

旅費     研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、

各種調査、研究の打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交通費、

宿泊費、日当）等 

人件費・謝金   資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配

付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・リサ

ーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者等）に係る謝

金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費等 

その他      上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像

・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費

（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、会議

費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタ

ル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修理費用、

旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホームページ作

成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした

研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等 

 

【分担金の配分】 

2-3 研究代表者は、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、補助

金受領後、当該研究分担者が使用する直接経費及びその３０％分の間接経費を、当該研究分

担者に配分しなければならない。なお、直接経費については、原則として交付申請書に記載

した額に応じて配分することとするが、必要に応じて配分額を変更することができる。また、

間接経費については、研究代表者と研究分担者が所属する研究機関間の取り決めにより、こ

れと異なる取扱いをしても差し支えない。 

 

【直接経費の使用内訳の変更】 

2-4 研究代表者及び研究分担者は、交付申請書に記載した各費目の額に従って、直接経費を使

用しなければならない。ただし、研究代表者は、直接経費の使用内訳について各費目の額を、

交付する直接経費の５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３０

０万円まで）の範囲内で、取扱要領第１１条第３項に規定する日本学術振興会の承認を得る

ことなく変更することができる。 

 

【研究・契約等の開始】 

2-5 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降、また、前年度から継続する研究

課題については、４月１日から（ただし、研究成果報告書を提出していないことなどにより

内定通知を留保された場合には、内定通知日以降）、それぞれ研究を開始し、必要な契約等

を行うことができるが、必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替

えて直接経費受領後に精算しなければならない。 

ただし、海外における研究滞在等による中断後の再開の場合には、日本学術振興会への再

開時の交付申請書の提出日以降研究を開始し、必要な契約等を行うことができるが、必要な

経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算しな

ければならない。 

220



 

 - 3 - 

【直接経費の年度内使用】 

2-6 直接経費は、研究課題の研究期間が複数年度にわたるものであっても、「2-8」に規定す

る場合を除き、補助事業を行う年度を越えて使用することはできない。 

 

【調整金を活用した直接経費の前倒し使用】 

2-7 研究代表者は、当該年度の補助事業について、研究実施計画変更等に伴い、年度途中で補

助金の前倒し使用を希望する場合には、令和２(2020)年９月１日、１２月１日までに日本学

術振興会に対し申請を行い、必要な手続を行わなければならない。ただし、実質的な研究期

間の短縮となる前倒し使用は行うことができない。 

 

【翌年度にわたる直接経費の使用】 

2-8 研究代表者は、当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった要因による、相

手国の事情、研究に際しての事前調査の困難、研究方式の決定の困難、計画に関する諸条件、

気象の関係、資材の入手難その他のやむを得ない事由に基づき、補助事業が予定の期間内に

完了しない見込みとなった場合に、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部又は

一部を翌年度に使用することを希望する場合には、令和３(2021)年３月１日までに、様式Ｃ

－２６「繰越を必要とする理由書」により日本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を

行わなければならない。 

 

【調整金を活用した直接経費の次年度使用】 

2-9 「2-8」の事由が日本学術振興会への申請期限以降に発生した場合又は「2-8」の事由に該

当しないがやむを得ないと考えられる場合であって、当該事業に係る補助金の全部又は一部

を次年度に使用することを希望する場合には、日本学術振興会が別途指示する期限までに日

本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を行わなければならない。 

 

【使用の制限】 

2-10 直接経費は、次の経費として使用してはならない。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要

となる据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 

 

【合算使用の制限】 

2-11 直接経費は、次の場合を除き、他の経費と合算して使用してはならない。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等

を購入する場合において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費

を使用する場合 

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接

経費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合

（なお、設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）の購入経費として使用する場合

には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよ

う、当該設備等の取扱いを事前に決めておくこと。） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）

の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、

同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、研究者が所属する研究機関を変更す

る際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に決めておくこ

と。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、

各補助事業の遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使

用する場合に限る。なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属する

研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを
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事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにして

おくこと。） 

 

【納品等及び支出の期限】 

2-12 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業を行う年度の３月３１日までに

終了しなければならず、これに係る支出は、実績報告書の提出期限までに行わなければな

らない。 

 

【研究協力者の雇用】 

2-13 研究協力者の雇用に当たっては、研究代表者及び研究分担者は、所属する研究機関に対

して、研究機関を当事者とする勤務内容、勤務時間等を明確にした雇用契約の締結をさせ

なければならない。 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項等） 

 

【変更できない事項】 

3-1 「研究課題名」及び「研究の目的」の各欄の記載事項は、変更することができない。また、

「3-6」又は「3-7」に規定する場合を除き、研究代表者を変更することはできない。 

 

【直接経費の使用内訳の変更】 

3-2 研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、交付する直接経費の総額の 

５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）を超え

て変更しようとする場合には、様式Ｃ－４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」により

申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。 

 

【補助事業の廃止】 

3-3 研究代表者は、補助事業を廃止しようとする場合には、様式Ｃ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返

還し、廃止のときまでの補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－

６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」

により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国

立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【所属する研究機関の変更】 

3-4 研究代表者は、所属する研究機関を変更した場合には、様式Ｃ－１０－１「研究代表者所 

属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

  

【研究代表者の応募資格の喪失等】 

3-5 研究代表者は、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要

領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、

不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、「3-3」に規定

する手続により、補助事業を廃止しなければならない。ただし、海外における研究滞在等に

より補助事業を中断する場合には、「3-12」に規定する手続によるものとする。また、日本

学術振興会の特別研究員として採用されることで応募資格を有しなくなる研究代表者が、

「2-8」に規定する手続を経て、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合

には、当該年度の補助事業を廃止する必要はない。 

 

【研究代表者の交替】 

3-6 「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究（総括班研

究課題に限る。）の研究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究代表者の交替

（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）により補助事業の継続を希望する場合、
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又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により研究代表者を交替（補助事業の研究分担

者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、新たに研究代表者となる者の意思を確

認し、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申

請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。他の研究機関に所

属する研究分担者に研究代表者を交替した場合には、新たな研究代表者は、様式Ｃ－１０－

２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければ

ならない。 

 

3-7 「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究の研究代表

者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補助事業の研

究分担者に交替する場合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合には、新たに研究代

表者となる者は、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様式Ｃ－９「補助事業者

変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。他の研

究機関に所属する研究分担者に研究代表者を交替した場合には、新たな研究代表者は、様式

Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け

出なければならない。 

 

【研究分担者の変更】 

3-8 研究代表者は、研究分担者が応募資格を有しなくなる場合、研究分担者を変更しようとす

る場合、公募要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならない場合、又は研

究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しない

こととされた場合には、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本

学術振興会の承認を得なければならない。ただし、研究代表者が「2-8」に規定する手続を経

て、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合には、研究分担者が日本学

術振興会の特別研究員として採用されることで応募資格を有しなくなる場合であっても、申

請を行う必要はない。 

 

3-9 研究代表者は、「3-8」に規定する研究分担者の変更において、研究分担者を新たに加え

る場合には、事前に、研究分担者承諾の手続を行わなければならない。 

 

【育児休業等による中断】 

3-10 研究代表者は、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し、

未使用の補助金について翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を希望する場合には、様

式Ｃ－１３－１「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書」により申

請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断の時まで

の補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支

決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振

興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科

学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【育児休業等の取得に伴う研究期間の延長】 
3-11 研究代表者は、育児休業等の取得により年度内に研究を中断し、かつ年度内に研究を再開

する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場
合には、様式Ｃ－１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申
請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得なけれ
ばならない。なお、研究期間は、育児休業等を取得することにより研究を中断する期間に応
じて延長することができる。 

 

【海外における研究滞在等による中断】 

3-12 研究代表者（「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研

究の総括班研究課題を除く。） は、海外における研究滞在等により研究を中断し、未使用の

補助金について中断の終了後に再交付を希望する場合には、様式Ｃ－１３－５「海外におけ

る研究滞在等による研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る
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とともに、未使用の補助金を返還し、中断の時までの補助事業について、中断の承認を得た

後、６１日以内に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実

績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない

（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）

により公開される。）。 

 

【海外における研究滞在等に伴う研究期間の延長】 
3-13 研究代表者（「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研

究の総括班研究課題を除く。）は、海外における研究滞在等により年度内に研究を中断し、
かつ年度内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究
期間の延長を希望する場合には、様式Ｃ－１３－６「海外における研究滞在等に伴う研究期
間延長承認申請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承
認を得なければならない。なお、研究期間は、海外における研究滞在等により研究を中断す
る期間に応じて延長することができる。ただし、海外における研究滞在等により応募資格を
有しなくなる場合には、「3-12」に規定する手続によるものとする。 

 
【研究計画最終年度前年度の応募に伴う補助事業の廃止】 
3-14 研究代表者は、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択された場合には、その基

となる研究課題の最終年度に当たる補助事業の全部を廃止しなければならない。補助事業を
廃止しようとする場合には、様式Ｃ－５－１「補助事業廃止承認申請書」により申請を行い、
日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還しなければならない。 

 

【軽微な変更】 

3-15  「役割分担等」、「直接経費（研究者別内訳）」、「本年度の研究実施計画」及び「主要

な物品の内訳」の各欄の記載事項は、補助事業の遂行について必要がある場合には変更する

ことができる。 

 

【設備等の取扱】 

3-16 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに

寄付することにより研究上の支障が生じる図書にあっては、研究上の支障がなくなる時に）、

研究代表者又は研究分担者が所属する研究機関に寄付しなければならない。ただし、直ちに

寄付することにより研究上の支障が生じる場合には、研究代表者は、様式Ｃ－１５「寄付延

期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得て、寄付を延期することがで

きる。 

 

【利子及び為替差益の取扱】 

3-17 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、所属

する研究機関に譲渡しなければならない。 

 

【収入の取扱】 

3-18 研究代表者及び研究分担者は、実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場

合には、これを日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

 

４ 間接経費の譲渡等 

 

【間接経費の譲渡】 

4-1 研究代表者及び研究分担者は、間接経費が交付された場合には、速やかに間接経費を所属

する研究機関に譲渡しなければならない。研究代表者及び研究分担者が、所属する研究機関

を変更した場合も同様とする。 

 

【間接経費の返還】 

4-2 研究代表者及び研究分担者が、所属する研究機関を変更しようとする場合において、新た
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に所属することとなる研究機関が間接経費を受け入れない場合には、研究代表者は、様式Ｃ

－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る

とともに、未使用の間接経費を返還しなければならない。研究代表者及び研究分担者が、異

なる研究機関の研究者に交替しようとする場合において、当該研究機関が間接経費を受け入

れない場合も同様とする（研究代表者が交替する場合に申請を行うのは、交替前の研究代表

者）。 

 

【間接経費の追加】 

4-3 間接経費を受け入れない研究機関に所属する研究代表者及び研究分担者が、所属する研究

機関を変更した場合又は異なる研究機関の研究者に交替した場合において、新たに間接経費

の交付を受けようとする場合には、研究代表者は、様式Ｃ－１６「間接経費交付決定額変更

申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。 

 

 

５ 実績の報告 

 

【実績報告書の提出】 

5-1 研究代表者は、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止

の承認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ

－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなけ

ればならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベ

ース（KAKEN）により公開される。）。また、実績報告時に未使用の補助金が生じた場合には、

日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

【翌年度にわたる補助金の使用を行う場合の実績報告書の提出】 

5-2 「2-8」の規定に基づき、補助事業の期間を延長するとともに、翌年度にわたる補助金の

使用を行う場合には、研究代表者は、補助事業を開始した年度の終了時において、様式Ｃ－

１７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」により、日本学術振興会に実績報告を行

うとともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承

認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７

－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなければ

ならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

６ 研究成果報告書等の提出 

 

【研究成果報告書等の提出】 

6-1 「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領域研究」の計画研究、「特別

推進研究」、「基盤研究」及び「若手研究」の研究課題の研究代表者は、研究計画の最終年

度の翌年度の６月３０日までに、補助金により実施した研究の成果について、様式Ｃ－１９

「研究成果報告書」により、日本学術振興会に成果報告を行わなければならない。ただし、

特段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまとめられない場合には、様式Ｃ－

２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に提出し、研究成果の取りまとめができ次第速や

かに研究成果報告書により、日本学術振興会に成果報告を行わなければならない（研究成果

報告書は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開され

る。）。 

 

6-2 研究代表者は、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴い、辞退又

は廃止することとなった最終年度に当たる研究課題の研究の成果については、様式Ｃ－１９

「研究成果報告書」により、日本学術振興会に成果報告を行わなければならない（提出期限

は、辞退又は廃止することとなった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０日までとする。
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また、研究成果報告書は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）に

より公開される。）。 

 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い】 

6-3 研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式

ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、研究代表者及び研究分担者は、上記報

告書を日本学術振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文部科

学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 

6-4 研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式

ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、研究分担者は、上記報告書を日本学術

振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文部科学省又は日本学

術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 

【「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」に係る研究成果報告書（研

究領域）等の提出】 

6-5 領域代表者（総括班研究課題の研究代表者）は、研究領域の研究期間終了後又は「成果取

りまとめ」の研究課題の研究終了後の翌年度の６月３０日までに、研究領域内の各研究課題

（公募研究を含む。）の補助事業の成果を取りまとめた上で、様式Ｃ－１８「研究成果報告

書（研究領域）」により、日本学術振興会に成果報告を行わなければならない。ただし、特

段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまとめられない場合には、様式Ｃ－２

３「研究成果報告書提出延期届」を日本学術振興会に提出し、研究成果の取りまとめができ

次第速やかに、上記報告書等により、日本学術振興会に成果報告及び届出を行わなければな

らない（研究成果報告書（研究領域）は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベ

ース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」に係る研究成果報告書（研

究領域）等が未提出の場合の取扱い】 

6-6 研究代表者が、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」又は様式Ｃ－２３「研究成

果報告書提出延期届」を提出期限までに提出しない場合には、研究代表者及び研究分担者は、

上記報告書等を日本学術振興会に提出するまで、令和２(2020)年度補助事業の執行を停止し

なければならない（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わ

なければならない。）。 

 

6-7 研究分担者が、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」又は様式Ｃ－２３「研究成

果報告書提出延期届」を提出期限までに提出しない場合には、研究分担者は、上記報告書等

を日本学術振興会に提出するまで、令和２(2020)年度補助事業の執行を停止しなければなら

ない（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければなら

ない。）。 

 

 

７ 研究成果の発表 

 

【研究成果発表における表示義務】 

7-1 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の成果を発表する場合には、補助金の交付を受け

て行った研究の成果であることを表示しなければならない。特に、論文等により補助事業の

成果を発表する場合には、論文等の謝辞に補助金の交付を受けて行った研究の成果であるこ

とを必ず記載しなければならない（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」を含
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めること。）。 

 

【研究成果発表の報告】 

7-2 研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画の最終年度の翌年度に様式Ｃ－７－１

「実績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、

又は産業財産権を取得した場合には、様式Ｃ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学

術振興会に報告しなければならない（研究成果発表報告書は、国立情報学研究所の科学研究

費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

８ その他 

 

【研究倫理教育の受講等の確認】 

8-1 研究代表者は、研究分担者を新たに追加する場合は、日本学術振興会に様式Ｃ－９「補助

事業者変更承認申請書」を提出する前に、研究分担者承諾の手続を行い、研究分担者が研究

倫理教育の受講等をしたことを確認しなければならない。 

 

【研究遂行状況の報告】 

8-2  研究代表者及び研究分担者は、文部科学省又は日本学術振興会から補助事業の遂行の状況

等に関する報告を求められた場合には、その状況について報告しなければならない。 

 

【人権の保護及び法令等の遵守】 

8-3  研究代表者及び研究分担者は、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等

を遵守しなければ行うことができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づき当

該補助事業を実施しなければならない。 

  ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 

  ・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

  ・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚の

取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

  ・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の非

居住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）又

は貨物の輸出をしようとする場合                       等 

 

【関係書類の整理・保管】 

8-4 研究代表者及び研究分担者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を

整理するとともにこれらの帳簿及び書類を補助事業期間終了後５年間保管しなければならな

い。 
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科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金 

研究者使用ルール（補助条件）（令和２(2020)年度） 
 

 

＜「特別研究員奨励費」（特別研究員）＞ 

 

独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）から科学研究費助成事業（科

学研究費補助金（「特別研究員奨励費」））（以下「補助金」という。）の交付を受ける補助事

業者（研究代表者（日本学術振興会が実施する特別研究員事業により採用されている特別研究員））

が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正

化法」という。）及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取

扱要領（平成１５年規程第１７号。以下「取扱要領」という。）の規定により従うべき補助条件

は、次のとおりとする。 

 

 

１ 総則 

 

【法令等の遵守】 

1-1 研究代表者は、補助事業の遂行に当たり、適正化法、同法施行令（昭和３０年政令第２５

５号）、科学研究費補助金取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０号。以下「取扱規程」

という。）、取扱要領及びこの補助条件の規定を含む、関係する法令等の規定を遵守しなけ

ればならない。 

 

【補助事業者の責務】 

1-2 研究代表者は、補助金が国民から徴収された税金等でまかなわれるものであることに留意

し、補助金の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなければならない。 

 

【研究機関による補助金の管理等】 

1-3 研究代表者は、研究に従事する取扱規程第２条に規定する研究機関（以下「研究機関」と

いう。）に、日本学術振興会が別に定める「科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助

金の使用について各研究機関が行うべき事務等」に従って補助金の管理を行わせるとともに、

この補助条件に定める諸手続を当該研究機関を通じて行わなければならない。研究代表者が

当該研究機関を変更した場合も同様とする。 

 

【研究活動の公正性の確保等】 

1-4 研究活動における不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又

は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使用）、不正受給（偽り

その他不正な手段による研究費の受給）若しくは不正行為（発表された研究成果において示

されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注

意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）が行われること、又は関与する

ことがあってはならない。 

 

 

２ 直接経費の使用 

 

【直接経費の公正かつ効率的な使用】 

2-1 研究代表者は、直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な

経費を含む。））の公正かつ効率的な使用に努めなければならず、他の用途への使用及びこ

の補助条件に違反する使用をしてはならない。 
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【直接経費の各費目の対象となる経費】 

2-2  直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））

の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。 

物品費    物品を購入するための経費 

旅費     研究代表者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、各種調査、研

究の打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交通費、宿泊費、日当）

等 

人件費・謝金   資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配

付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・リサ

ーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者等）に係る謝

金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費等 

その他      上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像

・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費

（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、会議

費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタ

ル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修理費用、

旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホームページ作

成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした

研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等 

 

【直接経費の使用内訳の変更】 

2-3 研究代表者は、交付申請書に記載した各費目の額に従って、直接経費を使用しなければな

らない。ただし、研究代表者は、直接経費の使用内訳について各費目の額を、交付する直接

経費の５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）

の範囲内で、取扱要領第１１条第３項に規定する日本学術振興会の承認を得ることなく変更

することができる。 

 

【研究・契約等の開始】 

2-4 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降、また、前年度から継続する研究

課題については、４月１日から（ただし、研究成果報告書を提出していないことなどにより

内定通知を留保された場合には、内定通知日以降）、それぞれ研究を開始し、必要な契約等

を行うことができるが、必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替

えて直接経費受領後に精算しなければならない。 

 

【直接経費の年度内使用】 

2-5 直接経費は、研究課題の研究期間が複数年度にわたるものであっても、「2-7」に規定す

る場合を除き、補助事業を行う年度を越えて使用することはできない。 

 

【調整金を活用した直接経費の前倒し使用】 

2-6 研究代表者は、当該年度の補助事業について、研究実施計画変更等に伴い、年度途中で補

助金の前倒し使用を希望する場合には、令和２(2020)年９月１日、１２月１日までに日本学

術振興会に対し申請を行い、必要な手続を行わなければならない。ただし、実質的な研究期

間の短縮となる前倒し使用は行うことができない。 

 

【翌年度にわたる直接経費の使用】 

2-7 研究代表者は、当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった要因による、相

手国の事情、研究に際しての事前調査の困難、研究方式の決定の困難、計画に関する諸条件、

気象の関係、資材の入手難その他のやむを得ない事由に基づき、補助事業が予定の期間内に

完了しない見込みとなった場合に、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部又は

一部を翌年度に使用することを希望する場合には、令和３(2021)年３月１日までに、様式Ｃ

－２６「繰越を必要とする理由書」により日本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を

行わなければならない。 
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【調整金を活用した直接経費の次年度使用】 

2-8 「2-7」の事由が日本学術振興会への申請期限以降に発生した場合又は「2-7」の事由に該

当しないがやむを得ないと考えられる場合であって、当該事業に係る補助金の全部又は一部

を次年度に使用することを希望する場合には、日本学術振興会が別途指示する期限までに日

本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を行わなければならない。 

 

【使用の制限】 

2-9 直接経費は、次の経費として使用してはならない。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要と

なる据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 

 

【合算使用の制限】 

2-10 直接経費は、次の場合を除き、他の経費と合算して使用してはならない。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等を

購入する場合において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を

使用する場合 

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接経

費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合（な

お、設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）の購入経費として使用する場合には、

研究者が研究に従事する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよ

う、当該設備等の取扱いを事前に決めておくこと。） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）

の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、

同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、研究者が研究に従事する研究機関を

変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に決めて

おくこと。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、

各補助事業の遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使

用する場合に限る。なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が研究に従

事する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取

扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らか

にしておくこと。） 

 

【納品等及び支出の期限】 

2-11 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業を行う年度の３月３１日までに

終了しなければならず、これに係る支出は、実績報告書の提出期限までに行わなければなら

ない。 

 

【研究協力者の雇用】 

2-12 研究協力者の雇用に当たっては、研究代表者は、研究に従事する研究機関に対して、研

究機関を当事者とする勤務内容、勤務時間等を明確にした雇用契約の締結をさせなければな

らない。 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項等） 

 

【変更できない事項】 

3-1 「研究課題名」及び「研究の目的」の各欄の記載事項は、変更することができない。 
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【直接経費の使用内訳の変更】 

3-2 研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、交付する直接経費の総額の 

５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）を超え

て変更しようとする場合には、様式Ｃ－４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」により

申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。 

 

【補助事業の廃止】 

3-3 研究代表者は、補助事業を廃止しようとする場合には、様式Ｃ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返

還し、廃止のときまでの補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－

６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」

により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国

立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【研究機関の変更】 

3-4 研究代表者が研究に従事する研究機関を変更した場合には、様式Ｃ－１０－１「研究代表

者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

 

【研究代表者の応募資格の喪失等】 

3-5 研究代表者は、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しな

くなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を

実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補

助金を交付しないこととされた場合には、「3-3」に規定する手続により、補助事業を廃止し

なければならない。ただし、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資

格を有しなくなる研究代表者が、それまで研究に従事していた研究機関において、「令和２

(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ

・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」及び「令和２(2020)年度科学研究費助成

事業－科研費－公募要領（研究活動スタート支援）」に定める応募資格を有する研究者とな

る場合であって、当該年度の直接経費の使用を希望する場合は、この限りではない。 

 

3-6 日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなる研究代

表者が、それまで研究に従事していた研究機関以外の研究機関において、「令和２(2020)年

度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、

挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」及び「令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科

研費－公募要領（研究活動スタート支援）」に定める応募資格を有する研究者となる場合で

あって、当該年度の直接経費の使用を希望する場合は、様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属

研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

 

【育児休業等による中断】 

3-7 研究代表者は、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し、

未使用の補助金について翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を希望する場合には、様

式Ｃ－１３－１「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書」により申

請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断の時まで

の補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支

決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振

興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科

学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【病気を理由とした特別研究員の採用中断による「特別研究員奨励費（特別研究員）」の中断】 

3-8   研究代表者が、病気を理由とした特別研究員の採用の中断により「特別研究員奨励費（特

別研究員）」の研究を中断し、未使用の補助金について翌年度以降の特別研究員の採用の中

断の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、様式Ｃ－１３－３「病気を理由とす
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る特別研究員の採用の中断に伴う研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会

の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断の時までの補助事業について、中断

の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ

－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなけ

ればならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベ

ース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【育児休業等の取得に伴う研究期間の延長】 
3-9 研究代表者は、年度内に育児休業等を取得により研究を中断し、かつ年度内に研究を再開

する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場
合には、様式Ｃ－１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申
請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得なけれ
ばならない。なお、研究期間は、育児休業等を取得することにより、研究を中断する期間に
応じて延長することができる。 

 

【病気を理由とした特別研究員の採用中断による「特別研究員奨励費（特別研究員）」の中断に

伴う研究期間の延長】 

3-10 研究代表者が、病気を理由とした特別研究員の採用の中断により「特別研究員奨励費（特

別研究員）」の研究を中断し、かつ年度内に研究を再開した場合であって、翌年度以降の研

究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、研究を再開する前に、様式

Ｃ－１３－４「病気を理由とした特別研究員の採用の中断に伴う研究期間延長承認申請書」

により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければなら

ない。 

 

【軽微な変更】 

3-11 「本年度の研究実施計画」及び「主要な物品の内訳」の各欄の記載事項は、補助事業の

遂行について必要がある場合には変更することができる。 

 

【設備等の取扱】 

3-12 研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付すること

により研究上の支障が生じる図書にあっては、研究上の支障がなくなる時に）、研究に従事

する研究機関に寄付しなければならない。ただし、直ちに寄付することにより研究上の支障

が生じる場合には、研究代表者は、様式Ｃ－１５「寄付延期承認申請書」により申請を行い、

日本学術振興会の承認を得て、寄付を延期することができる（延期することができる期間は、

日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなるまでとす

る。）。 

 

【利子及び為替差益の取扱】 

3-13 研究代表者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、研究に従事する研

究機関に譲渡しなければならない。 

 

【収入の取扱】 

3-14 研究代表者は、実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合には、これ

を日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

 

４ 間接経費の譲渡等 

 

【間接経費の譲渡】 

4-1 研究代表者は、間接経費が交付された場合には、速やかに間接経費を研究に従事する研究

機関に譲渡しなければならない。研究代表者が、研究に従事する研究機関を変更した場合も

同様とする。 
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【間接経費の返還】 

4-2 研究代表者が、研究に従事する研究機関を変更しようとする場合において、新たに研究に

従事することとなる研究機関が間接経費を受け入れない場合には、研究代表者は、様式Ｃ－

１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ると

ともに、未使用の間接経費を返還しなければならない。 

 

【間接経費の追加】 

4-3 間接経費を受け入れない研究機関で研究に従事する研究代表者が、研究に従事する研究機

関を変更した場合において、新たに間接経費の交付を受けようとする場合には、研究代表者

は、様式Ｃ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の

承認を得なければならない。 

 

 

５ 実績の報告 

 

【実績報告書の提出】 

5-1 研究代表者は、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止

の承認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ

－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなけ

ればならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベ

ース（KAKEN）により公開される。）。また、実績報告時に未使用の補助金が生じた場合には、

日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

【翌年度にわたる補助金の使用を行う場合の実績報告書の提出】 

5-2 「2-7」の規定に基づき、補助事業の期間を延長するとともに、翌年度にわたる補助金の

使用を行う場合には、研究代表者は、補助事業を開始した年度の終了時において、様式Ｃ－

１７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」により、日本学術振興会に実績報告を行

うとともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承

認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７

－１「実績報告書（研究実績報告書）」により日本学術振興会に実績報告を行わなければな

らない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

６ 研究成果報告書等の提出 

 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い】 

6-1 研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式

ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、研究代表者は、上記報告書を日本学術

振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文部科学省又は日本学

術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 

 

７ 研究成果の発表 

 

【研究成果発表における表示義務】 

7-1 研究代表者は、補助事業の成果を発表する場合には、補助金の交付を受けて行った研究の

成果であることを表示しなければならない。特に、論文等により補助事業の成果を発表する

場合には、論文等の謝辞に補助金の交付を受けて行った研究の成果であることを必ず記載し

なければならない（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁以下の課題番号」を含めること）。 
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【研究成果発表の報告】 

7-2 研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画の最終年度の翌年度に様式Ｃ－７－１

「実績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、

又は産業財産権を取得した場合には、様式Ｃ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学

術振興会に報告しなければならない（研究成果発表報告書は、国立情報学研究所の科学研究

費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

８ その他 

 

【研究遂行状況の報告】 

8-1  研究代表者は、文部科学省又は日本学術振興会から補助事業の遂行の状況等に関する報告

を求められた場合には、その状況について報告しなければならない。 

 

【人権の保護及び法令等の遵守】 

8-2 研究代表者は、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等を遵守しなければ

行うことができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づき当該補助事業を実施

しなければならない。 

 ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 

 ・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

 ・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚の

取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

 ・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の非

居住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）又

は貨物の輸出をしようとする場合                       等 

 

【関係書類の整理・保管】 

8-3 研究代表者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整理するととも

にこれらの帳簿及び書類を補助事業期間終了後５年間保管しなければならない。 
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科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金 

研究者使用ルール（補助条件）（令和２(2020)年度） 
 

 

＜「特別研究員奨励費」（外国人特別研究員）＞ 

 

 独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）から科学研究費助成事業（科

学研究費補助金（「特別研究員奨励費」））（以下「補助金」という。）の交付を受ける補助事

業者（研究代表者（日本学術振興会が実施する外国人特別研究員事業により採用されている外国

人特別研究員の「受入研究者」）及び研究分担者（当該外国人特別研究員））が、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法｣という。）及

び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領（平成１５年

規程第１７号。以下「取扱要領」という。）の規定により従うべき補助条件は、次のとおりとす

る。 

 

 

１ 総則 

 

【法令等の遵守】 

 1-1 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の遂行に当たり、適正化法、同法施行令（昭和３

０年政令第２５５号）、科学研究費補助金取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０号。以

下「取扱規程」という。）、取扱要領及びこの補助条件の規定を含む、関係する法令等の規

定を遵守しなければならない。 

 

【補助事業者の責務】 

 1-2 研究代表者及び研究分担者は、補助金が国民から徴収された税金等でまかなわれるもので

あることに留意し、補助金の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなければ

ならない。 

 

【補助条件の写しの配付】 

 1-3 研究代表者は、研究分担者にこの補助条件の写しを配付するとともに、研究分担者も補助

事業者として、適正化法第１１条第１項の規定によりこの補助条件に従う義務を有すること

を説明しなければならない。 

 

【研究機関による補助金の管理等】 

 1-4 研究代表者及び研究分担者は、所属し（「受入研究者」である研究代表者の場合）、及び

研究に従事する（外国人特別研究員である研究分担者の場合）取扱規程第２条に規定する研

究機関（以下「研究機関」という。）に、日本学術振興会が別に定める「科学研究費助成事

業－科研費－科学研究費補助金の使用について各研究機関が行うべき事務等」に従って補助

金の管理を行わせるとともに、この補助条件に定める諸手続を当該研究機関を通じて行わな

ければならない。研究代表者及び研究分担者が当該研究機関を変更した場合も同様とする。 

 

【研究活動の公正性の確保等】 

1-5 研究活動における不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又

は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使用）、不正受給（偽り

その他不正な手段による研究費の受給）若しくは不正行為（発表された研究成果において示

されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注

意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）が行われること、又は関与する

ことがあってはならない。 
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２ 直接経費の使用 

 

【直接経費の公正かつ効率的な使用】 

 2-1 研究代表者及び研究分担者は、直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取り

まとめに必要な経費を含む。））の公正かつ効率的な使用に努めなければならず、他の用途

への使用及びこの補助条件に違反する使用をしてはならない。 

 

【直接経費の各費目の対象となる経費】 

 2-2 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））

の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。 

       物品費  物品を購入するための経費 

       旅費   研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料

収集、各種調査、研究の打合せ、研究の成果発表等）のための経

費（交通費、宿泊費、日当）（ただし、外国人特別研究員に対し

日当を支払うことはできない。）等 

        人件費・謝金  資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケー

トの配付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストド

クター・リサーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する

研究者等）に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への

支払いのための経費等 

         その他   上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費､複写費､

現像・焼付費､通信費（切手、電話等）、運搬費､研究実施場所借

り上げ費（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合

に限る）、会議費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用

等）､リース・レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器

・器具等）､機器修理費用､旅費以外の交通費､研究成果発表費用

（学会誌投稿料、ホームページ作成費用、研究成果広報用パンフ

レット作成費用、一般市民を対象とした研究成果広報活動費用

等）、実験廃棄物処理費）等 

 
【研究・契約等の開始】 
 2-3 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降で、かつ研究分担者である外国人

特別研究員の採用期間開始日以降、また、前年度から継続する研究課題については、４月１
日から（ただし、研究成果報告書を提出していないことなどにより内定通知を留保された場
合には、内定通知日以降）、それぞれ研究を開始し、必要な契約等を行うことができるが、
必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精
算しなければならない。 

 

【直接経費の年度内使用】 

 2-4 直接経費は、研究課題の研究期間が複数年度にわたるものであっても、「2-6」に規定する

場合を除き、補助事業を行う年度を越えて使用することはできない。 

 

【調整金を活用した直接経費の前倒し使用】 

2-5 研究代表者は、当該年度の補助事業について、研究実施計画変更等に伴い、年度途中で補

助金の前倒し使用を希望する場合には、令和２(2020)年９月１日、１２月１日までに日本学

術振興会に対し申請を行い、必要な手続を行わなければならない。ただし、実質的な研究期

間の短縮となる前倒し使用は行うことができない。 

 
【翌年度にわたる直接経費の使用】 
 2-6 研究代表者は、当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった要因による、相

手国の事情、研究に際しての事前の調査困難、研究方式の決定の困難、計画に関する諸条件、
気象の関係、資材の入手難その他のやむを得ない事由に基づき、補助事業が予定の期間内に
完了しない見込みとなった場合に、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部又は
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一部を翌年度に使用することを希望する場合には、令和３(2021)年３月１日までに、様式Ｃ
－２６「繰越を必要とする理由書」により日本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を
行わなければならない。 

 

【調整金を活用した直接経費の次年度使用】 

2-7 「2-6」の事由が日本学術振興会への申請期限以降に発生した場合又は「2-6」の事由に該

当しないがやむを得ないと考えられる場合であって、当該事業に係る補助金の全部又は一部

を次年度に使用することを希望する場合には、日本学術振興会が別途指示する期限までに日

本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を行わなければならない。 

 
【使用の制限】 
 2-8 直接経費は、次の経費として使用してはならない。 
   ① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要と
   なる据付等のための経費を除く。） 
   ② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 
   ③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 
  ④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 
 
【合算使用の制限】 
 2-9 直接経費は、次の場合を除き、他の経費と合算して使用してはならない。 
  ① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等を

購入する場合において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を
使用する場合 

  ② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接経
費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合（な
お、設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）の購入経費として使用する場合には、
研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該
設備等の取扱いを事前に決めておくこと） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）
の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、
同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、研究者が所属する研究機関を変更す
る際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に決めておくこ
と。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、
各補助事業の遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使
用する場合に限る。なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属する
研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを
事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにして
おくこと。） 

 

【納品等及び支出の期限】 

 2-10 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業を行う年度の３月３１日までに終

了しなければならず、これに係る支出は、実績報告書の提出期限までに行わなければならな

い。 

 

【研究協力者の雇用】 

 2-11 研究協力者の雇用に当たっては、研究代表者は、所属する研究機関に対して、研究機関を

当事者とする勤務内容、勤務時間等を明確にした雇用契約の締結をさせなければならない。 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項等） 

 

【変更できない事項】 

 3-1 「研究課題名」及び「研究の目的」の各欄の記載事項は、変更することができない。 
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【補助事業の廃止】 

 3-2 研究代表者は、補助事業を廃止しようとする場合には、様式Ｃ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返

還し、廃止のときまでの補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－

６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」

により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国

立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【研究機関の変更】 

 3-3 研究代表者が所属し、研究分担者が研究に従事する研究機関を同時に他の研究機関に変更

した場合には、様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興

会に届け出なければならない。 

 

【研究代表者の応募資格の喪失等】 

 3-4 研究代表者は、日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者と

しての応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重

複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若

しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、「3-2」に規定する手続に

より、補助事業を廃止しなければならない。 

 

 3-5 日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者としての応募資格

を有しなくなる研究代表者が、研究代表者の交替により補助事業の継続を希望する場合には、

様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得な

ければならない。他の研究機関に所属する研究者に研究代表者を交替した場合には、新たな

研究代表者は、様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日

本学術振興会に届け出なければならない。 

 

 3-6 研究代表者が欠けた場合において、研究分担者が、研究代表者を交替して補助事業の継続

を希望する場合には、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学

術振興会の承認を得なければならない。他の研究機関に所属する研究者に研究代表者を交替

した場合には、新たな研究代表者は、様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機

関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

 

【研究分担者（外国人特別研究員）の応募資格の喪失等】 

 3-7 研究代表者は、研究分担者が日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者として

の応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に示す重複制

限により研究分担者を削除しなければならない場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正

使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、「3-2」

に規定する手続により、補助事業を廃止しなければならない。 

 

 3-8 日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる研

究分担者が、それまで研究に従事していた研究機関において「令和２(2020)年度科学研究費

助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開

拓・萌芽）、若手研究）」及び「令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領

（研究活動スタート支援）」に定める応募資格を有する研究者となる場合、又は、日本学術

振興会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の外国人特別研究員として採用されていた者が、

その採用を取消し、特別研究員として採用された場合であって、それまで研究に従事してい

た研究機関において当該研究分担者が当該年度の補助金の使用を希望する場合には、研究代

表者は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承

認を得なければならない。 

 

3-9 日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる
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研究分担者が、それまで研究に従事していた研究機関以外の研究機関において「令和２(202

0)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、

挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」及び「令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科

研費－公募要領（研究活動スタート支援）」に定める応募資格を有する研究者となる場合、

又は、日本学術振興会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の外国人特別研究員として採用

されていた者が、その採用を取消し、特別研究員として採用された場合であって、それまで

研究に従事していた研究機関以外の研究機関において当該研究分担者が当該年度の補助金の

使用を希望する場合には、研究代表者は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により

申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。また、新たな研究代表者は、様

式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届

け出なければならない。 

 

【育児休業等による中断】 

3-10 研究代表者は、研究分担者が産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）

を取得し、未使用の補助金について翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を希望する

場合には、様式Ｃ－１３－１「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申

請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還

し、中断の時までの補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｃ－６

「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」

により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、

国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【育児休業等の取得に伴う研究期間の延長】 
3-11 研究代表者は、研究分担者が年度内に育児休業等を取得により研究を中断し、かつ年度

内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延
長を希望する場合には、様式Ｃ－１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究
期間延長承認申請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の
承認を得なければならない。なお、研究期間は、育児休業等を取得することにより、研究を
中断する期間に応じて延長することができる。 

 

【軽微な変更】 

3-12 「直接経費の費目別内訳」、「役割分担等」、「本年度の研究実施計画」及び「主要な

物品の内訳」の各欄の記載事項は、補助事業の遂行について必要がある場合には変更する

ことができる。 

 

【設備等の取扱】 

3-13 研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付すること

により研究上の支障が生じる図書にあっては、研究上の支障がなくなる時に）、所属する

研究機関に寄付しなければならない。ただし、直ちに寄付することにより研究上の支障が

生じる場合には、研究代表者は、様式Ｃ－１５「寄付延期承認申請書」により申請を行い、

日本学術振興会の承認を得て、寄付を延期することができる（延期することができる期間

は、研究分担者が、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資

格を有しなくなるまでとする。）。 

 
【利子及び為替差益の取扱】 
3-14 研究代表者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、所属する研究機関

に譲渡しなければならない。 
 

【収入の取扱】 

3-15 研究代表者及び研究分担者は、実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった

場合には、これを日本学術振興会に返還しなければならない。 
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４ 実績の報告 
 
【実績報告書の提出】 
 4-1 研究代表者は、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止

の承認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ
－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなけ
ればならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベ
ース（KAKEN）により公開される。）。また、実績報告時に未使用の補助金が生じた場合には、
日本学術振興会に返還しなければならない。 

 
【翌年度にわたる補助金の使用を行う場合の実績報告書の提出】 
 4-2 「2-6」の規定に基づき、補助事業の期間を延長するとともに、翌年度にわたる補助金の使

用を行う場合には、研究代表者は、補助事業を開始した年度の終了時において、様式Ｃ－１
７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」により、日本学術振興会に実績報告を行う
とともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承認
を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－
１「実績報告書（研究実績報告書）」により日本学術振興会に実績報告を行わなければなら
ない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KA
KEN）により公開される。）。 

 
 
５ 研究成果報告書等の提出 
 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い】 

5-1 研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式

ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、研究代表者は、上記報告書を日本学術

振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文部科学省又は日本学

術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 
5-2 研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又
は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式
ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、研究分担者は、上記報告書を日本学術
振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文部科学省又は日本学
術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 
 
６ 研究成果の発表 
 
【研究成果発表における表示義務】 
 6-1 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の成果を発表する場合には、補助金の交付を受け

て行った研究の成果であることを表示しなければならない。特に、論文等により補助事業の
成果を発表する場合には、論文等の謝辞に補助金の交付を受けて行った研究の成果であるこ
とを必ず記載しなければならない（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」を
含めること）。 

 
【研究成果発表の報告】 
 6-2 研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画の最終年度の翌年度に様式Ｃ－７－１

「実績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、
又は産業財産権を取得した場合には、様式Ｃ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学
術振興会に報告しなければならない（研究成果発表報告書は、国立情報学研究所の科学研究
費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 
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７ その他 

 

【研究遂行状況の報告】 

7-1  研究代表者及び研究分担者は、文部科学省又は日本学術振興会から補助事業の遂行の状況

等に関する報告を求められた場合には、その状況について報告しなければならない。 

 

 

【人権の保護及び法令等の遵守】 

 7-2 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等を

遵守しなければ行うことができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づき当該

補助事業を実施しなければならない。 

  ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 

  ・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

  ・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚の

取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

  ・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の非

居住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）又

は貨物の輸出をしようとする場合                       等 

 

【関係書類の整理・保管】 

 7-3 研究代表者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整理するととも

にこれらの帳簿及び書類を補助事業期間終了後５年間保管しなければならない。 
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科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金の使用 

について各研究機関が行うべき事務等 
（令和２(2020)年度） 

 
 

独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）が取り扱う令和２(2020)
年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金（「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領
域提案型）」、「学術変革領域研究（Ａ）」、「学術変革領域研究（Ｂ）」、「基盤研究（Ｓ）」、
「基盤研究（Ａ）」、「基盤研究（Ｂ）（平成２７(2015)年度以降に採択された応募区分「特
設分野研究」の研究課題を除く。）」、「若手研究（Ａ）（平成２９(2017)年度以前に採択さ
れた研究課題（平成２４(2012)年度から平成２６(2014)年度に採択された研究課題を除く。））」、
「特別研究員奨励費」、「研究成果公開促進費（学術図書）」及び「研究成果公開促進費（デ
ータベース）」））の使用について各研究機関が行うべき事務等は次のとおりとする。なお、
本規程に定めのない事項については、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラ
イン」、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」等を踏まえ、各研究
機関が定める規程等に従って適切に行うものとする。 
 
 
１ 申請資格の確認 
 

1-1 交付申請書又は支払請求書（以下「交付申請書等」という。）に記載された研究代表
者（「研究成果公開促進費（学術図書）」及び「研究成果公開促進費（データベース）」
にあっては「代表者」と読み替えるものとする。以下同じ。）及び研究分担者が、交付
申請又は支払請求の時点において、以下の公募要領等に定める応募資格を有する者であ
ることを確認すること。 
① 特別推進研究、基盤研究、挑戦的研究、若手研究 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤
研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究） 

② 新学術領域研究（研究領域提案型）、特別研究促進費 
令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）

（新学術領域研究・特別研究促進費） 
③ 学術変革領域研究（Ａ・Ｂ） 

令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）
（学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）） 

④ 特別研究員奨励費 
令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－募集要領（特別研究費奨励費）

【特別研究員】又は令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－募集要領（特別
研究員奨励費）【外国人特別研究員】 

⑤ 研究成果公開促進費（学術図書）、研究成果公開促進費（データベース） 
令和２(2020)年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（科学研究費補助金）

（研究成果公開促進費） 
 

1-2 交付申請書等に記載された研究代表者及び研究分担者が、科学研究費補助金（以下「補
助金」という。）の交付を受ける年度において、補助事業を遂行できる者であることを
確認すること。 

 
1-3 交付申請書等に記載された研究代表者及び研究分担者が、補助金や学術研究助成基金

助成金、それ以外の競争的資金で、不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費の
他の用途への使用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反し
た使用）、不正受給（偽りその他不正な手段による研究費の受給）又は不正行為（発表
された研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者と
してわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗
用）を行ったとして、補助金の交付を受ける年度において、日本学術振興会から補助金
を交付しないこととされた者でないことを確認すること。 
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２ 研究代表者及び研究分担者との関係に関する定め 
 

科研費による研究活動を当該研究機関の活動として行わせるとともに、各研究機関が定め
る関連規程や個別契約等により、研究者が交付を受ける補助金（直接経費：補助事業の遂行
に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む）、間接経費：補助事業の実施に
伴う研究機関の管理等に必要な経費）について、本規程に従って研究機関が次の事務を行う
ことを定めること。 

 
2-1 研究者に代わり、補助金（直接経費）を管理すること。 

 
2-2 研究者に代わり、補助金（直接経費・間接経費）に係る諸手続を行うこと。 
 
2-3 研究者が直接経費により購入した設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）に

ついて、当該研究者からの寄付を受け入れること。なお、当該研究者が、他の研究機関
に所属することとなる場合には、その求めに応じて、これらを当該研究者に返還するこ
と。 

 
2-4 研究者が交付を受けた間接経費について、当該研究者からの譲渡を受け入れ、これに

関する事務を行うこと。なお、当該研究者が他の研究機関に所属する又は補助事業を廃
止することとなる場合には、直接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該研
究者に返還すること（間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関を除
く。）。 

 
 
３ 研究機関が行う事務の内容 
 

補助金に係る事務を、以下の各項に従い適切に行うこと。 
 
（１） 直接経費の管理 
 

【補助事業期間】 
3-1 補助事業期間は単年度となることを踏まえ、適切に管理すること。 

 
【分担金の配分】 
3-2 研究代表者は、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、

補助金受領後、当該研究分担者が使用する直接経費及びその３０％分の間接経費を、当
該研究分担者に配分しなければならないこととしているので、これに関する事務を行う
こと。ただし、間接経費については、研究代表者と研究分担者が所属する研究機関間の
取り決めにより、これと異なる取扱いをしても差し支えない。 

 
【使用の開始】 
3-3 新たに採択された研究課題（「研究成果公開促進費（学術図書）」及び「研究成果公

開促進費（データベース）」にあっては課題と読み替えるものとする。以下同じ。）に
ついては、内定通知日以降（「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」にあっては内
定通知日以降で、かつ研究分担者である外国人特別研究員の採用期間開始日以降）、ま
た、前年度から継続する研究課題については、４月１日から（ただし、研究成果報告書
を提出していないことなどにより内定通知を留保された場合には、内定通知日以降）、
それぞれ研究を開始し、必要な契約等を行って差し支えないこととしているので、これ
に必要な事務を迅速に行うこと（「研究成果公開促進費（学術図書）」にあっては、翻
訳者・校閲者又は出版社等への原稿渡しを、補助事業を行う年度の６月３０日までに実
施しなければならないこととしているので、これに必要な事務を迅速に行うこと。）。
必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後
に精算すること。 

ただし、海外における研究滞在等による中断後の再開の場合には、日本学術振興会へ
の再開時の交付申請書の提出日以降研究を開始し、必要な契約等を行って差し支えない
こととしているので、これに必要な事務を迅速に行うこと。必要な経費は、直接経費受
領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算すること。 
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【保管】 
3-4 直接経費は、適切な名義者により、科研費管理のための専用の銀行口座を設け、適正

に保管すること。 
 

【支出の期限】 
3-5 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等を、補助事業を行う年度の３月３１日まで

に終了し、これに係る支出を実績報告書の提出期限までに行うこと。 
 

「研究成果公開促進費（学術図書）」については、上記「3-5」に代えて下記「3-5-1」
のとおりとする。 

 
3-5-1 補助事業を行う年度の２月末日までに、補助事業（学術図書の翻訳・校閲

又は刊行）を終了し、補助金の交付を受けた後、これに係る支出を行うこと。 
 

【費目別の収支管理】 
3-6 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含

む。））の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。「特別推進研究」、「新学
術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、「若手研究」
及び「特別研究員奨励費」に係る直接経費の収支管理は、様式Ｂ－１「収支簿」を用い
て、以下の費目ごとに行うこと。 

物品費    物品を購入するための経費 
旅費     研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収

集、各種調査、研究の打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交
通費、宿泊費、日当）（ただし、外国人特別研究員に対して日当を
支払うことはできない。）等 

人件費・謝金 資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケート
の配付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクタ
ー・リサーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者
等）に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いの
ための経費等 

その他    上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、
現像・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借
り上げ費（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に
限る）、会議費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、
リース・レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、
機器修理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿
料、ホームページ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、
一般市民を対象とした研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理
費）等 

 
3-7 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る直接経費の収支管理は、様式Ｃ－５３－

１「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行
する場合又は紙媒体と電子媒体双方で刊行する場合）」、様式Ｃ－５３－２「費用計算
書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体のみで刊行する場合））」
又は様式Ｃ－５３－３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜翻訳・校閲経
費＞」を用いて、以下の費目ごとに行うこと。 

その他（直接出版費） 
学術図書の刊行に係る経費（組版代、製版代、刷版代、印刷代、用紙代、
製本代及び電子代） 

（翻訳・校閲経費） 
学術図書の刊行に際し、日本語で書かれた原稿を外国語に翻訳・校閲する
ための経費 

 
3-8 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含

む。））の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。「研究成果公開促進費（デ
ータベース）」に係る直接経費の収支管理は、様式Ｂ－５１－４「収支簿（研究成果公
開促進費「データベース」）」を用いて、以下の費目ごとに行うこと。 

物品費（消耗品費） 
データベース作成のための入力作業に伴い必要となる消耗品（設備、備品

247



 - 4 - 

は含まない。）を購入するための経費 
旅費 （国内連絡旅費） 

作成協力者等の国内出張（データベース作成に係る連絡、打合せ等）のた
めの経費（交通費、宿泊費、日当等）。 

人件費・謝金（入力作業協力に対する謝金等） 
データベース作成のための入力作業（データ記入、修正・追加・確認、変
換・入力、照合・修正等）を行う者に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働
者派遣業者への支払いのための経費（雇用契約を行う場合は、研究機関が
契約の当事者となること） 

その他（入力作業委託費） 
データベース作成のための入力作業（データ記入、修正・追加・確認、変
換・入力、照合・修正等）に係る委託業者等への支払いのための経費 

（CD-ROM 又は DVD-ROM 等作成委託費） 
データベースの公開（配付）のため CD-ROM 又は DVD-ROM 等を作成す
る場合の CD-ROM 又は DVD-ROM 等作成業者への支払いのための経費
（マスター作成代、ディスク代、製版代に限る。） 

（著作権使用料） 
データベース作成及び公開のため使用するデータに著作権法上の複製権
や公衆送信権等の権利が働いている場合の対価（使用料）に係る著作権者
への支払いのための経費 

（その他） 
上記のほか当該データベースを作成するための経費のうち、複写費、現像
・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費等 

 
【物品費の支出等】 
3-9 補助事業に係る物品費の支出に当たっては、購入物品の発注、納品検収、管理につい

て、原則として、以下により、研究機関が適切に行うこと（役務契約に係る支出に当た
っても同様の取扱いとする。）。 
① 物品費の適正な執行を図るため、検収センターの設置など、納品検収を確実に実施

する事務処理体制を整備すること。 
② 購入物品について、会計事務職員が納品検収を行うか、適切な研究職員等を検収担

当職員に任命し、納品検収を行うこと。また、データベース・プログラム・デジタル
コンテンツ開発・作成、機器の保守・点検など、特殊な役務に関する検収について、
実効性のある明確なルールを定めた上で運用すること。 

③ 研究機関が発注、納品検収を行わない例外的な措置を講ずる場合は、必要最小限の
ものに限定し、研究機関の責任の下で実質的に管理する厳格な実施体制を整備するこ
と。 

④ 補助金により取得した耐用年数１年以上かつ取得価格１０万円以上の物品につい
ては、研究機関において設備等として受け入れ、特に耐用年数１年以上かつ取得価格
５０万円以上の設備等については資産として管理すること。また、換金性の高い物品
についても、適切に管理すること。 

⑤ 補助金の不適正な執行の疑いが生じた際、適切な発注、納品検収、管理が行われて
いないことにより、その公正性が明らかでない場合は、研究機関が当該補助金に相当
する額を日本学術振興会に返還すること。 

 
【旅費及び人件費・謝金の支出等】 
3-10 補助事業に係る旅費及び人件費・謝金の支出に当たっては、以下により取り扱うこと。 

① 旅費及び人件費・謝金の支出は、事実確認を行った上で適切に行うこと。 
② 研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が採用時に面談や勤務条件の説明を行

い、雇用契約において勤務内容、勤務時間等について明確にした上で研究機関が当事
者となって雇用契約を締結するとともに、研究機関が出勤簿や勤務内容の確認を定期
的に行うなど研究協力者の勤務状況を適切に管理して給与等を支給すること。 

③ 補助金の不適正な執行の疑いが生じた際、用務の目的や受給額の適切性の確認、勤
務状況の管理等が行われていないことにより、その公正性が明らかでない場合は、研
究機関が当該補助金に相当する額を日本学術振興会に返還すること。 

④ 補助金により雇用されている者（以下「科研費被雇用者」という。）が、雇用元の
補助金の業務（以下「雇用元の業務」という。）以外に、自ら主体的に研究を実施し
ようとする場合は、研究機関において次の点を確認すること。 
１）科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる
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旨を各研究機関が定める関連規程や個別契約等で定められていること。 
２）雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフ

ォート等によって明確に区分されていること。 
３）雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てるこ

とができる時間が十分確保されていること。 
⑤ 補助金により雇用されている若手研究者（補助事業を行う年度の４月１日時点に
おいて、４０歳未満の者又は博士の学位取得後８年未満の者、以下「科研費被雇用若
手研究者」という。）が、雇用元の業務に従事するエフォートの一部を、科研費被雇
用若手研究者の自発的な研究活動等に充当しようとする場合は、研究機関において次
の点を確認すること。 
１）科研費被雇用若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること。 
２）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用
元の業務の推進に資する自発的な研究活動等であると判断し、その旨を研究機関
が認めること。 

３）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用
元の業務の推進に支障がない範囲であると判断し、その旨を研究機関が認めるこ
と（雇用元の業務に従事するエフォートの２０％を上限とする。）。 

 
【使用の制限】 
3-11 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、

「基盤研究」、「若手研究」及び「特別研究員奨励費」の直接経費は、次の費用として
使用しないこと。 
① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必

要となる据付等のための経費を除く。） 
② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 
③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 
④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 

 
3-12 「研究成果公開促進費（学術図書）」、「研究成果公開促進費（データベース）」の

直接経費は、「3-7」又は「3-8」に掲げる経費以外には使用しないこと。 
 

【合算使用の制限】 
3-13 次の場合を除き、他の経費と合算して使用しないこと。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物
品等を購入する場合において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で
直接経費を使用する場合 

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間
接経費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用す
る場合（なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属する研究機
関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを事
前に決めておくこと。） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）
の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただ
し、同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、研究者が所属する研究機関
を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に
決めておくこと。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにし
ておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加え
て、各補助事業の遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関に
おいて使用する場合に限る。なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究
者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該
設備等の取扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等
について明らかにしておくこと。） 

 
（２） 間接経費の使用 

 
【譲渡の受入】 
3-14 研究代表者及び研究分担者は、補助金受領後速やかに、間接経費を所属する研究機関

に譲渡しなければならないこととしているので、これを受け入れること。 
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【使用の期限】 
3-15 間接経費は、補助金の交付を受けた年度の３月３１日までに使用すること。 

 
【使途】 
3-16 間接経費は、補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究代表

者及び研究分担者の研究環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するものであ
り、別添「間接経費の主な使途の例示」を参考として、各研究機関の長の責任の下で公
正・適正かつ計画的・効率的に使用すること（研究代表者・研究分担者の人件費・謝金
として使用することも、禁じられていない。）。 

 
【間接経費使用実績の報告】 
3-17 研究機関における毎年度の間接経費使用実績を、翌年度の６月３０日までに、府省共

通研究開発管理システム（e-Rad）により、日本学術振興会に報告すること。 
 

（３） 補助金に係る諸手続 
 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-18 次の手続を行うこと。 

①公募要領等の内容の周知 
②応募書類の確認及び日本学術振興会への提出 
③日本学術振興会からの交付内定通知の受理及び研究者への通知 
④交付申請書類等の取りまとめ及び日本学術振興会への提出 
⑤日本学術振興会からの交付決定通知書の受理及び研究者への伝達 
⑥日本学術振興会から送金される補助金の受領 

 
【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 
3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、

「基盤研究」、「若手研究」及び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 
 
①調整金を活用した直接経費の前倒し使用 

研究代表者が、各年度において、研究実施計画変更等に伴い、年度途中で補助金の
前倒し使用を希望する場合には、研究代表者が作成する必要な申請書類を取りまと
め、各年度の９月１日、１２月１日までに日本学術振興会へ申請を行うこと。 

 
②翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するやむ
を得ない事由に基づき、予定の期間内に完了しない見込みとなった場合であって、研
究代表者が、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部又は一部を翌年度に
使用することを希望する場合に、研究代表者が作成する様式Ｃ－２６「繰越を必要と
する理由書」を取りまとめ、令和３(2021)年３月１日までに日本学術振興会へ申請を
行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学
研究費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」により繰越要件に合致することを確認
するとともに、研究機関において補助事業期間終了後５年間保管しておくこと。 

 
③調整金を活用した直接経費の次年度使用 

「3-19②」の事由が日本学術振興会への申請期限の翌日以降に発生した場合又は
「3-19②」の事由に該当しないがやむを得ない場合であって、研究代表者が当該事業
に係る補助金の全部又は一部を次年度に使用することを希望する場合には、研究代表
者が作成する必要な申請書類を取りまとめ、日本学術振興会が別途指示する期限まで
に日本学術振興会へ申請を行うこと。 

 
④直接経費の使用内訳の変更 

研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、各年度に交付された
直接経費の総額の５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、
３００万円まで）の範囲内で変更できるため、各費目の使用状況及び直接経費全体の
使用状況を常に把握すること。 

研究代表者が、上記の限度を超えて各費目の額を変更しようとする場合に、当該研
究代表者が作成する様式Ｃ－４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」により申請
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を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
 

⑤補助事業の廃止 
研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様

式Ｃ－５－１「補助事業廃止承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認
を得るとともに、未使用の補助金を返還し、廃止のときまでの補助事業について、廃
止の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実績報告
書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取
りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

研究代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｃ－５－２「研究代表者死亡等報告書」
により日本学術振興会に報告するとともに必要な事務を行った上で、未使用の補助金
を返還し、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」により日本学術振興会に実
績報告を行うこと。 

 
⑥所属する研究機関の変更 

研究代表者又は研究分担者が、他の研究機関に所属することとなる場合であって、
未使用の直接経費がある場合には、当該研究代表者又は当該研究分担者が新たに所属
することとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の研究代表者
である場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機
関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
「特別研究員奨励費（特別研究員）」については、上記「⑥」に代えて下記「⑥-1」
のとおりとする。 

 
⑥-1 研究機関の変更 

研究代表者が研究に従事する研究機関を、他の研究機関に変更した場合で
あって、未使用の直接経費がある場合に、当該研究代表者が新たに研究に従
事することとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

新たに研究に従事することとなった特別研究員が、既に開始されている補
助事業の研究代表者である場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１０
－１「研究代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を
行うこと。 

 
 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑥」に代えて下記
「⑥-2」のとおりとする。 

 
⑥-2 研究機関の変更 

研究代表者が所属し、研究分担者が研究に従事する研究機関を、同時に他
の研究機関に変更した場合であって、未使用の直接経費がある場合に、当該
研究代表者が所属し、当該研究分担者が研究に従事することとなる研究機関
に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の研
究代表者である場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－１「研究
代表者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、
公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外
で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合
には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための手続を行うこと。
ただし、海外における研究滞在等により補助事業を中断する場合には、「3-19⑮」に
規定する手続を行うこと。また、日本学術振興会の特別研究員として採用されること
で応募資格を有しなくなる研究代表者が、「3-19②」に規定する手続を経て、補助金
の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合には、当該年度の補助事業を廃
止する必要はない。 
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「特別研究員奨励費（特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦-1」
及び「⑦-2」のとおりとする。 

 
⑦-1 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応
募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募要領に
示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助事業以外で
不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされ
た場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃止するための
手続を行うこと。ただし、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者と
しての応募資格を有しなくなる研究代表者が、それまで研究に従事していた
研究機関において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有す
る研究者となる場合であって、当該年度の直接経費の使用を希望する場合に
は、この限りではない。 

 
 

⑦-2 他の研究機関で特別研究員であった者の採用 
日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しな

くなる研究代表者が、それまで研究に従事していた研究機関以外の研究機関
において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有する研究者
となる場合であって当該年度の直接経費の使用を希望する場合には、当該研
究代表者が作成する様式Ｃ－１０－１｢研究代表者所属研究機関変更届」によ
り、日本学術振興会への届出を行うこと。 
（事務を行うのは、研究代表者が、新たに｢1-1①、②、③」の公募要領等に
定める応募資格を有する研究者として所属する研究機関。） 

 
 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑦」に代えて下記
「⑦-3」のとおりとする。 

 
⑦-3 研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」とい
う研究代表者としての応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できな
くなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場
合、又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金
を交付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、補
助事業を廃止するための手続を行うこと。 

日本学術振興会の外国人特別研究員の「受入研究者」という研究代表者と
しての応募資格を有しなくなる研究代表者が、研究代表者の交替により補助
事業の継続を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－９「補
助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る
こと。他の研究機関に所属する研究者に研究代表者を交替した場合には、新
たな研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研
究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

研究代表者が欠けた場合であって、研究分担者が、研究代表者を交替して
補助事業の継続を希望する場合には、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請
書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。他の研究機関に
所属する研究者に研究代表者を交替した場合には、新たな研究代表者が作成
する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、
日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
⑧研究代表者の交替 

「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究（総
括班研究課題に限る。）の研究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究
代表者の交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）により補助事業の継
続を希望する場合、又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により、研究代表者
を交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、科
学技術・学術審議会における審査を経た上で、当該研究代表者が新たに研究代表者と
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なる者の意思を確認の上作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申
請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担者が、他の研究機関
に所属する研究者と研究代表者を交替して新たな研究代表者となった場合には、新た
な研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更
届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」の計画研究の研
究代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究代表者を交替（補
助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）して補助事業の継続を希望する場合に
は、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様式Ｃ－９「補助事業者変更承
認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担
者が、他の研究機関に所属する研究者から研究代表者を交替して、新たな研究代表者
となった場合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替
に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
⑨研究分担者の応募資格の喪失等 

研究分担者が応募資格を有しなくなる場合、公募要領に示す重複制限により研究分
担者を削除しなければならない場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正使用、不
正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合には、研究代表
者が作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術
振興会の承認を得ること。ただし、研究代表者が「3-19②」に定める必要な手続を経
て、補助金の全部又は一部を翌年度に使用することができる場合には、研究分担者が
日本学術振興会の特別研究員として採用されることで応募資格を有しなくなる場合
であっても、申請を行う必要はない。 

 
「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑨」に代えて下記
「⑨-1」及び「⑨-2」のとおりとする。 

 
⑨-1 研究分担者（外国人特別研究員）の応募資格の喪失等 

研究分担者が、日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者とし
ての応募資格を有しなくなる場合、補助事業を継続できなくなる場合、公募
要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならない場合、又は
研究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により補
助金を交付しないこととされた場合には、「3-19⑤」に規定する手続により、
補助事業を廃止するための手続を行うこと。ただし、日本学術振興会の外国
人特別研究員という研究分担者としての応募資格を有しなくなる研究分担者
が、それまで研究に従事していた研究機関において、｢1-1①、②、③」の公
募要領等に定める応募資格を有する研究者となる場合、又は、日本学術振興
会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の外国人特別研究員として採用され
ていた者が、その採用を取消し、特別研究員として採用された場合であって、
当該研究分担者が当該年度の補助金の使用を希望する場合には、研究代表者
が作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により申請を行い、日
本学術振興会の承認を得ること。 

 
 

⑨-2 他の研究機関で外国人特別研究員であった者の採用 
日本学術振興会の外国人特別研究員という研究分担者としての応募資格を

有しなくなる研究分担者が、それまで研究に従事していた研究機関以外の研
究機関において、｢1-1①、②、③」の公募要領等に定める応募資格を有する
研究者となる場合、又は、日本学術振興会育志賞受賞者のうち、日本学術振
興会の外国人特別研究員として採用されていた者が、その採用を取消し、特
別研究員として採用された場合であって、当該研究分担者が当該年度の補助
金の使用を希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－９｢補助事業者
変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。ま
た、新たな研究代表者が作成する様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴う
所属研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
⑩研究分担者の変更 

研究代表者が、研究分担者（外国人特別研究員である研究分担者を除く。）を変更
する場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」に
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より申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
 
⑪育児休業等による中断 

研究代表者が、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を
取得し、未使用の補助金について翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を受ける
ことを希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－１「産前産後の
休暇又は育児休業の取得に伴う研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振
興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断のときまでの補助事業に
ついて、中断の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６
「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告
書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑪」に代えて下記
「⑪-1」のとおりとする。 

 
⑪-1 研究分担者の育児休業等による中断 

研究分担者が、育児休業等を取得し、未使用の補助金について翌年度以降
の育児休業等の終了後に再交付を受けることを希望する場合には、研究代表
者が作成する様式Ｃ－１３－１「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う
研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとと
もに、未使用の補助金を返還し、中断のときまでの補助事業について、中断
の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実
績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績
報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
⑫病気を理由とした特別研究員の採用中断による「特別研究員奨励費（特別研究員）」

の中断 
      「特別研究員奨励費（特別研究員）」の研究代表者が、病気を理由とした特別研

究員の採用の中断により「特別研究員奨励費（特別研究員）」の研究を中断し、未
使用の補助金について翌年度以降の特別研究員の採用の中断の終了後に再交付を受
けることを希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－３「病気
を理由とする特別研究員の採用の中断に伴う研究中断承認申請書」により申請を行
い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断のとき
までの補助事業について、中断の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が
作成する様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績
報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
⑬育児休業等の取得に伴う研究期間の延長 

       研究代表者が、育児休業等の取得により年度内に研究を中断し、かつ年度内に研
究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の
延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－２「産前産後
の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請書」により令和３(2021)年
３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「⑬」に代えて下記「⑬
-1」のとおりとする。 

 
⑬-1 研究分担者の育児休業等による研究実施計画の変更 

研究分担者が、育児休業等の取得により年度内に研究を中断し、かつ年度内に
研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期
間の延長を希望する場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－２「産前産
後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請書」により令和３
(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
⑭病気を理由とした特別研究員の採用中断による「特別研究員奨励費（特別研究員）」

の中断に伴う研究期間の延長 
     「特別研究員奨励費（特別研究員）」の研究代表者が、病気を理由とした特別研究

員の採用の中断により「特別研究員奨励費（特別研究員）」の研究を中断し、かつ年
度内に研究を再開する場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更に伴い、研究
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期間の延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－４「病気
を理由とした特別研究員の採用の中断に伴う研究期間延長承認申請書」により令和３
(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
⑮海外における研究滞在等による中断 

研究代表者（「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領域研究」
の計画研究の総括班研究課題、「特別研究員奨励費（特別研究員）」及び「特別研究
員奨励費（外国人特別研究員）」の研究代表者を除く。）が、海外における研究滞在
等により研究を中断し、未使用の補助金について中断の終了後に再交付を受けること
を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－５「海外における研
究滞在等による研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得
るとともに、未使用の補助金を返還し、中断の時までの補助事業について、中断の承
認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－６「実績報告書（収
支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまと
め、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
⑯海外における研究滞在等に伴う研究期間の延長 

研究代表者（「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領域研究」
の計画研究の総括班研究課題、「特別研究員奨励費（特別研究員）」及び「特別研究
員奨励費（外国人特別研究員）」の研究代表者を除く。）が、海外における研究滞在
等により年度内に研究を中断し、かつ年度内に研究を再開する場合であって、翌年度
以降の研究実施計画の変更に伴い、研究期間の延長を希望する場合には、当該研究代
表者が作成する様式Ｃ－１３－６「海外における研究滞在等に伴う研究期間延長承認
申請書」により令和３(2021)年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を
得ること。なお、研究期間は、海外における研究滞在等により研究を中断する期間に
応じて延長することができる。ただし、海外における研究滞在等により応募資格を有
しなくなる場合には、「3-19⑮」に規定する手続を行うこと。 

 
⑰研究計画最終年度前年度の応募に伴う補助事業の廃止 

研究代表者が、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択された場合であっ
て、その基となる研究課題の最終年度に当たる補助事業の全部を廃止しようとする場
合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－５－１「補助事業廃止承認申請書」によ
り申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還するこ
と。 

 
3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

①翌年度にわたる直接経費の使用 
当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するや

むを得ない事由に基づき、予定の期間内に完了しない見込みとなった場合であって、
代表者が、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部を翌年度に使用する
ことを希望する場合に、代表者が作成する様式Ｃ－２６「繰越を必要とする理由書」
を取りまとめ、様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一覧」を付して、令和３(2021)年
３月１日までに日本学術振興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内容等について、様式Ｂ－２別紙２「科
学研究費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」により繰越要件に合致することを
確認するとともに、研究機関において５年間保管しておくこと。 
 

②事業計画の変更 
代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の記載事項について、以下の範囲内に

おいて変更できるため、補助事業の実施状況を常に把握すること。 
ア 「直接出版費」及び「翻訳・校閲経費」について、各々５０％の増減内で

変更すること 
イ 「ページ数」、「翻訳後の原稿予定枚数」及び「校閲原稿予定枚数」につ

いて、各々５０％の増減内で変更すること 
ウ 令和２(2020)年度に刊行又は翻訳・校閲を行う場合の「出版社等への原稿

渡し日」又は「翻訳・校閲期間開始日」を予定より早めること又は令和２(2020)
年６月３０日を超えない範囲で遅らせること 

ただし、令和２(2020)年度に翻訳・校閲の上、刊行する場合の「出版社等
への原稿渡し日」については、予定より早めること又は補助事業の実施期間
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（令和３(2021)年２月末日）を超えない範囲で６０日以内遅らせること 
エ 「発行予定年月日」及び「翻訳・校閲期間完了日」について、予定より早

めること又は補助事業の実施期間を超えない範囲で６０日以内遅らせること 
代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の記載事項を変更しようとする場合、

及び交付申請書の記載事項のうち「刊行物の名称」、「著者・著作権者」、「編者」、
「発行部数」、「定価」又は「卸売価格」を変更しようとする場合に、当該代表者
が作成する様式Ｃ－５４－２「事業計画変更承認申請書（研究成果公開促進費「学
術図書」）」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－
５５－１「補助事業廃止承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、
日本学術振興会の承認を得ること。 

当該代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｃ－５５－２「代表者死亡等報告書
（研究成果公開促進費）」により日本学術振興会に報告すること。 

なお、代表者が欠けた場合又は応募資格を有しなくなる場合で、補助事業を引継
いで実施しようとする者がいる場合には、日本学術振興会に報告してその指示を受
けること。 

 
④代表者の応募資格の喪失等 

代表者が、補助事業を遂行することができなくなった場合、又は補助事業以外で
不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合
には、③により補助事業の廃止の手続を行うこと。 

 
⑤所属する研究機関の変更 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の代表者で
ある場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５９－１「代表者所属機関等変更届（研
究成果公開促進費）」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

①翌年度にわたる直接経費の使用 
当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった繰越要件に合致するや

むを得ない事由に基づき、予定の期間内に完了しない見込みとなった場合であっ
て、代表者が、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部又は一部を翌年
度に使用することを希望する場合に、代表者が作成する様式Ｃ－２６「繰越を必要
とする理由書」を取りまとめ、様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一覧」を付して、
令和３(2021)年３月１日までに日本学術振興会へ申請を行うこと。 
なお、取りまとめに当たり、事前にその内容等について、様式Ｂ－２別紙２「科

学研究費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」により繰越要件に合致することを
確認するとともに、研究機関において５年間保管しておくこと。 
 

②事業計画の変更 
代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の記載事項について、以下の範囲内に

おいて変更できるため、各費目の使用状況、その他補助事業の実施状況を常に把握
すること。 

ア 「入力レコード数」及び「データ容量」について、各々５０％の増減内で
変更すること 

イ 「所要経費」の使用内訳について、補助金の交付決定額に影響を及ぼすこ
となく、各費目の額を、交付された補助金の総額の５０％（補助金の総額の
５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）を限度として変更
すること 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の記載事項を変更しようとする場合、
及び交付申請書の記載事項のうち「データベースの名称」又は「データベースの種
類・性格」を変更しようとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５４－３「事
業計画変更承認申請書（研究成果公開促進費「データベース」）」により申請を行
い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－
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５５－１「補助事業廃止承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請を行い、
日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、廃止のときまで
の補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該代表者が作成する
様式Ｃ－５６－３「実績報告書（研究成果公開促進費「データベース」）」（様式
Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成したデ
ータベースから出力した任意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会に実
績報告を行うこと。 

代表者が一人で行う補助事業において、当該代表者が欠けた場合には、その旨を
様式Ｃ－５５－２「代表者死亡等報告書（研究成果公開促進費）」により日本学術
振興会に報告するとともに、未使用の補助金を返還すること。 

 
④代表者の応募資格の喪失等 

代表者が、補助事業を遂行することができなくなった場合、又は補助事業以外で
不正使用、不正受給若しくは不正行為により補助金を交付しないこととされた場合
には、③により補助事業の廃止の手続を行うこと。 

 
⑤所属する研究機関の変更 

代表者が、他の研究機関に所属することとなる場合であって、直接経費に残額が
ある場合に、当該代表者が新たに所属することとなる研究機関に対してこれを送金
すること。 

代表者が、研究機関に所属しないこととなる場合であって、直接経費に残額があ
る場合は、当該代表者の専用口座に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の代表者で
ある場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５９－１「代表者所属機関等変更届（研
究成果公開促進費）」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 
 

⑥代表者の交替等 
代表者が、当該データベース作成組織の代表者を交替しようとする場合（応募資

格を有しなくなる場合を含む。）及び作成組織の名称を変更しようとする場合に、
当該代表者（代表者が欠けた場合は、新たに代表者となろうとする者）が作成する
様式Ｃ－５８－１「代表者交替等承認申請書（研究成果公開促進費）」により申請
を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
【実績報告等に係る手続】 
3-22 「特別推進研究」「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、

「基盤研究」、「若手研究」及び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 
①実績報告書の提出 

各補助事業について、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合
には、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、研究代表者が作成する、様式Ｃ－
６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績
報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。また、実績報告
時に未使用の補助金が生じた場合には、日本学術振興会に返還すること。 

 
②翌年度にわたる補助金の使用を行う場合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌年度にわたる補助金の使用が行われる
場合には、研究代表者が補助事業を開始した年度の終了時において作成する、様式
Ｃ－１７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」により日本学術振興会に実
績報告を行うとともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合
には、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決
算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、
日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
3-23 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る次の手続を行うこと。 

① 実績報告書の提出 
各補助事業について、その完了の後、６１日以内又は令和３(2021)年３月１０日

のいずれか早い日までに、代表者が作成する様式Ｃ－５６－２「実績報告書（研究
成果公開促進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用計算書（研究成果公開
促進費「学術図書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙媒体と電子
媒体双方で刊行する場合））」、様式Ｃ－５３－２「費用計算書（研究成果公開促
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進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体のみで刊行する場合））、様式Ｃ－５
３－３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜翻訳・校閲経費＞）」、
様式Ｃ－６２「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票の写し及び様式Ｂ－３「実績報
告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「刊行物一式（翻訳・校閲の
みを行う場合は、翻訳・校閲後の原稿）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報
告を行うこと。ただし、補助事業の期間が延長された場合には、補助事業の完了の
後、６１日以内又は令和４(2022)年３月１０日のいずれか早い日までに、上記の手
続を行うこと。 

また、補助事業の完了の後に行う実績の報告に伴い、日本学術振興会から関係書
類の提出を求められた場合は、遅滞なく関係書類を提出しなければならないことと
されているので、その場合には、関係書類を取りまとめ、日本学術振興会に提出す
ること。 

 
② 翌年度にわたる直接経費の使用を行う場合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌年度にわたる補助金の使用が行われる
場合には、代表者が補助事業を開始した年度の終了時において作成する、様式Ｃ－
６０－７「実績報告書（２）（学術図書）」により日本学術振興会に実績報告を行
うとともに、令和４(2022)年３月１０日まで（補助事業を廃止した場合には、当該
廃止の承認を得た後６１日以内）に、代表者が作成する様式Ｃ－５６－２「実績報
告書（研究成果公開促進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用計算書（研
究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙
媒体と電子媒体双方で刊行する場合））」、様式Ｃ－５３－２「費用計算書（研究
成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体のみで刊行する場合））、
様式Ｃ－５３－３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜翻訳・校閲経
費＞）」、様式Ｃ－６２「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票の写し及び様式Ｂ－
３「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「刊行物一式（翻
訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・校閲後の原稿）」を取りまとめ、日本学術振興
会に実績報告を行うこと。 

 
3-24 「研究成果公開促進費（データベース）」に係る次の手続を行うこと。 

① 実績報告書の提出 
各補助事業について、令和３(2021)年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合

には、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、代表者が作成する様式Ｃ－５６－
３「実績報告書（研究成果公開促進費「データベース」）」（様式Ｂ－３「実績報
告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成したデータベースから
出力した任意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこ
と。 

また、補助事業の完了又は廃止の後に行う実績の報告に伴い、日本学術振興会か
ら関係書類の提出を求められた場合は、遅滞なく関係書類を提出しなければならな
いこととされているので、その場合には、関係書類を取りまとめ、日本学術振興会
に提出すること。 

 
② 翌年度にわたる直接経費の使用を行う場合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌年度にわたる補助金の使用が行われる
場合には、代表者が補助事業を開始した年度の終了時において作成する様式Ｃ－６
０－８「実績報告書（２）（研究成果公開促進費「データベース」）」及び「作成
したデータベースから出力した任意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興
会に実績報告を行うとともに、令和４(2022)年５月３１日まで（補助事業を廃止し
た場合には、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、各代表者が作成する様式Ｃ
－５６－３「実績報告書（研究成果公開促進費「データベース」）」（様式Ｂ－３
「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成したデータベ
ースから出力した任意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告
を行うこと。 

 
【研究成果報告に係る手続】 
3-25 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「学術変革領域研究」、

「基盤研究」、「若手研究」及び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を行うこと。 
① 研究成果報告書等の提出 

「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」並びに「学術変革領
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域研究」の計画研究、「基盤研究」及び「若手研究」の研究課題について、研究計
画の最終年度の翌年度の６月３０日までに、研究代表者が作成する、様式Ｃ－１９
「研究成果報告書」により日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

特段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまとめられない場合に
は、研究代表者が作成する様式Ｃ－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に提
出し、研究成果の取りまとめができ次第速やかに、研究代表者が作成する研究成果
報告書により日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴い、辞退又は廃止
することとなった最終年度に当たる研究課題の研究の成果については、研究代表者
が作成する様式Ｃ－１９「研究成果報告書」により、日本学術振興会に成果報告（提
出期限は、辞退又は廃止することとなった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０
日まで）を行うこと。 

 
② 研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い 

研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式
Ｃ－１９、様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、
様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ
－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、
上記報告書を日本学術振興会に提出するまで、研究代表者及び研究分担者が実施す
る補助事業の執行を停止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した
場合は、その指示に従うこと。）。 

研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式
Ｃ－１９、様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、
様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ
－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、
上記報告書を日本学術振興会に提出するまで、研究分担者が実施する補助事業の執
行を停止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指
示に従うこと。）。 

 
③ 「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」に係る研究成

果報告書（研究領域）等の提出 
研究領域の研究期間終了後又は「成果取りまとめ」の研究課題の研究終了後の翌

年度の６月３０日までに、領域代表者（総括班研究課題の研究代表者）が、研究領
域内の各研究課題（公募研究を含む。）の補助事業の成果を取りまとめた上で作成
する、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」（様式Ｂ－１２「新学術領域
研究（研究領域提案型）及び学術変革領域研究研究成果報告書等提出届」を添える。）
により、日本学術振興会に成果報告を行うこと（様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研
究領域）」は、電子データで提供すること。）。特段の理由があって上記の提出期
限までに報告書を取りまとめられない場合には、領域代表者が作成する、様式Ｃ－
２３「研究成果報告書提出延期届」（様式Ｂ－１２「新学術領域研究（研究領域提
案型）及び学術変革領域研究研究成果報告書等提出届」を添える。）を日本学術振
興会に提出し、研究成果の取りまとめができ次第速やかに、領域代表者が作成する、
上記報告書等により日本学術振興会に成果報告及び届出を行うこと。 

 
④「新学術領域研究（研究領域提案型）」及び「学術変革領域研究」に係る研究成果

報告書（研究領域）等が未提出の場合の取扱い 
研究代表者が、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」又は様式Ｃ－２３

「研究成果報告書提出延期届」を提出期限までに提出しない場合には、上記報告書
等を日本学術振興会に提出するまで、研究代表者及び研究分担者が実施する補助事
業の執行を停止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、
その指示に従うこと。）。 

研究分担者が、様式Ｃ－１８「研究成果報告書（研究領域）」又は様式Ｃ－２３
「研究成果報告書提出延期届」を提出期限までに提出しない場合には、上記報告書
等を日本学術振興会に提出するまで、研究分担者が実施する補助事業の執行を停止
すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従う
こと。）。 

 
【研究成果発表に係る手続】 
3-26 研究成果を発表する場合には、次の手続を行うこと。 
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①研究成果発表における謝辞の表示 
研究代表者及び研究分担者が、論文等により補助事業の成果を発表する場合には、

論文等の謝辞に補助金の交付を受けて行った研究の成果であること（「JSPS 
KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」）を必ず記載するよう、研究代表者及び
研究分担者に周知すること。 

また、研究機関のホームページや広報誌において補助事業の成果を発表する場合
には、その成果が補助金の交付を受けて行った研究の成果であることを表示するこ
と。 
 

②研究成果発表の報告 
研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画の最終年度の翌年度に様式Ｃ－

７－１「実績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表
を行った場合、又は産業財産権を取得した場合には、その都度、様式Ｃ－２４「研究
成果発表報告書」により、日本学術振興会に報告しなければならないこととしている
ので、これに関する事務を行うこと。 

 
（４） 設備等に係る事務等 
 

【寄付の受入】 
3-27 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直

ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究
分担者が、「3-28」に規定する手続により、寄付の延期について日本学術振興会の承認
を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期に、また、直ちに寄付することによ
り研究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障がなくなる時に）当該研
究代表者又は研究分担者が補助事業を遂行する研究機関に寄付しなければならないこ
ととしているので、これを受け入れて適切に管理すること。 

 
「特別研究員奨励費（特別研究員）」については、上記「3-27」に代えて下記「3-27-1」
のとおりとする。 

 
【寄付の受入】 
3-27-1 研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ち

に寄付することにより研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表
者が、「3-28」に規定する手続により、寄付の延期について日本学術振興
会の承認を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期（延期するこ
とができる期間は、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者として
の応募資格を有しなくなるまで）に、また、直ちに寄付することにより研
究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障がなくなる時に）
研究機関に寄付しなければならないこととしているので、これを受け入れ
て適切に管理すること。 

 
 

「特別研究員奨励費（外国人特別研究員）」については、上記「3-27」に代えて下
記「3-27-2」のとおりとする。 

 
【寄付の受入】 
3-27-2 研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ち

に寄付することにより研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表
者が、「3-28」に規定する手続により、寄付の延期について日本学術振興
会の承認を得た場合にあっては、当該寄付が延期された時期（延期するこ
とができる期間は、研究分担者が、日本学術振興会の外国人特別研究員と
いう研究分担者の応募資格を有しなくなるまで）に、また、直ちに寄付す
ることにより研究上の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障
がなくなる時に）研究機関に寄付しなければならないこととしているので、
これを受け入れて適切に管理すること。 

 
【寄付延期に係る手続】 
3-28 研究代表者又は研究分担者が直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに所属す

る研究機関に寄付することにより、研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表
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者又は研究分担者が寄付の延期を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ
－１５「寄付延期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
【所属機関変更時の設備等の返還】 
3-29 設備等の寄付を行った研究代表者又は研究分担者が、研究課題の研究期間中に他の研

究機関に所属することとなる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が、新たに
所属することとなる研究機関において当該設備等を使用することを希望する場合には、
当該設備等を研究代表者又は研究分担者に返還すること。ただし、共用設備については
寄付を行った研究代表者及び研究分担者全員が同意した場合に限る。研究課題の研究期
間終了後５年間も同様とする（令和２(2020)年度以降に購入する設備等に限る）。 

 
【利子及び為替差益の譲渡の受入】 
3-30 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、

所属する研究機関に譲渡しなければならないこととしているので、これを受け入れるこ
と。 

 
【収入の返還】 
3-31 実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合に、これを日本学術振興

会に返還すること。 
 
（５） 間接経費に係る事務（間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関を除く。） 
 

【所属機関変更時の間接経費の返還及び送金】 
3-32 間接経費の譲渡を行った研究代表者及び研究分担者が他の研究機関に所属すること

となる場合、又は他の研究機関の研究者に交替することとなる場合であって、未使用の
直接経費がある場合には、直接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該研究
代表者及び研究分担者に返還すること。 

返還する間接経費については、当該研究代表者及び研究分担者が新たに所属すること
となる研究機関（交替する場合にあっては、新たに研究代表者及び研究分担者となる者
が所属する研究機関。）に対して、その額を通知するとともに、送金すること。 

 
【間接経費を受け入れていた研究機関から受け入れない研究機関への異動】 
3-33 間接経費を受け入れていた研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、こ

れを受け入れない研究機関に所属することとなる場合には、当該研究代表者が作成する
様式Ｃ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の
承認を得るとともに、未使用の間接経費を返還すること。間接経費を受け入れていた研
究機関に所属する研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れない研究機関の研究者
に交替する場合も、同様とする（事務を行うのは、研究代表者の異動の場合は、間接経
費を受け入れていた研究機関。研究分担者の異動の場合は、研究代表者の所属する研究
機関。）。 

 
【間接経費を受け入れない研究機関から受け入れる研究機関への異動】 
3-34 間接経費を受け入れない研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これ

を受け入れる研究機関に所属することとなる場合であって、新たに間接経費の交付を受
けようとする場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１６「間接経費交付決定額
変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。間接経費を受け入
れない研究機関に所属する研究代表者及び研究分担者が、これを受け入れる研究機関の
研究者に交替した場合も、同様とする（事務を行うのは、研究代表者の異動の場合は、
新たに間接経費を受け入れようとする研究機関。研究分担者の異動の場合は、研究代表
者の所属する研究機関。）。 

 
 
４ 適正な使用の確保 
 

【経費管理・監査体制の整備】 
4-1 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、

経費管理・監査体制を整備すること。 
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【経費管理・監査の実施体制等の報告】 
4-2 公募要領等に規定する手続により、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガ

イドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」を文部科学
省に提出すること。 

 
【補助金の適切な執行管理】 
4-3 補助金の執行状況を定期的に把握し、適切な執行管理を行うこと。 

 
【経費管理担当者の報告】 
4-4  研究機関としての経費管理責任者及び交付内定を受けた補助事業ごとの経費管理担当

者を選任し、交付申請書の提出時に日本学術振興会に報告すること。 
 

【研修会・説明会の開催】 
4-5 補助金の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象として、研修会・説

明会を積極的・定期的に実施すること。 
 

【内部監査の実施】 
4-6 毎年、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を

踏まえ、各研究機関の実情に応じて抽出した補助事業（補助金により実施している補助
事業全体の概ね１０％以上が望ましい。）について、監査を実施し、その実施状況及び
結果について文部科学省に報告すること。 

なお、上記により実施する監査の一部（監査を実施する補助事業の概ね１０％以上が
望ましい。）については、書類上の調査にとどまらず、実際の補助金使用状況や納品の
状況等の事実関係の厳密な確認などを含めた徹底的なものとすること。 

 
【不正使用及び不正受給に係る調査の実施等】 
4-7 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、不正使用又は不正受給が明

らかになった場合（不正使用や不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）には、日
本学術振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を日本学術振興会に報
告するとともに公表すること。 

 
【不正使用及び不正受給に係る補助事業の執行停止】 
4-8 所属する研究代表者及び研究分担者について、不正使用又は不正受給が明らかになっ

た場合（不正使用や不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）には、その調査結果
を配分機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及び研究分担者の補
助事業の執行に係る諸手続を停止すること。 

 
【実地検査への協力】 
4-9 文部科学省又は日本学術振興会が行う補助金の経費管理・監査の実施状況に関する実

地検査に対して積極的に協力すること。 
 

【不正使用又は不正受給に伴う補助金の返還等】 
4-10 補助金の不正使用又は不正受給があった場合には、当該補助金を返還するとともに、

日本学術振興会の指示に従って、間接経費を返還すること。また、不正使用又は不正受
給の再発を防止するための措置を適切に講じること。 

 
【間接経費の削減】 
4-11 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づい

て、文部科学省又は日本学術振興会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された
場合には、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 

 
 
５ 研究活動における不正行為への対応 
 

【規程等の整備】 
5-1 補助金による研究活動における不正行為を防止するとともに、その疑いが生じた場合

に適切に対応できるようにするため、「研究活動における不正行為への対応等に関する
ガイドライン」を参考に、関連する規程等を定めるとともに、所属する研究者に周知す
ること。 
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【研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告】 
5-2 公募要領等に規定する手続により、「研究活動における不正行為への対応等に関する

ガイドライン」に基づく「取組状況に係るチェックリスト」を文部科学省に提出するこ
と。 

 
【研究活動の不正行為に係る調査の実施等】 
5-3 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、研究活動における不正行為

が明らかになった場合（不正行為が行われた疑いのある場合を含む。）には、日本学術
振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を日本学術振興会に報告する
とともに公表すること。 

 
【研究活動の不正行為に係る補助事業の執行停止】 
5-4 所属する研究代表者及び研究分担者について、研究活動における不正行為が明らかに

なった場合（不正行為が行われた疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配分
機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及び研究分担者の補助事業
の執行に係る諸手続を停止すること。 

 
【研究活動の不正行為に伴う補助金の返還等】 
5-5 補助金による研究活動における不正行為があった場合には、当該不正行為に係る補助

金を返還するとともに、日本学術振興会の指示に従って、間接経費を返還すること。ま
た、不正行為の再発を防止するための措置を適切に講じること。 

 
【間接経費の削減】 
5-6 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、文部科

学省又は日本学術振興会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、
文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 

 
 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施 
 

 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、科研費による研
究活動に関わる全ての構成員（研究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対
して、コンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握すること。 
また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、科研

費による研究活動に関わる研究者を対象に研究倫理教育を実施すること。 
 
 
７ その他 
 

【研究遂行状況の報告】 

7-1  文部科学省又は日本学術振興会から、研究代表者及び研究分担者の補助事業の遂行の状

況等に関する報告を求められた場合、必要な協力等を行うこと。 
【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 
7-2  研究代表者又は研究分担者が、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等

を遵守しなければ行うことができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づく
文部科学省等関係府省庁等への届出等に関する事務を行うこと。 

  ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 
・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

  ・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚
の取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

  ・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の
非居住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）
又は貨物の輸出をしようとする場合                     等 

 
【関係書類の整理・保管】 
7-3  次の関係書類を整理し、補助事業期間終了後５年間保管しておくこと。 

①日本学術振興会に提出した書類の写等 
②日本学術振興会から送付された書類 
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③補助金の使用に関する書類 
１）直接経費 

ア 収支簿 
イ 預貯金通帳等 
ウ 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類 

（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、 
出張依頼書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など） 

２）間接経費 
ア 間接経費が適切に使用されたことを証明する書類 

（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、 
出張依頼書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など） 

イ 各研究代表者及び研究分担者からの間接経費の譲渡を記録した書類 
ウ 各研究代表者及び研究分担者への間接経費の返還を記録した書類 
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別添 
 

間接経費の主な使途の例示 
 
 被配分機関において、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費（競
争的資金の間接経費の執行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競争的研究費に関する関
係府省連絡会申し合わせ）「３．間接経費導入の趣旨」参照）のうち、以下のものを対象とす
る。 
 
（１）管理部門に係る経費 
 （ア）管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 
 （イ）管理事務の必要経費 
   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外 
    旅費、会議費、印刷費 
  など 
 
（２）研究部門に係る経費 
  （ウ）共通的に使用される物品等に係る経費 
   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、 

印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 
 （エ）当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 
   研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、 
   通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費、 
   論文投稿料（論文掲載料） 
 （オ）特許関連経費 
 （カ）研究棟の整備、維持及び運営経費 
 （キ）実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 
 （ク）研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 
 （ケ）設備の整備、維持及び運営経費 
 （コ）ネットワークの整備、維持及び運営経費 
 （サ）大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費 
 （シ）大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
 （ス）図書館の整備、維持及び運営経費 
 （セ）ほ場の整備、維持及び運営経費 
  など 
 
（３）その他の関連する事業部門に係る経費 
 （ソ）研究成果展開事業に係る経費 
 （タ）広報事業に係る経費 
  など 
 
※上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の

機能の向上に活用するために必要となる経費などで、研究機関の長が必要な経費と判断した
場合、執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とする。 

 
 
    出典：競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針 
         （平成１３年４月２０日  競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ 

（令和元年７月１８日改正）） 
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科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金 

研究者使用ルール（交付条件） 

 

 

＜「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的研究（開拓）」、「挑戦的研究（萌芽）」、「挑戦的萌芽研究」

（平成２８(2016)年度以前に採択された研究課題）、「若手研究」、「若手研究（Ｂ）」（平

成２９(2017)年度以前に採択された研究課題）、「研究活動スタート支援」、「基盤研究（Ｂ）」

のうち平成２７(2015)年度以降に採択された応募区分「特設分野研究」の研究課題、「若手研

究（Ａ）」（平成２４(2012)年度から平成２６(2014)年度に採択された配分総額５００万円以

下の研究課題）、「特別研究促進費」、｢新学術領域研究（研究領域提案型）『国際共同研究加

速基金（国際活動支援班）』｣（平成２８(2016)年度以前に採択された研究課題）及び、「国際

共同研究加速基金（帰国発展研究）」＞ 

 

 独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）から科学研究費助成事業（学

術研究助成基金助成金（以下「助成金」という。））の交付を受ける補助事業者（研究代表者及

び研究分担者）が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９

号。以下「適正化法」という。）、学術研究助成基金の運用基本方針（平成２３年４月２８日文

部科学大臣決定。以下「運用方針」という。）及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成

事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領（平成２３年規程第１９号。以下「取扱要領」という。）

の規定により従うべき交付条件は次のとおりとする。 

 

 

１ 総則 

 

【法令等の遵守】 

1-1 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の遂行に当たり、適正化法、同法施行令（昭和３

０年政令第２５５号）、運用方針、取扱要領及びこの交付条件の規定を含む、関係する法令

等の規定を遵守しなければならない。 

 

【用語の定義】 

1-2 この交付条件において、用語の定義は取扱要領第３条に定める定義に従うものとする。 

 

【補助事業者の責務】 

1-3 研究代表者及び研究分担者は、助成金が国民から徴収された税金等でまかなわれるもので

あることに留意し、助成金の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなければ

ならない。 

 

【交付条件の写しの配付】 

1-4 研究代表者は、全ての研究分担者にこの交付条件の写しを配付するとともに、研究分担者

も補助事業者として、適正化法第１１条第１項の規定によりこの交付条件に従う義務を有す

ることを説明しなければならない。 

 

【研究機関による助成金の管理等】 

1-5 研究代表者及び研究分担者は、所属する研究機関に、日本学術振興会が別に定める「科学

研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金の使用について各研究機関が行うべき事

務等」に従って助成金の管理を行わせるとともに、この交付条件に定める諸手続を当該研究

機関を通じて行わなければならない。研究代表者及び研究分担者が所属する研究機関を変更

した場合も同様とする。 
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【研究活動の公正性の確保等】 

1-6 研究活動における不正使用、不正受給（偽りその他不正な手段による研究費の受給）若し

くは不正行為が行われること、又は関与することがあってはならない。 

 

 

２ 直接経費の使用 

 

【直接経費の公正かつ効率的な使用】 

2-1 研究代表者及び研究分担者は、直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取り

まとめに必要な経費を含む。））の公正かつ効率的な使用に努めなければならず、他の用途

への使用及びこの交付条件に違反する使用をしてはならない。 

 

【直接経費の各費目の対象となる経費】 

2-2 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））

の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。 

物品費    物品を購入するための経費 

旅費     研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、

各種調査、研究の打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交通費、

宿泊費、日当）等 

人件費・謝金  資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配

付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・リサ

ーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者等）に係る謝

金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費等 

その他     上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像

・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費

（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、会議

費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタ

ル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修理費用、

旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホームページ作

成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした

研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等 

 

【助成金の支払請求】 

2-3 研究代表者は、各年度に必要となる経費について、各年度の３月１日までに様式Ｆ－２－

１「支払請求書」により、日本学術振興会に助成金の支払請求を行わなければならない。 

 

【分担金の配分】 

2-4 研究代表者は、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、各年

度の助成金受領後、当該研究分担者が使用する直接経費及びその３０％分の間接経費を、当

該研究分担者に配分しなければならない。なお、直接経費については、原則として各年度の

支払請求書に記載した額に応じて配分することとするが、必要に応じて配分額を変更するこ

とができる。また、間接経費については、研究代表者と研究分担者が所属する研究機関間の

取り決めにより、これと異なる取扱いをしても差し支えない。 

 

【直接経費の使用内訳の変更】 

2-5 研究代表者及び研究分担者は、交付申請書に記載した各費目の額に従って、直接経費を使

用しなければならない。ただし、研究代表者は、直接経費の使用内訳について各費目の額を、

交付決定を受けた直接経費の総額の５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下

の場合は、３００万円まで）の範囲内で、取扱要領第１１条第３項に規定する日本学術振興

会の承認を得ることなく変更することができる。 

 

 

268



 - 3 - 

【研究・契約等の開始】 

2-6 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降研究を開始し、必要な契約等を行

うことができるが、必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて

直接経費受領後に精算しなければならない。 

   ただし、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」及び海外における研究滞在等による

中断後の再開の場合には、日本学術振興会への交付申請書（再開の場合には再開時の交付申

請書）の提出日以降研究を開始し、必要な契約等を行うことができるが、必要な経費は、直

接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算しなければなら

ない。 

 

【助成金の前倒し支払請求】 

2-7 研究代表者は、各年度において、研究実施計画変更等に伴い、年度途中で助成金の前倒し

支払を求める場合には、各年度の９月１日、１２月１日までに様式Ｆ－３－１「前倒し支払

請求書」により日本学術振興会に助成金の支払請求を行わなければならない。ただし、実質

的な研究期間の短縮となる支払請求を行うことはできない。 

 

【補助事業期間中における助成金の翌年度の使用】 

2-8 研究代表者は、直接経費について、研究実施計画変更等に伴い未使用額が発生する場合に

は、翌年度に引き続き使用することができる。その際、「5-1」に規定する様式Ｆ－７－１「実

施状況報告書（研究実施状況報告書）」により、翌年度における研究費の使用計画について

報告しなければならない。 

 

【使用の制限】 

2-9 直接経費は、次の経費として使用してはならない。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要と

なる据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 

 

【合算使用の制限】 

2-10 直接経費は、次の場合を除き、他の経費と合算して使用してはならない。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等

を購入する場合において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費

を使用する場合 

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接

経費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場合

（なお、設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）の購入経費として使用する場合

には、研究者が所属する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよ

う、当該設備等の取扱いを事前に決めておくこと） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）

の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、

同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、研究者が所属する研究機関を変更す

る際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に決めておくこ

と。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、

各補助事業の遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において使

用する場合に限る。なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属する

研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを

事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明らかにして

おくこと。） 
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【納品等及び支出の期限】 

2-11 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業期間内に終了しなければならな

い。なお、これに係る支出は、実績報告書の提出期限までに行わなければならない。 

 

【研究協力者の雇用】 

2-12 研究協力者の雇用に当たっては、研究代表者及び研究分担者は、所属する研究機関に対

して、研究機関を当事者とする勤務内容、勤務時間等を明確にした雇用契約の締結をさせ

なければならない。 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項等） 

 

【変更できない事項】 

3-1 「研究課題名」及び「研究の目的」の各欄の記載事項及び研究代表者は、変更することが

できない（ただし、新学術領域研究（研究領域提案型）『国際共同研究加速基金（国際活動

支援班）』（以下、｢国際活動支援班｣という。）における研究代表者の変更については、「3-6」

又は「3-7」に規定する手続によるものとする。）。また、補助事業期間を短縮することはで

きない。 

 

【直接経費の使用内訳の変更】 

3-2 研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、交付決定を受けた直接経費

の総額の５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）

を超えて変更しようとする場合には、様式Ｆ－４「直接経費使用内訳変更承認申請書」によ

り申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。 

 

【補助事業の廃止】 

3-3 研究代表者は、補助事業を廃止しようとする場合には、様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の助成金を返

還し、廃止のときまでの補助事業について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｆ－

６－２「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告

書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容

は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【所属する研究機関の変更】 

3-4 研究代表者は、所属する研究機関を変更した場合には、様式Ｆ－１０－１「研究代表者所

属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

 

【研究代表者の応募資格の喪失等】 

3-5 研究代表者は、応募資格を有しなくなる場合、１年を超えて補助事業を継続して実施でき

なくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、又は補助

事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により助成金を交付しないこととされた場

合には、「3-3」に規定する手続により、補助事業を廃止しなければならない。ただし、産前

産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し１年を超えて補助事業を

中断する場合には、「3-11」又は「3-12」に規定する手続によるものとする。また、海外に

おける研究滞在等により補助事業を中断する場合には、「3-13」に規定する手続によるもの

とする。 

 

【国際活動支援班における研究代表者の交替】 

3-6 国際活動支援班の研究代表者が応募資格を有しなくなる場合において、研究代表者の交替

（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）により補助事業の継続を希望する場合、

又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により研究代表者を交替（補助事業の研究分担

者に交替する場合に限る。）しようとする場合には、新たに研究代表者となる者の意思を確
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認し、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。他の研究機関

に所属する研究分担者に研究代表者を交替した場合には、新たな研究代表者は、様式Ｆ－１

０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なけ

ればならない。 

 

3-7 国際活動支援班の研究代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意により、研究

代表者を交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）して補助事業の継続を希望

する場合には、新たに研究代表者となる者は、科学技術・学術審議会における審査を経た上

で、様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承

認を得なければならない。他の研究機関に所属する研究分担者に研究代表者を交替した場合

には、新たな研究代表者は、様式Ｆ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」

により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

 

【研究分担者の変更】 

3-8 研究代表者は、研究分担者が応募資格を有しなくなる場合、研究分担者を変更しようとす

る場合、公募要領に示す重複制限により研究分担者を削除しなければならない場合、又は研

究分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により助成金を交付しない

こととされた場合には、様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」により申請を行い、

日本学術振興会の承認を得なければならない。 

 

3-9 研究代表者は、「3-8」に規定する研究分担者の変更において、研究分担者を新たに加え

る場合には、事前に、研究分担者承諾の手続を行わなければならない。その際、「国際共同

研究加速基金（帰国発展研究）」においては、様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」

又は様式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し、これを保管しなければなら

ない。 

 

【補助事業期間の延長】 

3-10 研究代表者は、研究実施計画変更等に伴い、研究計画最終年度の翌年度まで補助事業期

間の延長を希望する場合には、研究計画最終年度の３月１日までに、様式Ｆ－１４「補助事

業期間延長承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。 

なお、１年を超えて補助事業期間を延長することはできない。ただし、育児休業等を取得

する場合には、「3-11」又は「3-12」に規定する手続によるものとする。また、海外におけ

る研究滞在等により補助事業を中断する場合には、「3-13」又は「3-14」に規定する手続に

よるものとする。 

 

【育児休業等による中断】 

3-11 研究代表者は、育児休業等を取得することにより、１年を超えて補助事業を中断する場

合には、様式Ｆ－１３－１「研究中断届」により、日本学術振興会に届け出なければならな

い。 

補助事業を中断するに当たって未使用の助成金がある場合には、補助事業を再開するまで

の間、所属する研究機関において適切に管理しなければならない。 

 

【育児休業等の取得に伴う補助事業期間の延長】 

3-12 研究代表者は、育児休業等の取得による研究実施計画変更等に伴い、補助事業期間の延

長を希望する場合には、様式Ｆ－１３－２「産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外に

おける研究滞在等に伴う補助事業期間延長承認申請書」により申請を行い、日本学術振興

会の承認を得なければならない。なお、補助事業期間は、育児休業等を取得することによ

り補助事業を中断する期間に応じて延長することができる。 

 

【海外における研究滞在等による中断】 

3-13 研究代表者（国際活動支援班を除く。）は、海外における研究滞在等により補助事業を
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中断し、未使用の助成金について中断の終了後に再交付を希望する場合には、様式Ｆ－１

３－４「海外における研究滞在等による研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学

術振興会の承認を得るとともに、未使用の助成金を返還し、中断の時までの補助事業につ

いて、中断の承認を得た後、６１日以内に、様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告

書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に

実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研

究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【海外における研究滞在等に伴う補助事業期間の延長】 

3-14 研究代表者（国際活動支援班を除く。）は、海外における研究滞在等により補助事業を

中断し、かつ１年以内に補助事業を再開した場合であって、研究実施計画変更等に伴い、

補助事業期間の延長を希望する場合には、様式Ｆ－１３－２「産前産後の休暇、育児休業

の取得又は海外における研究滞在等に伴う補助事業期間延長承認申請書」により申請を行

い、日本学術振興会の承認を得なければならない。なお、補助事業期間は、海外における

研究滞在等により補助事業を中断する期間に応じて延長することができる。ただし、海外

における研究滞在等により応募資格を有しなくなる場合には、「3-13」に規定する手続に

よるものとする。 

 

【研究計画最終年度前年度の応募に伴う補助事業の廃止】 

3-15 研究代表者は、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択された場合には、「3-3」

に規定する手続により、その基となる研究課題の最終年度に当たる補助事業の全部を廃止

しなければならない。 

 

【軽微な変更】 

3-16  交付申請書に記載の「各年度における直接経費の額」、「各年度における直接経費の費

目別内訳」、「役割分担等」、「直接経費（研究者別内訳）」、「研究実施計画」及び「主

要な物品の内訳」については、補助事業の遂行について必要がある場合には変更すること

ができる。「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」においては、「日本の研究機関に

おける職務のエフォート」についても、補助事業の遂行について必要がある場合には変更

することができる。 

 

【設備等の取扱】 

3-17 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ち

に寄付することにより研究上の支障が生じる図書にあっては、研究上の支障がなくなる時

に）、研究代表者又は研究分担者が所属する研究機関に寄付しなければならない。ただし、

直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合には、研究代表者は、様式Ｆ－１５

「寄付延期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得て、寄付を延期す

ることができる。 

 

【利子及び為替差益の取扱】 

3-18 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、所

属する研究機関に譲渡しなければならない。 

 

【収入の取扱】 

3-19 研究代表者及び研究分担者は、実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった

場合には、これを日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

 

４ 間接経費の譲渡等 

 

【間接経費の譲渡】 

4-1 研究代表者及び研究分担者は、間接経費の支払を受けた場合には、速やかに間接経費を所
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属する研究機関に譲渡しなければならない。研究代表者及び研究分担者が、所属する研究機

関を変更した場合も同様とする。 

 

【間接経費の返還】 

4-2 研究代表者及び研究分担者が、所属する研究機関を変更しようとする場合において、新た

に所属することとなる研究機関が間接経費を受け入れない場合には、研究代表者は、様式Ｆ

－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る

とともに、未使用の間接経費を返還しなければならない。 

 

【間接経費の追加】 

4-3 間接経費を受け入れない研究機関に所属する研究代表者及び研究分担者が所属する研究

機関を変更した場合において、新たに間接経費の交付を受けようとする場合には、研究代表

者は、様式Ｆ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会

の承認を得なければならない。 

 

 

５ 実施状況の報告 

 

【実施状況報告書の提出】 

5-1 研究代表者は、研究計画最終年度を除く各年度終了後、翌年度の５月３１日までに、様式

Ｆ－６－１「実施状況報告書（収支状況報告書）」及び様式Ｆ－７－１「実施状況報告書（研

究実施状況報告書）」により、日本学術振興会に各年度の補助事業の実施状況を報告しなけ

ればならない（研究実施状況報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業デー

タベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

６ 実績の報告 

 

【実績報告書の提出】 

6-1 研究代表者は、研究計画最終年度の翌年度の５月３１日まで（補助事業を廃止した場合に

は、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告

書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実

績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費

助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。また、実績報告時に未使用の助成金

が生じた場合には、日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

 

７ 研究成果報告書等の提出 

 

【研究成果報告書等の提出】 

7-1 研究代表者は、研究計画最終年度の翌年度の６月３０日までに、助成金により実施した研

究について、様式Ｆ－１９－１「研究成果報告書」により、日本学術振興会に成果報告を行

わなければならない。ただし、特段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまと

められない場合には、様式Ｆ－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に提出し、研究成

果の取りまとめができ次第速やかに上記報告書により、日本学術振興会に成果報告を行わな

ければならない（研究成果報告書は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）により公開される。）。 

 

7-2 研究代表者は、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴い、廃止す

ることとなった最終年度に当たる研究課題の研究の成果については、様式Ｆ－１９－１「研

究成果報告書」により、日本学術振興会に成果報告を行わなければならない（提出期限は、

廃止することとなった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０日までとする。また、研究成
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果報告書は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開され

る。）。 

 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い】 

7-3 研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式

ＣＫ－２１）を提出期限までに提出していない場合には、研究代表者及び研究分担者は、上

記報告書を日本学術振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文

部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 

7-4 研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又

は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式

ＣＫ－２１）を提出期限までに提出していない場合には、研究分担者は、上記報告書を日本

学術振興会に提出するまで、補助事業の執行を停止しなければならない（文部科学省又は日

本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従わなければならない。）。 

 

 

８ 研究成果の発表 

 

【研究成果発表における表示義務】 

8-1 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の成果を発表する場合には、助成金の交付を受け

て行った研究の成果であることを表示しなければならない。特に、論文等により補助事業の

成果を発表する場合には、論文等の謝辞に助成金の交付を受けて行った研究の成果であるこ

とを必ず記載しなければならない（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」を含

めること。）。 

 

【研究成果発表の報告】 

8-2 研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画最終年度の翌年度に様式Ｆ－７－２「実

績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、又

は産業財産権を取得した場合には、様式Ｆ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学術

振興会に報告しなければならない（研究成果発表報告書は、国立情報学研究所の科学研究費

助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

９ その他 

 

【研究倫理教育の受講等の確認】 

9-1  研究代表者は、研究分担者を新たに追加する場合は、日本学術振興会に様式Ｆ－９－１「研

究分担者変更承認申請書」を提出する前に、研究分担者承諾の手続を行い、研究分担者が研

究倫理教育の受講等をしたことを確認しなければならない。その際、「国際共同研究加速基

金（帰国発展研究）」においては、様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」又は様

式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し、これを保管しなければならない。 

 

【研究遂行状況の報告】 

9-2 研究代表者及び研究分担者は、文部科学省又は日本学術振興会から補助事業の遂行の状況

等に関する報告を求められた場合には、その状況について報告しなければならない。 

 

【人権の保護及び法令等の遵守】 

9-3 研究代表者及び研究分担者は、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等を

遵守しなければ行うことができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づき当該
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補助事業を実施しなければならない。 

  ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 

・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚の 

   取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 

・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の非

居住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）又

は貨物の輸出をしようとする場合                       等 

 

【関係書類の整理・保管】 

9-4 研究代表者及び研究分担者は、助成金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を

整理するとともにこれらの帳簿及び書類を補助事業期間終了後５年間保管しなければならな

い。 
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科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金 

の使用について各研究機関が行うべき事務等 
 

独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）が取り扱う科学研究費助成
事業（学術研究助成基金助成金）（「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的研究（開拓）」、「挑戦的研
究（萌芽）」、「挑戦的萌芽研究」（平成２８(2016)年度以前に採択された研究課題）、「若手
研究」、「若手研究（Ｂ）」（平成２９(2017)年度以前に採択された研究課題）、「基盤研究（Ｂ）」
のうち平成２７(2015)年度以降に採択された応募区分「特設分野研究」の研究課題、「若手研究
（Ａ）」のうち平成２４(2012)年度から平成２６(2014)年度に採択された配分総額５００万円以
下の研究課題、「研究活動スタート支援」、「特別研究促進費」、｢新学術領域研究（研究領域提
案型）『国際共同研究加速基金（国際活動支援班）』｣（平成２８(2016)年度以前に採択された研
究課題）、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」に限る。）（以下「助成金」という。）
の使用について各研究機関が行うべき事務等は次のとおりとする。なお、本規程に定めのない事
項については、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」、「研究活動にお
ける不正行為への対応等に関するガイドライン」等を踏まえ、各研究機関が定める規程等に従っ
て適切に行うものとする。 
 
 
１ 申請資格の確認 
 

1-1 交付申請書又は支払請求書に記載された研究代表者及び研究分担者が、交付申請又は支
払請求の時点において、次の要件を満たし、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に
「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録されていることを確認すること。 

 
＜要件＞ 

ア 研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として、所属する者
（有給・無給、常勤・非常勤、フルタイム・パートタイムの別を問わない。また、研究
活動そのものを主たる職務とすることを要しない。）であること 

イ 当該研究機関の研究活動に実際に従事していること（研究の補助のみに従事している
場合は除く。） 

ウ 大学院生等の学生でないこと（ただし、所属する研究機関において研究活動を行うこ
とを本務とする職に就いている者（例：大学教員や企業等の研究者など）で、学生の身
分も有する場合を除く。） 

 
1-2 交付申請書又は支払請求書に記載された研究代表者及び研究分担者が、交付申請又は支

払請求の時点において、補助事業を遂行できる者であることを確認すること。 
 

1-3 交付申請書又は支払請求書に記載された研究代表者及び研究分担者が、助成金や科学研
究費補助金、それ以外の競争的資金で、不正使用（故意若しくは重大な過失による研究費
の他の用途への使用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反し
た使用）、不正受給（偽りその他不正な手段による研究費の受給）又は不正行為（発表さ
れた研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者として
わきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）を
行ったとして、助成金の支払を受ける年度において、日本学術振興会から助成金を交付し
ないこととされている者でないことを確認すること。 

 
1-4 「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」においては、研究代表者が交付申請書又は

支払請求書に記載している研究分担者の「研究分担者承諾書」を保管していることを確認
すること。 

 
 
２ 研究代表者及び研究分担者との関係に関する定め 
 

科研費による研究活動を当該研究機関の活動として行わせるとともに、各研究機関が定める
関連規程や個別契約等により、研究者が交付を受ける助成金（直接経費：補助事業の遂行に必
要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む）、間接経費：補助事業の実施に伴う研
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究機関の管理等に必要な経費）について、本規程に従って研究機関が次の事務を行うことを定
めること。 

 
2-1 研究者に代わり、助成金（直接経費）を管理すること。 

 
2-2 研究者に代わり、助成金（直接経費・間接経費）に係る諸手続を行うこと。 

 
2-3 研究者が直接経費により購入した設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）につ

いて、当該研究者からの寄付を受け入れること。なお、当該研究者が、他の研究機関に所
属することとなる場合には、その求めに応じて、これらを当該研究者に返還すること。 

 
2-4 研究者が支払を受けた間接経費について、当該研究者からの譲渡を受け入れ、これに関

する事務を行うこと。なお、当該研究者が他の研究機関に所属する又は補助事業を廃止す
ることとなる場合には、直接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該研究者に
返還すること（間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関を除く。）。 

 
 
３ 研究機関が行う事務の内容 
 

助成金に係る事務を、以下の各項に従い適切に行うこと。 
 
（１） 直接経費の管理 
 

【分担金の配分】 
3-1 研究代表者は、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究分担者がいる場合には、各

年度の助成金受領後、当該研究分担者が使用する直接経費及びその３０％分の間接経費を、
当該研究分担者に配分しなければならないこととしているので、これに関する事務を行う
こと。ただし、間接経費については、研究代表者と研究分担者が所属する研究機関間の取
り決めにより、これと異なる取扱いをしても差し支えない。 

 
【使用の開始】 
3-2 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降補助事業を開始し、必要な契約

等を行って差し支えないこととしているので、これに必要な事務を迅速に行うこと。ただ
し、「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」及び海外における研究滞在等による中断
後の再開の場合には、日本学術振興会への交付申請書（再開の場合には再開時の交付申請
書）の提出日以降補助事業を開始し、必要な契約等を行って差し支えないこととしている
ので、これに必要な事務を迅速に行うこと。必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又
は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精算すること。 

 
【保管】 
3-3 直接経費は、適切な名義者により、科研費管理のための専用の銀行口座を設け、適正に

保管すること。 
 

【支出の期限】 
3-4 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等を、補助事業期間内に終了し、これに係る支

出を実績報告書の提出期限までに行うこと。 
 

【費目別の収支管理】 
3-5 直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。））

の各費目の対象となる経費の例は、以下のとおり。直接経費の収支管理は、様式Ｅ－１「収
支簿」を用いて、以下の費目ごとに行うこと。 

物品費    物品を購入するための経費 
旅費     研究代表者、研究分担者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、

各種調査、研究の打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交通費、
宿泊費、日当）等 

人件費・謝金  資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの
配付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・
リサーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者等）に
係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経
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費等 
その他    上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現

像・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上
げ費（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、
会議費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・
レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修
理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホー
ムページ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民
を対象とした研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費）等 

 
【物品費の支出等】 
3-6 補助事業に係る物品費の支出に当たっては、購入物品の発注、納品検収、管理について、

原則として、以下により、研究機関が適切に行うこと（役務契約に係る支出に当たっても
同様の取扱いとする。）。 
① 物品費の適正な執行を図るため、検収センターの設置など、納品検収を確実に実施す

る事務処理体制を整備すること。 
② 購入物品について、会計事務職員が納品検収を行うか、適切な研究職員等を検収担当

職員に任命し、納品検収を行うこと。また、データベース・プログラム・デジタルコン
テンツ開発・作成、機器の保守・点検など、特殊な役務に関する検収について、実効性
のある明確なルールを定めた上で運用すること。 

③ 研究機関が発注、納品検収を行わない例外的な措置を講ずる場合は、必要最小限のも
のに限定し、研究機関の責任の下で実質的に管理する厳格な実施体制を整備すること。 

④  助成金により取得した耐用年数１年以上かつ取得価格１０万円以上の物品について
は、研究機関において設備等として受け入れ、特に耐用年数１年以上かつ取得価格５０
万円以上の設備等については、資産として管理すること。また、換金性の高い物品につ
いても、適切に管理すること。 

⑤ 助成金の不適正な執行の疑いが生じた際、適切な発注、納品検収、管理が行われてい
ないことにより、その公正性が明らかでない場合は、研究機関が当該助成金に相当する
額を日本学術振興会に返還すること。 

 
【旅費及び人件費・謝金の支出等】 
3-7 補助事業に係る旅費及び人件費・謝金の支出に当たっては、以下により取り扱うこと。 

① 旅費及び人件費・謝金の支出は、事実確認を行った上で適切に行うこと。 
② 研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が採用時に面談や勤務条件の説明を行い、

雇用契約において勤務内容、勤務時間等について明確にした上で研究機関が当事者とな
って雇用契約を締結するとともに、研究機関が出勤簿や勤務内容の確認を定期的に行う
など研究協力者の勤務状況を適切に管理して給与等を支給すること。 

③ 助成金の不適正な執行の疑いが生じた際、用務の目的や受給額の適切性の確認、勤務
状況の管理等が行われていないことにより、その公正性が明らかでない場合は、研究機
関が当該助成金に相当する額を日本学術振興会に返還すること。 

④ 助成金により雇用されている者（以下「科研費被雇用者」という。）が、雇用元の助
成金の業務（以下「雇用元の業務」という。）以外に、自ら主体的に研究を実施しよう
とする場合は、研究機関において次の点を確認すること。 

１）科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる旨
を各研究機関が定める関連規程や個別契約等で定められていること。 

２）雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフォ
ート等によって明確に区分されていること。 

３）雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てること
ができる時間が十分確保されていること。 

⑤ 助成金により雇用されている若手研究者（各年度の４月１日時点において、４０歳未
満の者又は博士の学位取得後８年未満の者、以下「科研費被雇用若手研究者」という。）
が、雇用元の業務に従事するエフォートの一部を、科研費被雇用若手研究者の自発的な
研究活動等に充当しようとする場合は、研究機関において次の点を確認すること。 

１）科研費被雇用若手研究者本人が自発的な研究活動等の実施を希望すること。 
２）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用元
の業務の推進に資する自発的な研究活動等であると判断し、その旨を研究機関が認
めること。 

３）各研究機関が定める関連規程等に基づき、研究代表者又は研究分担者が、雇用元
の業務の推進に支障がない範囲であると判断し、その旨を研究機関が認めること（雇
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用元の業務に従事するエフォートの２０％を上限とする。）。 
 

【使用の制限】 
3-8 直接経費は、次の費用として使用しないこと。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要
となる据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 
③ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 
④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 

 
【合算使用の制限】 
3-9 次の場合を除き、他の経費と合算して使用しないこと。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合又は１個の物品等
を購入する場合において、直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経
費を使用する場合 

② 直接経費に、科研費以外の他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金及び間接
経費等、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を加えて、補助事業に使用する場
合（なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属する研究機関を変
更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを事前に決め
ておくこと。） 

③ 直接経費に、複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設備」という。）
の購入が可能な制度の経費を加えて、共用設備の購入経費として使用する場合（ただし、
同一の研究機関において使用する場合に限る。なお、研究者が所属する研究機関を変更
する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備の取扱いを事前に決めてお
くこと。また、各事業に係る負担額及びその算出根拠等について明らかにしておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金）を加えて、
各補助事業の遂行に必要な経費として使用する場合（ただし、同一の研究機関において
使用する場合に限る。なお、設備等の購入経費として使用する場合には、研究者が所属
する研究機関を変更する際等に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取
扱いを事前に決めておくこと。また、各事業に係る負担額及び算出根拠等について明ら
かにしておくこと。） 

 
（２） 間接経費の使用 

 
【譲渡の受入】 
3-10 研究代表者及び研究分担者は、各年度の助成金受領後速やかに、間接経費を所属する研

究機関に譲渡しなければならないこととしているので、これを受け入れること。 
 

【使用の期限】 
3-11 間接経費は、補助事業期間内に使用すること。 

 
【使途】 
3-12 間接経費は、補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、研究代表者

及び研究分担者の研究環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するものであり、別
添「間接経費の主な使途の例示」を参考として、各研究機関の長の責任の下で公正・適正
かつ計画的・効率的に使用すること（研究代表者・研究分担者の人件費・謝金として使用
することも、禁じられていない。）。 

 
【間接経費使用実績の報告】 
3-13 研究機関における毎年度の間接経費使用実績を、翌年度の６月３０日までに、府省共通

研究開発管理システム（e-Rad）により、日本学術振興会に報告すること。 
 
（３） 助成金に係る諸手続 
 

【応募・交付申請に係る手続】 
3-14 次の手続を行うこと。 

①公募要領等の内容の周知 
②応募書類の確認及び日本学術振興会への提出 
③日本学術振興会からの交付内定通知の受理及び研究者への通知 
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④交付申請書類等の取りまとめ及び日本学術振興会への提出 
⑤日本学術振興会からの交付決定通知書の受理及び研究者への伝達 
⑥日本学術振興会から送金される助成金の受領 

 
【助成金の支払請求に係る手続】 
3-15 研究代表者が、各年度に必要となる経費について請求しようとする場合には、研究代表

者が作成する様式Ｆ－２－１「支払請求書」を取りまとめ、各年度の３月１日までに日本
学術振興会へ提出すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「3-15」に代えて下記
「3-15-1」のとおりとする。 
 
3-15-1 研究代表者が、各年度に必要となる経費について請求しようとする場合に

は、研究代表者が作成する様式Ｆ－２－１「支払請求書」を取りまとめ、様
式Ｅ－８「支払請求書（表紙）」を添えて各年度の３月１日までに日本学術
振興会へ提出すること。 

 
【助成金の前倒し支払請求に係る手続】 
3-16 研究代表者が、各年度において、研究計画変更等に伴い、年度途中で助成金の前倒し支

払を求める場合には、研究代表者が作成する様式Ｆ－３－１「前倒し支払請求書」を取り
まとめ、各年度の９月１日、１２月１日までに日本学術振興会へ提出すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「3-16」に代えて下記
「3-16-1」のとおりとする。 
 
3-16-1 研究代表者が、各年度において、研究計画変更等に伴い、年度途中で助成金

の前倒し支払を求める場合には、研究代表者が作成する様式Ｆ－３－１「前倒
し支払請求書」を取りまとめ、様式Ｅ－９「前倒し支払請求（表紙）」を添え
て各年度の９月１日、１２月１日までに日本学術振興会へ提出すること。 

 
【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 
3-17 交付申請書の記載内容の変更に当たり、次の手続を行うこと。 

①直接経費の使用内訳の変更 
研究代表者は、直接経費の使用内訳について、各費目の額を、交付決定を受けた直接

経費の総額の５０％（直接経費の総額の５０％の額が３００万円以下の場合は、３０
０万円まで）の範囲内で変更できるため、各費目の使用状況及び直接経費全体の使用
状況を常に把握すること。 

研究代表者が、上記の限度を超えて各費目の額を変更しようとする場合に、当該研究
代表者が作成する様式Ｆ－４「直接経費使用内訳変更承認申請書」により申請を行い、
日本学術振興会の承認を得ること。 

 
②補助事業の廃止 

研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成する様式
Ｆ－５－１「補助事業廃止承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を
得るとともに、未使用の助成金を返還し、廃止のときまでの補助事業について、廃止
の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－６－２「実績報
告書（収支決算報告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」を
取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

研究代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｆ－５－２「研究代表者死亡等報告書」
により日本学術振興会に報告するとともに必要な事務を行った上で、未使用の助成金
を返還し、様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」により日本学術振興会
に実績報告を行うこと。 
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「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「②」に代えて下記「②
-1」のとおりとする。 
 
②-1 補助事業の廃止 

研究代表者が、補助事業を廃止しようとする場合に、当該研究代表者が作成す
る様式Ｆ－５－１「補助事業廃止承認申請書」により申請を行い、日本学術振興
会の承認を得るとともに、未使用の助成金を返還し、廃止のときまでの補助事業
について、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式
Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」（様式Ｅ－３－２「収支決算報告
書（表紙）」を添える。）及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」
（様式Ｅ－４－２「研究実績報告書（表紙）」を添える。）を取りまとめ、日本
学術振興会に実績報告を行うこと。 
研究代表者が欠けた場合には、その旨を様式Ｆ－５－２「研究代表者死亡等報

告書」により日本学術振興会に報告するとともに必要な事務を行った上で、未使
用の助成金を返還し、様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」（様式
Ｅ－３－２「収支決算報告書（表紙）」を添える。）により日本学術振興会に実
績報告を行うこと。 

 
③所属する研究機関の変更 

研究代表者又は研究分担者が、他の研究機関に所属することとなる場合であって、未
使用の直接経費がある場合には、当該研究代表者又は当該研究分担者が新たに所属す
ることとなる研究機関に対してこれを送金すること。 

新たに所属することとなった研究者が、既に開始されている補助事業の研究代表者で
ある場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－１「研究代表者所属研究機関
変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
④研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場合、１年を超えて補助事業を継続して実施
できなくなる場合、公募要領に示す重複制限により補助事業を実施できなくなる場合、
又は補助事業以外で不正使用、不正受給若しくは不正行為により助成金を交付しない
こととされた場合には、「3-17②」に規定する手続により、補助事業を廃止するため
の手続を行うこと。ただし、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」とい
う。）を取得し１年を超えて補助事業を中断する場合には、「3-17⑨」又は「3-17⑩」
に規定する手続を行うこと。また、海外における研究滞在等により補助事業を中断す
る場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 

 
⑤研究代表者の交替 

新学術領域研究（研究領域提案型）『国際共同研究加速基金（国際活動支援班）』（以
下、｢国際活動支援班｣という。）の研究代表者が応募資格を有しなくなる場合におい
て、研究代表者の交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）により補助
事業の継続を希望する場合、又は応募資格の喪失以外のやむを得ない事由により、研
究代表者を交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）しようとする場合
には、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、当該研究代表者が新たに研究
代表者となる者の意思を確認の上作成する様式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請
書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。その際、研究分担者が、
他の研究機関に所属する研究者と研究代表者を交替して新たな研究代表者となった場
合には、新たな研究代表者が作成する様式Ｆ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属
研究機関変更届」により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

また、国際活動支援班の研究代表者が欠けた場合において、研究分担者がその総意に
より、研究代表者を交替（補助事業の研究分担者に交替する場合に限る。）して補助
事業の継続を希望する場合には、科学技術・学術審議会における審査を経た上で、様
式Ｆ－９－２「研究代表者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承
認を得ること。その際、研究分担者が、他の研究機関に所属する研究者から研究代表
者を交替して、新たな研究代表者となった場合には、新たな研究代表者が作成する様
式Ｆ－１０－２「研究代表者交替に伴う所属研究機関変更届」により、日本学術振興
会への届出を行うこと。 

 
⑥研究分担者の応募資格の喪失等 

研究分担者が応募資格を有しなくなる場合、公募要領に示す重複制限により研究分担
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者を削除しなければならない場合、又は研究分担者が補助事業以外で不正使用、不正
受給若しくは不正行為により助成金を交付しないこととされた場合には、研究代表者
が作成する様式Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」により申請を行い、日本学
術振興会の承認を得ること。 

 
⑦研究分担者の変更 

研究代表者が、研究分担者を変更する場合に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－９
－１「研究分担者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得る
こと。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「⑦」に代えて下記「⑦
-1」のとおりとする。 
 
⑦-1 研究分担者の変更 

研究代表者が、研究分担者を変更する場合に、当該研究代表者が作成する様式
Ｆ－９－１「研究分担者変更承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の
承認を得ること。 

上記の変更において、研究分担者が新たに加えられる場合には、事前に、当該
研究代表者が、様式Ｆ－１１「研究分担者承諾書（他機関用）」又は様式Ｆ－１
２「研究分担者承諾書（同一機関用）」を徴し、これを保管しなければならない
こととしているので、必要に応じ事務的な援助を行い、研究代表者が様式Ｆ－１
１「研究分担者承諾書（他機関用）」又は様式Ｆ－１２「研究分担者承諾書（同
一機関用）」を保管していることを確認すること。 

 
⑧補助事業期間の延長 

研究代表者が、研究実施計画変更等に伴い、研究計画最終年度の翌年度まで補助事業
期間の延長を希望する場合には、研究計画最終年度の３月１日までに、当該研究代表
者が作成する様式Ｆ－１４「補助事業期間延長承認申請書」により申請を行い、日本
学術振興会の承認を得ること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「⑧」に代えて下記「⑧
-1」のとおりとする。 

 
⑧-1 補助事業期間の延長 

研究代表者が、研究実施計画変更等に伴い、研究計画最終年度の翌年度まで補
助事業期間の延長を希望する場合には、研究計画最終年度の３月１日までに、当
該研究代表者が作成する様式Ｆ－１４「補助事業期間延長承認申請書」を取りま
とめ、様式Ｅ－１０－１「補助事業期間延長承認申請書（表紙）」を添えて日本
学術振興会に対し申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
⑨育児休業等による中断 

研究代表者が、育児休業等を取得することにより、１年を超えて補助事業を中断する
場合には、様式Ｆ－１３－１「研究中断届」により、日本学術振興会に届け出ること。 

補助事業を中断するに当たって未使用の助成金がある場合には、研究を再開するまで
の間、研究機関において適切に管理すること。 

 
⑩育児休業等に伴う補助事業期間の延長 

研究代表者が、育児休業等の取得による研究実施計画変更等に伴い、補助事業期間の
延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－２「産前産後の
休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴う補助事業期間延長承認申請
書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 

 
⑪海外における研究滞在等による中断 

研究代表者（国際活動支援班を除く。）が、海外における研究滞在等により補助事業
を中断し、未使用の助成金について中断の終了後に再交付を受けることを希望する場
合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１３－４「海外における研究滞在等によ
る研究中断承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、
未使用の助成金を返還し、中断の時までの補助事業について、中断の承認を得た後、
６１日以内に、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報
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告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告書）」を取りまとめ、日本
学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
⑫海外における研究滞在等に伴う補助事業期間の延長 

研究代表者（国際活動支援班を除く。）が、海外における研究滞在等により補助事業
を中断し、かつ１年以内に補助事業を再開した場合であって、研究実施計画変更等に
伴い、補助事業期間の延長を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－
１３－２「産前産後の休暇、育児休業の取得又は海外における研究滞在等に伴う補助
事業期間延長承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。な
お、補助事業期間は、海外における研究滞在等により補助事業を中断する期間に応じ
て延長することができる。ただし、海外における研究滞在等により応募資格を有しな
くなる場合には、「3-17⑪」に規定する手続を行うこと。 

 
⑬研究計画最終年度前年度の応募に伴う補助事業の廃止 

研究代表者が、研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択された場合には、「3-17
②」に規定する手続により、その基となる研究課題の最終年度に当たる補助事業の全
部を廃止するための手続を行うこと。 

 
【実施状況報告等に係る手続】 
3-18 各補助事業について、研究計画最終年度を除く各年度終了後、翌年度の５月３１日まで

に、研究代表者が作成する様式Ｆ－６－１「実施状況報告書（収支状況報告書）」及び様
式Ｆ－７－１「実施状況報告書（研究実施状況報告書）」を取りまとめ、日本学術振興会
に提出すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「3-18」に代えて下記
「3-18-1」のとおりとする。 
 
【実施状況報告等に係る手続】 
3-18-1 各補助事業について、研究計画最終年度を除く各年度終了後、翌年度の５月

３１日までに、研究代表者が作成する様式Ｆ－６－１「実施状況報告書（収支
状況報告書）」（様式Ｅ－３－１「収支状況報告書（表紙）」を添える。）及
び様式Ｆ－７－１「実施状況報告書（研究実施状況報告書）」（様式Ｅ－４－
１「研究実施状況報告書（表紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術振興
会に提出すること。 

 
【実績報告等に係る手続】 
3-19  各補助事業について、研究計画最終年度の翌年度の５月３１日まで（補助事業を廃止し

た場合には、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、研究代表者が作成する様式Ｆ－６
－２「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実績報告
書）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。また、実績報告時に未使用
の助成金が生じた場合には、日本学術振興会に返還すること。 

 
「国際共同研究加速基金（帰国発展研究）」については、上記「3-19」に代えて下記
「3-19-1」のとおりとする。 
 
【実績報告等に係る手続】 
3-19-1  各補助事業について、研究計画最終年度の翌年度の５月３１日まで（補助事

業を廃止した場合には、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、研究代表者が
作成する様式Ｆ－６－２「実績報告書（収支決算報告書）」（様式Ｅ－３－２「収
支決算報告書（表紙）」を添える。）及び様式Ｆ－７－２「実績報告書（研究実
績報告書）」（様式Ｅ－４－２「研究実績報告書（表紙）」を添える。）を取り
まとめ、日本学術振興会に実績報告を行うこと。また、実績報告時に未使用の助
成金が生じた場合には、日本学術振興会に返還すること。 

 
【研究成果報告に係る手続】 
3-20 研究成果報告に係る次の手続を行うこと。 

① 研究成果報告書等の提出 
研究代表者が作成する、様式Ｆ－１９－１「研究成果報告書」により、研究計画の最

終年度の翌年度の６月３０日までに、日本学術振興会に成果報告を行うこと。 
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特段の理由があって上記の提出期限までに報告書を取りまとめられない場合には、研
究代表者が作成する様式Ｆ－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に提出し、研究
成果の取りまとめができ次第速やかに、研究代表者が作成する研究成果報告書により、
日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採択されたことに伴い、廃止することとな
った最終年度に当たる研究課題の研究の成果については、研究代表者が作成する、様式
Ｆ－１９－１「研究成果報告書」により、日本学術振興会に成果報告（提出期限は、廃
止することとなった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０日まで）を行うこと。 

 
② 研究成果報告書等が未提出の場合の取扱い 

研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－
１９、様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ
－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式
Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、上記報告書を日本
学術振興会に提出するまで、研究代表者及び研究分担者が実施する補助事業の執行を停
止すること（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこ
と。）。 

研究分担者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－
１９、様式Ｃ－４１、様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ
－１９）又は「研究経過報告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｃ－４２、様式Ｆ－２１、様式
Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに提出しない場合には、上記報告書を日本
学術振興会に提出するまで、研究分担者が実施する補助事業の執行を停止すること（文
部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、その指示に従うこと。）。 

 
【研究成果発表に係る手続】 
3-21 研究成果を発表する場合には、次の手続を行うこと。 

① 研究成果発表における謝辞の表示 
研究代表者及び研究分担者が、論文等により補助事業の成果を発表する場合には、論

文等の謝辞に助成金の交付を受けて行った研究の成果であること（「JSPS KAKENHI 
Grant Number JP８桁の課題番号」）を必ず記載するよう、研究代表者及び研究分担者に
周知すること。 

また、研究機関のホームページや広報誌において補助事業の成果を発表する場合に
は、その成果が助成金の交付を受けて行った研究の成果であることを表示すること。 

 
② 研究成果発表の報告 

研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画最終年度の翌年度に様式Ｆ－７－
２「実績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行っ
た場合、又は産業財産権を取得した場合には、その都度、様式Ｆ－２４「研究成果発表
報告書」により、日本学術振興会に報告しなければならないこととしているので、これ
に関する事務を行うこと。 

 
（４） 設備等に係る事務等 
 

【寄付の受入】 
3-22 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ち

に寄付することにより研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担
者が、「3-23」に規定する手続により、寄付の延期について日本学術振興会の承認を得た
場合にあっては、当該寄付が延期された時期に、また、直ちに寄付することにより研究上
の支障が生じる図書の場合にあっては、研究上の支障がなくなる時に）当該研究代表者又
は研究分担者が補助事業を遂行する研究機関に寄付しなければならないこととしている
ので、これを受け入れて適切に管理すること。 

 
【寄付延期に係る手続】 
3-23 研究代表者又は研究分担者が直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに所属する

研究機関に寄付することにより、研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又
は研究分担者が寄付の延期を希望する場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１５
「寄付延期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること。 
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【所属機関変更時の設備等の返還】 
3-24 設備等の寄付を行った研究代表者又は研究分担者が、補助事業期間中に他の研究機関に

所属することとなる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が、新たに所属するこ
ととなる研究機関において当該設備等を使用することを希望する場合には、当該設備等を
研究代表者又は研究分担者に返還すること。ただし、共用設備については寄付を行った研
究代表者及び研究分担者全員が同意した場合に限る。補助事業期間終了後５年間も同様と
する（令和２(2020)年度以降に購入する設備等に限る）。 

 
【利子及び為替差益の譲渡の受入】 
3-25 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、所

属する研究機関に譲渡しなければならないこととしているので、これを受け入れること。 
 

【収入の返還】 
3-26 実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合に、これを日本学術振興会

に返還すること。 
 
（５） 間接経費に係る事務（間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関を除く。） 
 

【所属機関変更時等の間接経費の返還及び送金】 
3-27 間接経費の譲渡を行った研究代表者及び研究分担者が他の研究機関に所属することと

なる場合、又は他の研究機関の研究者に交替することとなる場合であって、未使用の直接
経費がある場合には、直接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該研究代表者
及び研究分担者に返還すること。 

返還する間接経費については、当該研究代表者及び研究分担者が新たに所属することと
なる研究機関に対して、その額を通知するとともに、送金すること。 

ただし、当該研究代表者又は研究分担者が他の研究機関に所属することとなる場合（研
究分担者が他の研究機関の研究者に交替する場合）であって、助成金の支払を受けた年度
の翌年度以降に直接経費を使用する場合、間接経費の執行計画が年度内に適正に定まって
いる場合等には、当該直接経費にかかる間接経費を当該研究代表者又は研究分担者に返還
しないことができる。 

 
【間接経費を受け入れていた研究機関から受け入れない研究機関への異動】 
3-28 間接経費を受け入れていた研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これ

を受け入れない研究機関に所属することとなる場合には、当該研究代表者が作成する様式
Ｆ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を
得るとともに、未使用の間接経費を返還すること（事務を行うのは、研究代表者の異動の
場合は、間接経費を受け入れていた研究機関。研究分担者の異動の場合は、研究代表者の
所属する研究機関。）。 

 
【間接経費を受け入れない研究機関から受け入れる研究機関への異動】 
3-29 間接経費を受け入れない研究機関に所属していた研究代表者及び研究分担者が、これを

受け入れる研究機関に所属することとなる場合であって、新たに間接経費の交付を受けよ
うとする場合には、当該研究代表者が作成する様式Ｆ－１６「間接経費交付決定額変更申
請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ること（事務を行うのは、研究代表
者の異動の場合は、新たに間接経費を受け入れようとする研究機関。研究分担者の異動の
場合は、研究代表者の所属する研究機関。）。 

 
 
４ 適正な使用の確保 
 

【経費管理・監査体制の整備】 
4-1 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、

経費管理・監査体制を整備すること。 
 

【経費管理・監査の実施体制等の報告】 
4-2  公募要領等に規定する手続により、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイ

ドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」を文部科学省に
提出すること。 
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【助成金の適切な執行管理】 
4-3 助成金の執行状況を定期的に把握し適切な執行管理を行うこと。 

 
【経費管理担当者の報告】 
4-4 研究機関としての経費管理責任者及び交付内定を受けた補助事業ごとの経費管理担当者

を選任し、交付申請書の提出時に日本学術振興会に報告すること。 
 

【研修会・説明会の開催】 
4-5 助成金の不正な使用を防止するため、研究者及び事務職員を対象として、研修会・説明

会を積極的・定期的に実施すること。 
 

【内部監査の実施】 
4-6 毎年、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏

まえ、各研究機関の実情に応じて抽出した補助事業（助成金により実施している補助事業
全体の概ね１０％以上が望ましい。）について、監査を実施し、その実施状況及び結果に
ついて文部科学省に報告すること。 

なお、上記により実施する監査の一部（監査を実施する補助事業の概ね１０％以上が望
ましい。）については、書類上の調査にとどまらず、実際の助成金使用状況や納品の状況
等の事実関係の厳密な確認などを含めた徹底的なものとすること。 

 
【不正使用及び不正受給に係る調査の実施等】 
4-7 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、不正使用又は不正受給が明ら

かになった場合（不正使用や不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）には、日本学
術振興会に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を日本学術振興会に報告する
とともに公表すること。 

 
【不正使用及び不正受給に係る補助事業の執行停止】 
4-8 所属する研究代表者及び研究分担者について、不正使用又は不正受給が明らかになった

場合（不正使用や不正受給が行われた疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配
分機関等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及び研究分担者の補助事業
の執行に係る諸手続を停止すること。 

 
【実地検査への協力】 
4-9 文部科学省又は日本学術振興会が行う助成金の経費管理・監査の実施状況に関する実地

検査に対して積極的に協力すること。 
 

【不正使用又は不正受給に伴う助成金の返還等】 
4-10 助成金の不正使用又は不正受給があった場合には、当該助成金を返還するとともに、日

本学術振興会の指示に従って、間接経費を返還すること。また、不正使用又は不正受給の
再発を防止するための措置を適切に講じること。 

 
【間接経費の削減】 
4-11 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づいて、

文部科学省又は日本学術振興会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合に
は、文部科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 

 
 
５ 研究活動における不正行為への対応 
 

【規程等の整備】 
5-1 助成金による研究活動における不正行為を防止するとともに、その疑いが生じた場合に

適切に対応できるようにするため、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイ
ドライン」を参考に、関連する規程等を定めるとともに、所属する研究者に周知すること。 

 
【研究活動の不正行為への対応に係る取組状況等の報告】 
5-2 公募要領等に規定する手続により、「研究活動における不正行為への対応等に関するガ

イドライン」に基づく「取組状況に係るチェックリスト」を文部科学省に提出すること。 
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【研究活動の不正行為に係る調査の実施等】 
5-3 所属する研究代表者及び研究分担者の補助事業について、研究活動における不正行為が

明らかになった場合（不正行為が行われた疑いのある場合を含む）には、日本学術振興会
に報告の上、速やかに調査を実施し、その調査結果を日本学術振興会に報告するとともに
公表すること。 

 
【研究活動の不正行為に係る補助事業の執行停止】 
5-4 所属する研究代表者及び研究分担者について、研究活動における不正行為が明らかにな

った場合（不正行為が行われた疑いのある場合を含む。）には、その調査結果を配分機関
等に報告するまで、必要に応じて、関係する研究代表者及び研究分担者の補助事業の執行
に係る諸手続を停止すること。 

 
【研究活動の不正行為に伴う助成金の返還等】 
5-5 助成金による研究活動における不正行為があった場合には、当該不正行為に係る助成金

を返還するとともに、日本学術振興会の指示に従って、間接経費を返還すること。また、
不正行為の再発を防止するための措置を適切に講じること。 

 
【間接経費の削減】 
5-6 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、文部科学

省又は日本学術振興会から、間接経費措置額の一定割合削減が通知された場合には、文部
科学省又は日本学術振興会の指示に従うこと。 

 
 
６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実施 
 

 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、科研費による研究
活動に関わる全ての構成員（研究者、事務職員、技術職員及びその他関連する者）に対して、
コンプライアンス教育を実施し、受講状況等を把握すること。 

また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づいて、科研費
による研究活動に関わる研究者を対象に研究倫理教育を実施すること。 

 
 
７ その他 
 

 【研究遂行状況の報告】 

7-1  文部科学省又は日本学術振興会から、研究代表者及び研究分担者の補助事業の遂行の状

況等に関する報告を求められた場合、必要な協力等を行うこと。 
 

【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 
7-2  研究代表者又は研究分担者が、補助事業の遂行に当たり、以下のような関係する法令等

を遵守しなければ行うことができない研究を実施する場合には、関係する法令等に基づく
文部科学省等関係府省庁等への届出等に関する事務を行うこと。 

   ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）を得る必要がある場合 
・個人情報の取扱いに配慮する必要がある場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 
・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定胚

の取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験を含む研究を実施する場合等） 
・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）に基づき規制されている技術の

非居住者若しくは外国への提供（記録媒体等での持ち出し、電子メールでの送信も含む）
又は貨物の輸出をしようとする場合                     等 

 
【関係書類の整理・保管】 
7-3  次の関係書類を整理し、補助事業期間終了後５年間保管しておくこと。 

① 日本学術振興会に提出した書類の写等 
② 日本学術振興会から送付された書類 
③ 助成金の使用に関する書類 

     １）直接経費 
ア 収支簿 
イ 預貯金通帳等 
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ウ 直接経費が適切に使用されたことを証明する書類 
（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、 

出張依頼書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など） 
２）間接経費 

ア 間接経費が適切に使用されたことを証明する書類 
（領収書、見積書、納品書、請求書、契約書、請書、検査調書、出張命令書、 

出張依頼書、出張報告書、出勤簿、会議録、送金記録など） 
イ 各研究代表者及び研究分担者からの間接経費の譲渡を記録した書類 
ウ 各研究代表者及び研究分担者への間接経費の返還を記録した書類 
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別添 

 
間接経費の主な使途の例示 

 
 被配分機関において、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費（競
争的資金の間接経費の執行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競争的研究費に関する関係
府省連絡会申し合わせ）「３．間接経費導入の趣旨」参照）のうち、以下のものを対象とする。 
 
（１）管理部門に係る経費 
 （ア）管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 
 （イ）管理事務の必要経費 
   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外 
    旅費、会議費、印刷費 
  など 
 
（２）研究部門に係る経費 
  （ウ）共通的に使用される物品等に係る経費 
   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、 

印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 
 （エ）当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 
   研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、 
   通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費、 
   論文投稿料（論文掲載料） 
 （オ）特許関連経費 
 （カ）研究棟の整備、維持及び運営経費 
 （キ）実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 
 （ク）研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 
 （ケ）設備の整備、維持及び運営経費 
 （コ）ネットワークの整備、維持及び運営経費 
 （サ）大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費 
 （シ）大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
 （ス）図書館の整備、維持及び運営経費 
 （セ）ほ場の整備、維持及び運営経費 
  など 
 
（３）その他の関連する事業部門に係る経費 
 （ソ）研究成果展開事業に係る経費 
 （タ）広報事業に係る経費 
  など 
 
※上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機

能の向上に活用するために必要となる経費などで、研究機関の長が必要な経費と判断した場合、
執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とする。 

 
 
    出典：競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針 
         （平成１３年４月２０日  競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ 

（令和元年７月１８日改正）） 
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補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 

（昭和三十年八月二十七日法律第百七十九号） 

 

第一章 総則  

 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、補助金等の交付の申請、決定等に関する事項その他補助金等に係る

予算の執行に関する基本的事項を規定することにより、補助金等の交付の不正な申請及

び補助金等の不正な使用の防止その他補助金等に係る予算の執行並びに補助金等の交付

の決定の適正化を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「補助金等」とは、国が国以外の者に対して交付する次に掲げ

るものをいう。 

一 補助金 

二 負担金（国際条約に基く分担金を除く。） 

三 利子補給金 

四 その他相当の反対給付を受けない給付金であつて政令で定めるもの 

２ この法律において「補助事業等」とは、補助金等の交付の対象となる事務又は事業を

いう。 

３ この法律において「補助事業者等」とは、補助事業等を行う者をいう。 

４ この法律において「間接補助金等」とは、次に掲げるものをいう。 

一 国以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金等を直接又は

間接にその財源の全部又は一部とし、かつ、当該補助金等の交付の目的に従つて交付

するもの 

二 利子補給金又は利子の軽減を目的とする前号の給付金の交付を受ける者が、その交

付の目的に従い、利子を軽減して融通する資金 

５ この法律において「間接補助事業等」とは、前項第一号の給付金の交付又は同項第二

号の資金の融通の対象となる事務又は事業をいう。 

６ この法律において「間接補助事業者等」とは、間接補助事業等を行う者をいう。 

７ この法律において「各省各庁」とは、財政法（昭和二十二年法律第三十四号）第二十

一条に規定する各省各庁をいい、「各省各庁の長」とは、同法第二十条第二項に規定す

る各省各庁の長をいう。 

 

（関係者の責務） 

第三条 各省各庁の長は、その所掌の補助金等に係る予算の執行に当つては、補助金等が

国民から徴収された税金その他の貴重な財源でまかなわれるものであることに特に留意

し、補助金等が法令及び予算で定めるところに従つて公正かつ効率的に使用されるよう

に努めなければならない。 

２ 補助事業者等及び間接補助事業者等は、補助金等が国民から徴収された税金その他の

貴重な財源でまかなわれるものであることに留意し、法令の定及び補助金等の交付の目

的又は間接補助金等の交付若しくは融通の目的に従つて誠実に補助事業等又は間接補助

事業等を行うように努めなければならない。 

 

（他の法令との関係） 

第四条 補助金等に関しては、他の法律又はこれに基く命令若しくはこれを実施するため

の命令に特別の定のあるものを除くほか、この法律の定めるところによる。 
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第二章 補助金等の交付の申請及び決定  

 

（補助金等の交付の申請） 

第五条 補助金等の交付の申請（契約の申込を含む。以下同じ。）をしようとする者は、

政令で定めるところにより、補助事業等の目的及び内容、補助事業等に要する経費その

他必要な事項を記載した申請書に各省各庁の長が定める書類を添え、各省各庁の長に対

しその定める時期までに提出しなければならない。 

 

（補助金等の交付の決定） 

第六条 各省各庁の長は、補助金等の交付の申請があつたときは、当該申請に係る書類等

の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申請に係る補助金等の交付が法令

及び予算で定めるところに違反しないかどうか、補助事業等の目的及び内容が適正であ

るかどうか、金額の算定に誤がないかどうか等を調査し、補助金等を交付すべきものと

認めたときは、すみやかに補助金等の交付の決定（契約の承諾の決定を含む。以下同

じ。）をしなければならない。 

２ 各省各庁の長は、補助金等の交付の申請が到達してから当該申請に係る補助金等の交

付の決定をするまでに通常要すべき標準的な期間（法令により当該各省各庁の長と異な

る機関が当該申請の提出先とされている場合は、併せて、当該申請が当該提出先とされ

ている機関の事務所に到達してから当該各省各庁の長に到達するまでに通常要すべき標

準的な期間）を定め、かつ、これを公表するよう努めなければならない。 

３ 各省各庁の長は、第一項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、

補助金等の交付の申請に係る事項につき修正を加えて補助金等の交付の決定をすること

ができる。 

４ 前項の規定により補助金等の交付の申請に係る事項につき修正を加えてその交付の決

定をするに当つては、その申請に係る当該補助事業等の遂行を不当に困難とさせないよ

うにしなければならない。 

 

（補助金等の交付の条件） 

第七条 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をする場合において、法令及び予算で定

める補助金等の交付の目的を達成するため必要があるときは、次に掲げる事項につき条

件を附するものとする。 

一 補助事業等に要する経費の配分の変更（各省各庁の長の定める軽微な変更を除

く。）をする場合においては、各省各庁の長の承認を受けるべきこと。 

二 補助事業等を行うため締結する契約に関する事項その他補助事業等に要する経費の

使用方法に関する事項 

三 補助事業等の内容の変更（各省各庁の長の定める軽微な変更を除く。）をする場合

においては、各省各庁の長の承認を受けるべきこと。 

四 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、各省各庁の長の承認を受ける

べきこと。 

五 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となつた

場合においては、すみやかに各省各庁の長に報告してその指示を受けるべきこと。 

２ 各省各庁の長は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると

認められる場合においては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交

付した補助金等の全部又は一部に相当する金額を国に納付すべき旨の条件を附すること

ができる。 

３ 前二項の規定は、これらの規定に定める条件のほか、各省各庁の長が法令及び予算で

定める補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を附することを妨げるものでは

ない。 
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４ 補助金等の交付の決定に附する条件は、公正なものでなければならず、いやしくも補

助金等の交付の目的を達成するため必要な限度をこえて不当に補助事業者等に対し干渉

をするようなものであつてはならない。 

 

（決定の通知） 

第八条 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をしたときは、すみやかにその決定の内

容及びこれに条件を附した場合にはその条件を補助金等の交付の申請をした者に通知し

なければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第九条 補助金等の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受領した場合におい

て、当該通知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服がある

ときは、各省各庁の長の定める期日までに、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取引げがあつたときは、当該申請に係る補助金等の交付の決

定は、なかつたものとみなす。 

 

（事情変更による決定の取消等） 

第十条 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変

更により特別の必要が生じたときは、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り

消し、又はその決定の内容若しくはこれに附した条件を変更することができる。ただ

し、補助事業等のうちすでに経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

２ 各省各庁の長が前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消すことができる場合

は、天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業等の全部

又は一部を継続する必要がなくなつた場合その他政令で定める特に必要な場合に限る。 

３ 各省各庁の長は、第一項の規定による補助金等の交付の決定の取消により特別に必要

となつた事務又は事業に対しては、政令で定めるところにより、補助金等を交付するも

のとする。 

４ 第八条の規定は、第一項の処分をした場合について準用する。 

 

第三章 補助事業等の遂行等  

 

（補助事業等及び間接補助事業等の遂行） 

第十一条 補助事業者等は、法令の定並びに補助金等の交付の決定の内容及びこれに附し

た条件その他法令に基く各省各庁の長の処分に従い、善良な管理者の注意をもつて補助

事業等を行わなければならず、いやしくも補助金等の他の用途への使用（利子補給金に

あつては、その交付の目的となつている融資又は利子の軽減をしないことにより、補助

金等の交付の目的に反してその交付を受けたことになることをいう。以下同じ。）をし

てはならない。 

２ 間接補助事業者等は、法令の定及び間接補助金等の交付又は融通の目的に従い、善良

な管理者の注意をもつて間接補助事業等を行わなければならず、いやしくも間接補助金

等の他の用途への使用（利子の軽減を目的とする第二条第四項第一号の給付金にあつて

は、その交付の目的となつている融資又は利子の軽減をしないことにより間接補助金等

の交付の目的に反してその交付を受けたことになることをいい、同項第二号の資金にあ

つては、その融通の目的に従つて使用しないことにより不当に利子の軽減を受けたこと

になることをいう。以下同じ。）をしてはならない。 

 

（状況報告） 

第十二条 補助事業者等は、各省各庁の長の定めるところにより、補助事業等の遂行の状

況に関し、各省各庁の長に報告しなければならない。 
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（補助事業等の遂行等の命令） 

第十三条 各省各庁の長は、補助事業者等が提出する報告等により、その者の補助事業等

が補助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件に従つて遂行されていないと認め

るときは、その者に対し、これらに従つて当該補助事業等を遂行すべきことを命ずるこ

とができる。 

２ 各省各庁の長は、補助事業者等が前項の命令に違反したときは、その者に対し、当該

補助事業等の遂行の一時停止を命ずることができる。 

 

（実績報告） 

第十四条 補助事業者等は、各省各庁の長の定めるところにより、補助事業等が完了した

とき（補助事業等の廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助事業等の成果を記載し

た補助事業等実績報告書に各省各庁の長の定める書類を添えて各省各庁の長に報告しな

ければならない。補助金等の交付の決定に係る国の会計年度が終了した場合も、また同

様とする。 

 

（補助金等の額の確定等） 

第十五条 各省各庁の長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を

受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等によ

り、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに附した

条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補

助金等の額を確定し、当該補助事業者等に通知しなければならない。 

 

（是正のための措置） 

第十六条 各省各庁の長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を

受けた場合において、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容

及びこれに附した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業等につき、これに適

合させるための措置をとるべきことを当該補助事業者等に対して命ずることができる。 

２ 第十四条の規定は、前項の規定による命令に従つて行う補助事業等について準用す

る。 

第四章 補助金等の返還等  

 

（決定の取消） 

第十七条 各省各庁の長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他

補助事業等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに附した条件その他法令又は

これに基く各省各庁の長の処分に違反したときは、補助金等の交付の決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

２ 各省各庁の長は、間接補助事業者等が、間接補助金等の他の用途への使用をし、その

他間接補助事業等に関して法令に違反したときは、補助事業者等に対し、当該間接補助

金等に係る補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

３ 前二項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があつた後にお

いても適用があるものとする。 

４ 第八条の規定は、第一項又は第二項の規定による取消をした場合について準用する。 

 

（補助金等の返還） 

第十八条 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業

等の当該取消に係る部分に関し、すでに補助金等が交付されているときは、期限を定め

て、その返還を命じなければならない。 

２ 各省各庁の長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、

すでにその額をこえる補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命

じなければならない。 
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３ 各省各庁の長は、第一項の返還の命令に係る補助金等の交付の決定の取消が前条第二

項の規定によるものである場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、政

令で定めるところにより、返還の期限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を

取り消すことができる。 

 

（加算金及び延滞金） 

第十九条 補助事業者等は、第十七条第一項の規定又はこれに準ずる他の法律の規定によ

る処分に関し、補助金等の返還を命ぜられたときは、政令で定めるところにより、その

命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき

年十・九五パーセントの割合で計算した加算金を国に納付しなければならない。 

２ 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかつたと

きは、政令で定めるところにより、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その

未納付額につき年十・九五パーセントの割合で計算した延滞金を国に納付しなければな

らない。 

３ 各省各庁の長は、前二項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、

政令で定めるところにより、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができ

る。 

 

（他の補助金等の一時停止等） 

第二十条 各省各庁の長は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等、

加算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の

事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付

を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを相殺することができる。 

 

（徴収） 

第二十一条 各省各庁の長が返還を命じた補助金等又はこれに係る加算金若しくは延滞金

は、国税滞納処分の例により、徴収することができる。 

２ 前項の補助金等又は加算金若しくは延滞金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次

ぐものとする。 

 

第五章 雑則  

 

（理由の提示） 

第二十一条の二 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定の取消し、補助事業等の遂行若

しくは一時停止の命令又は補助事業等の是正のための措置の命令をするときは、当該補

助事業者等に対してその理由を示さなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第二十二条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で定め

る財産を、各省各庁の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、政令で定める場合

は、この限りでない。 

 

（立入検査等） 

第二十三条 各省各庁の長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要がある

ときは、補助事業者等若しくは間接補助事業者等に対して報告をさせ、又は当該職員に

その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者

に質問させることができる。 
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２ 前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、これを提

示しなければならない。 

３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 

（不当干渉等の防止） 

第二十四条 補助金等の交付に関する事務その他補助金等に係る予算の執行に関する事務

に従事する国又は都道府県の職員は、当該事務を不当に遅延させ、又は補助金等の交付

の目的を達成するため必要な限度をこえて不当に補助事業者等若しくは間接補助事業者

等に対して干渉してはならない。 

 

（行政手続法の適用除外） 

第二十四条の二 補助金等の交付に関する各省各庁の長の処分については、行政手続法

（平成五年法律第八十八号）第二章及び第三章の規定は、適用しない。 

 

（不服の申出） 

第二十五条 補助金等の交付の決定、補助金等の交付の決定の取消、補助金等の返還の命

令その他補助金等の交付に関する各省各庁の長の処分に対して不服のある地方公共団体

（港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）に基く港務局を含む。以下同じ。）は、政

令で定めるところにより、各省各庁の長に対して不服を申し出ることができる。 

２ 各省各庁の長は、前項の規定による不服の申出があつたときは、不服を申し出た者に

意見を述べる機会を与えた上、必要な措置をとり、その旨を不服を申し出た者に対して

通知しなければならない。 

３ 前項の措置に不服のある者は、内閣に対して意見を申し出ることができる。 

 

（事務の実施） 

第二十六条 各省各庁の長は、政令で定めるところにより、補助金等の交付に関する事務

の一部を各省各庁の機関に委任することができる。 

２ 国は、政令で定めるところにより、補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が

行うこととすることができる。 

３ 前項の規定により都道府県が行うこととされる事務は、地方自治法（昭和二十二年法

律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 

（電磁的記録による作成） 

第二十六条の二 この法律又はこの法律に基づく命令の規定により作成することとされて

いる申請書等（申請書、書類その他文字、図形その他の人の知覚によつて認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。次条において同じ。）について

は、当該申請書等に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計

算機による情報処理の用に供されるものとして各省各庁の長が定めるものをいう。同条

第一項において同じ。）の作成をもつて、当該申請書等の作成に代えることができる。

この場合において、当該電磁的記録は、当該申請書等とみなす。 

 

（電磁的方法による提出） 

第二十六条の三 この法律又はこの法律に基づく命令の規定による申請書等の提出につい

ては、当該申請書等が電磁的記録で作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて各省各庁の長が

定めるものをいう。次項において同じ。）をもつて行うことができる。 

２ 前項の規定により申請書等の提出が電磁的方法によつて行われたときは、当該申請書

等の提出を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に当該提出を受けるべき者に到達したものとみなす。 
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（適用除外） 

第二十七条 他の法律又はこれに基く命令若しくはこれを実施するための命令に基き交付

する補助金等に関しては、政令で定めるところにより、この法律の一部を適用しないこ

とができる。 

 

（政令への委任） 

第二十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、政令で

定める。 

 

第六章 罰則  

 

第二十九条 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受け、又は間接補助金等の交

付若しくは融通を受けた者は、五年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又は

これを併科する。 

２ 前項の場合において、情を知つて交付又は融通をした者も、また同項と同様とする。 

 

第三十条 第十一条の規定に違反して補助金等の他の用途への使用又は間接補助金等の他

の用途への使用をした者は、三年以下の懲役若しくは五十万円以下の罰金に処し、又は

これを併科する。 

 

第三十一条 次の各号の一に該当する者は、三万円以下の罰金に処する。 

一 第十三条第二項の規定による命令に違反した者 

二 法令に違反して補助事業等の成果の報告をしなかつた者 

三 第二十三条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者 

 

第三十二条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定のあるものを含む。以下この

項において同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほ

か、当該法人又は人に対し各本条の罰金刑を科する。 

２ 前項の規定により法人でない団体を処罰する場合においては、その代表者又は管理人

が訴訟行為につきその団体を代表するほか、法人を被告人とする場合の刑事訴訟に関す

る法律の規定を準用する。 

 

第三十三条 前条の規定は、国又は地方公共団体には、適用しない。 

２ 国又は地方公共団体において第二十九条から第三十一条までの違反行為があつたとき

は、その行為をした各省各庁の長その他の職員又は地方公共団体の長その他の職員に対

し、各本条の刑を科する。 

 

 附 則 抄  以下省略 
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補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（抄） 

（昭和三十年九月二十六日政令第二百五十五号） 

 

最終改正：令和二年六月一九日政令第一九三号 

 

内閣は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九

号）の規定（日本専売公社法（昭和二十三年法律第二百五十五号）第四十三条の二十四、

日本国有鉄道法（昭和二十三年法律第二百五十六号）第五十条の二及び日本電信電話公社

法（昭和二十七年法律第二百五十号）第七十三条の二において準用する場合を含む。）に

基き、この政令を制定する。 

 

（定義） 

第一条 この政令において「補助金等」、「補助事業等」、「補助事業者等」、「間接補

助金等」、「間接補助事業等」、「間接補助事業者等」、「各省各庁」又は「各省各庁

の長」とは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（日本中央競馬会法（昭

和二十九年法律第二百五号）第二十条の二、国立研究開発法人情報通信研究機構法（平

成十一年法律第百六十二号）第十九条（同法附則第八条第六項の規定により読み替えら

れる場合を含む。）、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法（平成十四年法

律第九十四号）第十二条の二、独立行政法人農畜産業振興機構法（平成十四年法律第百

二十六号）第十七条（肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和六十三年法律第九十八号）

第十五条の二の規定により読み替えられる場合を含む。）、独立行政法人国際協力機構

法（平成十四年法律第百三十六号）第三十七条、独立行政法人国際交流基金法（平成十

四年法律第百三十七号）第十三条、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構法（平成十四年法律第百四十五号）第十八条、独立行政法人中小企業基盤整備機構

法（平成十四年法律第百四十七号）第十六条（同法附則第十四条の規定により読み替え

られる場合を含む。）、独立行政法人日本学術振興会法（平成十四年法律第百五十九号

）第十七条第二項及び附則第二条の六、独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平

成十四年法律第百六十二号）第二十八条、独立行政法人日本芸術文化振興会法（平成十

四年法律第百六十三号）第十七条、独立行政法人福祉医療機構法（平成十四年法律第百

六十六号）第十三条、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成十四年法

律第百八十号）第二十三条、独立行政法人環境再生保全機構法（平成十五年法律第四十

三号）第十一条、独立行政法人日本学生支援機構法（平成十五年法律第九十四号）第二

十四条、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成十五年法律第百十四号）第

二十二条、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成十六年法律第百三十

五号）第十六条並びに国立研究開発法人日本医療研究開発機構法（平成二十六年法律第
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四十九号）第十七条の三において準用する場合を含む。以下「法」という。）第二条に

規定する補助金等、補助事業等、補助事業者等、間接補助金等、間接補助事業等、間接

補助事業者等、各省各庁又は各省各庁の長をいう。 

（補助金等とする給付金の指定） 

第二条 法第二条第一項第四号に規定する給付金で政令で定めるものは、次に掲げるもの

（略）。 

 

（補助金等の交付の申請の手続） 

第三条 法第五条の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 申請者の氏名又は名称及び住所 

二 補助事業等の目的及び内容 

三 補助事業等の経費の配分、経費の使用方法、補助事業等の完了の予定期日その他補

助事業等の遂行に関する計画 

四 交付を受けようとする補助金等の額及びその算出の基礎 

五 その他各省各庁の長（日本中央競馬会、国立研究開発法人情報通信研究機構、独立

行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、独立行政法人農畜産業振興機構、独立行

政法人国際協力機構、独立行政法人国際交流基金、国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本学術

振興会、独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会

、独立行政法人福祉医療機構、独立行政法人環境再生保全機構、独立行政法人日本学

生支援機構、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所又は国立研究開発法人日

本医療研究開発機構の補助金等に関しては、これらの理事長とし、独立行政法人大学

改革支援・学位授与機構の補助金等に関しては、その機構長とする。第九条第二項及

び第三項（第十四条第二項において準用する場合を含む。）、第十三条第四号及び第

五号並びに第十四条第一項第二号を除き、以下同じ。）が定める事項 

２ 前項の申請書には、次に掲げる事項を記載した書類を添附しなければならない。 

一 申請者の営む主な事業 

二 申請者の資産及び負債に関する事項 

三 補助事業等の経費のうち補助金等によつてまかなわれる部分以外の部分の負担者、

負担額及び負担方法 

四 補助事業等の効果 

五 補助事業等に関して生ずる収入金に関する事項 

六 その他各省各庁の長が定める事項 

３ 第一項の申請書若しくは前項の書類に記載すべき事項の一部又は同項の規定による添

附書類は、各省各庁の長の定めるところにより、省略することができる。 
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（事業完了後においても従うべき条件） 

第四条 各省各庁の長は、補助金等の交付の目的を達成するため必要がある場合には、そ

の交付の条件として、補助事業等の完了後においても従うべき事項を定めるものとする

。 

２ 補助金等が基金造成費補助金等（補助事業者等が基金事業等（複数年度にわたる事務

又は事業であつて、各年度の所要額をあらかじめ見込み難く、弾力的な支出が必要であ

ることその他の特段の事情があり、あらかじめ当該複数年度にわたる財源を確保してお

くことがその安定的かつ効率的な実施に必要であると認められるものをいう。以下この

項において同じ。）の財源として設置する基金に充てる資金として各省各庁の長が交付

する補助金等をいう。第三号及び第四号において同じ。）に該当する場合には、前項の

補助事業等の完了後においても従うべき事項は、次に掲げる事項とする。 

一 基金事業等に係る運営及び管理に関する基本的事項として各省各庁の長が定めるも

のを公表すべきこと。 

二 基金を廃止するまでの間、毎年度、当該基金の額及び基金事業等の実施状況を各省

各庁の長に報告すべきこと。 

三 基金の額が基金事業等の実施状況その他の事情に照らして過大であると各省各庁の

長が認めた場合又は各省各庁の長が定めた基金の廃止の時期が到来したことその他の

事情により基金を廃止した場合は、速やかに、交付を受けた基金造成費補助金等の全

部又は一部に相当する金額を国に納付すべきこと。 

四 前三号に掲げるもののほか、基金造成費補助金等の交付の目的を達成するため必要

と認められる事項 

（事情変更による決定の取消ができる場合） 

第五条 法第十条第二項に規定する政令で定める特に必要な場合は、補助事業者等又は間

接補助事業者等が補助事業等又は間接補助事業等を遂行するため必要な土地その他の手

段を使用することができないこと、補助事業等又は間接補助事業等に要する経費のうち

補助金等又は間接補助金等によつてまかなわれる部分以外の部分を負担することができ

ないことその他の理由により補助事業等又は間接補助事業等を遂行することができない

場合（補助事業者等又は間接補助事業者等の責に帰すべき事情による場合を除く。）と

する。 

（決定の取消に伴う補助金等の交付） 

第六条 法第十条第三項の規定による補助金等は、次に掲げる経費について交付するもの

とする。 

一 補助事業等に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

二 補助事業等を行うため締結した契約の解除により必要となつた賠償金の支払に要す

る経費 
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２ 前項の補助金等の額の同項各号に掲げる経費の額に対する割合その他その交付につい

ては、法第十条第一項の規定による取消に係る補助事業等についての補助金等に準ずる

ものとする。 

（補助事業等の遂行の一時停止） 

第七条 各省各庁の長は、法第十三条第二項の規定により補助事業等の遂行の一時停止を

命ずる場合においては、補助事業者等が当該補助金等の交付の決定の内容及びこれに附

した条件に適合させるための措置を各省各庁の長の指定する期日までにとらないときは

、法第十七条第一項の規定により当該補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消す

旨を、明らかにしなければならない。 

（国の会計年度終了の場合における実績報告） 

第八条 法第十四条後段の規定による補助事業等実績報告書には、翌年度以降の補助事業

等の遂行に関する計画を附記しなければならない。ただし、その計画が当該補助金等の

交付の決定の内容となつた計画に比して変更がないときは、この限りでない。 

（補助金等の返還の期限の延長等） 

第九条 法第十八条第三項の規定による補助金等の返還の期限の延長又は返還の命令の全

部若しくは一部の取消は、補助事業者等の申請により行うものとする。 

２ 補助事業者等は、前項の申請をしようとする場合には、申請の内容を記載した書面に

、当該補助事業等に係る間接補助金等の交付又は融通の目的を達成するためとつた措置

及び当該補助金等の返還を困難とする理由その他参考となるべき事項を記載した書類を

添えて、これを各省各庁の長（日本中央競馬会、国立研究開発法人情報通信研究機構、

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、独立行政法人農畜産業振興機構、独立

行政法人国際協力機構、独立行政法人国際交流基金、国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本学術振

興会、独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会、独

立行政法人福祉医療機構、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法

人環境再生保全機構、独立行政法人日本学生支援機構、国立研究開発法人医薬基盤・健

康・栄養研究所又は国立研究開発法人日本医療研究開発機構の補助金等に関しては、こ

れらの理事長とし、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の補助金等に関しては、

その機構長とする。次項（第十四条第二項において準用する場合を含む。）、第十三条

第四号及び第五号並びに第十四条第一項第二号において同じ。）に提出しなければなら

ない。 

３ 各省各庁の長は、法第十八条第三項の規定により補助金等の返還の期限の延長又は返

還の命令の全部若しくは一部の取消をしようとする場合には、財務大臣に協議しなけれ

ばならない。 

４ 日本中央競馬会、国立研究開発法人情報通信研究機構、独立行政法人石油天然ガス・

304



- 5 -

金属鉱物資源機構、独立行政法人農畜産業振興機構、独立行政法人国際協力機構、独立

行政法人国際交流基金、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、独立

行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本学術振興会、独立行政法人日本スポ

ーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人福祉医療機構、独

立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人環境再生保全機構、独立行

政法人日本学生支援機構、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所若しくは国立

研究開発法人日本医療研究開発機構の理事長又は独立行政法人大学改革支援・学位授与

機構の機構長は、法第十八条第三項の規定により補助金等の返還の期限の延長又は返還

の命令の全部若しくは一部の取消しをしようとする場合には、前項の規定にかかわらず

、日本中央競馬会又は独立行政法人農畜産業振興機構にあつては農林水産大臣、国立研

究開発法人日本医療研究開発機構にあつては内閣総理大臣、文部科学大臣、厚生労働大

臣及び経済産業大臣、国立研究開発法人情報通信研究機構にあつては総務大臣、独立行

政法人国際協力機構又は独立行政法人国際交流基金にあつては外務大臣、独立行政法人

日本学術振興会、独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化

振興会、独立行政法人日本学生支援機構又は独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

にあつては文部科学大臣、独立行政法人福祉医療機構又は国立研究開発法人医薬基盤・

健康・栄養研究所にあつては厚生労働大臣、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源

機構、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構又は独立行政法人中小企

業基盤整備機構にあつては経済産業大臣、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構にあつては国土交通大臣、独立行政法人環境再生保全機構にあつては環境大臣の承認

を受けなければならない。 

５ 農林水産大臣、内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、

経済産業大臣、国土交通大臣又は環境大臣は、前項の承認をしようとする場合には、財

務大臣に協議しなければならない。 

（加算金の計算） 

第十条 補助金等が二回以上に分けて交付されている場合における法第十九条第一項の規

定の適用については、返還を命ぜられた額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受

領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその日に受領した額をこえるときは、当該

返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領した

ものとする。 

２ 法第十九条第一項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助

事業者等の納付した金額が返還を命ぜられた補助金等の額に達するまでは、その納付金

額は、まず当該返還を命ぜられた補助金等の額に充てられたものとする。 

（延滞金の計算） 

第十一条 法第十九条第二項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において
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、返還を命ぜられた補助金等の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌

日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除し

た額によるものとする。 

（加算金又は延滞金の免除） 

第十二条 第九条の規定は、法第十九条第三項の規定による加算金又は延滞金の全部又は

一部の免除について準用する。この場合において、第九条第二項中「当該補助事業等に

係る間接補助金等の交付又は融通の目的を達成するため」とあるのは、「当該補助金等

の返還を遅延させないため」と読み替えるものとする。 

（処分を制限する財産） 

第十三条 法第二十二条に規定する政令で定める財産は、次に掲げるものとする。 

一 不動産 

二 船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク 

三 前二号に掲げるものの従物 

四 機械及び重要な器具で、各省各庁の長が定めるもの 

五 その他各省各庁の長が補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があると認め

て定めるもの 

（財産の処分の制限を適用しない場合） 

第十四条 法第二十二条ただし書に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする

。 

一 補助事業者等が法第七条第二項の規定による条件に基き補助金等の全部に相当する

金額を国に納付した場合 

二 補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省各庁の長が定める期

間を経過した場合 

２ 第九条第三項から第五項までの規定は、前項第二号の期間を定める場合について準用

する。 

（不服の申出の手続） 

第十五条 法第二十五条第一項の規定により不服を申し出ようとする者は、当該不服の申

出に係る処分の通知を受けた日（処分について通知がない場合においては、処分があつ

たことを知つた日）から三十日以内に、当該処分の内容、処分を受けた年月日及び不服

の理由を記載した不服申出書に参考となるべき書類を添えて、これを当該処分をした各

省各庁の長（法第二十六条第一項の規定により当該処分を委任された機関があるときは

当該機関とし、同条第二項の規定により当該処分を行うこととなつた都道府県の知事又

は教育委員会があるときは当該知事又は教育委員会とする。以下この条において同じ。

）に提出しなければならない。 

２ 各省各庁の長は、通信、交通その他の状況により前項の期間内に不服を申し出なかつ
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たことについてやむを得ない理由があると認める者については、当該期間を延長するこ

とができる。 

３ 各省各庁の長は、第一項の不服の申出があつた場合において、その申出の方式又は手

続に不備があるときは、相当と認められる期間を指定して、その補正をさせることがで

きる。 

（事務の委任の範囲及び手続） 

第十六条 各省各庁の長は、法第二十六条第一項の規定により、補助金等の交付の申請の

受理、交付の決定及びその取消し、補助事業等の実績報告の受理、補助金等の額の確定

、補助金等の返還に関する処分その他補助事業等の監督に関する事務の一部を当該各省

各庁の機関（日本中央競馬会、国立研究開発法人情報通信研究機構、独立行政法人石油

天然ガス・金属鉱物資源機構、独立行政法人農畜産業振興機構、独立行政法人国際協力

機構、独立行政法人国際交流基金、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本学術振興会、独立行政法

人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人福祉医

療機構、独立行政法人環境再生保全機構、独立行政法人日本学生支援機構、国立研究開

発法人医薬基盤・健康・栄養研究所又は国立研究開発法人日本医療研究開発機構の理事

長の事務については日本中央競馬会、国立研究開発法人情報通信研究機構、独立行政法

人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、独立行政法人農畜産業振興機構、独立行政法人国

際協力機構、独立行政法人国際交流基金、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本学術振興会、独立

行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人

福祉医療機構、独立行政法人環境再生保全機構、独立行政法人日本学生支援機構、国立

研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所又は国立研究開発法人日本医療研究開発機構

の機関、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の機構長の事務については独立行政

法人大学改革支援・学位授与機構の機関）に委任することができる。ただし、各省各庁

の地方支分部局に委任しようとする場合においては、当該補助金等の名称を明らかにし

て、委任しようとする事務の内容及び機関について、財務大臣に協議しなければならな

い。 

２ 日本中央競馬会、国立研究開発法人情報通信研究機構、独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構、独立行政法人農畜産業振興機構、独立行政法人国際協力機構、独立

行政法人国際交流基金、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、独立

行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本学術振興会、独立行政法人日本スポ

ーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人福祉医療機構、独

立行政法人環境再生保全機構、独立行政法人日本学生支援機構、国立研究開発法人医薬

基盤・健康・栄養研究所若しくは国立研究開発法人日本医療研究開発機構の理事長又は
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独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の機構長は、法第二十六条第一項の規定によ

り事務の一部を従たる事務所の職員に委任しようとする場合には、当該補助金等の名称

を明らかにして、委任しようとする事務の内容及び職員について、日本中央競馬会又は

独立行政法人農畜産業振興機構にあつては農林水産大臣、国立研究開発法人日本医療研

究開発機構にあつては内閣総理大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣及び経済産業大臣、

国立研究開発法人情報通信研究機構にあつては総務大臣、独立行政法人国際協力機構又

は独立行政法人国際交流基金にあつては外務大臣、独立行政法人日本学術振興会、独立

行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人

日本学生支援機構又は独立行政法人大学改革支援・学位授与機構にあつては文部科学大

臣、独立行政法人福祉医療機構又は国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所にあ

つては厚生労働大臣、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、国立研究開発法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構又は独立行政法人中小企業基盤整備機構にあつ

ては経済産業大臣、独立行政法人環境再生保全機構にあつては環境大臣の承認を受けな

ければならない。 

３ 第九条第五項の規定は、前項の承認について準用する。 

４ 各省各庁の長は、法第二十六条第一項の規定により事務の一部を委任したときは、直

ちに、その内容を公示しなければならない。 

（都道府県が行う事務の範囲及び手続） 

第十七条 各省各庁の長は、法第二十六条第二項の規定により、補助金等の交付の申請の

受理、交付の決定及びその取消し、補助事業等の実績報告の受理、補助金等の額の確定

、補助金等の返還に関する処分その他補助事業等の監督に関する事務の一部を都道府県

の知事又は教育委員会（以下「知事等」という。）が行うこととすることができる。こ

の場合においては、当該補助金等の名称を明らかにして、知事等が行うこととなる事務

の内容について、財務大臣に協議しなければならない。 

２ 前項の場合においては、各省各庁の長は、当該補助金等の名称及び知事等が行うこと

となる事務の内容を明らかにして、知事等が当該事務を行うこととなることについて、

都道府県の知事の同意を求めなければならない。 

３ 都道府県の知事は、前項の規定により各省各庁の長から同意を求められた場合には、

その内容について同意をするかどうかを決定し、同意をする決定をしたときは同意をす

る旨を、同意をしない決定をしたときは同意をしない旨を各省各庁の長に通知するもの

とする。 

４ 各省各庁の長は、法第二十六条第二項の規定により事務の一部を知事等が行うことと

なつたときは、直ちに、その内容を公示しなければならない。 

５ 法第二十六条第二項の規定により事務の一部を知事等が行つた場合は、知事等は、各

省各庁の長に対し、その旨及びその内容を報告するものとする。 
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６ 法第二十六条第二項の規定により事務の一部を知事等が行うこととなつた場合におい

ては、法中当該事務に係る各省各庁の長に関する規定は、知事等に関する規定として知

事等に適用があるものとする。 

（都道府県が行うこととなつた場合の事務の実施） 

第十八条 各省各庁の長は、法第二十六条第二項の規定により法第二十三条の規定による

職権に属する事務を知事等が行うこととなつた場合においても、自ら当該事務を行うこ

とができるものとする。 

 

 附 則 抄   以下省略 
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競争的資金の適正な執行に関する指針 

 

        

平 成 １ ７ 年 ９ 月 ９ 日 

（平成 18 年 11 月 14 日改正） 

（平成 19 年 12 月 14 日改正） 

（平成 21 年 3 月 27 日改正） 

（平成 24 年 10 月 17 日改正） 

（平成 29 年 6 月 22 日改正） 

競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ  

 

 

１．趣旨 

第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）において、政

府研究開発投資の投資効果を最大限発揮させることが必要とされ、研

究開発の効果的・効率的推進のため、研究費配分において、不合理な

重複・過度の集中の排除の徹底、不正受給・不正使用への厳格な対処

といった無駄の徹底排除が求められている。また、実験データの捏造

等の研究者の倫理問題についても、科学技術の社会的信頼を獲得する

ために、国等は、ルールを作成し、科学技術を担う者がこうしたルー

ルに則って活動していくよう促していくこととしている。 

これに関連して、総合科学技術会議では、公的研究費の不正使用等

は、国民の信頼を裏切るものとして、平成１８年８月に「公的研究費

の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針）」を決定し、

各府省・関係機関に対して、機関経理の徹底及び研究機関の体制の整

備など、この共通的な指針に則った取組を推進するよう求めている。 

また、研究上の不正に関しても、総合科学技術会議では、科学技術

の発展に重大な悪影響を及ぼすものとして、平成１８年２月に「研究

上の不正に関する適切な対応について」を決定し、国による研究費の

提供を行う府省及び機関は、不正が明らかになった場合の研究費の取

扱について、あらかじめ明確にすることとしている。 

本指針は、これらの課題に対応するため、まず、競争的資金につい

て、不合理な重複・過度の集中の排除、不正受給・不正使用及び研究

論文等における研究上の不正行為に関するルールを申し合わせるもの

である。各府省は、この指針に基づき、所管する各制度の趣旨に則り、

適切に対処するものとする。 

 

２．不合理な重複・過度の集中の排除  

（１）不合理な重複・過度の集中の考え方 
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①  この指針において「不合理な重複」とは、同一の研究者による同

一の研究課題（競争的資金が配分される研究の名称及びその内容を

いう。以下同じ。）に対して、複数の競争的資金が不必要に重ねて

配分される状態であって、次のいずれかに該当する場合をいう。 

     ○実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ。）の研

究課題について、複数の競争的資金に対して同時に応募があり、

重複して採択された場合 

     ○既に採択され、配分済の競争的資金と実質的に同一の研究課題

について、重ねて応募があった場合 

     ○複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

     ○その他これらに準ずる場合 

 

②  この指針において「過度の集中」とは、同一の研究者又は研究

グループ（以下「研究者等」という。）に当該年度に配分される

研究費全体が、効果的、効率的に使用できる限度を超え、その研

究期間内で使い切れないほどの状態であって、次のいずれかに該

当する場合をいう。 

     ○研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分

されている場合 

     ○当該研究課題に配分されるエフォート（研究者の全仕事時間に

対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％））に

比べ、過大な研究費が配分されている場合 

     ○不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合 

     ○その他これらに準ずる場合 

 

（２）「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除の方法 

関係府省は、競争的資金の不合理な重複及び過度の集中を排除す

るため、以下の措置を講じるものとする。なお、独立行政法人等が

有する競争的資金については、同様の措置を講ずるよう主務省から

当該法人に対して要請するものとする。 

  ① 府省共通研究開発管理システム（以下「共通システム」という。）

を活用し、不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要

な範囲内で、応募内容の一部に関する情報を競争的資金の担当課

（独立行政法人等である配分機関を含む。以下同じ。）間で共有

すること及び不合理な重複及び過度の集中があった場合には採択

しないことがある旨、公募要領上明記する。 

 

②  応募時に、他府省を含む他の競争的資金等の応募・受入状況（制

度名、研究課題、実施期間、予算額、エフォート等）の共通事項
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を応募書類に記載させる。なお、応募書類に事実と異なる記載を

した場合は、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分とする

ことがある旨、公募要領上明記する。 

 

③  共通システムを活用し、課題採択前に、必要な範囲で、採択予

定課題に関する情報（制度名、研究者名、所属機関、研究課題、

研究概要、予算額等）を競争的資金の担当課間で共有化し、不合

理な重複又は過度の集中の有無を確認する。なお、情報の共有化

に当たっては、情報を有する者を限定する等、情報共有の範囲を

最小限とする。 

 

④   応募書類及び他府省からの情報等により「不合理な重複」又は

「過度の集中」と認められる場合は、その程度に応じ、研究課題

の不採択、採択取消し又は減額配分を行う。 

   なお、本指針の運用に当たっては、競争的な研究環境を醸成す

れば、優秀な研究者がより多くの研究費や研究課題を獲得するこ

とも考えられ、競争的資金の重複や集中の全てが不適切というわ

けではないことに十分留意する必要がある。 

 

３.不正使用及び不正受給への対応（別表１） 

 関係府省は、競争的資金の不正使用又は不正受給を行った研究者及

びそれに共謀した研究者や、不正使用又は不正受給に関与したとまで

は認定されなかったものの、善良な管理者の注意をもって事業を行う

べき義務（以下、「善管注意義務」という）に違反した研究者に対し、

以下の措置を講ずるものとする。なお、独立行政法人等が有する競争

的資金については、同様の措置を講ずるよう主務省から当該法人に対

して要請するものとする。 

（１）不正使用（故意若しくは重大な過失による競争的資金の他の用途

への使用又は競争的資金の交付の決定の内容やこれに附した条件に

違反した使用をいう）を行った研究者及びそれに共謀した研究者に

対し、当該競争的資金への応募資格を制限することのほか、他府省

を含む他の競争的資金の担当課に当該不正使用の概要（不正使用を

した研究者名、制度名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、

不正の内容、講じられた措置の内容等）を提供することにより、他

府省を含む他の競争的資金の担当課は、所管する競争的資金への応

募を制限する場合があるとし、その旨を公募要領上明記する。 

   この不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対する

応募の制限の期間は、不正の程度により、原則、補助金等を返還し

た年度の翌年度以降１から１０年間とする。 
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（２）偽りその他不正な手段により競争的資金を受給した研究者及

びそれに共謀した研究者に対し、当該競争的資金への応募資格を

制限することのほか、他府省を含む他の競争的資金の担当課に当該

不正受給の概要（不正受給をした研究者名、制度名、所属機関、研

究課題、予算額、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容等）

を提供することにより、他府省を含む他の競争的資金の担当課は、

所管する競争的資金への応募を制限する場合があるとし、その旨を

公募要領上明記する。 

   この不正受給を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対する

応募の制限の期間は、原則、補助金等を返還した年度の翌年度以降

５年間とする。 

 

（３）善管注意義務に違反した研究者に対し、当該競争的資金への

応募資格を制限することのほか、他府省を含む他の競争的資金

の担当課に当該義務違反の概要(義務違反をした研究者名、制度

名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、違反の内容、講

じられた措置の内容等)を提供することにより、他府省を含む他

の競争的資金の担当課は、所管する競争的資金への応募を制限する

場合があるとし、その旨を公募要領上明記する。 

   この善管注意義務に違反した研究者に対する応募の制限の期

間は、原則、補助金等を返還した年度の翌年度以降１又は２年

間とする。 

 

４. 研究上の不正行為への対応（別表２） 

 関係府省は、競争的資金による研究論文・報告書等において、

研究上の不正行為（捏造、改ざん、盗用）があったと認定された

場合、以下の措置を講ずるものとする。なお、独立行政法人等が

有する競争的資金については、同様の措置を講ずるよう主務省か

ら当該法人に対して要請するものとする。 

（１）当該競争的資金について、不正行為の悪質性等を考慮しつつ、

全部又は一部の返還を求めることができることとし、その旨を

競争的資金の公募要領上明記する。 

 

（２）不正行為に関与した者については、当該競争的資金への応募

資格を制限することのほか、他府省を含む他の競争的資金の担

当課に当該研究不正の概要（研究機関等における調査結果の概

要、不正行為に関与した者の氏名、所属機関、研究課題、予算

額、研究年度、講じられた措置の内容等）を提供することにより、
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他府省を含む他の競争的資金の担当課は、所管する競争的資金

への応募についても制限する場合があるとし、その旨を公募要

領上明記する。 

 これらの応募の制限の期間は、不正行為の程度等により、原

則、不正があったと認定された年度の翌年度以降２から１０年

間とする。 

 

（３）不正行為に関与したとまでは認定されなかったものの、当該

論文・報告書等の責任者としての注意義務を怠ったこと等によ

り、一定の責任があるとされた者については、上記(2)と同様と

し、その旨を公募要領上明記する。 

   この応募の制限の期間は、責任の程度等により、原則、不正

行為があったと認定された年度の翌年度以降１から３年間とす

る。 

 

５．不正事案の公表について 

 関係府省は、上記の「不正使用及び不正受給への対応」及び「研

究上の不正行為への対応」により応募資格を制限する場合、当該不

正事案の概要（制度名、研究年度、不正の内容、講じられた措置の

内容等）を原則、速やかに公表するものとする。なお、独立行政法

人等が有する競争的資金については、同様の対応をするよう主務省

から当該法人に対して要請するものとする。 

 

６．その他 

（１）上記の「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除の取組みは、

公募要領の改正等の所要の手続きを経た上で、平成 20 年 1 月以降公

募を行うものから、順次実施することとする。 

なお、平成 19 年中に公募を行ったものについても、本指針の趣旨

に従い、可能な範囲で対応する。 

 

（２）上記の「不正使用及び不正受給への対応」の取組みは、公募要領

の改正等の所要の手続きを経た上で、平成 17 年 9 月以降公募を行う

ものから、順次実施することとする。 

なお、平成 17 年度の公募分については、本指針の趣旨に従い、可

能な範囲で対応する。 

 

（３）上記の「研究上の不正行為への対応」の取組みは、公募要領の改

正等の所要の手続きを経た上で、平成 18 年 11 月以降公募を行うも

のから、順次実施することとする。 
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   なお、平成 18 年度公募分については、本指針の趣旨に従い、可能

な範囲で対応する。 

 

（４）平成 24 年 10 月 17 日の改正に係る取組み（別表 1 及び別表２）

は、内規の改正等の所要の手続きを経た上で、応募制限期間等を決

定するものから順次実施することとする。  

   なお、各府省において改正した内規の施行日以降に、改正前の内

規を適用している交付要綱や委託契約により開始した事業の不正使

用、不正行為について応募制限期間を決定する場合で、改正後の内

規により応募制限期間が短くなる場合には、短いものを適用する。 

また、改正後の内規に基づいて判断された応募制限期間が改正前

の内規に基づいて判断された応募制限期間より長くする取組み（別

表１の１．個人の利益を得るための私的流用の場合の１０年、及び、

２．私的流用以外で社会への影響が大きく、行為の悪質性も高いと

判断された場合の５年等）については、平成２５年度当初予算以降

の事業（継続事業も含む）で不正使用があった場合に、実施するこ

ととする。 

 

（５）上記の「不正事案の公表について」の取組は、内規の改正等の所

要の手続きを経た上で、順次実施することとする。 

   なお、各府省等においては、それぞれの規程等に基づき、本指針

より厳しく対応することを妨げるものではない。 

 

（６）関係府省は、応募の制限等を決定した後、自府省の共通システム

の配分機関管理者に当該不正の概要を報告する。当該配分機関管理

者は、共通システムに競争的資金の不正使用・不正受給・善管注意

義務違反及び研究上の不正行為に関連して、応募資格を制限した研

究者の研究者番号、応募制限期間、当該不正又は義務違反の概要及

び処分の判断理由を登録することにより、関係府省間で当該情報を

共有化する。 

 

（７）不正使用が起きた当該府省は、不正使用の程度に応じ、適正に応

募制限期間が決定されるよう、当該不正案件の概要及び応募制限期

間及び判断理由について、共通システムとは別に、関係府省間で当

該情報を共有化する。 

なお、不正使用の案件が複数の府省にまたがる場合は、その金額

の最も多い府省が、主担当府省となり、複数の府省が決定した応募

制限期間等の情報を取りまとめて、当該情報を共有化する。 
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（８）関係府省は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に

基づき研究者等の個人情報の適正な取扱い及び管理を行うものとす

る。 

なお、競争的資金を所管する独立行政法人等に対し、主務省から

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律等に基づ

き同様の措置を行う旨、要請するものとする。 

 

（９）本指針は、その運用状況等を踏まえて必要に応じ見直すとともに、

本連絡会としては、総合科学技術・イノベーション会議における議

論等を踏まえ、今後とも必要な対応を行っていく。 
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                            (別表１) 

不正使用及び不正

受給に係る応募制

限の対象者（３．） 

不正使用の程度 応募制限期間 

不正使用を行った

研究者及びそれに

共謀した研究者

（３．（１）） 

１．個人の利益を得るための私的流用  １０年 

２． 

１．以外 

① 社会への影響が大きく、

行為の悪質性も高いと

判断されるもの 

 ５年 

② ①及び③以外のもの 

 
 ２～４年 

③ 社会への影響が小さく、

行為の悪質性も低いと

判断されるもの 

 １年 

偽りその他不正な

手段により競争的

資金を受給した研

究者及びそれに共

謀した研究者 

（３．（２）） 

  ５年 

不正使用に直接関

与していないが善

管注意義務に違反

して使用を行った

研究者 

（３．（３）） 

 

善管注意義務

を有する研究

者の義務違反

の程度に応じ、

上限２年、下限

１年 

 

※ 以下の場合は、応募制限を科さず、厳重注意を通知する。 

・３．(１)において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと

判断され、かつ不正使用額が少額な場合 

・３．(３)において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと

判断された場合 
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（別表２） 

不正行為に係る応募制限の対象者

（４．） 
不正行為の程度 

応募制

限期間 

不正行

為に関

与した

者（４．

（２）） 

１．研究の当初から不正行

為を行うことを意図してい

た場合など、特に悪質な

者 

  １０年 

２．不正行

為があっ

た研究に

係る論文

等の著者 

当該論文等の

責任を負う著

者（監修責任

者、代表執筆

者又はこれら

のものと同等

の責任を負う

と認定された

もの） 

当該分野の研究の進展へ

の影響や社会的影響が大

きく、又は行為の悪質性が

高いと判断されるもの 

５～７年 

当該分野の研究の進展へ

の影響や社会的影響が小

さく、又は行為の悪質性が

低いと判断されるもの 

３～５年 

上記以外の著

者 
 ２～３年 

３．１．及び２．を除く不正行

為に関与した者 
  ２～３年 

不正行為に関与していないものの、不

正行為のあった研究に係る論文等の

責任を負う著者（監修責任者、代表執

筆者又はこれらの者と同等の責任を

負うと認定された者）（４．（３）） 

当該分野の研究の進展へ

の影響や社会的影響が大

きく、又は行為の悪質性が

高いと判断されるもの 

２～３年 

当該分野の研究の進展へ

の影響や社会的影響が小

さく、又は行為の悪質性が

低いと判断されるもの 

１～２年 
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競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針 

                                       

                        平成１３年４月２０日 

平成１７年３月２３日改正 

平成２１年３月２７日改正 

平成２６年５月２９日改正 

令和元年７月１８日改正 

競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ 

 

 

１．本指針の目的 

 間接経費の目的、額、使途、執行方法等に関し、各府省に共通の事項を定めることにより、当

該経費の効果的かつ効率的な活用及び円滑な運用に資すること。 

 

２．定義 

「配分機関」･･･競争的資金の制度を運営し、競争的資金を研究機関又は研究者に配分する機

関。 

「被配分機関」･･･競争的資金を獲得した研究機関又は研究者の所属する研究機関。 

「直接経費」･･･競争的資金により行われる研究を実施するために、研究に直接的に必要なもの

に対し、競争的資金を獲得した研究機関又は研究者が使用する経費。 

「間接経費」･･･直接経費に対して一定比率で手当され、競争的資金による研究の実施に伴う研

究機関の管理等に必要な経費として、被配分機関が使用する経費。 

    

３．間接経費導入の趣旨 

 競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費を、直接経費に対する

一定比率で手当することにより、競争的資金をより効果的・効率的に活用する。また、間接経費

を、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用

することにより、研究機関間の競争を促し、研究の質を高める。 

 

４．間接経費運用の基本方針 

（１）配分機関にあっては、被配分機関において間接経費の執行が円滑に行われるよう努力する 

こと。また、間接経費の運用状況について、一定期間毎に評価を行うこと。 

（２）被配分機関にあっては、間接経費の使用に当たり、被配分機関の長の責任の下で、使用に 

関する方針等を作成し、それに則り計画的かつ適正に執行するとともに、使途の透明性を確 

保すること。なお、複数の競争的資金を獲得した被配分機関においては、それらの競争的資 

金に伴う間接経費をまとめて効率的かつ柔軟に使用すること。 
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５．間接経費の額 

 間接経費の額は、直接経費の３０％に当たる額とすること。この比率については、実施状況を

見ながら必要に応じ見直すこととする。 

 

６．間接経費の使途 

 間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能

の向上に活用するために必要となる経費に充当する。具体的な項目は別表１に規定する。 

 なお、間接経費の執行は、本指針で定める間接経費の主な使途を参考として、被配分機関の

長の責任の下で適正に行うものとする。 

 

７．間接経費の取り扱い 

 間接経費の取り扱いは、被配分機関及び資金提供の類型に応じ、別表２の分類に従うこと。 

 

８．報告 

 被配分機関の長は、証拠書類を適切に保管した上で、毎年度の間接経費使用実績等を翌年

度の６月３０日までに、別紙様式により配分機関に報告すること。 

 

９．その他 

本指針に定めるものの他、間接経費の執行・評価に当たり必要となる事項については、別途

定めることとする。また、本指針は、今後の執行状況を踏まえ、随時見直すこととする。
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（別表１） 

 

間接経費の主な使途の例示 

 

 被配分機関において、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費

（「３．間接経費導入の趣旨」参照）のうち、以下のものを対象とする。 

 

（１）管理部門に係る経費 

（ア）管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 

（イ）管理事務の必要経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、  

会議費、印刷費 

など 

 

（２）研究部門に係る経費 

（ウ）共通的に使用される物品等に係る経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、  

印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

（エ）当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、 

通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費、 
論文投稿料（論文掲載料） 

（オ）特許関連経費  

（カ）研究棟の整備、維持及び運営経費 

（キ）実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 

（ク）研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 

（ケ）設備の整備、維持及び運営経費 

（コ）ネットワークの整備、維持及び運営経費 

（サ）大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費 

（シ）大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 

（ス）図書館の整備、維持及び運営経費 

（セ）ほ場の整備、維持及び運営経費 

など 

 

（３）その他の関連する事業部門に係る経費 

（ソ）研究成果展開事業に係る経費 

（タ）広報事業に係る経費 

 など  

 

※上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全

体の機能の向上に活用するために必要となる経費などで、研究機関の長が必要な経費と判

断した場合、執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とす

る。
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（別表２） 

 

被配分機関の種類等による間接経費の取り扱い整理表 

 

被配分機関の種類 

資金提供の形態 

委託費 

 

個人補助金 

 
機関補助金 

国立大学法人、大学共同利

用機関法人、公立大学法人、

独立行政法人、公益法人、

企業、私立大学 

委託者から受託者に配分 

 

 

 

補助事業者から所属機関に納

付 

 

 

 

国等から補助事業者に配

分 

 

 

 

国立試験研究機関等国の機

関 

受託者が委託者と異なる会計

間であれば配分可能 

補助事業者から所属機関に納

付しても、それに連動する歳出

科目があれば配分可能 

 

 

公設試験研究機関 委託者から受託者に配分（都

道府県議会等における予算の

審議を経て執行） 

 

 

 

補助事業者から所属機関への

納付を経て都道府県等に配分

（都道府県議会等における予

算の審議を経て執行） 

 

 

国等から補助事業者に配分

（都道府県議会等における

予算の審議を経て執行） 

 

 

 

* 「被配分機関の種類」については、代表的な機関を記載。 

* 留意点： 配分機関により、運用は異なることがある（企業の取り扱い等）。   
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（別紙様式） 

競争的資金に係る間接経費執行実績報告書（平成○○年度） 

１．間接経費の経理に関する報告 

（単位：千円） 

（収入） 

競争的資金の種類 間接経費の納入額 備考 

○○研究費補助金 
○○制度 

○○,○○○ 
○,○○○ 

 

合計 ○○,○○○  

（支出） 

経費の項目 執行額 使途 具体的な使用内容 

１．管理部門に係る経費 
①人件費 
②物件費 
③施設整備関連経費 
④その他 

 
２．研究部門に係る経費 
①人件費 
②物件費 
③施設整備関連経費 
④その他 

 
３．その他の関連する事業部門に係る経
費 
①人件費 
②物件費 
③施設整備関連経費 
④その他 

 
○○,○○○ 

○,○○○ 
○,○○○ 

 
 
 

○,○○○ 
○○,○○○ 
○○,○○○ 

 
 
 
 

○,○○○ 
○○,○○○ 
○○,○○○ 

  

合計 ○○,○○○   

 

※「競争的資金の種類」については、内閣府ホームページに掲載されている「競争的資金制度一覧」中の制度

名を記入し、その競争的資金制度による間接経費を受け入れた額について記入してください。なお、当該ホ

ームページ中に該当する制度名がない場合は、当該競争的資金制度の配分機関に確認してください。 

 （参考）内閣府ホームページ http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/ 

※「使途」については、（別表１）にある（ア）～（タ）の分類に沿って記入してください。（複数項目記入可） 

 （ア）～（タ）以外に使用した場合は、（チ）と記入してください。 

※「具体的な使用内容」については、「使途」が（イ）～（エ）に該当する場合に、別表１の各項目にある具体的な

使用内容を踏まえて、記入してください。また、（チ）に該当する場合も、具体的な使用内容について、記入し

てください。 

 

 

 

２．間接経費の使用結果に関する報告 
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（１）被配分機関において、間接経費をどのように使用し、その結果如何に役立ったのか記載してください。 

（「競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善」、「研究機関全体の機能の向上」の観点から記載し

てください。） 

 

  

 

 

  （２）．間接経費の使用について、該当する項目にチェックをしてください。 

  ①間接経費の使用方針について 

   □被配分機関の長の責任の下で間接経費の使用に関する方針を作成している。 

   □被配分機関の長の責任の下で間接経費の使用に関する方針を作成していない。 

  →方針を作成していない場合は、間接経費の使用について、被配分機関の長の責任の下、どのように間接経

費を運用しているか、具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 ②間接経費の使用について（複数選択可） 

  □間接経費の一部（又は全て）は、被配分機関の長の判断に基づき使用している（研究者の要望を受けて機関

の長が判断している場合を含む）。 

  □間接経費の一部は部局（研究科・専攻等）に配分しており、部局が独自の判断で使用できるようにしている。 

  □間接経費の一部を研究者に配分しており、研究者が独自の判断で使用できるようにしている。  →「間接経

費の一部を研究者に配分しており、研究者が独自の判断で使用できるようにしている。」場合、直接経費で充

当すべき支出に充当しないよう、どのように確認をしているのか、具体的に記載してください。 

 

 

  

 

③間接経費の趣旨及び使途に係る説明について（複数選択可） 

  □間接経費の趣旨及び使途（使用計画等）について、競争的資金の配分を受けた研究者に説明をしている。 

  □間接経費の趣旨及び使途（使用計画等）について、競争的資金の配分を受けた研究者に説明していない。 

  →間接経費の趣旨及び使途（使用計画等）について、競争的資金の配分を受けた研究者に説明している場合

は、どのような手段により、研究者に説明をしているか、具体的に記載してください。 

    また、説明をしていない場合は、どのようにして間接経費の趣旨及び使途（使用計画等）について、周知をし

ているか、具体的に記載してください。 
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競争的資金における使用ルール等の統一について 

 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 

(平成２９年４月２０日改正) 

競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ 

 

１ 趣旨 

研究者、研究機関が研究資金を効果的・効率的に活用できるように競争的資金の使用に

関わる各種ルール等の統一化を行うことで、研究資金の使い勝手が向上し、研究者は的確

に研究資金を活用し、研究により専念できることとなり、より多くの、より優れた研究成

果が期待できる。 

競争的資金の使用ルール等の統一化及び簡素化・合理化は、研究の生産性の向上につな

がり、ひいては、科学・技術を通じた、国民生活の質的向上及び我が国経済の持続的成長へ

寄与するものであることから、今般、以下の手続きを実施する。 

各府省は、本申し合わせに基づき、所管する各制度の趣旨に則り、適切に対処するもの

とする。 

なお、研究活動の特性を踏まえた対応であることを踏まえ、研究機関及び研究者に対し

予算の適正な執行を求めるとともに、状況によっては、対応の見直しがあり得ることを十

分周知すること。 

 

２ 年度末までの研究期間の確保   

科学研究の特性を踏まえ、競争的資金によって行う研究について、可及的早期に研究を

開始出来るよう配慮するとともに、年度末一杯まで研究を実施することができるよう、以

下の対応をすることとする。 

（１）研究機関及び研究者に対して、事業完了後、速やかに成果物として事業完了届を提出

することを義務づけ、各府省においては、事業の完了と研究成果の検収等を行うこと。 

（２）研究機関及び研究者に対して、諸条件を満たした場合は、会計実績報告書の提出期限

を国の会計年度終了後 61 日以内まで可能とすること。ただし、研究期間又は契約期間終

了日が当事業年度の３月末日以外の場合は、研究期間又は契約期間終了後 61 日以内まで

可能とすること。 

（３）今回の対応は、研究者が年度末まで研究を実施できることとしていることを踏まえ、

３月末日以降は補助事業又は委託契約の期間外になるが、研究機関及び研究者に対し、

研究成果報告書の提出を担保させること。この場合の提出期限は、国の会計年度終了後

61 日以内を期限とすること。ただし、研究期間又は契約期間終了日が当事業年度の３月

末日以外の場合は、研究期間又は契約期間終了後 61 日以内まで可能とすること。 
 

３ 使用ルールの統一 

消耗品や備品の購入に関するルールや、備品として管理する物品の金額、研究機器の購

入方法等について使用ルールを統一する。 

（１）補助又は委託先の研究者及び研究機関は、耐用年数１年以上かつ取得価格 10 万円以上

の物品は備品として、耐用年数１年以上かつ取得価格 50 万円以上の物品は資産として管

327



理すること。（委託事業の場合は、物品の所有権を移転するまでの間の取扱いとする。）

なお、資産について、固定資産税の納税義務のある補助又は委託先の研究機関において

は、地方税法等に基づいて適切に資産の管理を行うものとする。 

（２）直接経費の使途に関し「研究機関で通常備えが必要な備品を購入するための経費は支

出できない」としている規定を改め、消耗品やパソコンについても、事業の目的遂行に

必要と認められるものは購入可能とすること。 

（３）研究機器等の導入について、リースのみを義務づけている事業については、購入も選

択出来るようにすること。 

 

４ 購入した研究機器の有効活用 

補助事業で購入した研究機器や委託事業で購入した 50 万円以上の研究機器について、本

来の事業に支障を及ぼさない範囲で、一時的に（当該年度を超えない範囲で）他の研究開

発に使用することを可能とするよう、対応することとする。 

本取り扱いは、今後導入する研究機器についての対応のみならず、既に導入している研

究機器についても同様に取り扱うこととする。 

（１）補助事業や委託事業により購入した研究機器について、本来の事業に支障を及ぼさな

い範囲で、一時的に（当該年度を超えない範囲で）他の研究開発に使用する場合は、次

の条件を前提として、別紙様式１による報告書の提出をもって大臣等の承認があったも

のとして取り扱うこととし、補助事業実施期間中も本対応を実施することとする。（委託

事業により購入した研究機器について、所有権を府省等に移転するまでの間。） 

① 使用予定者との間で一時使用に係る管理協定等を締結し、破損した場合の修繕費

や光熱水料等使用に関する経費負担を明らかにしておくこと。 

② 貸付けを行う場合は原則無償貸付とする。ただし、貸付額は、実費相当額を求めて

も差し支えないものとする。 

（２）委託事業実施後において各府省から貸付けを受けている研究機器について、一時的に

他の研究開発に使用する場合は、本来の貸付の目的に支障を及ぼさず、使用場所等その

他、当該物品の貸付にかかる条件に反しない限りにおいて行うこととし、使用予定者と

の間で一時使用に係る管理協定等を締結し、破損した場合の修繕費や光熱水料等使用に

関する経費負担を明らかにしておくことを前提として、別紙様式２による報告書の提出

を行うこととし、委託事業実施期間中も本対応を実施することとする。 

（３）各府省においては、研究機器の管理者からの報告を受けた場合は、必要に応じて関係

府省と共有すること。 

 

５ 研究費の合算使用 

競争的資金については、旅費、消耗品について、他の補助事業や、委託費及び使途に制限

を受けない単独費等、複数種の経費による合算使用を以下のとおりルール化する。 

（１）旅費の場合は、「他事業分の出張と明確に区分出来る場合」、消耗品の場合は「他事業

の用途と合わせて購入する場合で、他事業分の経費と明確に区分出来る場合」等の要件

を付し、合算による使用を可能とすること。 

なお、複数種の経費により、研究機器等を購入する場合については、今後条件等を議論

していく。 
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（２）補助事業による合算購入については、補助目的たる各事業の遂行に支障を来さないこ

とを前提に、制度ごとに関与度の整理が必要であるが、補助事業により購入した研究機

器は、購入機関の財産であり、国は、財産処分の取扱いについて、制度別（又は府省別）

に各持ち分の整理をすれば良い。 

委託事業により購入した研究機器は、委託事業終了後に所有権が各府省に移転するた

め、国の他の補助金や研究機関の単独費を合算して購入することは考えにくい。また、複

数省庁の委託費との合算も、所有権の問題をどう整理するか検討が必要となる。 

 

６ 報告書の様式の統一 

競争的資金にかかる会計実績報告について、報告書の様式を簡素化するとともに、統一

化を実施することとする。 

（１）費目構成は、「府省共通経費取扱区分表」による取扱いを徹底すること。 

（２）様式については、まずは、会計実績報告書の金額の部分について、別紙様式３の内容

を記載させること。 

（３）金額以外の部分についても、統一化、簡素化を検討し、順次実施すること。  

 

７ 応募申請様式の統一 

  競争的資金にかかる応募申請について、様式の構成の統一化を実施することとする。 

（１）研究代表者情報等の基本的な情報については、原則として別紙様式４を使用すること

とし、具体的な記載方法は各制度所管府省が定めること。なお、採否の判定にあたり独

自に必要とする項目については、各制度所管府省が別途様式を定めること。但し、その

場合でも、画像貼付けなど申請書作成上の妨げとなるような枠線等は、当該様式中に設

けないこと。 

（２）別紙様式４については、府省共通研究開発管理システム等でのオンライン入力への全

面移行を前提に、今後も随時見直しを行う。 

 

８ 電子申請等の促進 

  競争的資金にかかる各種申請手続きについて以下の要領で電子申請等を促進し、利用者

の利便性の向上に努めることとする。 

（１） 競争的資金にかかる応募申請は、原則として府省共通研究開発管理システム等を通

じた電子申請で行わせることとし、速やかな移行が困難な制度においては、移行予定時期

をホームページ等で周知すること。 

（２） 研究分担者等の参加意思確認に書面の提出を要件としている場合は、特別の事情が

ない限り、原則として電子媒体により確認すること。 

（３） 国立研究開発法人科学技術振興機構が運営する researchmap と府省共通研究開発管

理システム等の連携を促進するため、研究代表者及び研究分担者の研究業績の提出を求め

る事業においては、各資金制度の応募要領等に researchmap への登録及び入力を推奨する

文章を掲載し、研究者等に利用を促すとともに、研究業績として、別紙様式４に

researchmap の登録情報の活用を促すこと。 

なお、researchmap の更なる活用の方途について、今後も検討を進める。 
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９ 競争的資金の使い勝手の改善に関する意見・相談窓口の設置について 

内閣府のホームページに相談等の窓口を開設し、研究機関及び研究者からの意見や相談

を直接受け取るとともに、これらに対する統一的な対応・回答を行うこととする。 

（１）内閣府は相談等の窓口に意見・相談が寄せられた際は、関係府省と調整の上回答を作

成し、ホームページ上で回答すること。 

（２）関係府省は、内閣府からの照会・依頼等に真摯に対応すること。 

 

１０ その他 

（１）上記２から８の対応は、独立行政法人等が有する競争的資金についても同様の措置を

講ずるよう主務省から当該法人に対して要請するものとする。但し、既に同様の処置が

講じられている場合及び個別に示す手順を経なくとも同様の措置が講ぜられる場合につ

いてはこの限りではない。 

（２）上記２、３、５及び６の対応は、平成 27 年４月以降に新たに公募を開始するものから

適用するものとする。 

（３）上記４の対応は、平成 27 年４月中に開始するものとする。 

（４）上記９の対応は、平成 27 年３月中に対応窓口を開設するものとする。 

（５）上記７及び８の対応は、平成 29 年４月中に所要の改正に着手し、同７月以降に新たに

公募を開始するものから順次適用するものとする。 
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（別紙様式1）

所管 設備等所有者（ ）

番号 名称 取得日
処分
制限
期間

所属
氏名

27年度内
使用日等

転用
・貸付
区分

所属
氏名

使用日等
転用又は貸付先
における研究開
発の事業内容

1 ●●●●事業 ▲▲▲▲ 備￥－×× □□□□ H27.4.1 ○年
○○大学
○○○○

H27.4.1
～5.31、
H27.7.1

～H28.2.20

貸付
■■大学
■■■■

H27.6.7
13:00～16:00

○○の○○を推
進するために必
要な○○の研究
開発

①管理協定の内容
②貸付額の内訳（実
費負担を求める場
合のみ）

2 □□□□事業 ◇◇◇◇ 備￥－◆◆ ○○○○ H27.4.1 ○年
××大学
××××

H27.4.1
～6.30

H27.8.31;13:00
～H28.215

貸付
●●大学
●●●●

H27.7.1～8.31
毎週火曜日
9:00～9:30

●●の●●を推
進するために必
要な●●の研究
開発

（別紙様式2）

所管 設備等借受者（ ）

番号 名称 借受日
借受
期間

所属
氏名

27年度内
使用日等

所属
氏名

使用日等
一時使用におけ
る研究開発の事
業内容

1 ●●●●事業 ▲▲▲▲ 備￥－×× □□□□ H27.4.1 ○年
○○大学
○○○○

H27.4.1
～5.31、
H27.7.1

～H28.2.20

■■大学
■■■■

H27.6.7
13:00～16:00

○○の○○を推
進するために必
要な○○の研究
開発

管理協定の内容

2 □□□□事業 ◇◇◇◇ 備￥－◆◆ ○○○○ H27.4.1 ○年
××大学
××××

H27.4.1
～6.30

H27.8.31;13:00
～H28.215

●●大学
●●●●

H27.7.1～8.31
毎週火曜日
9:00～9:30

●●の●●を推
進するために必
要な●●の研究
開発

備考

平成２７年度　設備等一時使用報告書

事業名
通し
番号

使用者 一時使用者

( ○ ○ 省 )

研究課題名

設備等

平成２７年度　設備等一時使用報告書
( ○ ○ 省 )

通し
番号

事業名 研究課題名

設備等 使用者 一時使用者

備考
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（別紙様式３） 

 
補助金の場合 

 

収支決算書 

（１）総括表 

○○補助金 

交付決定額 直接経費 
実支出額 

間接経費 
譲渡額 合計（a+b） 直接経費（a） 間接経費（b） 

円 円 円 円 円 

費目別収支決算（状況）表 

 
直接経費実支出額 間接経費 

譲渡額 物品費 人件費・謝金 旅費 その他 計 

交付決定額 
円 

 

円 
 

円 
 

円 
 

円 

 

円 

 

（補助事業に
要した経費） 

円 

 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

（補助対象経
費） 

円 

 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 

 

（補助金 
充当額） 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

（注）（ ） は例示 

収入 補助金 
円 

 自己資金 
円 

 その他 
円 

 

 

（２）補助事業者別  

研究代表者及び研究分担者 直接経費 
間接経費の譲

渡額 
備考 所属機関・部

局・職名 
氏名 研究者番号 

交付申請書に記
載の補助金額 

実支出額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

計 名  円 円 円  

 ※（２）は、研究分担者、共同研究者が不在の場合は削除すること。 
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委託費の場合 
 

業務収支決算書 

決算表 

（１）総括表 

○○収支決算書 支出 

 合計 

直接経費 

間接経費 
物品費 人件費・謝金 旅費 その他 計 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

委託費の 

充当額 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

○○収支決算書 収入 

 合計 委託費の額 自己充当額 その他 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

（２）委託先・再委託先別決算表（共同研究者、分担研究者を含む） 

○○収支決算書 支出 

 合計 

直接経費 

間接経費 
物品費 人件費・謝金 旅費 その他 計 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

委託費の 

充当額 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

○○収支決算書 収入 

 合計 委託費の額 自己充当額 その他 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

（注）（２）については、該当しない場合は削除すること。 
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（別紙様式４） 

（研究計画調書）※１  

 

研究課題名 

（英語表記）※２ 

 

研究種目等  

研究期間      年   月   日   ～    年   月   日（   年間） 

分 野  

分 科  

細 目  

細目表   

キーワード 

 

細目表以外の 

キーワード 

 

研究代表者 

氏名 

（フリガナ）  
（漢字等）  

所属研究機関  

住所 〒 

電話番号  ＦＡＸ  

E-mail  

部局  

職名  

経理事務 

担当者氏名 

 経理担当部局

名・連絡先等 

 

電話番号：          FAX番号： 

E-mail アドレス： 

研究分担者 

氏名※３ 

（フリガナ）  

（漢字等）  

所属研究機関  

住所 〒 

電話番号  ＦＡＸ  

E-mail  

部局  

職名  

経理事務 

担当者氏名 

 経理担当部局

名・連絡先等 

 

電話番号：          FAX番号： 

E-mail アドレス： 
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各年度別経費内訳※５                             （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目 中項目 年度 年度 年度   年度   年度 計 

 

直 

接 

経 

費 

1.物品費 設備備品費       
消耗品費       

2.旅 費 旅 費       
3.人件費 

 ・謝金 

人件費       

謝金       

4.その他 

 

外注費       

その他       

間接経費 

（上記経費の 30%以内） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

合 計       
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研究組織（研究代表者及び研究分担者） 

  

氏名（年齢） 

研究者番号 

所属研究機関 

部局 

職名 

現在の専門 

学位（最終学歴） 

役割分担 

年度 

研究経費 

（千円） 

エフォ

ート 

（％） 

研
究
代
表
者 

     

  

  

研
究
分
担
者 

     

  

  

 

     

  

  

      

  

  

      

  

  

      

  

  

      

  

  

計 00名 研究経費合計   
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（応募内容ファイル） 

 

１ 研 究 目 的 
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２ 研究計画・方法 
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３ 研究業績 
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４ 研究費の応募・受入等の状況・エフォート 

 

（１）応募中の研究費 
資金制度・研究費名（研究期

間・配分機関等名） 
研究課題名 

（研究代表者氏名） 
役割(代
表・分担

の別) 

平成 29 年度

の研究経費 
 
(期間全体の額) 

(千円) 

エフ

ォー

ト

(%) 

研究内容の相違点及び他の

研究費に加えて本応募研究

課題に応募する理由 
 

【本応募研究課題】 

 

（H  ～H  ） 
 代表 

 
 
（   ） 

 
 
 
（総額   千円）※6 

 
 
 

  
 
 
（   ） 

 
 
 
（総額   千円）※6 

 
（２）受入予定の研究費 

資金制度・研究費名（研究期

間・配分機関等名） 

 

研究課題名 

（研究代表者氏名） 

 

 

役割(代
表・分担

の別) 

平成 29 年度

の研究経費 
 
(期間全体の額) 

(千円) 

エ フ

ォ ー

ト

(%) 

研究内容の相違点及び他の

研究費に加えて本応募研究

課題に応募する理由 
 

 
 
 

  
 
 
（   ） 

 
 
 
（総額   千円）※6 

 
 
 

  
 
 
（   ） 

 
 
 
（総額   千円）※6 

 
（３）その他の活動   エフォート：   ％ 
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５ これまでに受けた研究費とその成果等 
 

（例） 

資金制度名： 

期間（年度）：  年度～  年度 

研究課題名： 

研究代表者又は研究分担者の別： 

研究経費（直接経費）：  千円 

研究成果及び中間・事後評価結果： 
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（注意事項） 

※１ 当該様式のタイトル、金額の単位等は、各府省所管制度の実施要領等に基づく。 

※２ 各種項目は当該資金制度に応じて適宜読み替えるものとする。 

※３ 研究課題名の英語表記を併記すること。（任意） 

※４ 研究分担者等は人数に応じて適宜記入欄を追加する。 

※５ 経費の各項目については、当該資金制度の必要に応じて定めるものとする。 

※６ カッコ内には、研究期間全体の直接経費の総額を記入。 

※７ 事業者単位で応募申請する制度の場合は、本様式に記載ができないため、様式への記載は不要と

することができる。 
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参考様式１ 

 

業務完了届 

 

 

｛文書番号｝ 

平成○○年○○月○○日 

 

  ○○○○ 

  ○○○○  殿 

 

 

（補助事業者 or 受託者） 

住  所 

                        名称及び 

                        代表者名            印 

 

 

 

   平成 年 月 日付（交付決定文書 or 委託契約書から記載） 

平成○○年度○○○○事業 

金額○○○○円（交付決定額or委託契約額） 

 

  上記（補助事業or委託業務）について完了したので、（補助事業要領○○条or委託契約書第○○条の

規定に基づき別紙の業務結果説明書を添えて報告します。 

   

 

（注）必要に応じて、文言等を追加すること 

例 委託契約書第○○条第○項に規定する「確認書」を提出しない場合は、なお書きとして以下の文章を

付け加えるものとする。 

「なお、委託契約書第２４条に規定する知的財産権については、無償で譲渡します。」 
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 別紙 

業 務 結 果 説 明 書 

   １．業務の実績 

    (1)業務の実施日程 

 

 

業務項目 

 

実    施    日    程 

 

4月 

 

5月 

 

6月 

 

7月 

 

8月 

 

9月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

1月 

 

2月 

 

3月 

             

 

    (2)業務の実績の説明 

 

 

 

   ２．取得設備・備品一覧（委託事業の場合に必要に応じて添付） 

 大項目 

（中項目）  
品 名 仕 様 数量 単価 

製造又は 

取得価格 
取得年月日 

保管場所 

（住 所） 
備 考 

         

         

         

（作成要領） 

    １．取得設備・備品の計上について  

       製造又は取得した単位毎に計上する。ただし、設備・備品に組み入れられたものであっても、単体でも使

用できる備品については、一品毎に内訳として計上する。 

    ２．製造又は取得価格について 

       １０万円以上の設備・備品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 

 

   ３．試作品一覧（委託事業の場合に必要に応じて添付） 

完成品名及び

構成品名 
仕 様 数量 単価 

製造又は 

取得価格 
取得年月日 

保管場所 

（住 所） 
備 考 

        

        

        

   （作成要領） 

    １．試作品の計上について  

       複数の部品により一の資産を構成する場合には、完成品単位で記載し、その構成内訳を製造又は取得した

単位毎に計上する。 

    ２．製造又は取得価格について 

       １０万円以上の試作品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。  
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参考様式２ 

補助事業（会計）実績報告書 

｛文書番号｝ 

平成○○年○○月○○日 

 

○○ ○○ 殿 

（研究代表者）  

所在地 〒 

機関名  

部署・職名  

氏名                  印 

 

平成○○年○○月○○日付 

平成○○年度○○○○事業「｛課題名等｝」 

 

上記補助事業について、○○○○の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。 

 

記 

１．支決算書（別紙イ） 

２．取得設備・備品一覧表（別紙ロ） 

 

（注）上記以外に別紙が必要な場合は適宜追加すること。 

   業務完了届けの提出を要しない一部の補助事業については、本報告内容に業務の実績を

含めること。 
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別紙 イ 

収支決算書 

（１）総括表 

○○補助金 

交付決定額 直接経費 
実支出額 

間接経費 
譲渡額 合計（a+b） 直接経費（a） 間接経費（b） 

円 円 円 円 円 

費目別収支決算（状況）表 

 
直接経費実支出額 間接経費 

譲渡額 物品費 人件費・謝金 旅費 その他 計 

交付決定額 
円 

 

円 
 

円 
 

円 
 

円 

 

円 

 

（補助事業に
要した経費） 

円 

 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

（補助対象経
費） 

円 

 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 

 

（補助金 
充当額） 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

（注）（ ） は例示 

収入 補助金 
円 

 自己資金 
円 

 その他 
円 

 

 

（２）補助事業者別  

研究代表者及び研究分担者 直接経費 
間接経費の譲

渡額 
備考 所属機関・

部局・職名 
氏名 研究者番号 

交付申請書に
記載の補助金

額 
実支出額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

計 名  円 円 円  

 ※（２）は、研究分担者、共同研究者が不在の場合は削除すること。 
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別紙 ロ 

取得設備・備品一覧表 

 

（１）補助事業において取得・製造した設備・物品 

名 称 仕 様 数量 取得等年月日 製造・取得価格 設置場所（住所） 備考 

       

       

       

（作成要領） 

１．取得設備・備品の計上について 

製造又は取得した単位毎に計上する。ただし、設備・備品に組み入れられたものであっても、単

体でも使用できる備品については、一品毎に内訳として計上する。 

２．製造又は取得価格について 

５０万円以上の設備・備品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 

 

（２）補助事業において効用の増加がなされた設備・備品 

名 称 仕 様 数量 
効用の増加 

年月日 

設備・備品の額 
設置場所（住所） 備考 

増加前 増加後 

        

        

        

（作成要領） 

１．効用の増加がなされた設備・備品の計上について 

効用の増加がなされた設備・備品毎に計上する。ただし、設備・備品に組み入れられたものであ

っても、単体でも使用できる備品については、一品毎に内訳として計上する。 

２．製造又は取得価格について 

５０万円以上の効用の増加がなされた設備・備品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 
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参考様式３ 

委託事業会計実績報告書 

｛文書番号｝ 

平成○○年○○月○○日 

 

○○ ○○ 殿 

（受託者）  

所在地 〒 

機関名  

部署・職名  

氏名                   印 

 

（研究担当者） （注）該当しない場合は削除すること。 

所在地 〒 

機関名  

部署・職名  

氏名                   印 

 

平成○○年○○月○○日付 

平成○○年度○○○○委託事業「｛課題名等｝」 

 

上記委託業務について、○○○○の規定に基づき下記の書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１．業務収支決算書（別紙イ） 

２．その他、業務にかかる変更内容の説明（要領○○条）（別紙ロ） 

３．取得設備・物品一覧表（別紙ハ） 

４．試作品一覧表（別紙ニ） 

 

（注）上記２．～５．については、該当しない場合は削除すること。またその他に別紙が必要な

場合は適宜追加すること。 

   上記３．４．について、業務完了届けで報告を受けた場合は、記載を要しない。 
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別紙 イ 

業務収支決算書 

決算表 

（１）総括表 

○○収支決算書 支出 

 合計 

直接経費 

間接経費 
物品費 人件費・謝金 旅費 その他 計 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

委託費の 

充当額 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

○○収支決算書 収入 

 合計 委託費の額 自己充当額 その他 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

（２）委託先・再委託先別決算表（共同研究者、分担研究者を含む） 

○○収支決算書 支出 

 合計 

直接経費 

間接経費 
物品費 人件費・謝金 旅費 その他 計 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

委託費の 

充当額 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

○○収支決算書 収入 

 合計 委託費の額 自己充当額 その他 

契約額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

決算額 
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

（注）別紙イの（２）については、該当しない場合は削除すること。 
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別紙 ロ 

その他、業務にかかる変更内容の説明 

 

（１）○○の変更 

  （ 該当： 有 ・ 無 ） 

  【「有」の場合、以下について記載する。】 

① 変更内容 

○○○○ 

② 変更を必要とした理由 

理由：（簡潔に記載すること。例：○○○○。） 

 

（２）○○の変更 

  （ 該当： 有 ・ 無 ） 

  【「有」の場合、以下について記載する。】 

① 変更内容 

○○○○ 

② 変更を必要とした理由 

理由：（簡潔に記載すること。例：○○○○。） 

 

（注）別紙ロの（２）については、該当しない場合は削除すること。 
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別紙 ハ 

取得設備・物品一覧表 

 

機関名（購入機関）：○○○○  

大項目 

（中項目） 

品 名 仕 様 数量 単価 製造又は

取得価格 

取得年月日 保管場所

（住所） 

備 考 

         

         

         

 

（作成要領） 

１．取得設備・物品の計上について 

製造又は取得した単位毎に計上する。ただし、設備・備品に組み入れられたものであっても、単

体でも使用できる備品については、一品毎に内訳として計上する。 

２．製造又は取得価格について 

１０万円以上の設備・物品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 
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別紙 ニ 

試作品一覧表 

 

機関名（購入機関）：○○○○  

完成品名及び構

成品名 

仕 様 数量 単価 製造又は取

得価格 

取得年月日 保管場所

（住所） 

備 考 

        

        

        

 

（作成要領） 

１．試作品の計上について 

複数の部品により一の資産を構成する場合には、完成品単位で記載し、その構成内訳を製造又は

取得した単位毎に計上する。 

２．製造又は取得価格について 

１０万円以上の試作品を計上する（据付費及び付帯経費は除く）。 
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参考様式４ 

 

研究成果報告書 

 

 

｛文書番号｝ 

平成○○年○○月○○日 

 

  ○○○○ 

  ○○○○  殿 

 

 

（研究代表者）  

所在地 〒 

機関名  

部署・職名  

氏名                  印 

 

 

   平成 年 月 日付（交付決定文書 or 委託契約書から記載） 

平成○○年度○○○○事業 

金額○○○○円（交付決定額or委託契約額） 

 

  上記（補助事業or委託業務）について（補助事業要領○○条or委託契約書第○○条）の規定に基づき

下記のとおり研究成果を報告します。 

 

記 

 

１．研究概要の説明 

（１）研究者別の概要  

所属機関・
部局・職名 

氏名 
分担した研究項目 

及び研究成果の概要 
研究実施
期間 

配分を受けた 
研究費 

間接経費 
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（２）研究実施日程 

 

 

研究実施内容 

 

実    施    日    程 

 

4月 

 

5月 

 

6月 

 

7月 

 

8月 

 

9月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

1月 

 

2月 

 

3月 

             

  （注）研究代表者、研究分担者等別に作成すること 

 

２．研究成果の説明 

記載内容の例 
 
研究・技術開発の目的：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 
 
研究・技術開発の内容と成果：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 
 
研究成果の刊行に関する一覧表：刊行書籍又は雑誌名（雑誌の時は、雑誌名、巻数、論文名）、刊

行年月日、刊行書店名、執筆者氏名 
 
研究成果による知的財産権の出願・取得状況：知的財産の内容、種類、番号、出願年月日、取得年

月日、権利者 
 
成果の実用化の見通し：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 
 
（注）制度の趣旨に応じて、記載内容を調整すること。 
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学術研究助成基金の運用基本方針 

 

平成２３年４月２８日 

文 部 科 学 大 臣 決 定 

改正 平成２４年４月１２日 

改正 平成２７年４月 ９日 

改正 平成２９年３月２９日 

改正 平成３０年３月３０日 

改正 平成３１年３月２５日 

改正 令和２年３月３０日 

 

 

 独立行政法人日本学術振興会法（平成 14 年 12 月 13 日法律第 159 号。以下「法」とい

う。）第 18 条第１項の規定に基づいて独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」と

いう。）に造成された学術研究助成基金（以下「基金」という。）を適切に運用するた

め、学術研究助成基金補助金交付要綱（平成 23 年４月 28 日文部科学大臣決定）第７条

第６号に基づき、独立行政法人日本学術振興会が達成すべき業務運営に関する目標（中

期目標）（平成 30 年３月１日文部科学大臣決定）（以下「中期目標」という。）Ⅲ２（１）

に規定する基金運用方針を定める。 

 

 

１．目 的： 

研究者の自由な発想に基づく学術研究の振興にふさわしい仕組みを整備するため、

研究費の複数年にわたる使用を可能とし、研究費の効果的・効率的な執行を図ること

を目的とする。 

 

２．総 則： 

(1) 基金により行う助成事業は、「科学研究費助成事業（科研費事業）」を構成する

事業として、文部科学省及び振興会が行う科学研究費補助金事業と一体的に運用す

るものとする。 

 (2)  基金から支出する研究費（学術研究助成基金助成金。以下「助成金」という。）

の執行に係るルールは、法第 17 条第２項により準用される補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和 30 年８月 27 日法律第 179 号）及び本基本方針に適

合するよう策定されなければならない。 

 

３．助成金の交付の対象: 

(1) 助成金の交付は、学術上重要な基礎的研究（応用的研究のうち基礎的段階にある

研究を含む。）であって、研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務

に含む者として所属し、かつ、当該研究機関の研究活動に実際に従事している研究
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者が一人で行う事業若しくは二人以上の研究者が同一の研究課題について共同して

行う事業（研究者の所属する研究機関の活動として行うものであり、かつ、研究機

関において助成金の管理を行うものに限る。）を対象とするものとする。 

(2) 基金による助成の対象として中期目標Ⅲ２（１）に示す研究事業は、前項の要件

を満たす研究事業のうち、それぞれ以下の各号に該当する事業をいうものとする。 

①  一人又は複数の研究者により組織する研究事業であって、独創的、先駆的な研

究を格段に発展させるための研究計画に基づいて行う、応募総額が 500 万円以下

の研究事業（平成 23 年度以降に新たに採択されるものに限る）（「基盤研究（C）」） 

②  一人又は複数の研究者により組織する研究事業であって、独創的な発想に基づ

く、挑戦的で高い目標設定を掲げた芽生え期の研究計画に基づいて行う、応募総

額が 500 万円以下の研究事業（平成 23 年度から平成 28 年度までに採択されたも

のに限る）（「挑戦的萌芽研究」） 

③  研究計画の初年度の４月１日の時点で 39 歳以下の研究者が一人で行う研究事業

であって、将来の発展が期待できる優れた着想を持つ研究計画に基づいて行う、応

募総額が 500 万円以下の研究事業（平成 23 年度から平成 29 年度までに採択された

ものに限る）（「若手研究（B）」） 

④  一人又は複数の研究者により組織する研究事業であって、独創的、先駆的な研

究を格段に発展させるための研究計画に基づいて行う、応募総額が 500 万円以上

2,000万円以下の研究事業（平成24年度から平成26年度までに採択されたもので、

500 万円以下の部分に限る）（「基盤研究（B）」） 

⑤ 研究計画の初年度の４月１日の時点で39歳以下の研究者が一人で行う研究事業

であって、将来の発展が期待できる優れた着想を持つ研究計画に基づいて行う、

応募総額が 500 万円以上 3,000 万円以下の研究事業（平成 24 年度から平成 26 年

度までに採択されたもので、500 万円以下の部分に限る）（「若手研究（A）」） 

⑥ 国際社会における我が国の学術研究の存在感を向上させるための国際共同研究

や海外ネットワークの形成の促進に資する研究事業（平成 27 年度以降に新たに採

択されるものに限る）（「国際共同研究加速基金」） 

⑦ 分野融合的研究を引き出す新しい審査方式の先導的な試行である特設分野研究

に係る研究事業（平成 27 年度以降に新たに採択されるものに限る）（「特設分野

研究基金」） 

⑧ 一人又は複数の研究者により組織する研究事業であって、斬新な発想に基づき、

これまでの学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを志向し、飛躍的に

発展する潜在性を有する研究事業のうち、探索的性質の強い、あるいは芽生え期

の応募総額が 500 万円以下の研究事業（平成 29 年度以降に新たに採択されるもの

に限る）（「挑戦的研究（萌芽）」） 

⑨ 緊急かつ重要な研究事業（平成29年度以降に新たに採択されるものに限る）（「特

別研究促進費」） 

⑩ 研究計画の初年度の４月１日の時点で博士の学位を取得後８年未満の研究者が

一人で行う研究事業であって、将来の発展が期待できる優れた着想を持つ研究計

画に基づいて行う、応募総額が 500 万円以下の研究事業（平成 30 年度以降に新た
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に採択されるものに限る）（「若手研究」） 

⑪ 研究機関に採用されたばかりの研究者又は産前産後休業若しくは育児休業を終

えた研究者が一人で行う研究事業であって、その研究活動のスタートを支援する

ことにより、将来の発展が期待できる優れた着想を持つ研究計画に基づいて行う、

応募総額が 300 万円以下（単年度当たり 150 万円以下）の研究事業（平成 31 年度

以降に新たに採択されるもの及び平成30年度までに新たに採択されたもののうち

平成 31 年度以降の助成に限る）（「研究活動スタート支援」） 

⑫ 一人又は複数の研究者により組織する研究事業であって、斬新な発想に基づき、

これまでの学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを志向し、飛躍的に

発展する潜在性を有する応募総額が 500 万円以上 2,000 万円以下の研究事業（令

和２年度以降に新たに採択されるもの及び令和元年度までに新たに採択されたも

ののうち令和２年度以降の助成に限る）（「挑戦的研究（開拓）」） 

 

４．助成金の費目間流用： 

３．（２）①から③並びに⑥から⑫に該当する事業における費目間の流用は、交付

決定を受けた直接経費の総額の 50％の範囲内（総額の 50％の額が 300 万円以下の場合

は、300 万円までの範囲内）であれば、振興会への手続を経ることなく行うことができ

る。この範囲を超える流用を行おうとする場合には、振興会の承認を必要とする。 

なお、３．（２）④及び⑤に該当する事業における費目間流用の取扱については、

別途振興会が定めることとする。 

 

５．助成金の適切な管理及び執行： 

(1) 助成金の執行は、振興会及び助成金の交付を受ける研究者（以下「研究者」という。）

の所属する研究機関が定める規程等に基づいて行う。振興会及び各研究機関は、研究

者が助成金を柔軟に使用できるようにするとともに、助成金を適正に執行管理するた

めに必要な規程等を定め適切に管理することとする。 

(2) 助成金により行う事業（以下「補助事業」という。）の期間内においては、研究遂

行が円滑に進展するよう、年度末、年度初めにおいて経費執行の空白期間が生じない

ように努め、弾力的な経費の執行を可能とする。 

(3) 各年度の助成金において研究計画変更等に伴い発生した未使用分については、最終

年度を除き、事前の手続きを経ることなく翌年度に引き続き使用することを可能と

し、研究者は各年度の執行額及び未執行額の発生理由を当該年度の実施状況報告書に

よって明らかにすることとする。 

(4) 補助事業において、助成金の不正な使用等が認められた場合又は研究活動の不正行

為（捏造、改ざん、盗用）が認められた場合には、「競争的資金の適正な執行に関す

る指針（平成 17 年９月９日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）」に基

づき振興会が定めるところにより厳正に対処することとする。 

 

６．交付決定及び助成金の支払い： 

(1) 振興会が助成金を配分する際には、複数年にわたる研究期間全体についての交付決
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定を行うものとする。 

(2) 助成金は、研究の進捗に応じて、研究者の行う支払請求により各年度の始まるとき

に支払われるほか、研究の遂行上必要な場合においては、交付決定の総額の範囲内で、

年度途中の追加支払いを受けることを可能とする。 

 

７．実施状況報告書の提出： 

研究者は、最終年度を除く各年度終了後２か月以内に事業の実施状況及び助成金の

収支状況を明らかにした実施状況報告書を振興会に提出するものとする。振興会は、

提出された実施状況報告書の審査及び必要に応じて行う調査により、助成金の交付の

決定の内容及びこれに附した条件に適合することを確認する。 

 

８．法律に基づく額の確定： 

 研究者は、補助事業期間終了後に、補助事業期間全体の実績報告書を振興会に提出

するものとする。振興会は、提出された実績報告書の審査及び必要に応じて行う調査

により、補助事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合す

ると認めたときは、交付すべき助成金の額の確定を行うものとする。この場合におい

て、補助事業のうち最終年度を除く年度に実施された部分の審査等については、７．

により確認した内容に基づいて行うことができるものとする。 

 

９．見直し： 

文部科学大臣は、基金の運用開始５年以内に、基金の執行状況及び成果等について

検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行う。 

 

10．協 議： 

  本基本方針に定める内容を変更しようとする場合においては、文部科学大臣はその

内容について、財務大臣に協議するものとする。 

 

11．その他： 

本基本方針に定めることのほか、基金の運用に関し必要な事項は、これと整合を図

りつつ、振興会が定めることとする。 

 

附則 

 この決定は、平成 24 年４月 12 日から施行し、改正後の規定は、平成 24 年４月１日か

ら適用する。 

 

附則 

 この決定は、平成 27 年４月９日から施行し、改正後の規定は、平成 27 年４月１日か

ら適用する。 

 

附則 
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 この決定は、平成 29 年３月 29 日から施行し、改正後の規定は、平成 29 年４月１日か

ら適用する。 

 

附則 （平成 30 年３月 30 日） 

 この決定は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

附則 （平成 31 年３月 25 日） 

 この決定は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 

附則 （令和２年３月 30 日） 

 この決定は、令和２年４月１日から施行する。 
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独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領 

（平成 15 年 10 月 ７日規程第 17 号） 

 

改正 平成 16 年 ４月 14 日規程第 ９号 

改正 平成 16 年 ９月 10 日規程第 14 号 

改正 平成 17 年 ２月 ２日規程第 １号 

改正 平成 17 年 ４月 ７日規程第 ７号 

改正 平成 18 年 ４月 14 日規程第 ９号 

改正 平成 19 年 ４月 ２日規程第 12 号 

改正 平成 20 年 ６月 10 日規程第 ９号 

改正 平成 22 年 ４月 19 日規程第 ６号 

改正 平成 22 年 ９月 ７日規程第 21 号 

改正 平成 23 年 ４月 25 日規程第 18 号 

改正 平成 23 年 ４月 28 日規程第 20 号 

改正 平成 24 年 10 月 31 日規程第 20 号 

改正 平成 25 年 ３月 13 日規程第 ２号 

改正 平成 25 年 ６月 12 日規程第 23 号 

改正 平成 26 年 ６月 ３日規程第 18 号 

                        改正 平成 27 年 ４月 １日規程第 22 号 

                        改正 平成 28 年 ４月 28 日規程第 49 号 

改正  平成 29 年 ４月 27 日規程第 11 号 

改正  平成 30 年 ３月 30 日規程第 ３号 

改正  平成 30 年 ６月 18 日規程第 65 号 

改正  令和 ２年 ３月 30 日規程第 ３号 

 

 

（通則） 

第１条 独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）が交付を行う科学研究費助成事

業（科学研究費補助金）（以下「補助金」という。）の取扱いについては、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「法」という。）、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）、独立行政法人日本学術振興

会法（平成 14 年法律第 159 号。以下「振興会法」という。）及び科学研究費補助金取扱規程（昭

和 40 年文部省告示第 110 号。以下「取扱規程」という。）に定めるもののほか、この取扱要領の

定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この取扱要領は、科学研究費補助金（基盤研究等）交付要綱（平成 11 年４月 12 日文部大

臣裁定。以下「交付要綱」という。）第 19 条第１項及び独立行政法人日本学術振興会業務方法書

（平成 15 年規程第１号）第４条の規定に基づき、振興会から研究者に対して交付する補助金の交

付の対象、申請、交付その他の取扱いに関する細目を定め、もって補助金の適正かつ効率的な執

行を図ることを目的とする。 
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（定義） 

第３条 この取扱要領において「補助金」とは、文部科学省から交付される科学研究費補助金から

支出する研究費であって、次に掲げるものをいう。 

一 科学研究費（特別推進研究、新学術領域研究、学術変革領域研究（A）、学術変革領域研究（B）、

基盤研究（S）、基盤研究（A）、基盤研究（B）、若手研究（A）、挑戦的研究（開拓）、奨励

研究） 

二 研究成果公開促進費 

三 特定奨励費 

四 特別研究員奨励費 

２ この取扱要領において「研究機関」とは、取扱規程第２条第１項に規定する研究機関及び同条

第４項の規定により研究機関とみなすものをいい、学術研究を行う機関であって次の第一号から

第四号に掲げるもの及び第五号に掲げるものをいう。 

一 大学及び大学共同利用機関（文部科学大臣が指定する大学共同利用機関法人が設置する大学

共同利用機関にあっては、当該大学共同利用機関法人とする。） 

二 文部科学省の施設等機関のうち学術研究を行うもの 

三 高等専門学校 

四 国若しくは地方公共団体の設置する研究所その他の機関、特別の法律により設立された法人

若しくは当該法人の設置する研究所その他の機関、国際連合大学の研究所その他の機関（国内

に設置されるものに限る。）又は一般社団法人若しくは一般財団法人のうち学術研究を行うも

のとして文部科学大臣が指定するもの 

五 本邦の法令に基づいて設立された会社その他の法人（以下この項において「会社等」という。）

が設置する研究所その他の機関又は研究を主たる事業としている会社等であって、学術の振興

に寄与する研究を行う者が所属するもの（第１号及び前２号に掲げるものを除く。）のうち、

文部科学大臣が指定するもの 

３ この取扱要領において「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途へ

の使用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使用をいう。 

４ この取扱要領において「不正行為」とは、研究費の交付の対象となった事業において発表され

た研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえ

るべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用をいう。 

 

（補助金の交付の対象） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）と

する。 

一 学術上重要な基礎的研究（応用的研究のうち基礎的段階にある研究を含む。）であって、研

究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として所属し、かつ、当該研究

機関の研究活動に実際に従事している研究者（振興会特別研究員を含む。）が一人で行う事業

若しくは二人以上の研究者が同一の研究課題について共同して行う事業（研究者の所属する研

究機関の活動として行うものであり、かつ、研究機関において補助金の管理を行うものに限る。）

又は教育的若しくは社会的意義を有する研究であって、研究者が一人で行う事業（以下「科学

研究」という。） 

二 学術研究の成果の公開で、個人又は学術団体が行う事業（以下「研究成果の公開」という。） 

三 学術上価値が高く、散逸することにより我が国の学術研究の進展に悪影響を及ぼすおそれの

ある資料の収集、保管及び公開を含む特色ある研究に関する学術団体が行う事業又は長期にわ
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たる研究活動を通じて蓄積された学術上の専門知識、実験用の試料等が必要とされる特色ある

研究を継続的に行うものであって、当該研究が中断することにより我が国の学術研究の進展に

悪影響を及ぼすおそれのある学術団体が行う事業（以下「研究事業」という。） 

２ 補助対象となる経費は、補助事業に要する経費のうち補助金交付の対象として振興会が認める

経費とする。 

 

（補助金を交付しない事業） 

第５条 前条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者（学術団体を含む。以下この条にお

いて同じ。）が行う事業については、それぞれ当該各号に定める期間、補助金を交付しない。 

一 法第 17 条第１項の規定により補助金の交付の決定が取り消された事業（以下「交付決定取消

事業」という。）において補助金の不正使用を行った者 法第 18 条第１項の規定により当該交

付決定取消事業に係る補助金の返還の命令があった年度の原則として翌年度以降１年以上 10

年以内の間で当該不正使用の内容等を勘案して相当と認められる期間 

二 前号に掲げる者と補助金の不正使用を共謀した者 同号の規定により同号に掲げる者が行う

事業について補助金を交付しないこととされる期間と同一の期間 

三 法第２条第３項に規定する補助事業者等（以下「補助事業者」という。）のうち、交付決定

取消事業において法第 11 条第１項の規定に違反した者（前２号に掲げる者を除く。） 法第

18 条第１項の規定により当該交付決定取消事業に係る補助金の返還の命令があった年度の原

則として翌年度以降１年以上２年以内の間で当該違反の内容等を勘案し相当と認められる期間 

四 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段の使用

を共謀した者 当該補助金の返還の命令があった年度の原則として翌年度以降５年間 

五 補助金による事業において不正行為があったと認定された者（当該不正行為があったと認定

された研究成果に係る研究論文等の内容について責任を負う者として認定されたものを含む。）

当該不正行為があったと認定された年度の原則として翌年度以降１年以上 10 年以内の間で当

該不正行為の内容等を勘案して相当と認められる期間 

２ 前条第１項の規定にかかわらず、振興会法第 18 条第１項に規定する学術研究助成基金を財源と

して支給する助成金（以下「基金助成金」という。）を一定期間交付しないこととされた次の各

号に掲げる者が行う事業については、基金助成金を交付しないとされた期間、補助金を交付しな

い。 

一 基金助成金の不正使用を行った者 

二 基金助成金の不正使用を共謀した者 

三 振興会法第 17 条第２項の規定により準用される法第 11 条第１項の規定に違反した補助事業

者（前２号に該当する者を除く） 

四 偽りその他の不正の手段により基金助成金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段

の使用を共謀した者 

五 基金助成金による事業において不正行為があったと認定された者 

３ 前条第１項の規定にかかわらず、同項第１号に規定する補助事業が、科学研究費補助金取扱規

程第４条第３項の特定給付金等を定める件（平成 16 年８月 24 日文部科学大臣決定。以下「大臣

決定」という。）第１条に定める特定給付金を一定期間交付しないこととされた次の各号に掲げ

る者が行う事業については、大臣決定第２条に定める期間、補助金を交付しないものとする。 

一 特定給付金の不正使用を行った者 

二 特定給付金の不正使用を共謀した者 

三 特定給付金の交付の対象となる事業に関して、法令又はこれに基づく国の機関若しくは独立
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行政法人の長の処分に違反した者 

四 偽りその他不正の手段により特定給付金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段の

使用を共謀した者 

五 特定給付金による事業において不正行為があったと認定された者 

４ 前条第１項の規定にかかわらず、公募型の研究費（補助金、基金助成金及び特定給付金を除く。）

又は国立大学法人若しくは独立行政法人に対する運営費交付金若しくは私立学校に対する助成の

措置等の基盤的経費その他の予算上の措置（文部科学省が講ずるものに限る。）による研究にお

いて不正行為があったと認定された者が行う事業については、当該不正行為があったと認定され

た年度の原則として翌年度以降１年以上 10 年以内の間で当該不正行為の内容等を勘案して相当

と認められる期間、補助金を交付しないものとする。 

 

（補助金の交付申請者） 

第６条 第４条第１項に係る補助金の交付の申請をすることができる者は、次のとおりとする。 

一 科学研究に係る補助金にあっては、次に掲げる者 

イ 研究機関に所属する研究者が科学研究を行う場合は、当該科学研究を行う研究者の代表者 

ロ 研究機関に所属しない研究者（特別研究員を除く。）が一人で科学研究を行う場合は、当

該研究者 

ハ 特別研究員が科学研究を行う場合は、当該特別研究員 

ニ 外国人特別研究員と受入研究者が共同して科学研究を行う場合は、当該受入研究者 

二 研究成果の公開に係る補助金にあっては、研究成果の公開を行う個人又は学術団体の代表者 

 三 研究事業に係る補助金にあっては、研究事業を行う学術団体の代表者 

 

（計画調書） 

第７条 補助金（新学術領域研究、学術変革領域研究（A）、学術変革領域研究（B）又は特定奨励

費（以下「新学術領域研究等」という。）を除く。以下この条から第９条までにおいて同じ。）

の交付の申請をしようとする者は、あらかじめ科学研究又は研究成果の公開に関する計画調書を

別に定める様式により振興会に提出するものとする。 

２ 前項の計画調書の提出期間については、毎年振興会が公表する。 

３ 新学術領域研究等の交付を申請しようとする者は、別に定めるところにより科学研究又は研究

事業に関する計画調書を文部科学省に提出するものとする。 

４ 前項の計画調書の提出期間については、文部科学省が公表する。 

 

（交付予定額の通知） 

第８条 振興会は、前条第１項の計画調書に基づき、補助金を交付しようとする者及び交付しよう

とする予定額（以下「交付予定額」という。）を定め、その者に対し、あらかじめ交付予定額を

通知するものとする。 

２ 振興会は、文部科学省からの通知により新学術領域研究等の補助金を交付しようとする者及び

交付予定額を定め、その者に対し、あらかじめ交付予定額を通知するものとする。 

 

（配分審査等） 

第９条 前条第１項により補助金を交付しようとする者及び交付予定額を定めるに当たっては、振

興会は補助金の配分等に関する事項を審議する科学研究費委員会に諮るものとする。 

２ 前項の委員会の組織及びその運営については、別に定める。 
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（交付申請書） 

第 10 条 第８条各項の通知を受けた者が補助金の交付の申請をしようとするときは、振興会の指示

する時期までに、別に定める様式による交付申請書を振興会に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第 11 条 振興会は、前条により補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤

りがないかどうか等を調査するものとする。 

２ 振興会は、前項の調査の結果、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交

付の決定を行うものとする。 

３ 振興会は、補助金の交付の条件として、次の事項及びその他必要な事項について定めるものと

する。 

一 補助金の交付を受けた者が、補助事業の内容及び経費の配分の変更をしようとするときは、

あらかじめ振興会の承認を得なければならないこと 

ただし、補助事業の目的を変えない範囲で振興会が文部科学大臣との協議を経て定める軽微

な変更についてはこの限りではないこと 

二 補助金の交付を受けた者が、補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、振興会の承

認を得なければならないこと 

三 補助金の交付を受けた者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂

行が困難となった場合においては、速やかに振興会に報告してその指示を受けなければならな

いこと 

四 補助金の交付を受けた者が、補助事業を遂行するため契約を締結し支払いを行う場合は、国

の契約及び支払いに関する規定の趣旨に従い、公正かつ最小の費用で最大の効果をあげるよう

に経費の効率的使用に努めなければならないこと 

４ 振興会は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに附した条件

を補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 12 条 補助金の交付の申請をした者は、前条第４項の規定による通知を受領した場合において、

当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、振興会

の定める期日までに申請の取下げをすることができることとする。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかっ

たものとみなす。 

 

（補助金の使用制限） 

第 13 条 補助金の交付を受けた者は、補助金を補助事業に必要な経費にのみ使用しなければならな

い。 

 

（実績報告書） 

第 14 条 補助金の交付を受けた者は、補助事業を完了したときは、速やかに別に定める様式による

実績報告書を振興会に提出しなければならない。補助金の交付の決定に係る国の会計年度が終了

した場合も、また同様とする。 
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２ 前項後段の規定による実績報告書には、翌年度に行う補助事業に関する計画を記載した書面を

添付しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 15 条 振興会は、前条第１項前段の規定による実績報告書の提出を受けた場合においては、その

実績報告書の審査及び必要に応じて行う調査により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内

容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金の

交付を受けた者に通知するものとする。 

２ 振興会は、前条第１項後段の規定による実績報告書のうち国庫債務負担行為に基づいて補助金

の交付の決定が行われた補助事業の実績報告書の提出を受けた場合においては、その実績報告書

の審査及び必要に応じて行う調査により、各年度における支出が交付の決定の内容及びこれに附

した条件に適合することを確認し、その額を補助金の交付を受けた者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 16 条 振興会は、前条の規定により額を通知した場合において、すでにその額をこえる補助金が

交付されているときは、補助金の交付を受けた者に補助金の返還を命ずるものとする。 

２ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、期限内に納付がない場

合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95％の割合で計算した延

滞金を徴するものとする。 

 

（不正使用等があった場合の補助金の取扱い） 

第 17 条 補助事業を遂行している者は、第５条の規定により自ら行う事業について補助金を交付し

ないこととされた場合には、振興会の定めるところにより、直ちに補助事業を廃止するための手

続を行わなければならない。 

 

（研究成果報告書） 

第 18 条 補助金の交付を受けた者は、振興会の定める時期までに、振興会の定めるところにより、

第７条第１項又は第３項の計画調書上の計画に基づいて実施した事業の成果について取りまとめ

た報告書（以下「研究成果報告書」という。）を振興会に提出しなければならない。 

２ 前項の振興会の定める時期までに研究成果報告書を提出しなかった者が、さらに振興会が別に

指示する時期までに特段の理由なく研究成果報告書を提出しない場合には、振興会は、第８条各

項の規定にかかわらず、この者に対して交付予定額を通知しないものとする。取扱規程第 13 条第

１項に係る補助金の研究成果報告書又は独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（学術

研究助成基金助成金）取扱要領第 18 条第１項に係る基金助成金の研究成果報告書を、文部科学大

臣又は振興会の指示する時期までに提出しない場合についても同様とする。 

３ 前項の規定により交付予定額を通知しないこととされた者が、その後、振興会又は文部科学大

臣が別に指示する時期までに研究成果報告書を提出したときは、振興会は、第８条各項の規定に

基づき、交付予定額を通知するものとする。 

 

（電子申請等） 

第 19 条 申請書等の提出については、当該申請書等に記載すべき事項を記録した次条の規定による

電磁的記録の作成をもって、当該申請書等の作成に代えることができる。この場合において、当

該電磁的記録は、当該申請書等とみなす。 
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２ 前項の規定により申請書等の作成が電磁的記録によって行われたときは、当該申請書等の提出

については、第 21 条の規定による電磁的方法をもって行うことができる。 

 

（電磁的記録） 

第 20 条 電磁的記録は、前条に規定する申請書等の提出を行う者の使用に係る電子計算機であって

振興会の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続できる機能及び接続した際に振興会

から付与されるプログラムを正常に稼働させられる機能を備えたものを使用して、次に掲げる事

項を記録したものとする。 

 一 電磁的記録により様式の作成を行う場合において従うこととされている様式であって振興会

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルから入手可能なものに示すところにより、当該

申請書等に記録すべき事項 

 二 当該申請書等の作成を行うときに添付すべき書類に記載され、又は記載すべき事項（前号に

掲げるものを除く。） 

 

（電磁的方法） 

第 21 条 電磁的方法は、振興会の使用に係る電子計算機と第 19 条に規定する申請書等の提出を行

う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用して提出する

方法とする。 

２ 前項に定める方法により申請書等の提出を行おうとする者は、当該申請書等の作成のために振

興会から付与されるプログラムに、識別番号及び暗証番号を、当該申請書等を提出する者の使用

に係る電子計算機から入力して電磁的記録を作成し、提出を行わなければならない。 

 

（帳簿関係書類等の整理） 

第 22 条 補助金の交付を受けた者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整

理し、補助金の交付を受けた年度終了後（国庫債務負担行為に基づいた交付の決定が行われてい

る場合は、補助事業の最終年度の終了後）５年間保管しておかなければならない。 

 

（経理の調査） 

第 23 条 振興会は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、その補助金の経

理について調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

 

（補助事業の状況の調査） 

第 24 条 振興会は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、補助事業の状況

に関する報告書の提出を求め、実地に調査することができる。 

 

（研究経過及び研究成果の公表） 

第 25 条 振興会は、補助事業に係る実績報告書及び前条の報告書のうち、研究経過に関する部分の

全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができるものとする。 

２ 振興会は、研究成果報告書の全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができる。 

 

（設備等の寄付） 

第 26 条 第６条第１号イに係る補助金の交付を受けた者が、補助金により設備、備品又は図書（以

下「設備等」という。）を購入したときは、直ちにそれを当該補助金の交付を受けた者が所属す
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る研究機関のうちから適当な研究機関を一以上選定して、寄付しなければならない。 

２ 第６条第１号ロに係る補助金の交付を受けた者が、補助金により設備等を購入したときは、研

究期間終了までにそれを学校その他の教育又は研究の施設に寄付しなければならない。 

３ 第６条第１号ハ又はニに係る補助金の交付を受けた者が、補助金により設備等を購入したとき

は、直ちにそれを当該補助金の交付を受けた者が研究に従事し又は所属する研究機関に寄付しな

ければならない。 

４ 補助金の交付を受けた者が設備等を直ちに寄付することが研究上支障があると認める場合にお

いて、振興会の承認を得たときは、第１項の規定にかかわらず、研究上支障のなくなるまでの間、

寄付しないことができる。 

５ 特別研究員は、第３項の規定にかかわらず、その特別研究員の資格を喪失するまでの間、設備

等を寄付しないことができる。 

 

（その他） 

第 27 条 この取扱要領に定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は、募集要項等にお

いて別に定めるものとする。 

 

 

附則 

この規程は、平成 15 年 10 月７日から施行し、平成 15 年 10 月１日から適用する。 

第４条の２の規定は、法第 18 条第１項の規定の準用により科学研究費補助金の返還が命じられ

た日が平成 15 年９月 12 日前である交付決定取消事業を行なった研究者が行おうとする補助事業

については、適用しない。 

この取扱要領の適用日前に、日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究等）取扱要領（平成

11 年６月９日規程第６号）の規定により日本学術振興会が行った科学研究費補助金の取扱いは、

振興会がこの取扱要領中の相当する規定により行った補助金の取扱いとみなす。 

 

附則（平成 16 年規程第９号） 

１ この規程は、平成 16 年４月１日から適用する。 

２ 第４条の２第１項第３号の規定は、この規程の適用前に交付の決定が行われた科学研究費

補助金に係る交付決定取消事業を行った研究者については、適用しない。 

 

附則（平成 16 年規程第 14 号） 

この規程は、平成 16 年８月 27 日から適用する。 

 

附則（平成 17 年規程第１号） 

１ この規程は、平成 17 年１月 24 日から適用する。 

２ 第４条の２第２項及び第３項の規定は、科学研究費補助金の返還が命じられた日がこの規

程の適用日前である事業を行った研究者又は当該研究者と共謀した研究者が行う事業につい

ては、適用しない。 

 

附則（平成 17 年規程第７号） 

この規程は、平成 17 年４月１日から適用する。 
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附則（平成 18 年規程第９号） 

この規程は、平成 18 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 19 年規程第 12 号） 

この規程は、平成 19 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 20 年規程第９号） 

１ この規程は、平成 20 年６月 10 日から実施し、平成 20 年度以降の補助金について適用する。 

２ 改正後の取扱要領（以下「新要領」という。）第５条第１項第１号及び第３号の規定は、

法第 18 条第１項の規定により科学研究費補助金の返還が命じられた日が平成 15 年９月 12

日よりも前である交付決定取消事業において不正使用を行った者又は法第 11 条第１項の規

定に違反して科学研究費補助金の使用を行った補助事業者（新要領第５条第１項第１号又は

第２号に掲げる者を除く。）については、適用しない。 

３ 新要領第５条第１項第４号の規定は、平成 16 年４月１日よりも前に交付の決定が行われた

事業の研究代表者又は研究分担者については、適用しない。 

４ 新要領第５条第１項第２号及び第５号の規定は、科学研究費補助金の返還が命じられた日

が平成 17 年１月 24 日よりも前である事業において科学研究費補助金の不正使用を共謀した

者又は偽りその他不正の手段により科学研究費補助金の交付を受けた者若しくは当該偽りそ

の他不正の手段の使用を共謀した者については、適用しない。 

 

附則（平成 22 年規程第６号） 

この規程は、平成 22 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 22 年規程第 21 号） 

この規程は、平成 22 年９月７日から適用する。 

 

附則（平成 23 年規程第 18 号） 

この規程は、平成 23 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 23 年規程第 20 号） 

この規程は、平成 23 年４月 28 日から適用する。 

 

附則（平成 24 年規程第 20 号） 

この規程は、平成 24 年９月 12 日から適用する。 

 

附則（平成 25 年規程第２号） 

１ この規程は、平成 25 年３月 13 日から適用する。 

２ この規程の適用前に第５条に規定する交付決定取消事業において第３条第７項に規定する

不正使用を行った者に対する当該不正使用に係る改正後の第５条第１項第１号の規定の適用

については、同号中「10 年以内」とあるのは「５年以内」とする。 

 

 

附則（平成 25 年規程第 23 号） 
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  この規程は、平成 25 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 26 年規程第 18 号） 

  この規程は、平成 26 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 28 年規程第 49 号） 

  １ この規程は、平成 28 年４月 28 日から適用する。 

  ２ 改正後の取扱要領第５条第４項の規定は、平成 26 年度以前の会計年度に係る研究費による

研究において不正行為があったと認定された者が行う事業については、適用しない。 

  ３ 第３条第８項に規定する「不正行為」とは、「研究活動の不正行為及び研究資金の不正使

用等への対応に関する規程」（平成 18 年規程第 19 号）第２条第２号に規定する「特定不正

行為」と同義である。 

 

附則（平成 29 年規程第 11 号） 

この規程は、平成 29 年４月 27 日から適用する。 

 

附則（平成 30 年規程第３号） 

  この規程は、平成 30 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 30 年規程第 65 号） 

  この規程は、平成 30 年４月１日から適用する。 

 

附則（令和２年規程第３号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 第３条第４項に規定する「不正行為」とは、「研究活動の不正行為及び研究資金の不正使

用等への対応に関する規程」（平成 18 年規程第 19 号）第２条第２号に規定する「特定不正

行為」と同義である。 
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独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領 

（平成 23 年４月 28 日規程第 19 号） 

 

改正 平成 24 年 10 月 31 日規程第 21 号 

改正 平成 25 年 ３月 13 日規程第 ３号 

改正 平成 28 年 ４月 28 日規程第 50 号 

改正  平成 29 年 ４月 27 日規程第 12 号 

改正  平成 30 年 ３月 30 日規程第 ４号 

改正  平成 30 年 ６月 18 日規程第 66 号 

改正  令和 元年 ６月 ６日規程第 16 号 

改正  令和 元年 ９月 ５日規程第 19 号 

改正  令和 ２年 ３月 30 日規程第 ４号 

 

 

 

（通則） 

第１条 独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）が交付を行う科学研究費助成事

業（学術研究助成基金助成金）（以下「助成金」という。）の取扱いについては、独立行政法人

日本学術振興会法（平成14年法律第159号。以下「振興会法」という。）、振興会法第17条第２項

において準用する補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下

「法」という。）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第

255号）並びに学術研究助成基金の運用基本方針（平成23年４月28日文部科学大臣決定）に定める

もののほか、この取扱要領の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この取扱要領は、学術研究助成基金補助金交付要綱（平成 23 年４月 28 日文部科学大臣決

定）第７条第７号の規定に基づき、振興会から研究者に対して交付する助成金の交付の対象、申請、

交付その他の取扱いに関する細目を定め、もって助成金の適正かつ効率的な執行を図ることを目的

とする。 

 

（定義） 

第３条 この取扱要領において「助成金」とは、学術研究助成基金から支出する研究費であって、次

に掲げるものをいう。 

一 科学研究費（基盤研究（B）、基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、挑戦的研究（開拓）、挑戦的

研究（萌芽）、若手研究（A）、若手研究（B）、若手研究、研究活動スタート支援） 

二 特設分野研究基金 

三 国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A）、国際共同研究強化（B）、国際活動支援班、

帰国発展研究） 

四 特別研究促進費 

２ この取扱要領において「研究機関」とは、科学研究費補助金取扱規程（昭和 40 年文部省告示第

110 号。以下「取扱規程」という。）第２条第１項に規定する研究機関及び同条第４項の規定によ

り研究機関とみなすものをいい、学術研究を行う機関であって次の第一号から第四号に掲げるもの
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及び第五号に掲げるものをいう。 

 一 大学及び大学共同利用機関（文部科学大臣が指定する大学共同利用機関法人が設置する大学共

同利用機関にあっては、当該大学共同利用機関法人とする。） 

 二 文部科学省の施設等機関のうち学術研究を行うもの 

 三 高等専門学校 

四 国若しくは地方公共団体の設置する研究所その他の機関、特別の法律により設立された法人若

しくは当該法人の設置する研究所その他の機関、国際連合大学の研究所その他の機関（国内に設

置されるものに限る。）又は一般社団法人若しくは一般財団法人のうち学術研究を行うものとし

て文部科学大臣が指定するもの 

 五 本邦の法令に基づいて設立された会社その他の法人（以下この項において「会社等」という。）

が設置する研究所その他の機関又は研究を主たる事業としている会社等であって、学術の振興に

寄与する研究を行う者が所属するもの（第１号及び前２号に掲げるものを除く。）のうち、文部

科学大臣が指定するもの 

３ この取扱要領において「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途へ

の使用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使用をいう。 

４ この取扱要領において「不正行為」とは、研究費の交付の対象となった事業において発表され

た研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえ

るべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用をいう。 

 

（助成金の交付の対象） 

第４条 この助成金の交付の対象は、学術上重要な基礎的研究（応用的研究のうち基礎的段階にある

研究を含む。）であって、研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として

所属し、かつ、当該研究機関の研究活動に実際に従事している研究者が一人で行う事業若しくは二

人以上の研究者が同一の研究課題について共同して行う事業（研究者の所属する研究機関の活動と

して行うものであり、かつ、研究機関において助成金の管理を行うものに限る。）とする。 

２ 助成対象となる経費は、助成金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）に要する

経費のうち助成金交付の対象として振興会が認める経費とする。 

３ 補助事業の期間は、振興会が決定した期間とする。ただし、助成金の交付を受けた者は、振興会

の承認を経て、補助事業期間を１年間延長することができる（ただし、国際共同研究加速基金（国

際共同研究強化（A））により行われる補助事業は、交付申請をした日から起算して３年を経過す

る日の属する年度の末日まで、補助事業を延長することができる）。また、産前産後の休暇又は育

児休業を取得する場合には、振興会の承認を経て、補助事業を中断する期間に応じて、１年間を超

えて、延長することができる。 

 

（助成金を交付しない事業） 

第５条 前条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者が行う事業については、それぞれ当該

各号に定める期間、助成金を交付しない。 

 一 法第 17 条第１項の規定により助成金の交付の決定が取り消された事業（以下「交付決定取消

事業」という。）において助成金の不正使用を行った者 法第 18 条第１項の規定により当該交

付決定取消事業に係る助成金の返還の命令があった年度の原則として翌年度以降１年以上 10 年

以内の間で当該不正使用の内容等を勘案して相当と認められる期間 

 二 前号に掲げる者と助成金の不正使用を共謀した者 同号の規定により同号に掲げる者が行う

事業について助成金を交付しないこととされる期間と同一の期間 
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 三 法第２条第３項に規定する補助事業者等のうち交付決定取消事業において法第 11 条第１項の

規定に違反した者（前２号に掲げる者を除く。） 法第 18 条第１項の規定により当該交付決定

取消事業に係る助成金の返還の命令があった年度の原則として翌年度以降１年以上２年以内の

間で当該違反の内容等を勘案し相当と認められる期間 

 四 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段の使用

を共謀した者 当該助成金の返還の命令があった年度の原則として翌年度以降５年間 

 五 助成金による事業において不正行為があったと認定された者（当該不正行為があったと認定さ

れた研究成果に係る研究論文等の内容について責任を負う者として認定されたものを含む。以下

同じ。） 当該不正行為があったと認定された年度の原則として翌年度以降１年以上 10 年以内

の間で当該不正行為の内容等を勘案して相当と認められる期間 

２ 前条第１項の規定にかかわらず、取扱規程第４条第１項又は独立行政法人日本学術振興会科学研

究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領（以下「補助金取扱要領」という。）第５条第１項の

規定により、科学研究費補助金を一定期間交付しないこととされた者が行う事業については、その

期間、助成金を交付しないものとする。 

３ 前条第１項の規定にかかわらず、科学研究費補助金取扱規程第４条第３項の特定給付金等を定め

る件（平成 16 年８月 24 日文部科学大臣決定。以下「大臣決定」という。）第１条に定める特定給

付金を一定期間交付しないこととされた次の各号に掲げる者が行う事業については、大臣決定第２

条に定める期間、助成金を交付しないものとする。 

一 特定給付金の不正使用を行った者 

二 特定給付金の不正使用を共謀した者 

三 特定給付金の交付の対象となる事業に関して、法令又はこれに基づく国の機関若しくは独立

行政法人の長の処分に違反した者 

四 偽りその他不正の手段により特定給付金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段の

使用を共謀した者 

五 特定給付金による事業において不正行為があったと認定された者 

４ 前条１項の規定にかかわらず、公募型の研究費（科学研究費補助金、助成金及び特定給付金を除

く。）又は国立大学法人若しくは独立行政法人に対する運営費交付金若しくは私立学校に対する助

成の措置等の基盤的経費その他の予算上の措置（文部科学省が講ずるものに限る。）による研究に

おいて不正行為があったと認定された者が行う事業については、当該不正行為があったと認定され

た年度の原則として翌年度以降１年以上 10 年以内の間で当該不正行為の内容等を勘案して相当と

認められる期間、助成金を交付しないものとする。 

 

（助成金の交付申請者） 

第６条 第４条第１項に係る助成金の交付の申請をすることができる者は、補助事業を行う研究者の

代表者とする。 

 

（計画調書） 

第７条 助成金（国際共同研究加速基金（国際活動支援班）及び特別研究促進費を除く。以下次条か

ら第９条までにおいて同じ。）の交付の申請をしようとする者は、あらかじめ補助事業に関する計

画調書を別に定める様式により振興会に提出するものとする。 

２ 前項の計画調書の提出期間については、毎年振興会が公表する。 

３ 国際共同研究加速基金（国際活動支援班）又は特別研究促進費の交付の申請をしようとする者

は、別に定めるところにより補助事業に関する計画調書を文部科学省に提出するものとする。 
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４ 前項の計画調書の提出期間については、毎年文部科学省が公表する。 

 

（交付予定額の通知） 

第８条 振興会は、前条第１項の計画調書に基づき、助成金を交付しようとする者及び交付しようと

する予定額（以下「交付予定額」という。）を定め、その者に対し、あらかじめ交付予定額を通知

するものとする。 

２ 振興会は、文部科学省からの通知により国際共同研究加速基金（国際活動支援班）又は特別研究

促進費の助成金を交付しようとする者及び交付予定額を定め、その者に対し、あらかじめ交付予定

額を通知するものとする。 

 

（配分審査等） 

第９条 前条第１項により助成金を交付しようとする者及び交付予定額を定めるに当たっては、振興

会は助成金の配分等に関する事項を審議する科学研究費委員会に諮るものとする。 

２ 前項の委員会の組織及びその運営については、別に定める。 

 

（交付申請書） 

第 10 条 第８条各項の通知を受けた者が助成金の交付の申請をしようとするときは、振興会の指示

する時期までに、別に定める様式による交付申請書を振興会に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第 11 条 振興会は、前条により助成金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤

りがないかどうか等を調査するものとする。 

２ 振興会は、前項の調査の結果、助成金を交付すべきものと認めたときは、速やかに助成金の交付

の決定を行うものとする。 

３ 振興会は、助成金の交付の条件として、次の事項及びその他必要な事項について定めるものとす

る。 

  一 助成金の交付を受けた者が、補助事業の内容及び経費の配分の変更をしようとするときは、あ

らかじめ振興会の承認を得なければならないこと 

   ただし、補助事業の目的を変えない範囲で振興会が文部科学大臣との協議を経て定める軽微な

変更についてはこの限りではないこと 

  二 助成金の交付を受けた者が、補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、振興会の承認

を得なければならないこと 

  三 助成金の交付を受けた者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行

が困難となった場合においては、速やかに振興会に報告してその指示を受けなければならないこ

と 

 四 助成金の交付を受けた者が、補助事業を遂行するため契約を締結し支払いを行う場合は、国の

契約及び支払いに関する規定の趣旨に従い、公正かつ最小の費用で最大の効果をあげるように経

費の効率的使用に努めなければならないこと 

４ 振興会は、助成金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに附した条件を

助成金の交付の申請をした者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 
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第 12 条 助成金の交付の申請をした者は、前条第４項の規定による通知を受領した場合において、

当該通知に係る助成金の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、振興会

の定める期日までに申請の取下げをすることができることとする。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付の決定はなかった

ものとみなす。 

 

（助成金の使用制限） 

第 13 条 助成金の交付を受けた者は、助成金を補助事業に必要な経費にのみ使用しなければなら

ない。 

 

（実施状況報告書） 

第 14 条 助成金の交付を受けた者は、最終年度を除く各年度終了後２ヶ月以内に、別に定める様式

により補助事業の実施状況及び助成金の収支状況を明らかにした実施状況報告書を振興会に提出

するものとする。 

２ 振興会は、提出された実施状況報告書の審査及び必要に応じて行う調査により、助成金の交付

の決定の内容及びこれに附した条件に適合することを確認する。 

 

（実績報告書） 

第 15 条 助成金の交付を受けた者は、補助事業を完了したときは、速やかに別に定める様式による

実績報告書を振興会に提出しなければならない。 

 

（助成金の額の確定） 

第 16 条 振興会は、前条の規定による実績報告書の提出を受けた場合においては、その実績報告書

の審査及び必要に応じて行う調査により、補助事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれ

に附した条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金の交付を受け

た者に通知するものとする。この場合において、補助事業のうち最終年度を除く年度に実施され

た部分の確認においては、第 14 条第２項により確認した内容に基づいて行うことができるもの

とする。 

 

（不正使用等があった場合の助成金の取扱い） 

第 17 条 補助事業を遂行している者は、第５条の規定により自ら行う事業について助成金を交付し

ないこととされた場合には、振興会の定めるところにより、直ちに補助事業を廃止するための手続

を行わなければならない。 

 

（研究成果報告書） 

第 18 条 助成金の交付を受けた者は、振興会の定める時期までに、振興会の定めるところにより、

第７条第１項又は第３項の計画調書上の計画に基づいて実施した事業の成果について取りまとめ

た報告書（以下「研究成果報告書」という。）を振興会に提出しなければならない。 

２ 前項の振興会の定める時期までに研究成果報告書を提出しなかった者が、さらに振興会が別に指

示する時期までに特段の理由なく研究成果報告書を提出しない場合には、振興会は、第８条各項の

規定にかかわらず、この者に対して交付予定額を通知しないものとし、また、既に助成金の交付決

定がなされている場合にあっては、助成金の支払を留保するものとする。取扱規程第 13 条第１項

又は補助金取扱要領第 18 条第１項に係る科学研究費補助金の研究成果報告書を、文部科学大臣又
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は振興会の指示する時期までに提出しない場合についても同様とする。 

３ 前項の規定により交付予定額を通知しないこととされた者が、その後、振興会又は文部科学大臣

が別に指示する時期までに研究成果報告書を提出したときは、振興会は、第８条各項の規定に基づ

き、交付予定額を通知するものとする。また、前項の規定により助成金の支払いを留保されている

者が、その後、振興会又は文部科学大臣が別に指示する時期までに研究成果報告書を提出したとき

は、振興会は、留保を解除するものとする。 

 

（電子申請等） 

第 19 条 申請書等の提出については、当該申請書等に記載すべき事項を記録した次条の規定による

電磁的記録の作成をもって、当該申請書等の作成に代えることができる。この場合において、当該

電磁的記録は、当該申請書等とみなす。 

２ 前項の規定により申請書等の作成が電磁的記録によって行われたときは、当該申請書等の提出に

ついては、第 21 条の規定による電磁的方法をもって行うことができる。 

 

（電磁的記録） 

第 20 条 電磁的記録は、前条に規定する申請書等の提出を行う者の使用に係る電子計算機であって

振興会の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて接続できる機能及び接続した際に振興会

から付与されるプログラムを正常に稼働させられる機能を備えたものを使用して、次に掲げる事項

を記録したものとする。 

 一 電磁的記録により様式の作成を行う場合において従うこととされている様式であって振興会

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルから入手可能なものに示すところにより、当該申

請書等に記録すべき事項 

 二 当該申請書等の作成を行うときに添付すべき書類に記載され、又は記載すべき事項（前号に掲

げるものを除く。） 

 

（電磁的方法） 

第 21 条 電磁的方法は、振興会の使用に係る電子計算機と第 19 条に規定する申請書等の提出を行

う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用して提出する

方法とする。 

２ 前項に定める方法により申請書等の提出を行おうとする者は、当該申請書等の作成のために振興

会から付与されるプログラムに、識別番号及び暗証番号を、当該申請書等を提出する者の使用に係

る電子計算機から入力して電磁的記録を作成し、提出を行わなければならない。 

 

（帳簿関係書類等の整理） 

第 22 条 助成金の交付を受けた者は、助成金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整

理し、助成金の交付を受けた事業終了後５年間保管しておかなければならない。 

 

（経理の調査） 

第 23 条 振興会は、必要があると認めるときは、助成金の交付を受けた者に対し、その助成金の経

理について調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

 

（補助事業の状況の調査） 

第 24 条 振興会は、必要があると認めるときは、助成金の交付を受けた者に対し、補助事業の状況
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に関する報告書の提出を求め、実地に調査することができる。 

 

（研究経過及び研究成果の公表） 

第 25 条 振興会は、補助事業に係る実施状況報告書、実績報告書及び前条の報告書のうち、研究経

過に関する部分の全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができるものとする。 

２ 振興会は、研究成果報告書の全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができる。 

 

（設備等の寄付） 

第 26 条 第６条に係る助成金の交付を受けた者が、助成金により設備、備品又は図書（以下「設備

等」という。）を購入したときは、直ちにそれを当該助成金の交付を受けた者が所属する研究機

関のうちから適当な研究機関を一以上選定して、寄付しなければならない。 

２ 助成金の交付を受けた者が設備等を直ちに寄付することが研究上支障があると認める場合にお

いて、振興会の承認を得たときは、前項の規定にかかわらず、研究上支障のなくなるまでの間、

寄付しないことができる。 

 

（その他） 

第 27 条 この取扱要領に定めるもののほか、助成金の取扱いに関し必要な事項は、募集要項等にお

いて別に定めるものとする。 

 

附則（平成 23 年規程第 19 号）  

  この規程は、平成 23 年４月 28 日から適用する。 

 

附則（平成 24 年規程第 21 号） 

  この規程は、平成 24 年９月 12 日から適用する。 

 

附則（平成 25 年規程第３号） 

１ この規程は、平成 25 年３月 13 日から適用する。 

２ この規程の適用前に第５条に規定する交付決定取消事業において第３条第６項に規定する

不正使用を行った者に対する当該不正使用に係る改正後の第５条第１項第１号の規定の適用

については、同号中「10 年以内」とあるのは「５年以内」とする。 

 

附則（平成 28 年規程第 50 号） 

１ この規程は、平成 28 年４月 28 日から施行し、平成 27 年８月 24 日から適用する。 

 ２ 平成 26 年度以前の会計年度に係る研究費による研究において不正行為があったと認定され

た者に対する当該不正行為に係る改正後の取扱要領（以下「新取扱要領」という。）の規定は

適用せず、なお従前の例による。 

３ 平成 27 年度に限り、新取扱要領第７条及び第８条の規定の適用については、第７条第１項

中「助成金（国際共同研究加速基金（国際活動支援班）を除く。以下次条までにおいて同じ。）」

とあるのは「国際共同研究加速基金を除く助成金」と、同条第３項中「国際共同研究加速基金

（国際活動支援班）」とあるのは「国際共同研究加速基金」とし、第８条中「前条第１項」と

あるのは「前条第１項及び第３項」と、「助成金」とあるのは「国際共同研究加速基金（国際

活動支援班）を除く助成金」とする。  

 ４ 第３条第８項に規定する「不正行為」とは、「研究活動の不正行為及び研究資金の不正使用
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等への対応に関する規程」（平成 18 年規程第 19 号）第２条第２号に規定する「特定不正行

為」と同義である。 

 

附則（平成 29 年規程第 12 号） 

この規程は、平成 29 年４月 27 日から適用する。 

 

附則（平成 30 年規程第４号） 

  この規程は、平成 30 年４月１日から適用する。 

 

附則（平成 30 年規程第 66 号） 

  この規程は、平成 30 年４月１日から適用する。 

 

附則（令和元年規程第 16 号） 

  この規程は、平成 31 年４月１日から適用する。 

 

附則（令和元年規程第 19 号） 

  この規程は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 

 

附則（令和２年規程第４号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 第３条第４項に規定する「不正行為」とは、「研究活動の不正行為及び研究資金の不正使用

等への対応に関する規程」（平成 18 年規程第 19 号）第２条第２号に規定する「特定不正行

為」と同義である。 
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＜問合せ先＞ 

文
部
科
学
省

○ 公募要領の内容の周知 文科省 Ｂ 

○ 新学術領域研究、学術変革領域研究の応募・審査
文科省 Ａ 

○ 特別研究促進費（災害時の緊急研究）の応募・審査

○ 科研費の不正使用や、研究活動における不正行為について 文科省 Ｃ 

○ その他文部科学省公募分の種目全般 文科省 Ａ～Ｃ 

日
本
学
術
振
興
会

○ 公募要領の内容の周知
学振 Ｂ，Ｃ，D，E，F，J，

K，L 
○ 特別推進研究の手続 学振 J 

○ 新学術領域研究、学術変革領域研究の交付手続 学振 G 

○ 基盤研究（Ｓ）の手続 学振 K 

○ 補助金分の基盤研究（Ａ・Ｂ）、若手研究（Ａ）の手続
学振 G 

○ 一部基金分の基盤研究（Ｂ）、若手研究（Ａ）の手続
○ 基金分の基盤研究（Ｂ・Ｃ）、挑戦的萌芽研究、

挑戦的研究（開拓）、挑戦的研究（萌芽）、若手研究（Ｂ）、
若手研究、特別研究促進費、研究活動スタート支援の手続

学振 H 

○ 奨励研究の手続 学振 E 

○ 特別研究員奨励費の手続 学振 G 

○ 研究成果公開促進費の手続 学振 L 

○ 国際共同研究加速基金の手続 学振 Ｃ，H 

○ 補助金の繰越、及び調整金の利用に係る手続 学振 G 
○ 研究成果報告書の提出に係る手続
○ 科研費におけるエフォートの登録に関すること

学振 G，H 

○ 電子申請システム 学振 Ｏ 

○ 科研費実地検査に関すること 学振 H 

○ 研究費の不正使用について 学振 M 

○ 研究活動における不正行為について 学振 M 

○ 種目全般 学振 Ａ，B 

その他 ○ e-Rad の操作に関する問合せ e-Rad ヘルプデスク

【文部科学省】 
〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 文部科学省研究振興局学術研究助成課 
TEL  03-5253-4111（代表）、FAX 03-6734-4093

担当係   電  話 
Ａ：科学研究費第一・二係 内線：4094・4087・4316・4317 直通：03-6734-4094・4087 
Ｂ：研究費総括係  内線：4091   直通：03-6734-4091 
Ｃ：企画室指導係   内線：4095・4328   直通：03-6734-4095 

【日本学術振興会】 
〒102-0083 東京都千代田区麹町５－３－１ 独立行政法人日本学術振興会研究事業部 

□ 研究助成企画課 FAX 03-3263-9005
担当係   直通電話 

Ａ：総括係  03-3263-0964
Ｂ：企画調整係  03-3263-4796
Ｃ：国際科学研究費係 03-3263-4927
Ｄ：研究助成係  03-3263-0977

□ 研究助成第一課 FAX 03-3263-9005
担当係   直通電話 

Ｅ：総務企画係   03-3263-0976・0980・1041
Ｆ：研究助成第一係 03-3263-4779・1003・0996・4724
Ｇ：研究助成第二係 03-3263-0164・2148・1870・2146
Ｈ：基金助成係  03-3263-1057・1867・1843・0913・0983

□ 研究助成第二課  FAX 03-3263-1824
担当係   直通電話 

Ｉ：企画調整係   03-3263-1431・4326
Ｊ：審査・評価第一係 03-3263-4254 
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Ｋ：審査・評価第二係     03-3263-4388・4632 
 

□ 研究事業課   FAX  03-3263-1716 
担当係              直通電話 

Ｌ：研究成果公開促進費係     03-3263-4926・4920 
 

□監査・研究公正室   FAX  03-3237-8238 
担当係              直通電話 

Ｍ：研究公正係     03-3263-1743 
 

□ 情報企画課   FAX  03-3237-8483 
担当係              直通電話 

Ｏ：情報管理係                03-3263-1017・1107・1024 
 

【e-Rad ヘルプデスク】 
電話 0570-066-877（ナビダイヤル） 
受付時間 9：00～18：00 
※ 土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12 月 29 日～1月 3日）を除く 
※ 上記ナビダイヤルが利用できない場合 

電話：03-6631-0622 
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